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表41こroJ'!われてL、る3牧のイチョウのロゴテeザインは、
設立ぅo周年を記念して、
東;;(大学大学院総介文化研究科・教養学部の新たなシンボルとして策定された。

東京大学のシンボルで、あるイチョウの葉を3枚重ねることにより、

学部前期(教養)・後期・大学院の 層にわたる教育の融合と、

ut界と未来に向けた学問と人の限りない交流と創造をイメーシしているc
市11作は、働禅石塚静夫氏。



表紙について

正門扉にはめこまれた第 高等学校校章

駒場キャンパス正1"11立以前の旧制第一高等学校時代の正1"1を1"1扉と

ともにそのまま引き継v'だものであり、各扉に!阪め込まれている透

かし模様の<1'央にあるのは、第一高等学校の校1;主である。このマー
クの歴史は古く、第・出等学校の前身である第-rJi等中学校がIVI治

19年 (1886年)に設立されたときに柏葉徽慌(はくょうかんらん)

章として制定されたもので、当時は中央に「ー"1'J の文字を円で凶
んだものが入っていた。第一高等学校になってこの部分を削り、い

ま正門の扉についているマークになったのである。このマークの柏

は軍神マルス、微授(オリーヴ)は智と美の久判11ミネルヴァを象徴

するというのが当時の説明で、文武兼備の精神を表したものとされ

ていた。でも約のほうが威勢が良くて心なしか微撹の52がi1.'f.いよう
に見えるのは、その後の日本の辿った道のことをつい思ってしまう

からだろうか。第一高等中学校以来、校旗は殺図版と利;し、そこで

はこのマークの"1"~たに rl胡」の宇を入れたものがmし、られていた。

ところでこのい1iJ1(だが、 H寺計台の建物(いまのl号館)と同時に出

来たものではない。ここに第一高等学校の建物が建ったのは、|則東

大震災後、東Jj(~~:1主|大学がこの地にあった段t字11日を本郷のJ)J.:(I:地に
移転させようと考えたからで、現在、 j文学部のキャンパスになって

いる弥生町 (1~\生式土器の名はこの町名による)に従った ~í~'!jがこ

れを受け、当時はIJII却の駒場に移る条件として'，'1"大スタイルの建物

を建てることを求めて、このキャンパスが生まれたのである。それ

が第二次大戦後、 *liil，IJの東京大学に組み入れられたのは資しき偶然
である。一向が移転してきた昭和9年(J934'1'-)には、まだJIの頭
線も開通しておらず、時計台の建物や学寮なとさはillっていたものの、

正門前の者1111T計Wiが未定のため垣も門も出来ていなかった。 11日和12
if (1937'lo)の11月に'れ虎雄教授に第一高等学校の1"1札の附屯と
築刻を依刺しているから、おそらく正門とその門lJi1が完成したのは

一高創立60}，';J'j'.のlIiJ干1113年(1938年)のことだったのであろう。

この正門をはじめ、1I'J'iil台の建物、いま教務課と美術IW物館が入っ
ている|日igliJr-館の建物、 900番教室として用いられている111講堂、

事務棟となっている特設高等科教室(日本占領 Fの巾悶などからの
学生が学んだ)、それに学寮の建物は、すべて後に京大総長となっ

た工学部建築学手|の教授で営繕諜長を兼ねていた内I.n祥三とその弟

子たちのデザインであり、隣の先端科学技術研究センター(先端研)

の古い建物もまた同じ手にかかるものである。 I!q111教授はアメリカ

のアイピー・リーグカミ保I[Jしているゴシック・スタイルをキャンパ

ス・デザインのJ品川!としたが、弟子たちは当11寺のヨーロッパの表現
主義にひかれるところがあり、駒場キャンパスのデザインにもその

両方の特徴が現れているのが見える。学寮の建物と先』れj)fのi持なと

に見える111日浪の榔成や旧講堂と旧図書館の組Ij而の段状のデザインと、

内田流のゴシ yクでまとめられた時計台をくらべるとそれがわかる

だろう。ちなみに本郷の安田講堂ではその両方の要素が折衷した形

になっている。

(桃山正)
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東京大学大学院総合文化研究科
東京大学教養学部



まえがき

東京大学教養学部は、戦後の学制改革によって新制の東京大学が誕生して以来、全国でもユ

ニークな「教養学部」としてう0年の歴史を誇っている。また、 1993年(平成う年)に開始され

た大学院重点化によって現在の形に整備された大学院総合文化研究科は、 7専攻・系にわたる修

上課程・博上課程の大学院教育を担当しつつ、東京大学の前期課程学生7，う00人の教育に責任を

持つ部局であり、さらに、 3・4年生を対象とする独自の後期課程を持っている。

東京大学大学院総合文化研究科・教養学部とは、いわゆる三層、すなわち、学部前期課程、

後期課程、大学院にわたる教育と研究をおこなう大規模な組織であり、大学院レベルの先端的

な研究の成果が前期課程にフィードバックされる柔軟な仕組みをとっている c その教育レベル

の高さ・綴密さは、国内はもとより国際的にもきわめて高い評価を得ている合

こうした駒場の教育・研究活動をくわしく紹介する書物が、年報[駒場J199xである。この年

報は、 1992年(平成4年)に創刊されて以来州Itliとなるが、大学院総合文化研究科・教養学部

の自己点検・自己評価の書としての役割を果たしてきた。

本書[駒場J1999は、今年度が教養学部設立う0周年という記念すべき年となったことから、

記念号という特徴を持っている。

これまでの本書の表紙は、付属の美術博物館に収蔵されている美術品の写真で飾られていた

が、今号は、駒場の歴史的なモニユメントのひとつであるlE門扉の透かし彫りとしたc

また本書が[駒場J199xの最後であり、来年からは[駒場J200xとなることを考慮して、章立

てなどの構成も大幅に改変し、キャンパスの新しい情報がよりわかりやすく網羅的に盛り込ま

れるように工夫した。

編集の作業を担l当して、駒場キャンパスで11j:11仕事をしながらも、駒場の現在や過去につい

て非常に貧しい知識しか持っていないことを痛感した。恥ずかしいことながら、学内に設置さ

れているさまざまな施設の場所すらおぼつかないことが多いのである O ましてや、いつも通り

過ぎている lE門の扉の透かし彫りに旧制第・肉等中学校以米の版史が刻まれていることを知lる

人は少ないで、あろう O 本書を手にする学生諸，{¥についてもI，;Jじことが言えるだろう。本書を予

にされるすべての人たちが、この駒場について新たな発見をしていただきたいと念じている、

大学は昨今、さまざまな社会の注目や批判にさらされており、困難な改革の道を探っていか

なければならない。しかし、本書は、そのような心配を吹き飛ばずに足るだけの生き生きとし

た刺激がこのキャンパスに満ち満ちていることをゆlらかにしている。

今後の大学院総作文化研究料・教養学部の発展のために、多くの方々からの支援、アドバイ

ス、そして批判をお寄せくださるようにお版円、したしL

2000年2月

教育・研究評価委員会
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教養学部設立50周年にあたって
大学院総合文化研究科長・教養学部長 浅野 掃郎

1949年に設立された教養学部は記念すべき設立う0周年を迎えることになりました。わたした

ちのう0周年は、きしくも21世紀の到来とほぼ時をーにしています。振り返ってみますと、新制

東京大学発足と同時に前期課程教育を担当する部局として設立された東京大学教養学部は、戦

後史の展開とともに歩んできたといっても過言ではありません。高度経済成長からバブル期、

そして現在の低成長の時代にいたるまで、わたしたち教養学部は急速に変貌する社会に対応す

べく、さまざまな組織・教育改革を行ってきました。

その改革も、特に90年代に入ってからの前期課程教育プログラムの再編と後期課程の新設整

備という一大改革につづく、 96年の大学院重点化の完了により、一段落した感があります。

しかし、けっしてこれで終わりということではありません。わたしたちの認識はむしろその

逆で、まもなく訪れる21世紀に向かつて、より有効な研究・教育活動を行っていくための基盤

整備がようやく整いつつあるということにすぎないと考えています。う0年という長い時間をか

けて培ってきたわたしたち教養学部の知的伝統と組織的基盤の上に立ち、その理想であるリベ

ラル・アーツ教育を21世紀に向けてどのようにより有効に実践してゆくのか、そのことがう0周

年を迎えるいまこそわたしたちに問われているのです。

国立大学をめぐる社会環境は、周知のように、近年ますます厳しいものになりつつありますっ

いわゆる独立行政法人化問題をはじめとして、戦後民主主義が推進してきた新制大学の組織や

教育のあり方自体にもまた、いまやさまざまな方面から批判が寄せられるようになっていますコ

その批判には根拠のないものが多々あることは否めませんが、わたしたち教養学部としては、

そうした社会の声に耳を閉ざすことなく、あるいはその逆にそうした「外圧」に一方的に屈す

ることなく、どこまでも「聞かれた組織」として、 21世紀のわが国にふさわしい研究・教育組

織を作っていくという決意を、設立う0周年を期に、新たにしているところです。

[駒場J1999は、 91年から始まり、句、 9ぅ、 97年の奇数年に出版をつづけてきた大学院総合文

化研究科・教養学部の自己評価報告書の第う弾目にあたるものです。その問、 92、94、96、98

の各偶数年には、ドj報告書のサプリメントも公表してきました。情報公開、説明責任などとい

う言葉をもはや使う必要もないでしょう C こうして自己報告書を公表することは、現在進行中

の大学院総合文化研究科・教養学部の三層構造のそれぞれにおける大がかりな外部評価同様、

聞かれた大学として行うべき当然の義務だと考えています。しかし、義務は同時に権利でもあ

ります。このように自己情報を外に向けて公表・発信することによって、大学教育におけるリ

ベラル・アーツ教育の重要性とそれと表裏一体である総合性と国際性を特徴とする総合文化研

究科の存在意義が正当に評価されることを心から願ってやみません。
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1999年度における大学院総合
文化研究科・教養学部



1 設立う0周年事業

東京大学教養学部は新j!J1j東京大学が1949年に誕生したのと同時に設立されたが、設立以来50

年の記念すべき年を、 1999年、迎えることになった。学部としては、う0周年を記念して、いく

つかの事業を99年度から来年にかけ企画・実施してきている。

その第lに、「教養学部50年史」の編纂 ・出版がある。この事業のために、昨年10月学部内に

「教養学部50年史」編纂委員会 (仮称)(委員長・義江彰夫・超域文化科学専攻教授)が設置さ

れ、現在、 当該委員会は編集作業に入っており、 2003年度中には出版の見込みである。

その第2に、 『東京大学は変わる一教養教育のチャレンジー~ (東京大学出版会)の編集 ・出版

がある(これについては次節を参照されたい)。

第3に、大学院総合文化研究科 ・教養学部の新しいロゴデザインの策定がある。これは、 21世

紀に向けた駒場の新しいアイデンティティの象徴となるものであり、設立50年の記念行事のひ

とつとして策定された。策定されたロゴと、その説明については中表紙を参照されたい。

その第4に、 50周年記念事業を締めくくるのにふさわしい大規模な記念シンポジウムが2000

年11月に開催の予定であり、現在、内外からの招待講演者をふくめ、シンポジウムのプログラ

ムを企画・検討中である。

さらに、今年度には2つのう0周年記念イベントが聞かれた。まず、 98年度にオープンしたキャ

ンパスプラザホール開場1周年記念をかねて7月l、2日に開催されたレクチャー・アンド ・パフ

ォーマンス 「舞台芸術の伝統と現在 京劇・狂言」。そして、 11月27日に行われた国際シンポジ

ウム「新たな教養を求めて一一アジアの高等教育における教養の再構築」である。

この2つのイベントについては、教養学部報にそれぞれ関係教官による報告が掲載されている

ので、ここではその記事を転載させていただく 。

1. 11東京大学は変わる一教養教育のチャレンジー』の出版について

新制東京大学が発足したのは1949年であり、当初から教養学部は東京大学全学の前期諜程教

育の運営に責任をもっ部局として、東京大学の発展に貢献してきた。新制大学は1947年に施行

された大学設置基準に基づいて設立されたものである。この大学設置基準によれば4年間の学部

教育は、 一般教育 -専門教育それぞれ21，1三間の2段階から構成されていた。前半の2年間は、 一般

教育として、人文科学、社会科学、自然科学の3領域にわたって一定数の授業科目を必修として

開講し、さらに外国語、保健体育を必修とすることを定めていた。そして、一般教育を担当す

る教官組織として「教養部」などという独立の組織を置くことが定められていた。このように、

教育課程の編成、あるいは開講されるべき授業科 目と単位数などの「ソフト」面ばかりではな

く、大学設置基準は学生l人あたりの校舎面積、教官 -学生比率、学生l人当たりの図書冊数な

ど、いわゆる「ハード」薗についても、細かく規定してあった。すなわち、大学の自由は事実

上認められていなかったのである。戦後の混乱期から新制大学が立ち上がるためには、政府 ・

文部省の厳しい管理 統iIliJあるいは保護も教育の質を維持するためには必要で、あったかもしれ

ないが、それが大学の自由な発展を妨げ、改革への自主的な努力をiltiJ約しているとの批判は早

くから大学の内外にあった。しかしながら、驚くことに、半世紀近くにわたって、わが国の大

学:は全く同じ大学設置基準によって運営されてきたのである。

この設置基準が、カリキュラム編成を中心とした教育の而で、 1991年に改訂された。この改

訂は「大綱化」と呼ばれているが、それまで、一般教育科目、外国語科目、保健体育科目、専

門科目と非常に調11かく明記されていた授業科目の区分がすべて削除され、「教育課程は、各授業

科目を必修科目、選択科目及び|三|由科目に分け、これを各年次に配当して編成するものとする」

という 一条項にまとめられたのである。この短い文章が全国の国立大学に大変革をもたらす結

ハUl
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1999年における大学院総行文化研'先科教葺学部

来となったのである O すなわち、一般教育科目、外国語科目および保健体育科目を担当してい

た教養部が国立大学の組織から消えてしまったのである o 東京大学教養学部は組織としては大

学院総合文化研究科・教養学部として残ったが、前期課科教育の科目構成は新しいリベラル・

アーツ教育の理念に基づいて大幅に改革された。

1991年の設置基準の改定のポイントは、カリキュラム編成上の規制の大部分を廃止し、卒業

要件としての総単位数を定めただけで教育課程編成については大学のf'll+l裁量に委ねた点にあ

るO 設置基準の改訂自身は、日本の大学教育システム全体から見れば一部の「規制緩和」であ

ったc しかしながら、大学紛争以後から幾度となく議論きれながらなかなか実現しなかった大

学改革の推進に果たした役割は、非常に大きなものがある O

すでに機会ある毎に報告 (W[駒場] 199x~、『教育・研究評{削減行書』、『東京大学前期課程教

育外部評価報告書」など)してきたように、 1993{Fに前JtJJ課程教育カリキユラムの全面的改革

と、その教育をになう組織改革を|祈行した。これらの改革が、丈部省令による大学設置基準の

大綱化と東京大学における大学院重点化と関わっていたことは事実であるが、東京大学では大

綱化あるいは大学院重点化の実施に先立つ1980年代から、前期課程教育の改善が検討され、い

くつかの提言が行われていた。 1993年の大改革は、これらの従胃が直接の契機となっており、

いわゆる「大綱化」に伴う全国の|五|立大学の一般教育等の改革のrt1でも性格と規模の両面にわ

たり特異的なものであった。

20世紀が終わろうとしている現在、異なる分野Iltlのボーダレス化とあるゆる分野の国際化が

急速に進む中で、 21世紀の世界における指導的人材の養成は急務であり、柔軟で、無限の可能性

を秘めた青年を教育する前期課程教育の果たす役割は、ますます重要になってきている。この

ような認識に立って、 1993年に前期課程教育の改市を断行するに巧たり、教養学部が発足以来

堅持してきたリベラル・アーツ教育を次のように再定義した。

(1)専門教育に進む前段階において、/riJ時代の知Iに関する広い見識と、それによって漏養さ

れる豊かな判断力を養う O

(2)同時代の知の基本的枠組み(パラダイム)の学刊と、そのような知にとって不可欠の基

本的な技能(テクネー)の背得。

このカリキュラム改革では、新市iJ大学発足以来半世紀にわたって続いてきた一般教育等にお

ける「人文科学Jr社会科学Jr自然科学Jr外ドIMfJr保健体育」という科目の枠組みを廃止し、

授業科Hの新たなカテゴリーとして「基礎科目 J r総合科11J r主題科目」という3分類を導入し

た。これらは単なる科目編成上の組み替えて、はなく、前JVJ課程に全面的な責任をもっ教養学部

の立場から、大学の前jt)J課程でやっておくべきこと、前J~J課程でこそできること、前期課程で

しかできないことが一体何か、という発fJ.lから11¥発して、現代社会にふさわしいリベラル・ア

ーツ教育を実現する枠組みとして新たに設定したものである O

教養学部発足当時の矢内原忠雄教養学部長は、一般教育を西欧中世の「自由学芸」に起源を

もっ「リベラル・アーツ」と位置つマけたO 教養学部は、学部から学生速に伝えたい情報を提供

したり、教官のエッセイなどを掲載して、教養教育の一助に資する目的として、「教養学部報」

を19うl年以来発行してきた。この創刊サで矢内原学部長は、リベラル・アーツ教育の理念を「こ

こで部分的専門的な知識の基礎である一般教養を身につけ、人間として片よらない知識をもち、

またどこまでも伸びて往く真理探究の精神を楠え付けなければならない。この精神こそ教養学

部の生命なのである」と述べ、さらに「よい教養学部が出来なければ、よい東京大学は出来な

い。新制大学としての東京大学の死命を制するのは教養学部だ」とまで喝破している。この理

念と自負は、 1993年のカリキユラム大改革を経た今11でも、本質的には変わることなく教養学

部の中に脈々と息づいているのである。

東京大学教養学部設立う0周年記念11"，版『東京大学は変わる一教養教育のチャレンジーJ (浅野

婿郎、大森嫡、川1J昭彦、 111内昌之編、東京大学H¥版会)は、以上のような改革の意図やその

内容を世の中に広く発信し、ご批判、ご教示をいただくために編集したものである。このl冊の

書物で、大改革のすべてが語り尽くされるものでは決してない。大学教育の中での教養教育の

重要性が再認識されている現在、東京大学教養学部は、新しい社会的・学問的ニーズに対応し

11 



て、教育および研究の内容や体制の改善を不断に実行すべく組織・制度上の改革を果敢に推し

進めてきた。最先端の教育研究を実践していくためには、ソフトウエアとしての組織・制度の

みならず、それにふさわしいハードウエアとしての物的環境をも整えていかなければならない。

また、改革が大幅であればあるほど、その結果を点検・評価しながら次なる改善に結びつける

努力が不可欠であり、それを推進する体制を構築しておく必要がある。本書の記念出版に当た

り、ソフトウエアとハードウエア両面にわたり創造的な活力に満ちたゆとりあるキャンパスラ

イフの場の構築はどのようにやるべきか、目覚ましく進歩する国際社会で活躍できる人材を育

てるために東京大学がどのような意識をもって教育研究にあたるべきか、などのささやかの提

言をも盛り込んだ‘つもりである。是非、ご一読いただきご鞭撞の程お願いする次第である。

2. IFう0周年記念イベント』

12 

駒場の素敵な芝居小屋一ーキャンパスプラザホール1周年記念公演

松岡心平(超域文化科学専攻/国文・漢文学)

キャンパスの中に、いい芝居小屋がある、というのはとても素敵なことだ。

98年7月2日に行われた、キャンパスプラザホール完成記念公演を見て、まず、そう

思った。

そして、その時、ここで野村高斎あたりでレクチヤー・アンド・パフォーマンスが

やれたらいいだろうな、と個人的に考えたことが、多くの方々のご協力を得て、 99年

の7月1日、 2日に「舞台芸術の伝統と現在 京劇・狂言」となってかなった。うれし

いことである。キャンパスプラザホールのl周年記念と東京大学教養学部う0周年記念

をかねての公演であった。

この、なにもないけど愛すべきプチ・ホールでは、完成記念公演以来、さまざまな

公演や催しが行われてきた。いろいろな学生劇団やサークルの公演、駒場祭での文田

劇場、あるいはオルガン委員会による諸種の演奏会、はたまた表象文化論の実習授業

やシンポジウムといった具合である。

そうしたバラエティに富む公演成果に、今回の公演がなにがしかのものを付け加え

られたとすれば、それは、一種の祝祭性であったかな、と思う。

単純な話だけれども、まず大勢のみなさんに来ていただくことができた。

7月l日の夜の京劇、 2日の昼・夜の狂言の三公演を通して、はかったように3うOをこ

える観客が入札ホールは熱気につつまれた。といって、入場お断りという事態にも

至らず理想的な観客動員だ司った。

もちろん、人が入ればいい、というものではないが観客の熱気に役者も応えたと思

つO

京劇公演での、解説者斬飛氏と通訳を超えた通訳刈閥文俊教授との絶妙のやりとり

と趣向、東京京劇団の役者による「三含口(きんさこう )Jでの驚くようなアクロパ

ット演技や「覇王別姫(はおうべっき)Jでの豊かな朗唱はすばらしかったし、狂言

公演のほうでも、かつて表象文化論の非常勤講師もしていた頃からは一皮も二皮もむ

けた野村高歳の話と芸に、叔父野村万之介のてだれの味がからみあって、テンション

が落ちる隙などみられなかった。

そして最終公演では、狂言「蛸午(かぎゅう)Jのラストのうかれ磯子は観客全体

を巻き上げた格好となり、それがカーテンコールでの割れんばかりの拍手やコールと

なって舞台上に帰ってきた。

このとき私も役者の紹介役で、舞台の板の上にのっていたのだが、授業や講演など

では決して帰ってくることのない(?)ほんもののアプローズを身に浴びたのは役得

だと，思ったc



1999jlこにおけるk:"I'院総合文化研究科教聾宇都

とはいえ、このような拍手やコールは、狂言役者たちにとってもやはり希有なもの

であったにちがいない。国立能楽堂や00能楽堂やムム市民ホールのようなと ころで
は、おこりょうがない拍手であったからだ。

その夜、高歳はとにかくハイで深夜の引|寺くらいまで、われわれに付き合ってくれた

し、前夜の京劇公泌の打ち上げパーテイでは、京康IJ役者たちは口々に、もう一度ここ

でやりたい、と言ってくれた。

問題はいくつも残してはいるものの、この、舞台も客席もゼロから作 り上げなけれ

ばならないなにもない空間]の、潜在的な演劇的密度は文句なく高い。

こういうものこそが、駒場の財産である。

そのl周年記念を、学部全体の50周年記念とともに祝う事が出来たのは、望外の幸

せであった。

この駒場の宝石箱が次にどんなものを生み出し、どんな拍手やコールにつつまれる

か、楽しみだ。

(，教養学部報」第433号、99i]三11月41::1発行より転載)

教養学部主催国際シンポジウム

新たな教養の理念を求めて一一アジアの高等教育における教養の再構築

桑野隆(超域文化科学専攻/ロシア諾)

キャンパス教養とは何か、またいかにあるべきかといった問いは、これまでにも幾

度となく発せられてきた。だが今日ほどこの間いが焦眉のものとなり根本的に新しい

答を求めている時期も稀であろう。そうしたなか、 II月27日、東京大学を含むアジア

の4大学による国際シンポジウム 「新たな教養の理念を求めて一一アジアの高等教育

における教養の再構築」が、同大学 ・総合文化研究科 ・教養学部主催で聞かれた。当

日の内容については詳しくは別の形で公表されることになろ うが、 以下に、実行委員

の一人として、当日の発言をごく手短に紹介しておきたい。

シンポジウムでは、まず浅野揃郎・総合文化研究科手|長より 、開会の辞も兼ねて、

本学における教養教育の沿革と基本的特徴や外部評価の進行状況について説明がなさ

13 
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れた。またそれと同時に、リベラルアーツとしての教養教育が、たんなる知識の提供

ではなく如何に学ぶかという態度そのものを重視したものであって、批判的思考力の

養成を任務としていること、従ってそうした理念は学部前期課程教育のみならず後期

課程や大学院においても実現されるべきであること、また教養教育において多様な初

留外国語が重要な役割を果たしていることなどが強調された。

このあと基調講演の部では、最初に本学の小林康夫教授(超域文化科学)が、これ

からの教養教育は、国家のなかに回収される人材ではなく「世界市民」を育てるべき

であると述べるとともに、「ある状況に対してとりうる態度」、「新しいもの・複雑な

もの・他者に積極的かつ真撃に向かう態度」等としての教養という論を展開した。ま

た、 globalizationという閲かれた今日こそlocalizationの重要性も大きいこと、さらには

「教養」とL‘う問いかけがアジアから発せられることの意義などが説かれた。

続く何芳川・北京大学副学長の講演では、北京大学における基礎課程の目的と方向、

カリキュラムの変更などについて、具体的でかなり詳細な報告がなされたが、そこに

は「よき基礎教育を与えることが学生にとって一生の利益になる」との基本方針が貫

かれていた。また、そうした姿勢は基礎教育経費の大幅増大など国家予算にも反映さ

れていた。さらには、さまざまな組み合わせの「実験」コ スを設けたり、優秀な教

官を基礎課程に配置するとともに基礎教育への貢献度を計るなど、注目すべき試みが

紹介された。

次に、ギエム・デイン・ヴイ・ハノイ大学副学長より、新興のハノイ大学の成立課

程と今後について報告がなされた。それによれば、ベトナムでは大学の再編成がいま

も進行中であり、それまでの単科大学中心を改め、既存の大学を統合して総合大学を

つくるといったような作業が行われている。ただ、そうした過程においても、前期二

年間の基礎課程のカリキュラムの再編、学生を能動的にするための工夫、成績評価の

方法などをめぐって意欲的な改革が試みられていることが報告された。

基調講演の最後はイ・サンオク・ソウル大学教授(韓国英文学会会長)によるもの

であり、技術中心主義や国際化の時代の今日にあって教養はいかにあるべきかが問題

にされた。多様性や相違を重視しつつも各学問分野間の意志疎通を図ることの重要性、

英語以外の外国語習得が多極化・多元化に果たす役割、技術中心主義に抗する古典教

育の再評価などが強調されるとともに、リベラルアーツが非職業的、非専門的である

が故にこそ今や人材育成に不可欠であることが説かれた。

また、このあとのパネルデイスカッションでは、李克安・北京大学教務部部長から

は、モラル、知識、実験精神、実務性などを備えた人材育成をめざす北京大学が基礎

教育ならびに外国語教育をどのように行っているか、またファン・フイ・レ・ハノイ

大学ベトナム研究センター長からは、科学技術革命やglobalization、文化の多様化など

がベトナムにおける教養教育にどのように影響しているかについて、現状報告があっ

た。これに対して本学の小森陽一教授(青語情報科学)は問題提起に重点をおき、近

代の知を超える知を身につけること、産業資本主義がっくりだしてきた諸矛盾を解決

する能力をもつこと、アメリカ中心のglobalizationを疑いつつlocalizationの可能性をさ

ぐること等が、これからの教養教育の基盤になるべきとの見解を述べた。さらには、

本学の鍛冶哲郎教授(言語情報科学)等によるコメント、質疑応答、そして閉会の辞

に際しての山内昌之評議員による「異なる文明間の対話と教養の関係」云今が続くな

ど、充実した雰囲気のなかでシンポジウムは幕を閉じた。

今~IIの催しに対する評価はさまざまであろうが、アジアの諸大学が集まって「教養」

を考えるというこの初めての試みが、相互の共通性と差異を予期していた以上に明ら

かにできたことをまずは評価したい。ただ今回はまだそれぞれが報告ないし提案した

ままにとどまっており、今後は互いに忌俸のない議論が求められよう c その点でも、

各大学がこうした試みを来年以降も回り持ちで行う方向で同意したことの意味は大き

し、。



199')年におけるA:'t院総合文化研究科靴葺宇部

(r教養学部報」第436号2000年2月2日発行より転載)
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2 前期課程教育の授業外部評価の実施

新制大学が発足して半世紀以上が経過し、異なる学問分野間のボーダレス化とすべての分野

での国際化が急速に進行している現在、高等教育、特に大学教育の質が厳しく関われている。

新制大学発足当初の学部教育課程は、一般教育と専門教育から編成されていた。 20世紀後半の

日本の大学は専門学術の教授と研究に重点を置き、なるべく早い時期から専門領域に分化し、

いわば深く進むことに主力を注ぎ、個人の自由と尊厳に根差した豊かな知性と感性を身につけ

て、自主独立の識見ある人材の養成には余り意を用いなかったといえよう。このような専門学

術重視の教育が我が国の近代化・産業化に大きく貢献してきたことは間違いない。すなわち、 20

世紀の社会の発展は、相互に関係のない領域では、それぞれ独立に最適化を進めてきた結果で

ある。これは、より好ましい未来に向かつての進歩の過程であり、この過程には専門分野の深

い知識が非常に有効で、あった。しかしながら、各専門分野がますます先端化・先鋭化する一方

で、領域を超える競合関係が、時には阻害関係すらが発生し、それぞれの領域内での最適化は

必ずしも社会全体の進歩を約束しないまでになってしまっている O

このような大学をとりまく環境の変化と時代の変化は、専門教育の予科的教育ではない教養

教育をさらに一層重要なものにした。東京大学教養学部は発足当初から、東京大学全学の前期

課程教育の運営に責任をもっ部局として、一貫してリベラル・アーツ教育を行ってきた。 1993

年には、前期課程教育カリキュラムの全面的な改革と、その教育を担う組織改革を断行した。

これらの改革の内容については、毎年発行されている r[駒場]199xJに詳しく述べられている

が、改革によって、教養学部が長年果たしてきた機能は、大学院総合文化研究科に引き継がれ、

この研究科は東京大学全学の学部前期課程教育の運営に全面的に責任をもっ部局として以前に

も増して重要な位置を占めることとなった。

1. カリキュラム改革の自己点検および外部評価

これらの改革は新制大学発足以来の抜本的なものであり、その有効性について全く未知の部

分を抱えていた。すなわち、新カリキュラムが次世代の国際社会で活躍する人材を育てるため

にふさわしい前期課程教育となっているか、そして大学院重点化された組織がその前期課程教

育をいかに担当するかという二つの命題を包含していた。改革の理念を実現するにあたって、

それに伴う困難や弊害は当然いくつも予想された。そして、実際に改革の過程においては、こ

れまで教養学部が蓄積したものを有効に利用し、かつ新しい教育体制へと進むためにすり合わ

せ、意見交換を行い、ある程度のリスクを覚悟しつつ試行を繰り返さざるを得なかった。した

がって、カリキュラム自体や教官・運営組織を自己点検・評価すると同時に、この新しい理念

が東京大学の教育システム全体の中で有効に機能しているかを充分な時間をかけて評価・点検

し、長期的展望に立って改善していく必要があったc

大学院総合文化研究科・教養学部では、こうした改革後の新展開を点検・評価するために、

1993年と1996年にはアンケート調査(学生・教官)を実施するとともに、毎年、自己点検・評

価を実施してきたc これらの結果は、 r教育・研究評価報告書1-う』として公表してきた。 1998

年には、それまでの自己点検・評価資料を基に、後期課程諸学部の教官による点検・評価を依

頼し、さらに、これを東京大学外の有識者に評価をお願いした。学部前期課程教育に対する外

部評価を受ける際の「外部」には二重の意味がある。すなわち、東京大学の外という通常の意

味での「外部」ばかりでなく、前期課程における教育を基礎としてそれぞれの専門分野におけ

る教育を行う後期課程諸学部は、前期課程をあずかる教養学部にとって、より直接的な「外部」

ということができる。外部評価を実施するに当たって、教養学部外部評価実施委員会は、まず

この狭い意味での「外部」に評価を仰ぎ、次にその評価を含めた上で広い意味での「外部」に

16 
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評価を依頼するという二段階方式をとった。

これらの外部評価の結果は、『東京大学前期課程教育外部評価報告書第一分冊および、第二分冊』

として公表したc 第一分間}は、後期課程諸学部の教千子から寄せられたコメントおよび1998年l月

24日に開催された東京大学前期課程教育外部評価公IjfJシンポジウムの速記録を娼載した。第二

分冊は、後期諜程諸学部からのコメントおよび公開シンポジウムでの議論に対する教養学部外

部評価実施委員会の意見をまとめたものである。さらに、外部評価の概要は r[駒場]1998J (10 

~16ページ)にまとめた。

今までの一連の評価結果に関する分析や意見はきわめて多}J面にわたっており、これらを簡

単に総括することは容易でなし~しかし、カリキュラム改革の理念と方向性、そしてそれを支

える組織についてはよく理解され、概ね向く評価されたと言ってよかろう O このように、 1993

年のカリキュラム改革の全体的な理念・ }j向性などの評官Iliを受けたので、 1999年からは、個々

の科目の教育1=1標・内容・方法やシラパスなとーの授業外部評価を開始したc

2. 授業外部評価

各科目の授業評価を実施するに当たって、評価委員の方舟には、次のような点を中心に評価

いただくよう依頼した。

I 教育目標・教育内容 - Mのために、何を教えるか?

1)教育目標の設定

前期課程教育としての位置づけ

2)教育内容の設定

H 教育方法 どのように教えるのか?

1)授業の設計

シラパス、教科書

履修指導

2)実際の教育活動

教え方

メディアの効果的活用

興味、難度

3)成績評価

4)学習環境の整備j

E 授業改善のための努力 一絶えず改善する体制が構築されているか?

1l組織的な研究・研修の実施

2)自己評価と学生の授業評価

3)外部の意見

W その他

教養学部で開講されている科目は非常に多岐にわたっているので、 3年五十[wjで授業評価を実施

することとした二情報関連科目、物正理学関連科tl、およびスポーツ・身体運動関連科目の授業

評価は1999年l月に実施し、それらの結果は『東京大学前期課程教育授業外部評価報告書(中間

報告)J (平成12年l月)として報告したが、それらの概要を以下にまとめる。外国語科目の授業

評価は1999年11月にすでに実施し、 2000年6月末には、基{礎科目「基礎演習」、化学関連科目、

生命科学関連科目について評価を実施するように準備を進めている。

本年は3年計画の最初の報告であるので、授業外部評価を始めるまでのエピソードを紹介した

い。評価委員をお願いに伺ったH寺に、ある }iから、「恐ろしいことを始めますね」と言われたこ

また、報告書でも、ある委員から「大学では他人の講義をのぞくことはタブー視されていると

ころがあるυ 今回の「外部評価」はそのタブーを破ったところに最大の意義があったといえる
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かも知|れなしりというコメントをいただいた。小学校から高等学校までは、「研究授業」や「授

業参観」が制度的にあるのであるから、大学にはそれがなかったのは不思議と言えるかもしれ

なL、大学の教官が「タブー」と思い込んでいたのかも知れない。いずれにしても、今!日lのJ受

業外部評価が、 21世紀の大学にふさわしい教養教育の創造につながっていくことを期待したい。

3. 情報関連科目の授業外部評価

外部評価の対象科目は、基礎科目の「情報処理」を中心として、総合科目の「計算機科学概

論Jr計算機プログラミングI、IIJおよび工学部と理学部が開講する「数理・情報一般」の情

報関連科11も含めることとしたっ外部評価委員としては、情報処理教育に関して積極的に取り

組まれている、大岩元先生(慶感義塾大学教授)、都倉信樹先生(大阪大学教授)にお願いした。

評価対象の中心とした「情報処理」は、 1993年度から開始した前期課程教育の新カリキュラ

ムにおいて、理系、文系を1mわず全学生が必修科目として履修する科Hである c 理系と文系と

でなるべく同内容とすること、現状では11'学・高校で情報についての基礎的な勉学をしている

ことを前提とできないこと (2006年入学の学生から、この条件が変わる)、 -}jでなんらかの形

で高校時代にコンピュータを経験している者とそうでない(fとの差は大きいこと、などこの科

1Iの内容やレベルを設定する上での制約条件は複雑なものがある。

とくに大きな問題点は、識字(リテラシー)教育と教養(リベラル・アーツ)教育とのバラ

ンスである o 1)テラシーとはコンピュータの基本的な使いんーを身につけることである。ネット

ワーク利用の拡大に伴い、学内での連絡、広報、課題の提示やレポート提出など、大学生活を

送る上でリテラシーの刊得が必須のものとなってきた。このため、リテラシーとして学ぶべき

内容も増大している。さらにインターネットの発達によって、コンビュータ利用の影響が学外

に広がり、それに I，r，;じて倫Jf~.的な側 r(lj をリテラシー教育のIj l に取り入れていく必要性も高まっ

た。

しかし、リテラシーは情報処理教育の実利的な側面に過ぎないc 教養学部の科目に共通する

11標は、学問の基礎を身につけることと教養の福養でーあり、情報の学問的な基本原理に触れる

ことがもう一つの大きな目的となる O すなわち、「情報処理」および情報関連科目の教育11標は、

・大学生活に必要とされる情報処即!に関する基本的な知識と技能の獲得

・コンビュータの基本原環に関するt型解

となっているc とくに「計算機科学概論」などの総合科日では、後者の基礎教養部分のウェイ

トが大きくなっている。

情報関連の授業においては、 I二述の評価項日の I!I で、とくに「教育 I~ 的・内容」が重要な課

題となっているc また、「教育方法」に関連しでも、実習施設・スタッフの整備などに解決すべ

き問題が多い。そこで、今回の外部評価においては、情報処理教育の教育H的・内容の設定の

、li否を中心に評価をいただき、これに併せて実習設備およびスタッフの状況についても評価を

していただくことをお願いしたご

外部評価の経過

外部評価は1998年秋から作業が進められた。まず、 1998年11月に評価対象科目を確定すると

ともに、評価委員の|人j諾をいただいた。同年12月に評価委員の委嘱と評価作業に関する説明を

行なうとともに、評伽l用資料を作成・送付したこ翌1999年l月に駒場教養学音1¥キャンパスにおい

て丸一日の現地視察を実施し、その後、メールによる意見交換などを行ないながら、評価報告

書を作成していただいた。

情報処理教育の教育FHI甘・内容設定の当否を中心にして、実習設備やスタッフの状況など全

般的な評価を目的としたため、単なる授業参観に留まらぬように、 30点以上に及ぶ資料を準備

した。授業の内容や実施状況、成績評価i、履修制度、授業アンケート評価の結果や様今な報告

書など、情報処理関連科1Iの全容を把握するために、できる限り多くの資料を集めた。参考ま

でに、その一部を以下に示すτ
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1999年におけるk学院韓合主化研究科教葺午部

0情報開述教育に|則する概要説明資料 概要説明の文書とともに、授業担当者や授業用www
ページのー覧、ほ業時間割表など

0授業川教科書、資料類 「情報処J'I[J用標準教科書、「情報処理」授業内容調整JfJの内部資

料、白 ~'ll ilJWWW教材「はし、ぱーワークブック (HWB)J 説明資料、「情報処理」過去試験

川題集、「計算機科学概論」説IljJ資料ならびに教ヂ|書、「計算機プログラミングIIJ教利書

など

0施設・設備説明資料 教育用百十算機システムや教育用計算機センタ一説明用パンフレット)、

1999年度新システムに関する概要説明書など

0学生への版11事説明資料 !従修方法の手引き、科11紹介H、y.J!ij割表など

0評価報(守舎など一前期課程教育全般に|羽する外部評価資料集や、自己評価報告書、前期諜
校教育の紹介ビデオなど

01人j部活動資料一「情報処理」授業アンケート概要、 1999年度「情報処理」カリキュラム改

訂作業の内部資料、 1996年度「情報処J'I[Jの成績分布など

実際には、これらの資料作成の過程自体が教育活動を凡I，'J:すよい機会となった。また、資料

自身も保存Il/ti1ftのあるものになったと思われる。これも外部評価の副産物といえようり参考資

料としてはlifが多すぎたことや時間的な制約があり、現地制察の前に充分日を通していただく

ことは難しかったようであるが、報告書執Zf1:の際には、役立てていただいたようであるc

前に拘げた教育11(1甘に対して、実際にどのような教育を行っているか、すなわち授業の設計

・実施の方法、非常勤講師やTAなどを含めた実施の体制が次に重要な評価対象となる O そこで、

「↑fj報処理」と「計算機概論」の授業参観、!従修学生やTA(ティーチング・アシスタント)へ

のインタビュー、 i寅河室ならびにサーバ室などの設1m;視察、計算機システムを管理する教育計

算機センター(現、'，'ì'l報基盤センター)との汁論、~，・常勤教行との討論、授業の責任母体であ

る情報・ I~I形科学部会教官との討論など、様キな角度から検討・評価していただいた。想像に

難くないが、 1Hという時間は、やや短かったように思われる O 実際には、 1週間ぐらいの時間

をかけて状況を把保するということが可能であればJ'j!恕的であったろうごしかし、そのような

時間の制約のlドで、 I山j委員には鋭い観察と折摘をいただいたり

なお、 ""'1報処瑚」のカリキュラムは、 1999年4JJから、 1it米冬学WJに実施していた文系の情

報処}'I[を夏学期に移して、Jlll系との共通化をさらに進めるなど、かなりの規模の改訂を予定し

ていた。その内容については説明資料を評側委員に提出してあったが、視祭されたのは1998年

度の111カリキュラムによるものであった。さらに、情報教育の特徴として、設備環境の与える

影響は大きいが、今1111の評価で実地調査が行われた1999年l月は、 1999年3月に実施された新シ

ステムへの切り替えl自前というタイミングであったことを付記しておく。

評価結果の慨要

お二人の評価委員からは、非常に大部かつ詳細!な評価報行をいただいた。いずれも通り一遍

の形式的な報汗書ではなく、{同性的で中身の濃いものであったが、ここでは簡単にまとめてみ

たい。

リテラシー教育とリベラル・アーツ教育に対する授業の構成や全般的な内容については、両

評価委Hは肯定的な評flltiをされたと判断しているい一方で、授業の実施方法やスタッフ、設備

などの「只一体化の状況」について、厳しい批判を合む機今なご怠見をいただいたc 視察や資料

調査に幕づいた評価の内容ももちろん有益だが、評価委員の主張として、たとえば授業のイン

タラクテイブ性が重要であるとの指摘は、実際の経験に本づいているだけに貴重である O

両委員が共通に指摘されるのは、 lクラス100人からl刊人という規模をI人の教官とIないし2

人のTA(ティーチング・アシスタント)で教えるという授業の体制の問題であるc この問題は

我今もiはも苦慮している点であり、組織体制および予算やスペースという制約の中で努力しつ

つも不充分である実態を認識している状況であるが、こうして外部評価で改めて強い指摘を受

けると、さらに工夫を縦続していかなければならないことを痛感した。また、講義の内容ばか

りでなく、学生の勉学に対する動機づけに対する工夫の必要性を指摘された。動機付けのため
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のアイデイアや委員自身の工夫など、大変参考になる意見をいただいた。

最後に|由j評価委員が貴重な時間を割かれ、視察当日のみならず、報告書執筆に多大な労力を

払われたことに心より感謝するとともに、報告された内容を今後の前期課程における情報関連

教育に生かしていきたい。途中にも書いたように、この評価の実施そのものが、日頃の教育を

見直すよいきっかけとなったと強く感じている。

4. 物理学関連科目の授業外部評価

外部評価の経過

物理部会では1999年1月27日から29日にかけて関西大学工学部教授の長岡洋介先生に物理の

基礎講義「物理学・電磁気学JAコース(風間洋一教官、手[lfH信雄教官)、同Bコース(兵頭俊

夫教官、吉岡大二郎教官)、総合科目EI振動と波動J (生井淳寛教官)の授業および基礎実験を

参観していただき、授業の評価をしていただいた。基礎実験については、学生たちの測定が終

わり、レポートを作成している段階からしか見ていただけなかったが、実験テーマについては

担当教官から説明を行った。また、物理部会の教官全員との怒談会をもっていただき、前期課

程教育に関する意見交換を行った"

評価結果の機要

長岡先生はまず、前期課程教育一般について、全国的に教養部が解体され、教養教育に責任

をもっ体制が失われつつある現状に憂慮を示され、これに対して、駒場においては教養学部に

よる教養教育の体制を堅持していることに賛同していただき、進学振分けに問題点がないわけ

ではないが、「高等学校を卒業もしていない(あるいは卒業したばかりの)受験生に、例えば工

学部の電気と機械のどちらを選ぶかを決めさせることには、いまの受験生の状況ではかなり無

理があり、大学で学びながら、じっくり自分の進路を考えさせるこの制度を是非続けてほしい」

との指摘をいただし、た。

次に物理のカリキュラムについて、「基礎科目として『物理学』が前・後期に組まれていて、

力学と電磁気学が教えられており、ほかに総合科目に熱力学等がある O この構成はカリキュラ

ム全体の制約からやむを得ないことであろうが、物理学の側から考えると熱力学は基礎に含ま

れるべきだと思うご力学、電銭気学、熱力学にはそれぞれに特有の論理と方法があり、いずれ

もが自然科学の基礎として重要だと考えるからである」との指摘をいただいた。物瑚部会でも

同意見であり、できれば熱力学も基礎科目に含むカリキユラムが実現することを機会ある毎に

訴えてゆきたい。

『物理学』では高校で物理を履修しなかった学生のためのコース (Bコース)を設けてあるc

これについても賛同をいただき、「まず感じたことは講義がよく準備され、工夫されていること

で、あった。学生も集中して講義を聞いているように見受けられた。総じてBコースは成功してい

るという印象である」との評価をいただいた。しかし、一方で、「わかりやすく、丁寧な講義を

しようと思えば、当然講義の範囲は狭く限定せざるを得ない。電磁気学で電磁場の実在が確か

に分かるには、電磁波について学ぶことが必要だと思うが、駒場のシラパスでも『電磁波』はB

コースにも合まれている。しかし、私が講義を参観したところでは、 Bコースの講義が『電磁波』

まで進むことはかなり難しいようであった。進んだとしても最後は相当の駆け足になっただろ

うと思う。(中略)ここに挙げた電磁波のことは一例であるが、 Bコースの講義では (Aコース

の場合以上に)、『何を教えるか』をよく検討し、内容を精選する必要があるのだと思う」との

指摘をいただいた。たしかに、 Bコースの講義に限らず、物理の講義は山登りのようなものであ

り、是非とも学生たちには見晴しがよいところまで到達してほしい、そうすれば物理の理解が

格段に進むという理想、と、そのためには時間iをかけて一歩一歩進んで行かなければならないと

いう現実の折り合いをつけるのに我今はみな苦労している C これまでは教官が個今に工夫をし

てこの問題に対処してきたが、これまでのBコース講義の実績に基づき、物理部会で講義内容に

検討を加えたり、知恵を出し合って、講義をよりよいものにしていきたい。
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り991ドにおける太学院総合文化研究科 ft:I't苧部

次に評価の対象となったのは議義のスタイルであるc 長岡先生は「大学は本来学生が自ら学

ぶ場であって、大学がなすべきことは学生に対してそれに必要な援助を与えることであり、そ

の中での講義の役割は知識を与えることではなく、学び方、考え方を示すことである」と理想

を述べられ、しかし、「同時に、『いまの大学』では、とくに一定の知識の取得が求められる基

礎科目の講義の場合、講義にそれだけの内容を盛り込み、それをきちんと講義することが必要

なことも事実である】(中時)力学にせよ電磁気学にせよ、これを基礎科目として半年でこなす

ことは、一人の担当者が毎週一回の講義を行うという従来どおりの仕方では不可能に近いので

はないだろうか。講義の目的を「一定の内容をきちんと教える」ことに置くとすれば、教科書

を決め、 TAの助力を得て、講義一演習一宿題というシステムで講義を進める以外に方法はない

のではあるまいか」との指摘をされた上で、「私が見せていただいた講義はそれぞれに個性的で、

優れた講義であった。学生は教室でノートをとり、分からないところは教師や友人に聞いたり、

参考書;で勉強したりして理解するハ私たちがしてきたのと同じ勉強の仕方を学生たちに期待し

ていると思われた。(中略)駒場の物理の講義がこのような昔風(悪いということではない)の

スタイルを守っていることに批判があるのではなt..¥0 むしろ、うらやましく感じている。これ

がいまの駒場の学生たちに通用しているのであれば、基本的にこのままでいくべきだと思うご

しかし、そのうちに駒場でさえ、このようなスタイルの講義では通用しなくなるときが来るか

もしれない」と指摘された Bコースでは必ずTAを使い、演習や宿題を課しているので、この

折摘は主にAコースと総合科目に対するものと思われるが、昔のスタイルの講義が通用しなくな

っていることは我今も気づいているところであり、 Bコース以外の科目でも、宿題を課すことは

よく行われているし、昨年度よりAコースのl部にもTAをつけられるようになったので、宿題の

添削がやりやすくなっていることを指摘しておきたい。

基礎実験については以ドの評価をいただいた Iテーマはよく考えられており、中には現代の

物理学にもつながる意欲的なものも含まれている。問題はこのような難しいテーマの場合、学

生がその物理の内容を理解できないことである。関西大学の場合も同じで、コイルのインピー

ダンスの測定でさえ、一学期で、は学生に分かっていない。しかし、そのような場合であっても、

実際にilW定器に触れて測定を行うという経験は重要であり、物理実験の目的はそこにある←私

たちはそのように考えてきたc駒場でも同じように考えておられるのだと思う」っこのあと、長

岡先生は関|埼大学での実験に対する学生へのアンケートの結果として、約半数の学生は高校で

先生のi寅示実験を見たことも、まして自分で実験をしたこともない。約四分のーは演示実験を

見てはいるが、自分でしたことはない。人気のあった実験は意外にも単純な「落体」と「光の

川折』であったことを述べられ、その理由を高校で習うこのようなよく知られた原理が実際に

確かめられたことにあると推測し、本うた高校で済ましてきてほしいこのような実験が高校で行

われないため、「大学で行うことの必要性を再椛認した」と述べられている。これは現在の駒場

での実験テーマについての批判ではないが、将来にわたって、学生のレベルに応じて実験テー

マを批判的に見て行くことの必要性を指摘されたものと受け止めたい。

お忙しい中評価を行っていただいた長岡先生に感謝し、貴重なご意見を今後の物理教育に反

映させて行きたい。

う. スポーツ・身体運動関連科目の授業外部評価

外部評価の経過

1999年 1~3月にかけて、筑波大学体育科学系、体育センタ一宮丸凱史教授により、スポーツ

・身体運動部会の前期課程授業外部評価が行われた O 評価方法は、])事前に送付した資料によ

る検討と、 2)東京大学教養学部を訪れての聴取、質疑、視察による検討、であった。視察は、

「スポーツ・身体運動」、「身体運動実習J (通常実技授業)と「トレーニンクー科学実習J (集中授

業)、そして実技実習関連施設などに関して行われたこ
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評価結果の慨要

外部評価報告書では、「スポーツ・身体運動関連実技授業」は総合的に次のようにとらえられ

ている。東京大学におけるこの授業は、身体運動に対する教育を重視し、高い学識と健全な心

身を持った青年を育成するという、教養学部発足当時からの基本理念に基づいて行われており、

大学の教養教育に不可欠な必修科目、つまり全ての人聞が「もともと本来的に学ぶべきプロー

ト・ディシプリナリーな教育」である。

また、1.教育目標・教育内容の設定の妥当性、 2.教育方法の妥当性、 3.学習環境の整備、 4J受

業改善のための努力、という四つの観点から行われた個別の評価では、次のような桁摘を受け

た。

1 )従来、スポーツ・身体運動部会では、スポーツ・身体運動関連実技科目の目的は、以下の

七つが並列で、上げられている(健康の保持増進、体力の維持・向上、運動技術の獲得と改

善、運動する喜びの享受、社会性の育成、生涯にわたる健康の自己管理とスポーツ実践へ

の動機づけ、病気の療養といl復)。これら目的と実際の教育内容との関わりが具体的で、な

く、スポーツと身体運動とを分けて考え、それぞれに別個の価値を賦与すべきである。

2)現在行われている授業に加え、より幅広い授業内容を川意することが望ましい。また、授

業全体の流れを示すシラパスを、現在のものより詳細にし独立した冊子として、事前に学

生に配布すべきであるc 1クラスの受講人数が多いので40名税度で編成されることが望ま

しいc

3)施設・設備に関しては、米国の大学はもとより H本の他の国立大学と比較しでも全体的に

貧弱であり、不十分で、ある。

4)現状把握が十分できなかったが、研修・アンケート調査などを基に、授業にフィードバッ

クさせてほしい。

スポーツ・身体運動部会では、今回の外部評価を機に、授業それ自体の見直しおよび新しい

教科書の作成が進められることになった。このように外部評価が授業をよりよい方InJへ改善す

る起爆剤になったということは、この試みが最も適切な形として機能したと考えられる。

授業改善のために設置されたワーキンググループ(スポーツ・身体運動部会前期課程教育改

善作業委員会)では、授業の理念・内容などについて再吟味され、作業委員会の原案を基に教

室全員での話し合いが数同もたれた。その全体会議では、様今な視点から身体運動の重要性が

指摘され、『学生自らが実体験として身体運動を行うことを通して、「身体に対するさまざまな

先IJを十分に体得するとともに、心身の健康を維持I特進する」ことの重要性が再確認されたり

大学審議会の答申では、人間教育の根幹をなすものとして、リベラル・アーツ教育の重要性

が再認識されており、それは「専門領域とは直接的なかかわりをもたない、(知的)人間として

共有すべき知の総体」といえるc 大学設置基準の大綱化以降、多くの大学は教養部を廃止し、

結果的にこうした教育を切り捨てたかたちとなっている。こうした流れの中にあって、リベラ

ル・アーツ教育を独立したかたちで存続させた唯一の大学である東京大学では、「前期課程教育」

の'11で、次のような用由により、スポーツ・身体運動がひとつの柱となるといえる。
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これまでの許諾知あるいは科学知で去される学問分野(生物・医学などのt']然科学

および歴史学・政治学などの人文・社会科学)は、すべて身体を「客体」として扱っ

てきた。身体を容体として扱うからこそ明らかにできる知|見があり、それが身体科学

の発展を支えてきたといえる C 一方、身体を「主体」として身体知で扱う場は大学教

育ではスポーツ・身体運動の実技実習においてしかないといえる。この三つの立場す

なわち「主体と客体」、「感覚と事実」をすりあわせ、両者を融合できる機会は、心身

の両方の発達が成熟期にある「大学体育の場」でのみ存在する。これこそ大学体育が

存在すべき最も重要な理l1Iであるといえる O

大学以前の教育課程で行われている知の実践は、基本的な既存知識を観念として受

動的に|吸収する傾向が強いc しかし、大学以降に行われる高いレベルでの知の実践は、

これとは大きく異なるため、早い時期に「知の概念」が転換されなければならなし~



ψ川'1における大"n:し総什文化研究刊敦北中部

また、学!日jは人類の柄祉と浴後に関係すべきだが、その主体である人/I¥Jの身体および

その活動に関する主11の実践が現代社会では不足しているといえよう C そこで、身体述

動関連科11においては、身体巡動に関する知の実践を通じて、前期課程学生の「長11の

概念」を転換し発反させると I'ijILI'{こ、学川を享受する人間['J体への知的な視点を去をう

ことが需要であるといえるのである。

以上の視点に立って、スポーツ・身体運動部会前期課程教育改善作業委員会を中心にして、

このH的を具体化するための授業改善、すなわち「講義と実技を組み合わせた授業」を平成12

年度から試みることになっている。 講義としては健康・生命科学・生理学・バイオメカニクス

・スポーツ医学などを碁にした「身体と運動にl勾する講義」をまず行い、その浦義と融合した

形で「スポーツ・身体運動実習」を行うというものである O 只ー体的には以下の6項目の接近法ーが

あげられる。

1)身体知への導入:絞も身近な学IIlJ対象である(自分の)身体を対象に、親しみのある身体

運動をテーマとして、大学以降の「匁lの実践」の魅力を伝える O 基礎的な教養教育として、

まず自分の身体に11をIIJjけさせる。

2) ヒトの身体述動の(均l科的)矢11の実践:我々の身体運動は生物のー員であるヒトの機械的

な活動であるc 生Jlj!学・バイオメカニクス・生命科学・医学・健康科学などの自然科学的

な視点からヒトの身体運動の知lを実践し、 lj斗1十物や機械との共i辿必瓜}点l

ヒトの身体の特性をつカか、むC

3)人間の身体運動の(文科的)知の実践:['J然科学的に理解されるヒトの身体運動(i市動)

は、同時に文化的な価値を生み出し、保有している。身イ本を主体、客{本、インターフェー

スとしてとらえ、人文科学的、社会科学的視点から、人間の身体迷動(活動)の文化的な

主11を実践し、それを通じて固有の身体観や健康観を獲得する。

4)精神と身体による実習での知の実践:精神(言語知)と身体(身体知)の双方による主JJの

実践を通じて、知の概念を発展させる ['Jらの身体を使って身体運動を行うことによって、

物事の故も深い本質的理解である「肌でわかる・からだでおぼえる」ことを理解させる。

う)スポーツ文化・身体操作技能の教授:共同体の仲間との実技の中で、他者との動きの速い

を体感し、 I~j 分の動きを改善し、身体能}Jの向上をはかる。また、若者のリアリティー欠

如lに起凶する問題が発生しているが、自己の身体を使った(苦しさ、痛みなどの)[1¥接体

験により、これを改持できる可能性がある。

6)生涯教育としての心身の健康教育・運動刊慣の基礎づくり:自覚されにくい「能力の低ド」

の検出と改善方法を提示する。これは、今後の高齢化社会に向けて、極めて京要な課題で

ある。

このような授業形態により、外部評価において指摘のあった fU的と実践の融合」が具現で

き、また、「もともと本来的に学ぶべき教育」としてのスポーツ・身体迷動関連授業の立場がよ

りIljj維になるといえる C

最後に、多忙の中、当教室の教育システムや教務マニュアルなどを時間をかけて十分に把握

し、また駒場キャンパスに21口|ご足労頂き、適切な評価・指摘を頂いた宮丸凱史教授に感謝の意

を表する次第である。
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3 i(仮称)駒場図書メディアセンターJ(第1期)の実現

大学院総合文化研究科・教養学部では、教養学部図書館の改築に向けて長年にわたって努力

を続けてきた。それは、キャンパスの中心施設であるべき教養学部図書館が、質的にも量的に

も十全に機能しないという認識に基づいている。特に、今年度はこれまで概算要求してきた図

書館計l由iを、新時代にふさわしい情報文化センターとする観点から見直し、 r(仮称)駒場図書

メディアセンター(以下「駒場凶書メディアセンター」と略記)Jとして、平成12年度概算要求を行った C

ところで、 1999年末に聞かれた臨時国会において平成11年度補正予算が成立し、これに伴い

平成12年度概算要求に提出した「駒場凶書メディアセンター」の第l期分14，うOOm'の内、 8，ぅ00

m'の予算措置が実現したっすなわち、これまで構惣段階にあった「駒場|立|書メディアセンター」

が実現に1[']けて第l歩を踏み出したのである。

1. r駒場図書メディアセンター」の基本的考え方

「駒場1';(1書メディアセンター」は、駒場キャンパスにおける各種の情報・文化の交流の場であ

ると同時に、情報・文化を社会に向けて発信する場として機能するような「滞在型」施設とし

て構想された。したがって、そこには従来の図書館機能に加えて、情報関連のさまざまな機能

や情報・文化発信のための機能が取り込まれている。

「駒場1';(1書メディアセンター」は、以下に挙げるう点を具体的な方針としている。

1)閲覧席数や蔵書容量の確保に代表される図書館機能の絶対的不足分の解消。特に前期課程

学生のための学習環境の整備。

2) 1究|書館の将来像を見据えた新たな機能の確保とその充実ご具体的には、図書に代表される

印刷媒体以外の各種の媒体(具体的には、 CDやピデオ等のマルチメディア関連媒体)へ

の対応。

3)今後予想される図書の電子化をも見据えた情報関連部門の充実C

4) ラウンジに代表される学生交流の場の充実。

う)情報・文化の社会への還元。

なお、この計i由iは1998年度に策定された「駒場Iキャンパス第l次整備計画概要」に基づいて

その規模、位置、形状が定められており、また、そこでうたわれている「構内緑地資源の総量

の確保」に配慮、したものであるということはいうまでもない。

ところで、駒場キャンパスにおいてはキャンパス内の各所に図書が分散して配置され、その

管理運営体制も異なっている。そのため、貴重な図書資料を共同で利)jJするという観点から問

題となっていた。そこで、問書委員会は、前図書館長(長尾龍一教授)の時代にキャンパス内

の同書を一括管理すること、すなわち同書の教養学部図書館への集中化を基本方針として定め

た。したがって、この新施設は同書の集中化にも対応すべきものとして構想されている。さら

に、図書館運常・の続点から、図書館の機能の充実に伴う職員の仕事量の増大にも対応が求めら

れた。公務員定員削減の時代にあっては、残念ながら仕事量の増大に伴う人員増は望めないご

この点からもl立|書の集中による職員の統合がはかられねばならない。

しかしながら、今阿の8，う00m2で、は、そのすべてを満足することはできない。そこで、 1)に

ついては、現状の閲覧席数を最低限確保し、それに加えて各種の閲覧形態に対応する閲覧部門

を付加する。械書数については、約140万附の内、約60万冊を確保する。 2)についてはマルチ

メディア対応部門をとりこみ、 CDやビデオに代表される各種のメディアの閲覧を可能にする。

3) については、第1期では図書検索機能の充実にとどめ、より広範な情報部門の充実は2期以降

に繰り下げる O ただし、将来の!え|書の電子化も視野に入れた計画とする o 4)については、可能

な|取りラウンジを広くとることとした。う)については、 2期以降に繰り下げることとしたc
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図1:各階構成図
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図書の集中については、現在8号館図書室に所蔵されている図書のみを新図書館に移転し、そ

の他の図書の統合は2期以降に繰り下げ、職員の統合については、現図書館と8号館l司書室の事

務管理部門を先行して統合することとした。

2 I駒場図書メディアセンター(第1期)Jの各階の基本構成

新施設は地下2階、地上4階からなる。([立[1参照)

地下1[1皆、 2階は開架書庫とし、可能な|浪り収蔵量の確保に努める一方で、より専門性の高い

図書の利用が可能な場として計画されている。集密書架については、利用者の便宜を考えて集

密書架l単位ごとに2通路が確保されている。さらに、各階で閲覧学習が可能となるように閲覧

席が用意されている。

l階には図書受入・管理部門が設けられる。また、マルチメディアコーナーに加えて、端末持

ち込み関覧席を確保し、新時代の図書館のニーズを先取りする。

2階は、エントランス階とし、入館管理、図書の貸し出し管理はこの階で行う O また、各種の

対人サービスを基本的にこの階に集中する。さらに、図書検索用の端末席と参考図書が配置さ

れる。また、ラウンジ、をエントランスホール脇に配置し、学生の交流の場を提供する。

3階、 4階は利用頻度の高い学習用図書を配架し、地下l階、 2階に比してより開放的な閲覧学

習スペースとする O

今回の第l期は「駒場図書メディアセンター」の一部にすぎない。この施設を真の意味で大学

院総合文化研究科・教養学部の文化の核とするするには、第2期の実現が不可欠でLある。したが

って、第2期の実現に向けて今後とも努力することが求められる。

なお、今回の予算獲得については、大学院総合文化研究科・教養学部内の関連担当者のみな

らず、東京大学事務局、特に施設部の並今ならない努力が介ったことを付け加えておく。この

場を借りて感謝の意を表したいで
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4 COEの誕生一一複雑系としての生命システムの解析一一

今年度から 「複雑系としての生命システムの解析」という、う年計画のCOEプロジェクトが

駒場キャンパスで始まりました。COEとはCellterof Excel1enceの略、日本語では中核拠点形成

プログラムというものです。毎年数件、これまでに二十数件が文部省から認められています。

みずからexcellenceと名乗る恥づかしさはさておくとしても、このプロジェク 卜が駒場を拠点と

して認められたというのは色々な点からみて画期的な出来事です。ひとつは、このプロジェク

トが、単に 「より優れた」 研究というものではなく、新しい分野を作ろうという、これまで日

本ではあまり認められなかったなかった野心的なものであること。そして、それが、分子生物

学とは違う視点で生命を捉える新しい刺|を作ろうという、数十年スケールの大きな試みである

こと。そして、その試みは、これまでの数学、物理、 化学、生物といった分野わけを一度忘れ

てはじめてなりたつものであり、それゆえ、基礎科学科、生命認知l学科、広域システムという、

従米の分野わけとは異なる学科をおjfする駒場でこそ可能なプロジェクトであることです。です

から、予想される多くの困難にもかかわらず、こうしたプロジェクトが駒場で始まったのは大

きな意味があると思っています。生物学に今、新しい視点が求められており、それには数理、

物理、化学といった枠にとらわれない協力活動が必要であり、そしてそのような共同作業は、

駒場でこそふさわしいからです。更に、それは駒場における前期、後期、大学院の教育にも大

きなフィードパックが期待されます。

このうO年の生物学は分子生物学という大きな流れにのってきました。そして、実際、分子生

物学:は数々の成果をもたらし、それによって生命の各要素過程の詳細1Iが次々と明らかにされて

きました。現在の分子生物学においては、生命のある現象の因果の連鎖をさかのぼっていって、

なにかを行う分子に求めていきます。そして、ある分子の濃度が高いとある迫伝子が発現し、

ある性質が生じるという 「論理機械」の級み合わせとして生命を捉えようとしています。

しかし、 一方で、多くの生物学者は、コントロールした条件のもとでも生命システムが示す思

いもかけない振る舞し、に出遭っています。機械的振る舞いからのずれをもたらすさまざまな不

安定性を実感しているのでしょう。しばしば分子 (遺伝子)の役割は多機で、原因結果を一対

ーに求められなかったり、役割自体が状況によって変化したりします。また、原因と思われた

ある辿伝子や分子をとりのぞくと日Ijなものがそのかわりをすることもあります。さらに、 細胞

の1-1-1の過程はすごくゆらぎが多く、その t、たくさんの要因が絡みあっているので言「算機のよ
うには動きそうにはありません。なにか全体と要素がうまい関係をつくることで生命システム

が安定に働いているようにみえます。

振り返ってみると、生物に興味を持つ理由には、機械的振る舞いからのずれにあったはずで、

す。しかし、それをどう科学的に表現したらいいかわからないために機械的な性質に研究を集

中してきたともいえます。そこで、分子生物学の「生命をいろいろな機械の組み合わせとし、

各機械の因果関係を分子に求めていく」という生命観に対抗しうるような、「生命がシステムと

して働いている」ための見方をつくろうというのがこのプロジェクトの目標です。そして、こ

こでは3つの姿勢に基づいてこの困雌な課題に挑もうとしています。

構成的生物学と生命システムの原型の生成(I)

いま存在する生物は進化というlE!とを通した現象なのでどこまでが必然的に満たすべき性質

なのか偶然そうなっているのか明らかではありません。そこで、現在の生物に必ずしも こだわ

らずに、生命システムのプロトタイプをこちら1J!1Jから設定し、それを通して、その一般的論理

を明らかにしたいと考えています。では、プロトタイプとして最低必要なものは何でし ょうか。

ここでは、外界と区別された内部を持ち、その中で多様な成分を再生産し続けながら、ある種

の恒1i;-性を維持し、増殖していくものと考えます。

27 



我々の研究室では、内部ではいくつかの化学成分の問の反応が起こる一方、!撲を通して化学

成分を外界とやりとりし、「細胞」が大きくなると分裂するという、最低限の条件を導入したモ

デルを考え、迎論的に調べてきました。すると、こうした最低限のシステムでも、細胞が増え

るに従い、いくつかの異なるタイプに分化し、 さらには、幹細胞といわれるような他の種類を

つくる細胞からの分化規則が形成されました。安定な発生過程のための論理も見えつつありま

す。また、これとl呼応して、当プロジェク トにも参加している阪大の四方哲也はある条件に置

かれた大腸菌が同じ遺伝子を持ちながら違う性質を持った種類に分かれるという現象を発見し

ています。

つまり、進化を通してうまく色々な過程が組み合わさっていることにこだわらなくても生命

過程のプロトタイプがあらわれ、そこに生命システムが必然的にみたす普遍構造を見いだせる

可能性があるのです。そして自然の普通桃造をさぐるのはまさに物理学が使命と してきたこと

です。

こうした構成的手法の研究一つまり進化がつくった生物を調べるのでなく進化をつくる過程

をこちらから条件を与えて調べるーをさらに進めていくには細胞集団を こちらの設定した条件

においこむ一般装置をつくってしまえばよいわけです。そこで、このプロジェクトでは安田賢

二(基礎科学科)を中心に、細胞(集団)をこちらで設定した条例ニに置くための微細11加工施設が作

られつつあります。よりミクロレベルの笑験としては、遺伝子、酵素などの多様な化学成分の

集合からなる増殖系を構築し、増殖に従って多様性と再帰性 (くりかえしほぽ同じものが再生

産されること)をどのように獲得するかをみる、という、生命システムを構築する研究が始ま

っています。

分担課題:細胞質に蓄えられたダイナミックな記憶の機構の解明

目
的

1細胞レベルでのさ学習(履歴・記憶?)のメカニズム

STATICな記憶=遺伝子 DYNTh但Cな記憶=細胞質(?)
4一一+

(健体レベルで不変環境情報によって常に変化)
→ヒトゲノム計画'cDNAプロジェクト →文部省COE

(Kornaba Complex Systems Life Science Proj.) 

h i[1細胞動的変化の観察〕
亡 | 環境の変化に対応した
ツ | 細胞後能の刷り込み(記憶)

ク

[1細臨生化学測定細膳分裂)
櫛成要素の量的変化=記憶? 適応した環境情報の

子細胞への継承?
(細胞質レベルでの遺伝)

心筋士者養細胞の脈動

外界からの祭動→1 ~ ~I!'!絢
[電気・化学車悌] ↓ i 分布・2量産自陸軍E

[振動周期・形状の変化娠重力パターン(化学反応path)の変化]
実
験
系

細胞集団の発展過程の特性と発生過程の安定性(1I) 

生命のダイナミ ックなシステムとしての特性の典型は発生過程にみられます。ここでも、非

常にうまいルールが与えられているから発生ができるのでなく、むしろダイナミ ックな変化を

通して、状況に依存 して安定に働 く発~.のルールがあ らわれると考えています。 この背景には、

理論的研究もありますが、より重要なものとしては、このプロジェク トのメンバー浅島誠(生

命認知科学科)の発見があります。アニマルキャ ップといわれる未分化の細胞を、アクチビン
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という分子にさらします。すると、アクチピンの濃度の違いで心筋、脊索、骨格筋などの細胞

への分化が誘導がされたのです。この発見はTV、新聞などでも大きくとりあげられたので、ご

存主11の方も多いでしょう。しかし、まだ、こうした分化が「なぜ」起こりうるのかを細胞集凶

システムの性質として理解できてはいません。そこで、(1)、 (ill)の研究と協同して、こちら

側でコントロールした細胞集団がどのように安定なタイプを形成し、安定な発生過程を作って

いくかの論理を求めようとしていますc こうした理解ができれば、例えば、ある生物(組織)は「再

生」が可能であり、自IJなものではできないのか つまり物玉県の言葉でいえば、可逆変化と不可

逆変化の違いーもわかってくるでしょう。

多対多関係の動的ネットワークとしての生命過程の解析(m)

決まった役割を持った分子や遺伝子からなる l対lの因果関係を追うのではなく、多くの要因

のおりなす、ダイナミックな多対多の関係のネットワークとして生命をとらえようというのが

我キの我々の立場であり、そのための理論をカオス結合系などをふまえて展開してきました。

一方、完験的にこうした研究を進めるには多数の細胞の動的性質を破壊せずにiJ1IJり続けるため

の手段を開発し、それを泊して多穏をnの分子の濃度の時間的変動(振動)やその細胞問の相関、
さらに分子や制11胞の多様性を調べなければなりません。や'Jかの役割をになう分子や遺伝子を見

出すのでなく多くの分子や細胞の動的関係を探るのです3 例えば(II )の発生過程を通して細

胞内の成分の多様性、そして変動の度合いなどですc そのためには、細胞をある性質で分類す

るセルソーターという装irtを駆使し、さらに新たな測定装慌の開発も行おうとしています。そ

して、(I、 II)で構成された生命システムの特性をこの手i去で調べることで、細胞の持つダイ

ナミックな記憶の性質をIVJらかにし、さらには生命システムの特性を動的なネットワークの性

質として表現していこうとしています。

以上の3テーマを中心に、 ド図のような人達を中心として、このプロジ、エクトは動き出してい

ます。 1況に3号館で実験施設も立ち卜.げられていますし、各教官からその研究の一端をきく機会

もあるかと思います。また、興味のある方はホームページ~http://coe・ c.u-tokyo.ac.jplindex.html 
を訪ねてみて卜ーさL、。

発生過程の実験・理論

/ 

生命現象

徴細力11工→ー

施設

動的生命解析班

安田賢二(生命)

川戸伎(生命)

上村慎治(生命)

須藤平11犬(生命)

発生過程制御班

浅島 ，uJR (生命)
応 ì~IJ 一誠(生命) 化学反応からの柄拘11• 

分化システム

カオス・複雑系のJl[[論

¥ 

/ 

菅原正(相関)

池上高志(システム)

村111 滋(村|関)

瀬川 1i丹，iJ(システム)

/

1

 

/

包

μ只ハ計占川多多J 的
.
h
H付
采

E

¥ 
図2:研究の概念図
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もう一度駒場キャンパスでこのプロジェクトを行う意義を振り返りましょう。金子邦彦(筆

者)は理論物理、非線形の数理の研究から生命の理論を始めましたc 一方、このプロジェクト

では発生生物学は1/1心課題ですし、むろん、実験を推進していくのには、駒場がその中心の一

つである生物物瑚が重要です。そして、生命システムを合成するという究極の日棋を実現して

いくには化学レベルの研究が必要ですコむろん、ひとりでこれを全部行うのは不可能でしょう。

そこで、各自の分野の研究を進める専門性と互いの分野を理解する学際性が必要になりますニ

そして、これこそまさに基礎科学科、生命認知l学科、広域システム学科の駒場の瑚系3学科が持

つ、本郷にない教育理念です。更に、分野ごとの学科に分離されずに駒場の教育を皆さんが受

けていくことの意味も再照射されてくるでしょう(

このプロジェクトは、今まで他の誰かが考えたアイデイアに基づくのではなく、メンバー達

の研究の発展として構想されたものです。科学の歴史には、量子力学におけるコペンハーゲン

学派などのように、あるグループが新しい潮流を担うことがありますc 複雑系生命科学の「駒

場学派」実現の夢をともに追う方が、学生の皆さんの中からもあらわれることを期待していま

すG

表1:研究メンバー

氏 名
11 

所属機関・部局・職名

研究リーダー

金子邦彦 東京大学・大学院総合文化研究科・教授

研究分担者

i支烏誠 東京大学・大学院総合文化研究科・教授

菅原正 東京大学・大学院総合文化研究科・教授

四方哲也 大阪大学・工学部・教授

安田賢二 東京大学・大学院総合文化研究科・助教授

川戸佳 東京大学・大学院総合文化研究科・教授

池上高志 東京大学・大学院総合文化研究科・助教授

佐今真一 東京大学・大学院総合文化研究科・助教授

上村慎治 東京大学・大学院総合文化研究科・助教授

須藤和夫 東京大学・大学院総合文化研究科・教授

馬淵一誠 東京大学・大学院総合文化研究科・教授

村田滋 東京大学・大学院総合文化研究科・助教授

瀬川浩司 東京大学・大学院総合文化研究科・助教授
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5 施設-環境の整備

1999年度の施設・環境整備については、学部としての長年の念願であり、また、学生からも

強い要望が11¥ていた講義用教宅の冷房設備導入がほぼ完成したことが大きな事項として挙げら

れよう。冷房施設については、 94年度に11、12、13号館と1号館の教室の一部に導入されたが、

その後、 98年度にはい 11、12、13号館の残りの教室ほぼ全体と、ぅ、 7号館のほぼ全教室に整

備された。さらに99年度には、 l、う、 7、11サ館の残っていた教室にも設置され、これをもっ

て、一部のゼミ室などをのぞき、駒場全体の教室の冷房化がほぼ完成したことになる 3

99年度には、冷房施設設問以外に、以下のような施設・環境整備が実施されたc

1.建物内・外

(])雨漏建物に対する防水r:事

・ 3号館、う号館、 6号館、 75-館、 9号館

・ 第一体育館、体育研究室

(2)建物外装塗装(防水、ヒピ割れ修理及び美化)

・ 3号館、う号館、 7号館

・学生食堂

(3)階段改修(床面のはがれ修用、スリップ防止処置)

. うす館、 7号館

・生協食堂屋外階段

(4) トイレ改修・・・ 臭気除去強化及び清潔!惑のあるトイレに改修

・ ぅサ館、 7号館・・・トイレ全面改修

• 102号館・・・女性教官)j]トイレ増設

2.屋外体育施設

(1l公認グラウンド公認継続のため必要な改修

(2)野球場グラウンド整備

(3)第2グラウンド防球ネット増設

(4)バレーコート排水溝延長

3.冷暖房
(1)ボイラー更新・・・故障・機能低下していたボイラー2fìを更新し、ポンプ~mを更新した

ことで、教室の寒さが解消

(2)暖房設備更新

• 1号ー館(製図室他の冷|暖房)

• 9~会館 (一部)

・ 900番講堂の冷暖房

・体育研究室(一書1;)

4.その他
(1)ポンプ室の更新・・・年度当初2度ほどあった老朽化による断水に対する給水設備の更新

(2)内線PHSの配布により、教職員11¥1のコミュニケーション能力が|古Lt

(3)一般用PHS 高速データ通信mアンテナを1J，j・館尾上と学生会館屋上に設置したため、モ
パイルデータ通信の利便性が向 1--

31 



H 
大学院総合文化研究科・

教養学部とはどのような組織か



l 沿革 東大駒場

東京大学教養学部は1949年う月31日、新制東京大学の発足と同時に設立された。、町時、他の

大学で‘は一般教養課程を担当する組織を教養部としたが、本学では、その名が示すように当初J

から独立の学部として出発した。初代学部長の矢内原忠雄氏は、その教育理念を「ここで部分

的専門的な知識の基礎である一般教養を身につけ、人間として偏らない知識をもち、またどこ

までも仲びてし、く真理探究の精神を植え付けなければならなし、その精神こそ教養学部の生命

である」と語っているコ後期課程の設置は当初から予定されており、 2年後の19うl年、専門教育

を担う「教養学科」が設置された。このとき求められたのは既存の学問体系を超える学際的な

ものを探求する精神であるが、この精神は今も変わらず引き継がれ、教養学部の教育研究の重

要な背景をなしているこ

こうして、教養学部は、新制東大に入学した学生が、将来の専門にかかわりなく2年間の教育

を受ける前期課程(ジュニア、一般教養課程)について全面的に責任を持つと同時に、後期課

程(シニア、専門課程)をも担当し、本郷キャンパスに設置された諸専門学部と対等な組織と

して出発したのであるc

教養学部の債かれた!駒場の地は、旧制度のもとでは、第一高等学校として、日本の指導的人

材を輩出してきたはi緒ある場所である O 本学部が、旧制一高及び東京高校を包摂して出発した

という経緯からも、新制大学の内部に「旧制高校」の教育の積極的な要素を取り入れるべきで

あるとする主張は、教育1Mで本学部が11¥発当初から「リベラル・アーツJ Oiberal arts)の理念

を掲げてきたところに反映している。「一般教養」を西洋Jjl世の「自由学芸」に起源を持つ「リ

ベラル・アーツ」として位置づけ、専門教育に進む前段階において、同時代の知に関する広い

見識と、それによって桶養される豊かな判断力を養うことを目指したのである。

しかしながら、新制大学発足以来の大学をとりまく環境や学|珂の変化は、大学における教養

教育のあり方そのものの改革を不可避にしたc 一方で、学問諸分野の専門化・先端化の深まり

によって領域を越えた学問問の協働が阻害される側面が生じ、学問分野の横断的な基礎づけを

おこなう「教養」の理念がいっそう重視されるに至った。また、他}jで、あらゆる学問分野の

関でボーダーレス化、国際化が進み、これまでの人文科学、社会科学、自然科学、外国語とい

った教養科目の構成そのものが意義を失う方向に向かった。このような状況の中で、東京大学

は、文部省の大学設置基準の「大綱化」をふまえて、 1993年4月に前期課程教育の全般的な見直

しをおこない、単なる個別的・専門的な知識の羅列や切り売りではなく、学問分野の枠を越え

てそれらの知識を有機的に関連づけ、総合的な視点から現代社会の直面する諸問題に的確に対

応できるような基本的知見・ヨ5勢を養うことを目的とする科11の抜本的な再編成をおこなった。
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U )..:.'''/ 院経"文化研究科教蕗宇部はどのような組織か

2 教育・研究上の特色一一学際性と国際性

1993年に前期課税教育カリキュラムの抜本的な改革を行った際、「リベラル ・アーツ」を「同

時代の知lの基本的枠組み即ちま[1のパラダイムの学習と、そのような知にとって不可欠の基本的

なテクネーの習得」と再定義したが、それは東大駒場創設の教育理念が今日なお有効で、あるこ

とをJi{Ji信していたからである。

しかし そのような「リベラル ・アーツ」教育の実践は、同時代の知lと社会と、さらには世

界全体と向かいあえるような研究体制に支えられていなくては不可能で、ある。上記の教養学部

の成立事情もあって、ややもすれば旧制高校の美風へのノス タルジーを まじえて語られること

の多かった新制東大の駒場であるが、当 11寺その指導的立場にいた教官たちは、現代における学

問に対する基本的な認識の斬新さ、正確さ、射程の長さによって、単なる 「専門予科」と は本

質的に異なる地平を切り開くことに成功した。そのような新しい学問観を貰いていたのが、教

養学科創設の理念ともなった「学際性」と「国際性」である。これは、教養学部そのものを単

なる教養部とせず、生きた教育.{i}1究の場として成長させるための重要な牽引力となってき た

といえよう。そして、キャンパスのイメージで言えば、デイシプリン型の「本郷」、 トランス・

デイシプリナリー型の新たな 「粍IJととも に、インターデイシプリナリー型の「駒場」は今後

の東京大学を構成する三つの極の一翼を担っている。
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3 教育・研究組織の特色一一三層構造

駒場の教官たちは、教養学部発足時から、東京大学の前期課程教育に責任をもっと同時に後

期専門課程教育に携わってきた。さらに、新制大学院発足とともに、比較文学比較文化、西洋

古典学、国際関係論の課程を、やや遅れて文化人類学、科学史・科学哲学の課程を担い、また

本郷諸学部を基礎に作られた大学院課程にも参加していた。このように教養学部の教官が、前

期・後期・大学院という3つのレベルの教育に関わってきたのは、「リベラル・アーツ」教育に

あたる教官が、同時に専門領域において優れた研究者であるべきであると考えられたからであ

る。それ故、これまで教養学部においては、後期課程及ぴ大学院を充実させることは前期課程

教育の充実のために不可欠であるとの認識のもとに、一貫してそのための努力が払われてきた

のである。

しかも、国際的に聞かれ、学際的な新しい領域における優れた研究者が、前期課程において

リベラル・アーツ教育を行うことによって、前期諜程教育そのものを絶えず活性化するという

仕組みは、当然に、後期専門課程と大学院を充実させるという計画となり、後期課程は、 1962

年、自然科学系の後期課程として基礎科学科が発足、 1978年には教養学科が教養学科第一(総

合文化)、教養学科第二(地域文化)、教養学科第三(相聞社会科学)の3学科に改組拡充され、

また1981年には基礎科学科第二(システム基礎科学)の新設に伴い、基礎科学科が基礎科学科

第一(相関基礎科学)へと発展した。さらに、 1983年には教養学部を基礎とする大学院総合文

化研究科が新設され、名実共に、一貫性のある独立した部局となった。大学院総合文化研究科

は、発足当時には比較文学比較文化、地域文化研究、国際関係論、相関社会科学の4専攻であっ

たが、 198ラ年には広域科学専攻が新設され、 1986年には文化人類学専攻が社会学研究科から移

され、 1989年には表象文化論専攻が新設、 1993年には言語情報科学専攻が新設・重点化される

ことによって、 8専攻体制となった。

さらに、 1994年には広域科学専攻の再編・重点化に着手し、まず生命環境科学系を新設し、

引き続き何年には相関基礎科学系、広域システム科学系を編成・整備した。そして、 1996年に

は言語情報科学専攻を除く既設文系6専攻を超域文化科学、地域文化研究、国際社会科学の3専

攻へ統合整備し、総合文化研究科はう専攻3系からなる新たな体制となり、これによって駒場の

大学院重点化はひとまず完了した。

このように大学院を担当する高度な研究者が、学部前期課程教育、学部後期課程及び大学院

教育をも担当する教育研究システムを「三層構造」と呼んでいる。総合文化研究科・教養学部

は、この「三層構造」に立って、前期課程(文科I類、 E類、 E類、理科I類、 E類、皿類)2 

年間の7600人の学生の教育に当たると同時に、学際的・国際的な専門教育・研究組織として、

全国で他に例を見ない独自の発展を遂げてきた。総合文化研究科の教官が、それぞれの領域で

第一線の研究者であり、後期課程および大学院における専門教育の現場に立ちながら、前期課

程も担当する。このような仕組みにより同時代の知の先端的な部分を前期課程教育に還元しよ

うとするものである。
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図1:大学院総合文化研究科・教養学部組織図(三層構造)
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4 教官集団一一多様多才な人材

このように教養学部が自分自身に課した「学際性J r国際性J r三層椛造」という要請に応え

るためには、意欲と能力にあふれた多様な人材が必要である ことは言うまでもない。教養学部

の教官は、単に専門分野における先端的な研究者の集団というにとどまらない。教養学部の教

官はすべて大学院総合文化研究科に属していると同時に、 前期訪i程を責任をもって担当するい

う原則を貫いている。そのため、教官の人選にあたっては、その研究者としての能力とともに、

上記の三層の教育に能力のある者を選ばなければならない。それを教官個々人の似1)から見れば、

三重の能力を持つことを要求されているという ことにもなる。こうして、教養学部は極めて広

範囲にわたって専門家を集めているという点からだけでも、必然的に多機な人材に富んでいる

が、そればかりでなく 、これらの専門家は、教育 ・研究の複数の現場においても有能・ 有用で

あり、この多元性が「駒場人」を特徴づけている。事実、教養学部の教官には、学内において

のみならず、 社会的にも、緩めて多様な次元で活躍している人材が少なくなく 、その意味で今

日的な「マルチ人r:UJを生み出す集団であると言えよう。
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U kヤ:院総合文化川究科教 j~マ郎はどのような嗣l織か

5 意思決定の機構

本学においては、専任教行の選考基準として教育と研究のIIIJj面における能力が問われること

はいうまでもないが、同時に、教養学部及び大学院総合文化研究科のさまざまなレベルでの連

常に積極的に参加l しうる資質も~求されている。学音11の意思決定機関としての教授会への出席

のみならず、教官組織としての専攻・系会議、 Tiii期課程の部会会議、後期課程の学科会議、さ

らに前期、後則、大学院の谷レベルに設置されている様々な委員会、さらには学部長・評議員

のような学部全体、ひいては東京大学全体の述1tにまで関わる責任を、原Jlrr的には各教官が平

等に負っていることを意味する。

こうした学内行政への積械的な参加は、大学院総合文化研究科・教養学部の運営が常に民主

的なものであるために必要な条件である。そして、外部に向けて!よく開かれていることを使命

とする現在の大学にとって、 11'1際的な水準での教育・研究環境のたえざるIIJJ上を口指し、時代

とともに変化する種々の社会的な要請にも真撃に対応するためには、組織としての柔軟性が恒

常的に保たれていなければならない。その意味で、さまざまなレベルにおける各教官の学内行

政への積極的な参加|は大学を制度的な硬直化から政い、不断の，'j己改革にいjけて組織的柔軟性

を維持するための必要にして不可欠な条件となるといってよい 研究と教育のみに専念する大

学という「閉じた孤高」のイメージは、過去のものであるG めざすべきは「聞かれた濃密さ」で

ある c

もちろん、あらゆる教官が卓依な行政手腕の持ち主であるとは考えられないし、またそうし

た資質が各人に要求されているわけでもなし~問題は、大学のi泣かれたこうした現状の認識を

共有する教綬会構成員が、しかるべく理にかなった分業によって、学部運営の様今な局面に直

接的かつ間接的に参加するシステムを円滑に機能させることにある。大学の知性は、いまや教

育と研究のみならず、この運営システムの布効性の創出にも発部されねばならない。それが、

教育と研究の高い水準の維持につながるという意味で各教行の学部運営への積械的な参加が求

められているこ

教授会

教養学部教授会と総合文化研究科教授会がある。運用に際しては、総合文化研究科教授会と

教養学部教授会を合ーして阿時に開催するものとし、両教授会の合ーした組織を「総合文化研

究科・教養学部教授会J (これを改めて「教授会」という)と呼ぶ。この教授会で評議会その他、

全学の管理運営機構への評議員、委員などを選出するが、大ヴ:1淀総合文化研究科長は、教養学

部長を兼ねる。

専攻・系専任教官会議

総合文化研究科所属の各専攻・系に専攻・系専任教官会議が置かれる。専攻・系専任教官会

議は、総合文化研究科の各専攻・系に配置されている教官によって構成される O 各専任教官会

議に議長を開き、専攻・系長と 11子ぶc ただし、専攻・系長は研究科専攻・系主任を兼ねるc 専

攻・系専任教官会議は、総合文化研究科教授会の議議事項に関し各専攻・系に関連する事項に

ついて審議する役割を担うの

数理科学研究科との協力

教授会に力IJえ、総合文化研究科・教養学部における数学教育やキャンパス運営などの必要か

ら数理科学研究科との協力関係を保つため、従来と同様に教養学部拡大教授会(以下、「拡大教

授会」という)を置くこととした。拡大教授会の構成員は、教授会構成員及び数理科学研究干|
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所属教官の一部とする C なお、 19何年11月16日の拡大教授会で「教養学部長の選出結果は、拡

大教授会に報告し了承を得るものとする」ことが申し合わされた。

「一一ー

研究

委員

長

大
ナ主Z込

院
総
A口、

文
化
研
究

科長

トー一

研究科専攻・系専任教官
研究所所属教官

他研究科所属教官
(研究科基幹講座所属教官及び教授会がその構成員として認めた教宵)

学外研究機関所属教官

図2:大学院総合文化研究科・教養学部の管理運営組織図(1)
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岡3:大学院総合文化研究科・教養学部の管理運営組織凶(2)
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日 大学院総作文化研究科教養学部はどのような組織か

6 各種委員会

大学院総合文化研究科・教養学部では、主要な業務をもっ常設委員会が設置されている。以

下に、 1999年現在、総合文化研究科に存在する各種委員会のうち主要なものの業務を概説するc

総務委員会

総合文化研究科・教養学部の教育と研究に関わる重要な案件についての意思決定機関である

教授会の下に置かれており、教授会に提出される案件を検討して審議の慎重を期すとともに、

あらかじめ問題を調整して議事の簡素化をはかっている。

大学院総合文化研究科委員会

標記の委員会は東京大学大学院運営組織規定に基づき設置されている委員会で、大学院での

教育を行うための種々の決定、調整を行う組織であり、基本的には各専攻・系を単位とし、そ

の代表によって構成される。委員は、

(j)総合文化研究科所属の専攻主任

(2)総合文化研究科に関係ある学部(教養学部)、付置研究所(東洋文化研究所、社会科学研究

所)から推薦された教官l名

(3)総合文化研究科所属の各専攻・系から選ばれた教官若干名

(4)総合文化研究科に特に関係の深い他の研究科(人文社会系研究科、理学研究科)から推薦

された教官各l名

から構成されており、委員数は28名である O

前期運営委員会

前期運営委員会は、前期課程教育を適切に運営するためにその基本方針の根幹部分を審議す

る。その任務は、次のとおりである(j)専攻主任から提案された人事方針を前期課程の立場

から審議し、具体的な人事選考の開始を促す。(2)前期課程教育に関わる方針やその制度的問

題を審議する。 (3)その他必要な事項。

任務(1)を適切に遂行するために、前期運営委員会のもとに人事小委員会が随時置かれ、こ

の小委員会の結論をもって前期運営委員会の決定とする。

任務(2)を適切に遂行するために、制度小委員会として、①組織・制度、②カリキユラム、

③設備・予算、④教育体制、の4つが置かれている。

教務委員会

前期課程のカリキユラムを担当し、学期ごとの時間割作成を中心として授業計画を調整する 3

300名を超える専任教官とおびただしい数の非常勤講師の授業のコマの組合わせや時間帯の指定

など、きわめて多元的な問題を解決するためには、前期部会の全教官の活動を包括的に把握し

ていなければならない。さらに、後期課程、大学院の授業計剛は、それぞれの水準で、別の担当

者があたっているため、それとの調整のうえで時間割を作成させなければならず、この委員会

の委員は、学期ごとに極めて複雑な問題を解決しなければならない。

予算委員会

この委員会の任務は、年間予算のうち、教育と研究に関わる部分の原案を作成し、教授会に

予算案として提出し、示認を求めることにある O 大学院部局化にともない、予算の編成方針が

大きく変更された。
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予算委員会の扱う予算の主な原資は教官当積算校費と学生当積算校費であり、光熱・水費な

どの経費を留保した残りを、教官研究費・前期課程・後期課程・大学院専攻系の運営費、学部

共通施設の運営費などとして配分する。大学院部局化にともない、教官の研究費と大学院の運

営費は専攻へ、前期課程・後期課程の教育に関わる費用はそれぞれの運営委員会を通じて配分

することになった。

広報委員会

教官の執筆する「駒場広報紙」として広く読まれている「教養学部報」の編集を担当してい

る。「教養学部報」は原則として月一回発行され、春の新学期には(隔年で)教官の I~j 己紹介の

特集号を組み、外国語学習のための辞書紹介なども掲載される。学部ガイダンスの時期には各

学部紹介、学年末には退官教授の惜別の辞などが紙面を飾る。記事は多岐にわたり、教養学部

の教官の関心の広さと思いもかけぬ趣味などを知ることもできる。

「教養学部報」の編集以外に、広報委員会の重要な業務は、対外的な広報活動である。「プロ

スベクタスJ(教養学部概要)も広報委員会が編集している。さらに1997年度に教養学部のホー

ムページ (http://www.c.u-rokyo・ac.jp)が作成されたが、この管理も広報委員会が行っている。

学生委員会

この委員会は、福利・厚生を含めた学生に関わる諸問題を担当する。学生課とは緊密な連携

をとり、二人三脚でことに当たる。駒場は学生数が多く、東大におけるサークル活動の中心で

もあるので、学生委員会の仕事は多い。交渉や相談の対象となる学生自治団体は、学生自治会

を初め9団体である。オリエンテーション、駒場祭、入試など、委員がかりだされる年中行事の

数も多いc

学生委員会は1992年に、|日「第六委員会」と旧「第八委員会」を一本化して再編成されたも

のである。旧第八委員会は学生寮に関わる問題を担当していた。そのため、学生委員会のメン

バーのうちう名は三鷹国際学生宿舎管理運営委員を兼ね、その中のl名が同委員長となるという

やや変則な形態を取っているつまた別に、三鷹国際学生宿舎特別委員会が存在し、こちらは三

鷹宿舎建設に関わる諸問題を担当するが、その一環としての駒場寮廃寮に関わる措置が現在で

は大きな仕事となっている。学生委員会もこの特別委員会に協力し、学生寮の新たな展開のた

めの学生との話し合いや環境作りに携わっている。

入試委員会

東京大学前期課程の学生選抜試験および大学入試センター試験の実施を担当する全学的組織

は東京大学入試実施委員会であるが、教養学部入試委員会はその中にあってとくに駒場地区に

おける入学試験の実施に責任をもち、入学試験の円滑な実施のための種々の対策を講ずること

を任務とする委員会である O 出題ならびに採点委員は別途に選ばれ、本委員会とは別の組織を

構成する。

教育・研究評価委員会

この委員会は、大学の自己点検の問題に取り組む。 1988年以来、「大学院重点化」に対応する

教養学部の改革問題を討議するなかで、自己点検評価の業務を担当することになり、 1994年以

降本委員会に改組改称してこれを引き継いでいるD 主な活動は、『教育・研究評価報告書4J(97 

年3)])、『教育・研究評価報告書うJ(97年7月)、年報(創刊1991年、いま読まれつつある r駒

場1999Jで9冊目を数える)の編集である C

以上の他にも、図書委員会、建設委員会、計算機委員会、国際交流委員会、留学生交流委員

会、美術博物鎗委員会、自然博物館委員会、オルガン委員会等、多くの学部内の委員会が定期

的な会議を行っている。本郷キャンパスでおこなわれる全学カリキユラム委員会、教養学者1¥連

絡協議会等、全学の委員会にも出席を要請される委員も少なくなし、。
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rr k.学院総汗文化研究科教盤宇部はどのよう今組織か

7 予算

大学院総合文化研究科・教養学部の1998年度成入総額はう21:君、2千万pj、歳出総額は98億9千万

円あまりである O 歳出のうち人件費と物件費が最大の費1'1であり、それぞれ総額のう9%、2う%

を占めている。科学研究費は11億9063H円で、前年度と比べて増加傾向にある。 1996-98年度

の歳入と歳出は次の通りである O

歳入決算額 (単位:千円)

区 分 1996年度 lりり7年度 1998年度

授 業 半| )，804，788 3，831，510 3，906，119 
入 学 宇i↓ 1，027，836 1，03う，132 1，006，198 
検 定 半千 31，う08 3う，194 34，う61
寄 f百 宇| 27，127 27，う29 27，769 
学校財産貸付利 10，64う 11，907 12，071 
用途指定寄附金受入 137，997 109，097 130，881 
受託調査試験等収入 116，546 118，076 

産学連携等研究収入 97，877 
刊行物等売払代 287 279 477 

版権及特 ~1 等収入 210 。 284 

雑 入 う，0う9 6，131 6，973 

計 う，162，003 う，174，8うう う，223，210

c主)歳入科目について、 1998年度より「受託調査試験等収入Jか廃止され、これに伴い「産学連携等研究収入」が新設された。

歳出決算額 (単位:千円)

区 分 1996年度 1997年度 1998年度

国立学校特別会計

人 件 費 う，888，823 う，9う4，148 う，806，ううう

物 件 費 2，329，316 2，809，612 2，436，う69

奨学交付金 137，997 109，097 130，881 

施設撃備費 39，200 lう8，う84 93，400 

般 ZdBコミ、 計 181，441 199，790 230，831 

科学研究費 777，う23 734，929 1，190，629 

言1- 9，3う4，300 9，り66，160 9，888，86う
」

人件費・物件費のうち研究・教育に直接関わる費目を校費と呼び、これによって教官の研究費

とともに、キャンパスの水光熱費や辿信運搬費を賄っている O 教室・研究室の修理や研究朋・教

育用設備の拡充・補修も校費によって行っている。上の表に見られるように、大学院総合文化研

究科・教養学部では、大学院重点化の過程で、 1996年度に校資が4億円あまり増加し、 97年に

も同じ水準が維持されたc しかし政府予算全体の縮ノトにともない、 2000年度から、校費は大幅

な減額になる見込みである。
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8 キャンパスの現状と将来計画

大学院総合文化研究科・教養学部、数理科学研究科の敷地(，駒場地区駒場IキャンパスJ)

はi面積2うう，32うm'を有し、武蔵野台地の東部に展開する“山の手台地"上に位置する、神田川と

目黒川に挟まれた段丘面上にある c キャンパスは自然環境に恵まれ、東京都区内とは思えない

ほど、緑が豊富である C 周聞には文化的施設も数多く存在し、将米はこれらを視野に入れた再

開発を計Illijする必要がある。

キャンパスの沿革と現状

教養学部は戦後の学制改革によって、 111制第一高等学校の敷地とl号館、 101号館、図書館、

大講堂、学生寮、寮食堂等の建物を引き継いだc 第一高等学校から移管された当初は、木造建

築の教室群が建設されたが、 1955年頃から、前期課程教育と後期課程教育(教養学科)の機能

に対応すべく、鉄筋コンクリート造りの中低層教室棟、研究棟に建て替えられ今日に至ってい

る。これら鉄筋コンクリート造りの建物は、建築、li時の劣悪な施工条件等の影響で現在構造的

に著しく劣化している。また、その後の学部および大学院の教育研究組織のめざましい改組・

拡充に十分には対応しきれない状態にまでなっており、次|せ代の社会に必要な人材を養成する

教育研究組織を構築するためには、キャンパスの再開発を実行する必要に;.Qられていた 3 この

ような事情を踏まえて、まず1981年度に10号館 (LL教室、研究棟)および11号館(講義棟)を

述設した。 198う年度には2号館(文系研究棟)および12号館(講義棟)、 1987年度には13号館(講

義棟)、情報教育北棟が建設された。 1988年度には14号館(文系研究棟、アメリカ研究資料セ

ンター)、 1989年度には1う号館(理系研究棟)、 1992年度には保健センター駒場支所(建て替え)、

1994年度には情報教育南棟、 16号館I期棟(煙系研究棟)、 199う年度には数珂!科学研究科I期棟、

1997年度には 16~j-館 H 期棟(理系研究棟)、数理科学研究宇1.n期棟がlllfi:欠建設された。また、 1998
年にはキャンパスプラザA・B'C棟が建設された。しかし以上の建物整備はキャンパス再開発

計両の一部であり、前期課程、後期課程および大学院を擁する教養学部の尚度な教育研究体制

を維持し、発展させるには今後文系研究練、理系講義棟、学生実験棟の建設だけでなく、問書

館の立て替えや事務棟の建設、旧駒場寮跡地の再開発等に早急に着手する必要がある。

キャンパス整備計画の概要

東京大学では、それぞれの地区(本郷地rx:，柏地区、駒場地区)の将来計画については、全

学のキャンパス委員会のもとで、統合的な終備五lillijを策定することとしており、これにもとづ

いて、駒場地区については、 1998年度に、「駒場地区駒場Iキャンパス整備計画概要」が定めら

れた。これについての説明は[駒場J98に詳しい説明があるので、参照されたしミ。そこでの段階

別の建物配置計画では、以下の図に示すように、図書館、 8号館、 9号館、前期課程の教室棟、

課外活動施設である学生会館、復利厚生施設である食堂の立て替え、更新が計耐iされているc

もとよりこれらの計Ilbjは、概算要求によって実現をはかつてLぺ性格のものであり、そのま

ま実施されるとは言えないものである。建物以外の環境整備(構内緑地資源の保護とその総量

の確保)と調和させながら、強)Jに推進していくことが今後の課題で、あるc
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事務組織像9 

教養学部等事務部の事務組織は、 1999年度において下図のとおりとなっているc

庶務掛
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保三j果生学

総務掛

受入掛

整理掛

閲覧掛

参考掛

数理科学図書掛

課書図

1992年度に大学院数理科学研究科が発足し、その事務を教養学部事務部が担うことになり、「教

養学部・数理科学研究科事務部」と改称されたが、大学院重点化の完成に伴い大学院総合文化

研究科、大学院数理科学研究科・教養学部を担当することとなり、名称が「教養学部等事務部」

と改称され現在に至っている。

職員数は、 196う年度の196名をピークとして、 1999年度現在までに定員削減等により、 33%

が削減されており、事務系職員の負担は年々厳しい状況になっている。

従って、事務部においては従来にも増して事務組織の見直しと、事務処理体制の合理化等に

ついて対応しなければならない時期にきている。
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皿
大学院総合文化研究科・

教養学部における教育と研究



1 前期課程

し前期課程教育の特色

新制の東京大学は1949年から始まったが、初代の教養学部長、矢内原忠雄先生は r教養学部

報』の「創刊の辞」で次のように述べた。

「東京大学内における教養学部の位置の重さは、単に全学生数の半分を包含するという、 lほ的

比重にだけあるのではなし、。東京大学の全学生が最初の2カ年をここに学び、新しい大学精神の

洗礼をここで受ける。ここは東京大学の予備門ではなく、東京大学そのものの一部である。し

かも極めて重要な一部であって、ここで部分的専門的な知識の基礎である一般教養を身につけ、

人間として片よらない知識をもち、またどこまでも伸びて往く真理探求の精神を植えつけなけ

ればならない。その精神こそ教養学部の生命なのである」。

そうした矢内原先生の/，i1iいは、ただ単に教養学部だけのl頗いであるだけでなく、東京大学全

体の願いであったし、今でもあるだろう c 東京大学では学生に広い知識と知的能力をつけても

らうことを願うがゆえに、教養学部での前Jt:Jj課程教育を重視してきたと言って間違いではなし、

それは、専門教育は広い知識とは識の上に立たなければ、単なる技術教育となり、それは|時代

の成り行きとともにあっという/l¥Jに古びてしまうという考えに支えられてきた。教養学部lまそ

うした考えをLateSpecialization、つまり「遅い専門化」という言葉で言い表してきた。

そうした「一般教育」を重視する立場から、教養学部は前期課程教育を活性化する方策をた

えず取ってきた。大学が次第に大衆化するに従い、かつては有効であった方法もたえず見IHし

てきた。 1968年から始まった「東大闘争」もその変革の大きな転機となっただろうが、それよ

りももっと大きな、ここ数年の変革の準備は実は平成元年から始められていた。その年、全学

組織の「教養学部問題懇談会」が発足し、前期課税教育の改革について話し始められたからだ。

そして1991年度には、「必修科11および単位数の軽減、学生から見た選択の自由化、外国語教育

の改善、小人数教育の充実、進学振分け制度の改善など」具体的な提言がなされた 3 それが1993

年度以降どのような変革となって実現したかについては、このあとさらに詳細な説明がある。

そして、また文部省がによる 1991年度の大学設計基準の緩和、いわゆる「大綱化」に伴って、

制度的にもカリキユラムの弾力的運用が可能になったことも、もちろん無視できない要素だっ

た。さきほど述べた改革も制度的に不可能なら実現はしなかったろう c 大学にカリキュラムに

関するn由な裁量抑止が与えられたことは、そうした改革を可能にさせた一つの要因だ‘った。し
かし、それがすべてではなかったということ、その前にすでにそうした改革を話し合い、その

準備をしていたということはまず強調しておきたいと思う c

東京大学における入学制度

次に、東京大学が新入生をどのように選抜するかを説明しよう O 新入生はすでにご存知のよ

うに、東京大学は「横割り型」という新入生選抜のしかたを取っている O 学生は、文科系にお

いては、文科一類、三類、三類、理科系においては、理科一類、二類、三類と大きなくくりで

入学する O そして2年生の秋に、それぞれの学生がどの学部に進むかを決める仕組みになってい

る。もちろん、文科で言えば、一類の学生はほとんど法学部に進み、二類の学生は経済学部に

進むが、希望すれば、例えば、文学部にも進めないわけではない。また三類の学生も、数は限

られるが、法学部、経済学部に進む学生もいる C もちろん文科三類の多くの学生は文学部、教

育学部、教養学部後期課程のどこに進むかを選択する。その事情は理科系でも同じで、理科三

類の学生はほとんど医学部に進むが、医学部に進む学生はそのほかに、理科二類からも来る 3

学生にそうした進学の自由を、この制度は与えている。それを学内では「傍系進学」と呼んで

いるが、教養学部に入ったのち進路を変更し、初め考えていなかった進路を取ることを、この
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制度は可能にしている。極端な場合、理科系から文科系へ、文科系から理科系へと移ることも

この制度の下では可能である。

それと対照的なのは「縦割り型」の入学システムだろう。その制度の下では大学l年生に入っ

た時から、どのような勉強を大学でするかはほぼ決まっており、学生の選択の余地はほとんど

ない。そこでも「一般教育」は行われるのだが、その場合専門教育が早い段階から始まり、学

生は入学と同時に自分の進路を決めて、勉強を始めなければならない。それは大学入学のため

の受験勉強をすると同時に、自分の進路を決めておかなければならないということである。そ

れがいまの高校生に現実的に可能だろうか。

もちろん、どのシステムにも長所と短所はあり、いま述べた2つのシステムにも長所と短所が

ある。ただ、東京大学は、なるべく専門化を遅くして、より広い知識と知的能力を学生に身に

つけてほしいと願い、また、大学で自主的な勉強をしたうえで、自分の進路を決めてほしい、

そしてもし進路を変えたいと考えるのであれば、それを制度的に支えたいと考えて、今のよう

な制度をとっている。

進学振分け

ただし、そうした制度の下では、学生は必然的に2年の秋に進学振分けという時期を迎えるこ

とになるO つまり、どの学部に進むかは、それぞれの希望によるのだが、それぞれの学部には

進学定員という枠もあり、無制限に学生を迎え入れることはできない。だから、どの学部学科

に進めるかについての競争が起こることになる。そして人気がある学科に進むためにはよい成

績を取らなければならないことになる。そうした自由競争は、学生の勉強意欲を高めることに

もなるのだが、他方では成績偏重の傾向を強めるという問題点もある。この進学振分けも多様

な学生に進学して欲しいとの願いから、今では第l段階、第2段階と2回行なっている。

2.前期課程のカリキュラム

現在のカリキュラムでは講義は大きくわけで、基礎科目、総合科目、主題科目の三つに分け

られる。そのうちで、いわゆる必修科目は基礎科目である。総合科目は、取るべき単位数は決

まっているが、選択科目であり、主題科目は純粋に選択科目である。「必修科目」の基礎科目は、

「大学l、2年生で最小限身につけておくべき知識・技能の習得」を目指している。これだけは教

養学部2年間で身につけてほしいという大学側のメッセージがこめられた授業といってもいいだ

ろう。かつてのカリキュラムでは、文系、理系の必修科目はほぼ同じであった。つまり、 1993

年度以前、授業科目は外国語、人文科学、社会科学、自然科学、保健体育のうつに分類され、文

系向け、理系向けという配慮のある授業もあったが、文系、理系、ともに同じ陣容で行われて

いた。いまでは、必修部分は文系、理系で異なる構成を取るようになった。文科系では外国語、

情報処理、方法論基礎、基礎演習、スポーツ・身体運動が基礎科目に指定されており、理科系

では外国語、情報処理、基礎講義、基礎実験、スポーツ・身体運動が基礎科目に指定されてい

る。それらの授業を、基礎科目として開講しているのは、大学側のメッセージとして、これか

らの国際化・情報化された世界に生きる人としては、外国語の能力、コンビューター機器使用

の能力、そして自己の体力・健康をコントロールする知識は持っていてほしい、その上で基礎

的な方法論、論理的表現能力、理科系なら科学者に必要な実験の知識を身につけてほしいとい

うことを学生に伝えたいからだ。

結局、私たちはリベラル・アーツ教育を現代の状況に即して再定義したと言って良いだろう。

その目的は以下のようにまとめられると思う。

(I)専門教育に進む前段階において、|司時代の知に関する広い見識と、それによってi函養され

る豊かな判断力を養う。

(2)同時代の知の基本的な枠組み(パラダイム)の学習と、そのような知にとって不可欠の基

本的な技能(テクネー)の習得。
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基礎科目

それでは個今の科目について、さらに詳しい説明をしよう。

まず基礎科目である。外国語に関しては文系、理系ともに2カ国語が必修である。その中には

近年の外国人留学生の増加に伴い、外国語としての日本語という授業も開講されるようになっ

た。また大学で始めて学ぶ外国語、それを教養学部では「初修外国語」と呼んで、いるが、そこ

に近年、朝鮮語が加えられた(現在は文科生のみ)。そうした授業のl阪の拡大だけではなく、ビ

デオ教材・同一教科書を使い、統一試験をする、やや大人数の英語授業である英語Iや、初修

外国語におけるインテンシヴ・コースのように新しい試みもなされている。情報処理は、当然

のことだが、文系、理系で、内容が違っている。しかしこれがカリキユラムでの新しい試みであ

ることは分かるだろう c 理系だけでなく、文系でもその科LIは必修となった。方法論基礎、基

礎講義はそれぞれ、かつての人文科学・社会科学、自然科学に対応しているが、理系でも高校

での履修、授業内容を考え、数学、物理学で複数のコースを用意するようになった。そのこと

にも見られるように、現在のカリキユラムでは、より柔軟な対応がなされている C 基礎演習は、

これも新カリキユラムのH玉だが、資料の調べ方、口頭発表の仕方、レポート作成などの技法

訓練を小人数のクラスで行なう。基礎実験は理科系の学生に必要な基礎的実験を行うものであ

るO

表1:基礎科目の授業科目と履修単位表

文科生 理科一類生 理科二・二類生

外国語 14コマXI単位=14単位 12コマXI単位=12単位 12コマXI単位=12単位

既修外国語 6コマ/6単位 6コマ/6単位 6コマ/6単位

初修外国語 8コマ/8単位 6コマ/6単位 6コマ/6単位

情報処理 lコマXI単位=1単位 1コマXI単位二 l単位 1コマXI単位=1単位

方法論基礎(文科系) 4コマX2単位=8単位

人文科学基礎 2単位以上

社会科学基礎 2単位以上

基礎講義(理科系) 8コマX2単位=16単位 8コマX2単位=16単位

数理科学基礎 4コマ/8単位 2コマ/4単位

物質科学基礎 4コマ/8単位 4コマ/8単位

生命科学基礎 2コマ/4単位

基礎演習(文科系) lコマX2単位=2単位

基礎実験(理科系) 4コマXI単位=4単位 4コマXI単位=4単位

スポーツ・身体運動 2コマXI単位=2単位 2コマXI単位=2単位 2コマXI単位=2単位

必修単位合計 22コマ/27単位 27コマ/35単位 27コマ/35単位

表2:前期課程履修単位表

文科生 理科生

3学期までに取得すべき最低単位数(進学振分けの基準単位) 45 53 

基礎科目(必修) 27 35 

総合科目(選択) 18 18 

A思想・芸術 (A-Cおよび (A-Dおよび

B国際・地域 D-Fから、 E-F治、ら、

C社会・制度 それぞれ2系列 それぞれ2系列

D人間・環境 以上にまたがり 以上にまたがり

E物質・生命 8単位以上) 8単位以上)

F数理・情報

上記の他、 4学期までに取得すべき最低単位数 7 7 

総合科目A-F

進学必要単位数 52 60 
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必修科目については、そうしたメッセージを大学側としては発信しているのだが、同時にそ

うした必修科目をなるべく精選するように配慮した。文科生は、旧カリキユラムではう0単位の

履修が最低限必要だったのが、 1993度以降の新カリキユラムではう2単位が必要となった。理科

一類生では旧で61単位に対し、新で60単位、理科二、三類生では旧の63単位が新では60単位に

なっている。文科生では一見、単位数が増えているように見えるが、それはl授業あたりの単位

数が一部変わったためであり、実際に取る授業が増えたわけではない。それに対して理科一類

生、三・三類生は取るべき授業数は減っている。そして、それを反映して取得最低単位数も減

っている。理科生の授業の過密という問題を解決しようとして、そうした措置がとられたので

ある。

総合科目

上に述べたのはすべて必修の授業についてだが、そのほかに選択の授業がある。まず、選択

必修の授業としては総合科日がある O それはAからFに、 6つに分類されている。その分類は領

域別になっている o Aは思想、・芸術、 Bは国際・地域、 Cは社会・制度、 Dは人間・環境と題さ

れて、多様な授業が開講されている。 Aには人文科学的な様相が色濃く出ているが、 Bは人文科

学と社会科学が混じりあった様相を示し、 Dになると次第に自然科学の様相も示すようになっ

ているじ E、Fはそれぞれ物質・生命、数理・情報と題されて1'1然科学的な授業が開講されてい

る。そうした分類を見ると、かつての整然と区分された人文科学、社会科学、自然科学という

枠組みがなくなっていることが分かるだろう二もちろん文系の学問、理系の学問といった要素

がすっかりなくなったわけではない。確かに学問の専門化が進んだ今日、細かい学問的細分化

は一方で進んだ。しかし、同時に、現在の社会を理解するうえで、学問の総合化もまた要求さ

れている。この総合科11という制度には「現代の知の蒸本的枠組みを多様な角度・観点から習

得」し、また、それぞれの学Il1jの関係を考えてほしいという大学側の願いが反映されているc

また、この総合科目には本郷j哲学部の先生にも授業を附議していただき、教養学部の学生によ

り広い視野を示していただいている c

表3:総合科目の授業科11

科目系 大 科 目 名

A思想・芸術 言語科学、現代哲学、表象文化論、テクストの科学、思想史・科学史、思想・芸術一般

B国際・地域 国際関係論、地域文化論、歴史世界論、文化人類学、国際コミュニケーション、

国際・地域一般

C社会・制度 現代法、比較社会論、現代社会論、相関社会科学、計量社会科学、公共政策、

メディア・コミュニケーション論、現代教育論、社会・制度一般

D人間・環境 地球環境論、人間生態学、認知行動科学、身体運動科学、現代論理、化学・システム論、

現代技術、人間・環境一般

E物質・生命 物質科学、生命科学、宇宙地球科学、相関自然科学、物質・生命一般

F数理・情報 数理科学、図形科学、統計学、計算機科学、数理・情報一般

また、学生の立場に立てば、この総合科目という科目ができたことで大幅な授業選択の自由

が得られたということが言えるだろうコ例えば、 1999年夏学期]に開講された総合科目の数は、

AからFまでで、 488にも達した。その中から、学生は、履修条件を満たしつつ、主体的に18単

位以上を取ることが要求されている。

主題科目

さらに別種の、選択科目がある。それが主題科目であるυ 主題科目は「特定のテーマを設定

して開講」するものであるつ主題科目には2つのタイプがあり、一つは、複数の教師が、そして

学外から講師をお呼びもして、ある問題をめぐって、さまざまな角度、方法から論ずるテーマ
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講義、そしてもう一つは、それぞれの教師がそれぞれの問題関心から開講する全学自由研究ゼ

ミナールである。テーマ講義はさまざまな現代的な問題を、学外の講師も含め、複数の教師の

協力によって議論しようとする授業で、多くの学生の参加がある。それに対し、全学自由研究

ゼミナールは、教官が自主的に開講し、それぞれ個別の問題関心に教養学部の学生が接触でき

ることを目的としている。これには、駒場の教官だけでなく、本郷の諸学部、各研究所の先生

方も数多く出講してくださっている。そのため、全学自由研究ゼミナールは、もちろん例外は

あるが、人間的触れ合いが可能な小人数のクラスとなっている。以上のテーマ講義、全学自由

研究ゼミナールはまったくの選択科目で、とるか、とらないかはまったく学生の自由にまかさ

れている。

おわりに

この文章の最後に付け加えたいことは、そうしたカリキユラム改革がうまく機能しているか

どうかということを、教養学部はたえず検討しているということである。近年の大学審議会な

どでは大学における教育の役割の重視、とくに「教養教育」の再検討ということが言われてい

るが、東京大学教養学部はそうした改革を自主的に行ない、それが十分機能しているかどうか

を、外部の方の力もお借りして、再吟味してきたということだ。どの制度も完壁ではありえな

い、しかし現在の制度をすこしでも良いものにするためには、絶えざる教官側の努力、外部の

視点の導入、そして特に授業に出席する学生側の積極的な反応が必要だと言うことを述べて、

この文章の締めくくりとしたい。
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授業風景

111 )c'， 院総{~)(化研究科教長芋剖日こおけるfx.ftと研究

2 後期課程

1.後期謀程教育の特色

教養学部には3年生、 4年生の教育をになう後期課税の6学科が設けられている。その発端は

1951年に設出された教養学科であるが、その後、社会や学問の必要に応じて改組 ・拡充し、教

養学科第一 ・第二 ・第三、基礎科学科第一および基礎科学科第二のう学科組織となった。1996年

には大学院重点化とl呼応して大幅な拡充・改組がおこなわれた。教養学部後期1¥*程は一貫して

rlare specializarionJを理念として掲げ¥人文科学・社会科学 ・自然科学の基本的知見が身につ

くようなカリキュラムを工夫してきたが、 J996年の学科改組 .N、充は、 その方向をさらに推し

進める形でなされた。現在、後期課程学科は超域文化科学科、地域文化研究学科、総合社会科

学科、基礎科学科、広域不|学科、生命・認知科学科の6学科で梢成されている。

他学昔1¥の学科への進学と同様に、教養学部f愛知1謀程のいずれの学科へも、前期1課程での必要

単位を満たし、進学振分けを経て進学する。それぞれの所属学科の定める科目と単位にしたが

って2年間の勉学を行う。卒業に必要とされる単位は、いずれの学科も84単位以上で、ある。各学

科・分科で!?日訴される科目のほかに、 6学科共通で開講される後期課程共通科目、外国語科目、

教司法科目、特設科目、自由利 I~I 、およ び他学部で開請される科目の中から、所属学科の定める

ところにしたがって履修する。多数の分科および履修コースを擁する地域文化研究学科には、

特定の分科 ・コースの枠に|羽じこもることのないよう、特に「副専攻」の制度が設けられてい

る。各学科の具体的な教育理念や授業科目等は、あとの詳細説明をご覧いただきたい。

2. AIKOMプログラム一一 短期交換留学制度

1995年10月に第1!羽生を迎えて発足した教養学部短期交換留学制度 (Abroadin l'くomabaPro-

granl、111告;f?J;AIKOM)は、 1999年10月から第5年目に入っている。本プログラムは、交流協定を

締結した海外の諸大学とのHnにおける学部レベル (3、4年生)の短期 (この場合の短期とはl年

聞を指す)学生交換留学制度であり、本学部に海外から受け入れる留学生に|刻しては、次のよ

うな原則のもとで、特別の教育体制がしかれている。

(1)英語によるカ リキュラム編成

(2)協定大学問における単位の相互認定

(3)東大生と留学生との共通授業

これらはいずれも駒場キャンパスの国際化に大きく資するものであるといってよい。以下、 5

年目を迎えたAlJくOMプログラムの現状と展望について簡単に述べてみたい。(AlIくOMのホーム

ページhttp・//park. ecc. u-wkyo. ac. jp/aikom/も参照されたい)。

プログラムの性格

1 999年度より AlKOMプログラムは後jYl ~県程運営委員会の下におかれたAIKOM委員会によ っ

て運営されることとなった。プログラムの立案と運営は、 以下の点を基本としている。

(t)大学問協定は対等の原則に立つ

(2)協定校は全世界的視野に立って選考する

(3)留学生と 日本人学生との交流を制度I'ISに促進する

この原興IJに従って、現在までに短期交換留学協定を締結した相手校は、以下の12か国17大学

である。

中国北京大学 韓国・ソウル国立大学 フィリピン ーフィリピン国立大学
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インドネシア.ガジャマダ大学 マレーシア マラヤ大学

オーストラリアーシドニ一大学、モナシュ大学

ニュージーラン ド・オークランド大学、オタゴ大学 英国 ウォリック大学

フランス パリ政治学院、グルノーブル第3大学 ドイツ :ミュンへン大学

アメリカ合衆国:カリフォルニア大学、 ミシガン大学、スウァスモア大学

チリ チリ ・カトリック大学

当初より協定を締結している大学については、 2000年10月にう年の協定期間が終了するので、

それらを順次更新する予定である。

また、この5年間の受け入れ、派遣双方の留学生の数は以下の表の通りである。

表4:AlKOM交換留学生数 (2000年3月31日現在)

教養学部への 教養学部からの

受け入れ留学生 派遣留学生

19何年度 18名 (8ヶ国10大学) 12名(3ヶ国5大学)

1996年度 22名 (9ヶ国11大学) 18名 (8ヶ国11大学)

1997年度 22名(10ヶ国13大学) 19名 (8ヶ国12大学)

1998年度 22名 (9ヶ国13大学) 20名 (9ヶ国13大学)

1999年度 27名(12ヶ国15大学) 21名 (9ヶ国14大学)

i; 、 111名 90名

対等の原則に立った交換という点では、授業料相互不徴収、単位相互認定についていずれの

大学との関係でも対等性が貫かれているものの、奨学金や宿舎提供に関しては厳密な意味での

対等性を期待し難いのが現実である。しかし、留学生交換の基盤を安定したものにするために

は、協定書にうたってある対等性をできる|浪り実現すべく、協定相手校に働きかけていくこと

が必要で、ある。

協定校は現状では環太平洋諸国の大学が多いが、将来的には、東欧やイスラム閏に対象地域

をさらに拡大していく余地がある。ただし、本プログラムで、駒場に受け入れることができる学

生の総数が提供可能な宿舎数(現在受け入れ学生は全員三m~ 国際学生宿舎に居住している)に

よって目下20名余に限られているため、これ以上の対象地域拡大がすぐには行えないのが現状

である。

日本入学生との交流は、授業の場において、宿舎において、学生コモンルームでの交流やチ

ユーター制度 (留学生各人に日本人学生のチューターを配置している)などを通して、かなり

の程度進んできた。本プログラムで海外の大学に派遣されていた学生たちが、帰国した後、留

学生と日本入学生の聞の仲立ちともいえる役割を演じている状況も見られる。「留学生を支援す

る会」が発足し、交流が一層密になった点を大いに評価したい。大学として、今後とも積極的

に支援していく必要がある。

カリキュラムと成果 ・問題点

AlKOMの授業は、以下のような形で行われている。各学期の修得必要単位数は16単位である。

当初の経験をもとに、1997年度からは必修単位数の削減などの改革を行った。

午前 日本語の授業一一一3レベルに分かれての授業で、必修科目ではないが履修が奨励される。

本プログラムでは、日本語履修経験が全くない学生でも受け入れるため、全く初歩か

らの教育も行われる。この日本語の授業は、 AIKOM留学生だけに開かれてお り、他の

学~Iミは出席できない。

午後 ①IAlKOMプログラム必修科目

56 

リレー講義およびそれに対応する演習一一教養学部の教官が毎週交代で講義を行った

後、そのテーマに関わる演習が実施される。この演習では留学生と日本人学生がペア

で報告を行っている。このリレー講義を英語で行う教養学部教官は40名余にのぼり、
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AIKOM FORUM 

3 

1997-1998 

駒場キャンパスにおける国際交流

- AlKOM留学に関する絢査と提台一

1998 

東京大学教韓学部

田 ).:.;'{:院総u文化研究科教1<宇部における教育と研究

幅広い教官と本プログラムの接点となる授業である。

日本文化についての導入授業 (冬学期のみ) フィ ールドワークも含む。

②'AlKOMプログラムのために新たに設定された英語による授業(選択科目)

冬学期に4つ (政治・経済、文学 ・演劇、言語 ・思想、社会の各ジャンルにおおむね対

応する授業)、夏学期にうつ (政治 ・経済、文学 ・1寅劇、 言語 ・思想、文化史、社会の

各ジャンルにおおむね対応する授業)の授業が開講されている。

①教養学音1¥後期課程で開講されているその他の英語による授業 (選択科目)

①教養学部後期課程で開請されている 日本語による通常の授業 (選択科目)

日本語での授業を聴くことができるだけの日本語能力を備えた留学生には履修を勧め

ている。

留学生が授業の中で書いたレポー トなどの内、いく つかのものは毎年 rAlKOM Forum~ と

いうllIl子に編集して公表している。この官IJ子によ くあ らわされているように、全くの手探りで

開始された本プログ ラムは、相当の成果を生んで、きているといってよい。しかし、 AlKOMプロ

グラムの授業実施に当たっての全体的な問題点も明らかになってきた。留学生の問で日本や日

本諸についての予備知識さらには学習意欲のギャップが大きいために、統ーした目標設定や授

業運営に困難が生じやすいという点が最大の問題である。日本の大学で学ぶことに本当に積極

的な意義を見いだしている質の高い学生を今以上に受け入れる ようにするため、さまざま な努

力をしていく必要がある。

展望と課題

5年間のつみ重ねを経て、駒場の短期交換留学プログラムは制度として定着してきたと思われ

る。留学を希望する (内外の)学生の希望を満たすには学科の学生数とのバランスを考慮しつ

つ、 規模の拡大を検討する必要があるが、それには宿舎の数、奨学金の枠の問題、 事務体市IJの

整備 ・効率化など、克服すべきさまざまな諜題がある。また、関係予算の減少によって、 1998

年度から奨学金の受給者数および支給額の削減がなされたが、 これについての対応も ひきつづ

き必要である。さしあたっては、現行の規模を当分の悶維持しつつ、内容の充実化をはかるこ

とになるが、その;場合でも、上述のごとく質の高い留学生の受け入れをめさすとともに、プロ

グラムの運営、授業実施の各而にわたって、よ り広い範囲の教養学部の教官が関与していくよ

うな体制を作り上げていくことが求められる。

また、AlKOMプログラムにおいては、ともすると受け入れ留学生の問題のみに注意が向けら

れがちであるが、派遣留学生に関しでもこのtl;IJ度が十二分に活用されるよう留意していかなけ

ればな らない。

AlKOMプログラムについて、学科生(3、4年生)、受け入れ留学生、派遣留学生に対する質

問紙調査、インタビュー調査をおこなった研究報告 (r駒場キャンパスにおける国際交流-

AlKOM調査に関する調査と提言 J)が1998年12月に公表された。総合社会科学科の調査実習

授業(国際文化)のl部として実施されたものだが、学科生や受け入れ留学生の授業満足や教室

内外での交流、派逃され帰国 した学科生の留学経験についての意見など、貴重なデータであり、

今後とも参考になる点が多々ある。

日本における大学教育、とりわけ学部レベルの教育の国際化の新たな試みとして、きわめて

大きな意味をもっているプログラムであるだけに、これま での成果をふまえ、 新たな発展の途

を追求していきたい。

3. 也域文化科学科

学科の概要

超域文化科学科は、 1996年度に実施された教養学部の後期謀程の改革 ・再編にともなって生

まれた新しい学科である。IEIr教養学科第一(総合文化)Jからひきついだ文化人類学、表象文
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化論、比較日本文化論に、新設の言語情報科学を加えた4分科で構成されている。

本学科の最大の特色は、さまざまな学問領域や地域的境界、文化的ジャンル、メディア形態

などを超えて、人間の文化を研究しようとする、ダイナミックで横断的な学際性・総合性であ

る。伝統儀礼や民俗芸能といった個別文化に閏有の事象から、高度に情報化された社会におけ

るグローパル・カルチャ一、マルチメディア・コミュニケーションの問題にいたるまで、その

守備範聞はきわめて広い。人類がかつて生み出し、いまも生み出しつづけている文化の総体が

研究対象となる。また、具体的な対象に即した実地の作業が重視されているのも大きな特色で、

フィールドワークや現場での実習を通して得られた知識や体験を、言説による理論化作業のな

かにつねに取り入れ、たんなる机上の理論におわらない生き生きした教育・研究を実践するこ

とが目標である。そのために、本学科の母体となっている大学院総合文化研究科言語情報科学

専攻及び超域文化科学専攻に所属する多数の教官が協力して、その広範かつ多彩な研究分野、

幅広い実際的経験を活かしたカリキュラムが各分科で組まれている。

分科

(I)文化人類学分科

地球化の時代といわれる現代において、世界各地の、また先史から現代にいたるまでの多様

な人類社会と文化の総合的な研究をめざしている。この目的のために、フィールドワークにも

とづいた民族誌的個別研究と比較の手法にもとづいた通文化的研究を二つの柱としてさまざま

な研究が進められている。また、異文化のみならず、われわれの自身の日本文化も重要な研究

対象である。さらに、都市、開発、医療、民族紛争などといった現代社会が直面する問題も今

日では重要な研究課題となってきている。

(2)表象文化論分科

科学技術の発連、情報メディアの巨大化、知の細分化、文化接触の多様化など、文化環境の

急激な変化のなかで、文化を芸術表象の局面においてとらえ、その創造・伝達・受容の多元的

・相関的な仕組みを分析し、諸文化の歴史的特性と構造的特質を解明しようとする。そのため

に、たんに西洋型の芸術や芸術に関する思考をモデルとするのではなく、地球的な規模で多様

かつ多形的に現れている芸術の表象を対象とし、現代の知を集約し、かつそれを超えるような、

国際的な視座と実践的な方法を探究している。

(3)比較日本文化論分科

日本文化を異文化との比較対照のなかで考え、世界の中の日本という視点から日本文化の持

つ基本的な性格を理解することを主要な目標としている。日本文化はけっして他の文化・文明

から孤立した特殊な現象ではなく、むしろその発端から圧倒的な外国文化の洗礼を受けながら

成立してきた。二千年にわたる文化的格闘が日本文化史を構成していると言ってよく、そこに

は人類文化に通底する普遍性が刻み込まれているにちがいない。その普遍性の上にあらためて

日本文化の姿を捉え直してみることが本分科の目標である。

(4)言語情報科学分科

1996年度から発足したもっとも新しい分科である。 20世紀は言語の世紀であったといわれる

ように、現代の知は、人間の文化の中心にある言語・記号・情報の理解なしには成立しない。

本分科は、言語学や記号論、精神分析やテクスト理論・文学理論、コミュニケーション科学や

メディア情報理論など、 20世紀に発達した最新の知の成果を応用することによって、 21世紀の

多元言語生活、複合文化状況、情報メディア社会を創造的に生きる新しい世代の人々を育成す

ることを目的としている。

本学科の卒業後の進路としては、マスコミ関係、ジャーナリズム、情報産業関連、広告代理

庖、美術館、アート・マネージメント、銀行、メーカ一、国際協力事業、官公庁など多種多様
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田 大学院総骨文化研究科教聾学部における教育と研究

である。さらに研究を続けようとするものには、大学院総合文化研究科超域文化科学専攻、お

よび言語情報科学専攻がある。

4.地域文化研究学科

学科の概要

地域文化研究学科には、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、ロシア・東欧、アジア、

ラテンアメリカの7分科とヨーロッパ、ユーラシアの2コースがある。これらは独立した分科・

コースとして、それぞれ異なる地域を研究対象としながら、地域文化研究という共通性を持ち、

地域文化研究学科としての有機的一体性を保っている。すなわち各分科・コースの研究対象は

特定の広域地域、言語文化圏、国家、同家内の小地域など多様であるが、それぞれの文化と社

会の特質を具体的かっ多角的に、しかも全体像の構築を志向しつつ、学際的・総合的方法に基

づいてとらえることを共通の目的としているc また分科・コース聞の協力による諸地域の相E

連関的理解、日本との比較による固有の問題発見、さらには世界の文化と社会全体に対する総

合的展望の達成を目指している。

このような意図が学問的研究として成立するためには、対象地域の文化と社会の多面にわた

る正確な知識を収集し、それらを多角的で一貫した体系に従って処理することが必要とされる。

すなわち、対象地域の歴史、文学、思想、言語、芸術、政治、経済、社会など文化と社会の諸

局面について、通時的ならびに共時的な視点に立ち、人文科学・社会科学の複数の専門分野(dis-

ciplines)の研究方法を併用することによって、単一の専門分野の伝統的な研究成果に加えて、

新たな問題提起とその解決が可能となることを志す。このような観点から、地域文化研究学科

の分科・コース科目には、ある程度まで共通した枠組みが設けられているが、個々の科目に対

する力点の置き方は分科・コースごとに異なる。必修科目の学際的枠組みに加えて、各分科・

コースで豊富に用意されている授業科Hを選択するならば、個々人がさまざまな学問的可能性

を自ら見いだしうるであろう。

地域文化研究が日本人にとっての異文化研究であるとすれば、それは研究対象と研究者の意

識の聞で際限なく繰り広げられる相互作用を意味する。他者としての異文化に深く関与するこ

とによって、一方で自己を投入して他者としての異文化を理解・吸収する反面、他方では自己

を顧みて、自己認識を深めるだけでなく、自己変革を迫られる場合すらあるであろう。このよ

うな意味において主体的行為である地域文化研究にとっては、対象地域の言語に熟達すること

が不可欠である。それは、一方で対象地域の文化と社会を理解し、他方で、は共通の地盤に立っ

て自己を表現するためのものである。対象地域との交流や研究成果の発表は対象地域の言語以

外の外国語で行われる場合もあるが、何れにせよ、地域文化研究学科の各分科・コースでは日

本人教官の他に外国人教師・講師による諸外国語で行われる授業を豊富に取り揃えて、小人数

制の徹底した教育を行い、外国語による口頭および書き言葉での自己表現(討論や論文発表)の

高度な能力を福養するための科目編成が行われ、複数の外同語に習熟する機会も与えられてい

る。これは全学的に見ても地域文化研究学科の最大の特色の一つである。

すでに触れたように、地域文化研究学科は各分科・コースが独立しながら、共通の研究目的

と姿勢を共有することは、例えば共通科目の履修の仕方にも表れている。分科・コース科目と

同様に、これらの共通科目の編成は、現代世界の趨勢に即応する視野を提供する。

また地域文化研究学科には副専攻制度が置かれ、学生個々人の関心と目的に合わせて、所属

分科・コースの科目以外に、地域文化研究学科の他の分科・コースはもちろん、超域文化科学

科や総合社会科学科の科目を履修することも許されている。

分科・コース

(l)アメリカ地域文化研究分科

アメリカ近代史、アメリカ文学テクスト分析、アメリカ思想テクスト分析、アメリカ政治経
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済論、アメリカ外交論、アメリカ文化変容論、米州関係論、その他

(2)イギリス地域文化研究分科

イギリス歴史社会論、イギリス文学テクスト分析、イギリス思想テクスト分析、ヨーロッパ

政治構造論、イギリス政治文化論、広域英語圏地域論、その他

(3) フランス地域文化研究分科

フランス歴史社会論、フランス文学テクスト分析、フランス思想テクスト分析、ヨーロッパ

経済システム論、フランス都市文化論、フランス表象芸術論、その他

(4) ドイツ地域文化研究分科

ドイツ歴史社会論、 ドイツ文学テクスト分析、 ドイツ思想テクスト分析、 ドイツ法システム

論、 ドイツメディア環境論、広域ドイツ語圏文化論、その他

(5) ロシア・東欧地域文化研究分科

ロシア・東欧近現代史、ロシア・東欧文学テクスト分析、ロシア・東欧社会変動論、ロシア・

東欧文化分析論、ロシア・東欧民族関係論、中央アジア地域文化研究、その他

(6) アジア地域文化研究分科

アジア地域形成史、アジア宗教文化論、アジア経済動態論、アジア民族関係論、東アジア文

化交流論、東アジア近代文学論、中東地域文化研究、その他

(7) ラテンアメリカ地域文化研究分科

ラテンアメリカ史、ラテンアメリカ文学、ラテンアメリカ社会論、ラテンアメリカ政治、ラ

テンアメリカ言語論、ラテンアメリカ芸術論、スペイン文学、その他

(8) ヨーロッパ地域文化研究分科

ヨーロッパ地域形成史、ヨーロッパ文化論、ヨーロッパ政治経済論、ヨーロッパ経済システ

ム論、ヨーロッパ古典テクスト分析、その他

(9)ユーラシア地域文化研究分科

ユーラシア地域形成史、ユーラシア民族関係論、ユーラシア文化分析論、ユーラシア文化交

流論

カリキュラム

共通科目または副専攻科目16単位、所属する分科・コースごとに定められた分科・コース科

目30単位、外国語科目 (2か国語以上)14単位、卒業論文10単位を含め、合計84単位以上が卒

業に必要な単位数である。

(I)共通科目

神話学、表象文化論、地中海地域文化論、アジア地域文化論、現代同際社会論、コンビュー

タ実習、科学史概論、地球環境論、人間行動学、その他

(2)外国語科目

英語、フランス語、 ドイツ語、ロシア語、中国語、スペイン語、イタリア詩、ラテン語、朝

鮮語、アラビア語、セルピア・クロアチア語、その他の外国語

60 



皿 k:'I院総合文化研究科教盤学郡山おける教育と岬党

う.総合社会科学科

学科の概要

本学科は、旧教養学科第三(相関社会科学科)を継泳して、 1996年の改組によって発足した

ものである。本学科は、旧学科と同じく「相関社会科学」及び「国際関係論」の二つの分科か

らなり、両分科合わせて、毎年、 30数名の学生を受け入れている O 二つの分科はカリキユラム

は異なるが、共に従来の社会科学(経済学、法学、政治学、社会学など)の成果を尊重しつつ

も、その縦割り的な制約を超えて、現代の諸問題にデイシプリン横断的にアプローチしようと

する点で共通しているご

分科

(J)相関社会科学

特|関社会科学分科は、 1978年に発足した比較的新しい分科である。この分科は、社会科学の

基礎的領域である法、政治、経済、社会、文化、思想なとeについての学問的知識を横断的にと

らえ、歴史的な洞察をもふまえて、現代の社会現象を総合的に瑚解することを目的としているu

すなわち、現代での「地球時代のリベラル・アーツ」として何が必要なのかを考えながら、多

彩な学問的活動を展開している 相関社会科学分科で行なわれている具体的な教育・研究のテ

ーマはきわめて多様で、あるが、骨の部分として「相関社会科学基礎論1J (社会科学の哲学)と

「相関社会科学基礎論IIJ (社会科学の方法)を、肉の部分として「現代社会論1J (現代社会の

文化的諸問題)と「現代社会論IIJ (現代社会の政治経済的諸問題)を選択必修科目に据えてい

る。そして、「比較社会思想J I社会意識論J I社会システム論J I社会経済学J I社会経済学J I意

思決定論J I公法研究J I公共政策」などの基礎的テーマの授業と、地球環境やトランスナショ

ナルな公共性といった現代のグローバルなイシューを取り扱う授業とが多様に用意されている O

また、相関社会科学の応用・実習として、地域コミュニテイやボランテイアに関するフィール

ド調査を行なっており(地域社会論実習)、その成果は、研究報告書として発表される。相関社

会科学分科のカリキュラムは、必修科目が少なく、選択の自由度が大きいことが特徴である O

各人が自分の研究目的に応じて、個性的な履修計画を編成することが出来る O また小人数授業

が大半であり、学生と教官の、また、学生相互の交流は密接で、ある O

(2)国際関係論

同際関係論分科の設立は古く、すでに40年以上にわたって研究・教育の実績を積み重ね、数

多くの人材を輩出してきたc 同際関係論の現代的な意義は、ますます高まってきており、ひと

びとの政治、経済、文化その他の活動は、いまや国民という単位をこえて営まれ、ヒトやモノ

や情報が国境を越えて交流し、世界はかつてない国際的相互依存、グローバリゼーションの時

代をむかえている。このような状況において、国際関係を総合的に研究する学問への期待は大

きい。従って、学問分野としての国際関係論は、国際政治、|五|際法、国際経済、国際関係史な

どの単なる集合体とみるべきではなく、それらの諸分野のダイナミックな総合をめざし、俳|別

分野には還元できない「国際関係事象」ともいうべきものをJ111きだし、分析することをめざす

ものと考えられる。国際関係論分科のカリキュラムは、「国際政治」、 I[JiJ際法」、 I[τl際経済」の

必修3科目、 I[手l際関係史」、「国際文化」、「国際機構」、「限界モデル」、 I[玉l際協力」などの選択

科目、そしてテーマ研究や地域研究などの特殊講義や演習科目から成っており、各人の関心や

研究テーマに応じて様キな授業の組み合せができるようになっている C そして、そのような営

為のなかで、国際関係についての総合的な視野が培われるように工夫されている O

両分科ともに卒業論文は必修であり、非常に重視されている。 4年次には論文の完成に向けた

プログラムが組まれており、そのまま学術雑誌に発表可能なすぐれた論文が提出されることも

少なくない。

以上のような両分科のカリキュラムに加えて、後期課程の共通科目として、法学、経済学、
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政治学理論、社会学理論、統計学など、既存の学問分野そのものを身につけることの出来る科

目も用意されている。また、後期諜程の総合社会科学科は、大学院総合文化研究科国際社会科

学専攻と密接な関係を持つ。 1996年度の大学院改組で、国際社会科学専攻に「国際関係論」、「相

関社会科学」とともに、「国際協力論」、「公共政策論」の大講座が設置され、それを受けて後期

課程でも「国際協力政策論」、「地球環境論J (後期課程共通科目)等が新たに開講され、社会の

実践的な関心に応えてきている。在学中にAIKOMを含め、外国の大学に留学する学生も多い。

本学科の教育は、広い視野を持つとともに、綿密な社会科学的研究方法を修得し、それらを

生かして現実の具体的諸問題について総合的な把握を行なうことの出来る人材の養成をめざす

ところが大きいc 実際、卒業後の進路として、多くの卒業生が企業(金融、サービス、製造業

など)、官公庁(外交官など)のほか、国際機関やジャーナリズムで活躍している。また、相関

社会科学、国際関係論のより高度な研究を希望する学生のために、大学院総合文化研究科国際

社会科学専攻(相関社会科学コース、国際関係論コースの2つがある)が設けられている。大学

院修了後、外国を含め各大学で研究者として活躍している卒業生も多い。

6.基礎科学科

学科の概要

最近の自然科学の急速な発展に伴い、それぞれの学問分野が高度化し専門性を高めている一

方で、融合領域の伸長には著しいものがある。このような状況の下で、従来の学問分野の区分

にとらわれない教育の重要性もまた高まっている。例えば、現在の地球環境をとりまく諸問題

は単に物理学、化学、生物学といった個別の学問体系では対応、しきれない複合的な要因が絡み

合って発生している。このような問題に立ち向える人材を社会に送り出すことの意義は、増大

しつつある。このような自然科学の発展の中にあって、基礎科学科は、数学、物理、化学、生

物などの既存の学問分野にとらわれることなく、幅広く柔軟な自然科学的思考力を有する人材

を養成することを教育理念としている。

現在めざましい発展を遂げつつある自然科学の最先端領域で総合的見地から研究を行う人材、

及び現代社会の中での科学・技術の位需について明確な問題意識を持ちうる人材を養成する。

そのために、数理科学、量子科学、物性科学、生体機能、科学史・科学哲学のう分科が設けられ

ている。各分科の教育目標は次の通りである

分科

(1)数理科学分科

自然現象の理解を踏まえ、それらが内包する普遍的な数理構造を学習する。それをもとに自

然現象のモデル化、数理的な理論化、さらにはコンピュータシミュレーションによる自然現象

の再構築などを行う。数理現象はもとより、物性発現や生命現象の本質を数理的に把握できる

人材を育成を目指す。

(2)量子科学分科

素粒子から原子、分子、分子集合体から生体系にいたるまで、自然界には階層構造がある。

各階層にみられる種々の現象を量子科学の観点から理解すると共に、量子現象を解明する方法

論としてのレーザ一分光や量子エレクトロニクスなどについても習得する。先端科学・技術の

各分野で、量子素子の開発や新しい計ìl~法の開拓などを行いうる人材を育てる。

(3)物性科学分科

自然界には、超伝導や強磁性などの物性や分子認識などの機能性を示す物質がある。このよ

うな物性や機能性の起源を、原子、分子あるいは多電子系の構造やダイナミクスに基づき理解

する。高温超伝導、分子素子、人工光合成システムなどを対象とする次世代のマテリアルサイ
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エンスをになう人材を育てる。

(4)生体機能分科

「生きている」故小の単位である細胞は、総数で卜信、にも及ぶ様々な機能分子の集合体である G

個々の生体機能分子についてその構造と機能を学ぶと共に、こうした機能分子がどのように集

積して、より高次な機能を発現するかを学ぶ。数理・物理・化学的視点から、生命現象を解明

しうる人材を育てる。

(う)科学史・干1.e]f:i'1'学分科

先端科学技術が高度に発達した現代人!日j社会には、哲学[内、歴史的、社会学的t-J'!'lUj、らの、

メタレベルでの学IIIJが必要とされている。現代の 1'1然科学や科学技術に対する基礎的な理解や

分析を踏まえて、現代社会において科学技術が提起している問題を的確に理解し、それに対し

て積械的提言をなしうる人材を育てるc

カリキュラム

総合的な視野のもとに各自の専門を打ち立てることができるように配慮したカリキュラム構

成をとっている。 4、う学期は各分科のコアーとなる科Hを「学科内共通科日」として置き、学

生にはこれらのlれから各自の専門分野を見定めた上で、 111M1よく履修するように要望している。

自然科学系分科の学生も科学史概論、科学哲学概論のような講義を、あるいは、科学史・科学

哲学分科の学生も量子力学や自然科学実験の受講が可能であり、学科が目標としている総合的

な視野に裏打ちされた高度な専門を身につけるようなカリキユラムとなっている o 6、7学期に

は数多くの「分科科目」が用意され、自分の専門分野を自ら見つけるとともに、その分野での

方法論や基本概念を深く身に付ける。 8学期には教官の伺人指導のもとに基礎科学特別研究(卒

研)として専門的な研究を行う。

4、う学期の学科共通科目は、基礎現代科学、数理解析卜 II、数理物理卜 II、量子力学卜 II、

電総気学卜 H、統計熱力学、分子科学、原子の科学、超分子の科学、生体機能概論、生体計mlJ

概論、科学史概論I・II、科学fq学概論卜 H、数jlJl'l'l'f報I、主主子統計力学、物性物珂u、反応動力
学I、分子構造論、分子変換論、物性化学I、生体情報論、生体計測Iなどである c 各分科の教育

目標と6、7、8学期lの各分科科Hはつぎの通りである。

(])数理科学分科

自然現象が内包している数理構造を把握することをH標として、次の講義を用意している。

数理解析III、数瑚解析IV、数理代数学、数環情報学II、構造幾何学、流体物瑚学、複雑系物

理学、確率統計I・II、数坤!科学特論I-VIII

(2)量子科学分科

物質問の相互作月lや物質の示す諸現象を物質の基本単位である原子、分子、それらの集合体

の各レベルで統一的に理解することをH標として、次の講義を用意している G

量子力学III、量子力学特論、量子百十測学I，II、分子分光学、反応動力学II、量子科学特論I-VIII

(3)物性科学分科

物質が示す諸性質や新物質の倉IJ生j去を物質の基本単位である原子、分子、それらの集合体の

件レベルで統一的に別解することを日標として、次の講義を川意している。

物性物理学II・III、表1Mの科学、物↑生化学II・III、物質解析学、分子設計学、分子システム論、

物性科学I-VIII

(4)生体機能分科

数理、物理、化学の視点を忘れずに、生命現象の特性を分子、細胞、個体レベルにわたる各
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階層において把握することを目標として、次の講義を用意している。

分子機械、超分子機械、数理生物学、構造生物学、生体情報学、生体計測学II、生体機能科学

特論I-VIII

(う)科学史・科学哲学分科

自然科学や科学技術を科学史・技術史・思想史の側面からまた哲学の問題として理解するこ

とを目標として、次の講義を用意している。

科学史I-IV、科学哲学I-IV、科学社会学卜H、科学技術倫理学1. II、科学思想史I-IV、技術論

1 . II、技術史I・II、科学史特論I-X、科学哲学特論I-X

なお、どの分科でも多くの講義に演習があり、学生のスキルの向上を図る工夫をしてある。

7.広域科学科

学科の概要

広域科学科は、旧基礎科学科第三と旧教養学科第一の人文地理学分科とを統合して、広域シ

ステム分科と人文地理分科との2分科をもって1996年に設立された。広域科学科の基本理念は、

学際的総合性であり、現代社会が直面する複合的問題に対処することを目的としている。現代

社会は、環境問題、エネルギー問題、人口問題、都市問題、等の他、急速な科学技術の発展に

よる社会への影響など、さまざまな複合的な問題を抱えている O このような自然科学と人文・

社会科学の境界に横たわる学際的問題を扱うことがこの学科の特徴である O これは単に生物学

と化学との学際領域としての生化学のような意味の学際的ではないので、時には学貫的問題(ト

ランスデイシプリナリー)という言葉をあてることもある。この学科は、今回の改組によって

情報システム・自然システムに地域システムを対象に加え、いわばより広域的、文理横断的に

なったといえるc

分科

(1)広域システム分科

本分科は1981年度に新設された基礎科学科第こから始まる若い組織である。教養学部後期課

程の各学科と同様、学際性・総合性を研究・教育の基本理念とし、現代社会が当面する複合的

諸問題に対処するために必要な、予測・評価・意志決定など、計画の科学化にかかわる基礎方

法論と、関連する科学・技術の体系的知識の習得が目指されている。またいわゆるlatespecializa-

t10nの教育理念に立って、専門課程では応用力の高い基礎学力のほかに広い視野と多様な視点を

備えた高度なgeneralistの養成を目指し、大学院において特定専門分野の研究に移行するよう予

定されている。

カリキュラムでは、方法論として、システム理論、システム数理、情報科学、情報工学など

の科目群があてられ、対象系の知識の習得のためには、エネルギー・物質・生命・生体・地球

系などのマクロな自然科学の科目群がある。第一の科目群は、あらゆるシステム問題を視野に

入れつつ、これらに共通するシステム科学の方法論に関して、その基礎数学から計算機による

情報処理や各種システム理論の応、用法にいたるまでを体系的に配置したものである。これはさ

らに、物質科学、生命科学などにおける自然現象の基本的原理の理解を深めるとともに、自然

システムとしての洞察から、システム概念やシステムモデルのより精級な様相をまなぶ科目へ

と発展する。第二の科目群は、科学・技術と人間・社会との接点において重要な巨視的自然現

象に関する対象知識を、多層的複合システムとしての自然の構造、生命系を含む複雑な物質系

としての自然の動態、生起する時聞が長大なシステムとしての自然の変遷などの諸局面を考慮

しつつ、体系的に整理再編したもので、これに資源・エネルギー・環境・科学技術など人類に

とって基本的に重要でありながら、個別科学の枠組みの中では取り扱いがたい複合的かつ学際
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的分野の計画論を組み合わせている。

(2)人文地理分科

E 大中院総合文化研究科教葺宇都における教育と研究

人文地理分科では、人文地理学の基礎をなす科目群の他、地域データや地図を扱う分析手法

の科目群、都市や農村の地域システムを系統的に扱う科目群と従来の伝統的な地誌とが用意さ

れ、地域システムなど人文社会科学的システムの領域を人文地理の立場から扱う。旧教養学科

において地域研究の地理学的基礎理論を担当する分科として、矢内原総長の肝煎りで創設され

たが、教養学科自身が3学科に改編され、いわゆる地域研究が諸分科に分かれ、さらにその諸分

科が地域文化研究をめざして研究を文化に集中する中で、地域の風土や土地利用など自然にか

かわりを持つ分野を研究する人文地理学はむしろ自然システムを対象とする広域科学科との連

携を行うことになった。

人文地理分科のカリキュラムは、超域文化科学科や地域文化研究学科の諸分科と同様に、語

学を重視し、同時に共通科目に多くの単位を割いて、広い高度の教養教育をめざしている。い

わゆる教養課程の大綱化の中で、ともすれば軽視されがちな教養教育をやめないという意志の

あらわれでもある。地域を扱う人文地理学にとって、地域文化研究学科など地域の専門家との

交流は不可欠であり、また地域研究に対しでも相応の支援が可能であると自負している。

学生指導

本学科の特徴は、綴密で丁寧な小人数教育が行われていることである。また必修科目の単位

数が比較的少なく、学生が広く自由に諸科学分野を渉猟することを可能としている。

しかしそれにもかかわらず、実験・実習などが教官との濃密な交流を生み、卒論・卒研への

イニシエーションとなっている O システム分科では、自然科学的な実験室の実験だけでなく、

計算機による情報処理・システムシミュレーションや直接自然の動態にふれるフィールド実習

を行い、人文地理分科では、地域調査の実習や広く旅行をして地域性の見方をトレーニングす

る巡検を行うなど、抽象的理論で現実を解釈するよりむしろ現実から抽象化して理論を生み出

すことの喜びを与えたいと考える教官が多い。

運営

学科の運営と人事は大学院の広域システム科学系と一体となって行われており、学科全体の

意志決定は、統一して系会議で行われている。したがって、後期運営委員会の委員長や大学院

研究科議長など学部全体の役職を兼ねる場合を除いて、原則として系主任が学科長を兼任する

ことになっている。この兼任制は、教養学部後期課程各学科の中で、本学科のみが採用してい

るシステムである。これは、事務上の簡素化というだけではなく、 latespecializationという教養

学部後期課程の理念から、専門科学にさらに関心を持つ学生のために、大学院と統合された後

期課程を組織的にも運営してゆきたいという本学科の意志の現れである。この会議は、人事を

別として、助手以上の全構成員が出席し、研究科・学部の各種委員の選出、スペース・図書・

予算などを統括している。ただし、人事は構成員が物理・化学・生物・宇宙地球・情報図形・

人文地理学の前期課程担当各部会と連絡を密にして行っている。

大学院重点化および後期課程改革の経過の中で、後期課程において広域システム分科と人文

地理分科とは互いに独立した進学振り分け制度とカリキユラムを持っているため、それぞれに

所属する教官は、カリキユラム編成、非常勤講師人事、学生の入退学などに関して、お互いの

意志を尊重しあうことを確認して学科の運営にあたっている。卒論・卒研などを含めて両分科

会議の決定は学科会議の決定と系会議の承認を受けたものとみなされることになる。

8.生命・認知科学科

学科の概要

生命科学(ライフサイエンス)の発展は目覚まししその基礎的な研究成果は、例えばパイ
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オテクノロジーや高度医療技術という形で応用され、現代社会を支えていく基盤となっている。

しかし、現代社会は、環境・食料・人口・健康・高齢化などの問題や、さらには生命倫理・医

療倫理・環境倫理など生命科学の驚異的な発展がもたらした倫理問題など、 21世紀に向けて解

決すべき問題を多く抱えている。このような複合的問題に対処していくためには、生命科学の

基礎的な教育研究を深めていくと同時に、環境・物質・人間などを対象とした諸科学の先端分

野との分野横断的・学際的な教育研究を進めることが不可欠である。生命・認知科学科は、こ

のような時代の要請に応えて、従来の基礎科学科・生命科学分科の一部と教養学科第一・人間

行動学分科を統合し、生命科学に関する分野を大幅に充実して、 1996年4月から発足した新しい

学科である。

生命・認知科学科は、自然科学の中で目覚ましい発展を遂げている生命科学を軸として、「こ

ころ」と「意識」を実証的に研究する学際分野として急速に台頭しつつある認知行動科学を織

り込んだ学科である。本学科では、生命現象一般と人間の精神活動を rONA分子の解析から人

間の認知・意識まで」という一つの連続した軸の上でとらえ、従来にないユニークな生命・認

知科学の教育および研究を行う。生命体は、「生命分子一超分子集合体一細胞一組織一器官 個

体一認知・意識」といった連続的な階層構造をもつが、旧来の生物学あるいは心理学の教育・

研究では、これらの階層の断片についての個別的知識の伝授に重点が置かれ、人の精神活動ま

でをも含む生命活動を統一的に理解する視点が欠けていた。本学科は、日本国内ではこれまで

に例のない基礎生命科学と認知行動科学の同時教育研究を通じて、生命現象特有の階層性と時

間性を統合的に理解する観点を養い、「いのちとこころ」という人類にとって最も普遍的なテー

マを実証的・科学的に探求する上での基盤を教育する。

生命・認知科学科の教育研究組織は、生物学、生化学、心理学、教育学など諸領域を研究分

野とする教官によって構成されている。したがって、その研究対象は、生命体の基本的な構成

単位であるONA、タンパク質、細胞など、いわゆるミクロな部分から、器官や組織の構成・機

能、個体の形成、さらに人間の身体や心の動きにまで及んでいる。これらの多岐にわたる研究

対象は、 rONAから人間まで」という言葉で表現されるが、研究面では、まず第一に、その個身

の対象が深く究明される。その上で、研究者間の相互の交流と啓発によって、分野横断的な視

座を高めながら、「ライフダイナミクス」という新しい理念を有するサイエンスの構築を目指し

ている(図1参照)。すなわち、生命・認知科学科では、 rONAから人間まで」の対象と方法論

を縦軸とし、系統発生および個体発生を横軸に考え、各階層における生体要素や各階層独自の

基本法則を解明すると同時に、現象をそれぞれのレヴェルの方法論から止揚させた学際教育研

究として総合化する。例えば、内分泌系や遺伝情報発現系のような個体内情報伝達から、遺伝

や進化という世代間情報伝達まで、様々なレヴェルの「情報伝達」システムの教育研究などが

期待できる。また、脳神経科学や神経認知科学のような教育研究により、現代の生命科学と人

間科学をつなぐことが期待できる。つまり、生命科学的な見方で分子から積み上げて、人間を

理解する方向性と、人間という視点から生命科学のあり方を考える方向性の、双方のダイナミ

クスを重視して教育研究を行う。

生命・認知科学科は、基礎生命科学分科と認知行動科学分科から構成されている。基礎生命

科学分科は、従来から駒場キャンパスで生命科学の教育研究を行ってきた教官を結集したもの

である。一方、認知行動科学分科は、旧教養学科第一の人間行動学分科 (1986年発足)に始ま

るが、新分科は旧分科の理念と歴史を引き継ぎつつも、時代の要請に応じたカリキユラム改訂

を行い、 21世紀のこころの科学の創成を目指すものである。
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IIT kザ院総合文化研究科教養学部における教育と研.i'l:

対象 方法論 系統発生 f同体発生 ダイナミクス

人11日 認知l行動科学

日。
日首 脳神経科学

~lf1'f 発生生物学

111 
組織

細胞生物学
細胞

タンパク質生化学

DNA 分子生物学

分子細胞生命科学的な見方からの生命体・人間を理解する方向

人間の悦点から生命科学のあり方をとらえる方向

図1:生命科学へのアプローチ

分科

(1)基礎生命科学分科

基礎生命科学分科は、上述の生命体の階層構造の内で、生命分子から伽|体のレヴェルまでの

教育および研究を行う。研究材料は非常に多様であり、微生物・藻矧から高等動物、高等植物

にまで及ぶ。教養学部後期課程における生命科学教育・研究は、基礎科学科と広域科学科でも

行われているが、前者では物質科学的見地からのアプローチであり、後者では個体群以上の生

態学的アプローチが中心である。基礎生命科学分科は、いくつかの大分野から構成されており、

それぞれの特色は次のようである。

環境応答論一一細胞あるいは生物個体とそのまわりの環境を一体のものとして見ることに

より、個体発生における細胞分化や植物の環境適応のように、環境の変化とこれに対する

応答の複雑なネットワークが浮かび上がってくる。このような環境と生命体の入り組んだ

相互作用について総合的に教育研究する。

生命情報学一一DNA情報の維持、伝達の機構、 DNA情報の集積としてのタンパク質の構

造、さらに神経伝達のような細胞間・組織間の情報の維持・伝達の機構など、生命体内で

の「情報の分子的基礎」と「情報の流れ」について分子レヴェルから個体レヴェルまで総

合的に教育研究する O

生命機能論 高度に組織化された酵素反応による細胞機能の維持、あるいは細胞集合・

組織形成による高度な機能の獲得など、生物1[111体内の諸構造は常に周囲の状況に対応し、

その機能を維持し発展している。このような生命体機能の動態を分子レヴェルから例体レ

ヴェルまで総合的に教育研究する。

(2)認知l行動科学分科

認知行動科学分科は、人間の認知機構や精神作用を研究テーマとするコースである。我が|五l

において、心月1学研究は伝統的に人文科学(おもに文学部)の中に位置づけられてきたが、こ

の領域は方法論的には古くから数学や生理学などの自然科学の手法を採用し、「こころJ I意識」

「生日性J I感情」といった人問特有の精神活動に関して、実証的な解明を試みてきた。とくに近

年は、脳神経科学(ニューロサイエンス)の分野で生命科学者-との融合が急速に進みつつある。

本分科では、人の精神活動を生命現象の階層構造の一部ととらえ、認知行動科学を明確に自然

科学の一端をになう学問であると位前づける。したがって、本分科への進学は、理科生からみ

ていわゆる「文転」にはあたらないだろう O とはいうものの、複雑な人間の精神作用を解明し

ていくには、人文・社会科学が築き上げてきた人間理解に関する素養が必要であることはいう

までもない。それゆえ、立;科生からみても「理転」という表現もあたらず、複雑な人間存在に

対する興味や関心こそがこの分野を学ぶ出発点なのであるο このように本分科の特徴は、既成

の文理を枠を越え、真に領域横断的な「学融合」をめざす点にある。

東京大学には心理学・認知科学系のコースが、文学部(心理学、社会心理学)と教育学(教
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育心理学、学校教育学など)にもあるが、それら諸学科と比して、本分科のユニークさは00
心理学やムム心理学といった既存の心理学の領域やイメージにとらわれないことである O 研究

対象でいえば、健常成人のみならず乳幼児から老人、脳損傷患者、動物まで、 トピックでいっ

ても、神経伝達機構や精神物理学から高次脳機能、社会行動、認知障害まで、心理的側面で分

ければ、生得的な欲求・感情から思考・推論・意思決定まで、方法論的にみても、数理的アプ

ローチ、実験、観察、臨床面接、脳内イメージングなど、本郷の諸学科にはない多彩さを誇っ

ている。隣接科学との交流も活発で、スタッフの研究分野をみてもや11経心理学(脳科学+心理

学)、認知行動障害論(認知科学+心理臨床)、認知行動計量学(数理科学+認知i心理学)、進化

心理学(進化生態学+認知心理学)などユニークな学際領域がならぶc
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国 土学院舵 A 主化研究科教養令部におけL教育と研究

3 大学院

1.大学院教育の特色

新制東京大学大学院は、発足当時から予算措置を持たず、部局である学部の上に乗る形で運

営されてきた。しかし、当初は、学部組織と離れて、いわは、部局横断型で発想されていたが、 1970

年代に入って、一部局ー研究科の原則が確認された。そのため、従来は、他部局の上に立つ研

究科の専攻あるいは講座を構成していた教養学部関連の大学院も、固有の組織を持つ必要が生

じた。しかも、教育・研究の実績から Lて、教養学部の上に!，'i!有の大学院研究科が設立される

のは当然の要請であったと言える。

こうして、 1983年に人文科学研究科から比較文学比較文化専攻が、社会学研究科から国際関

係論専攻が分かれ、それに新設として教養学科第二に基礎を間く地域文化研究専攻と教養学科

第三に基礎を置く相関社会科学専攻が加わって4専攻からなる総合文化研究科が発足した。その

後、既述のように198う年には広域科学専攻の新設、 1986年に文化人類学専攻の移管、さらに1989

年に表象丈化論専攻、 1993年に言語情報科学専攻の新設があり8専攻体制となったc 広域科学専

攻は1994年から199う年にかけて生命環境科学系、相関基礎科学系、広域システム科学系の3系

に整備統合された。 1996年には比較文学比較文化、文化人類学、表象文化論、地域文化研究、

相撲i社会科学、国際関係論の既設文系6専攻が、超域文化科学、地域文化研究、国際社会科学の

3専攻に整備統合され、子守語情報科学専攻とともに文系4専攻体制が敷かれることとなった。

大学院総合文化研究科は、教養学部、特にその後期課程における専門教育の深化・展開とし

て発足し、当初よりその教育・研究の理念として「学際性」と「国際性」を掲げて、かつ単な

る専門領域における研究者ばかりでなく、社会の実践的分野においても活躍しうる高度の知見

を備えた専門家を養成することを!1標にしてきた。それは、一方で、教育・研究を単に領域間

的学際性ではなく横断型 (rransdisciplinary)なものとして設定することであり、国際的レベル

においても、専門知の単なる受容者ではなく、国際的な場への知の発信者たろうとする計画で

ある。と同時に、他方では、主[1の創造が大学の内部に留まることなく、広く現実の社会に、し

かも地球規模で拡大すべきであり、国際化と情報化の益々進む現代社会において、様々な文化

創造の計両・立案やその意思決定に責任をもちうる人材に対-するニーズに応え、さらには来る

べき世紀の要請を先取りしようという野心的な企てでもある。

以下では大学院総合文化研究科を構成するう専攻3系の各今について、特色と成果、課題を述

べる O

2.言語情報科学専攻

基本的理念

地球規模のグローバル化と個々の地域の精密な情報把握という空間的な両極性を帯び、て展開

する国際言語情報社会に対応する学問組織としての言語情報科学専攻はしかしまた同時に、現

在の情報通信箪命の産み出す学問的・技術的革新を一方に見ながらかっその他方でもっとも古

くからの記憶媒体としての言語を扱うというl時間的両極性にも対応する組織でなければならな

いc 現代社会の要請する様々に相反する学問的教育的要請に応じるには、従来の学問組織を新

たに編成・統合しなおした組織でなければならず、言語学、文学、言語哲学、言語思想、文芸

学、文献学、情報処理、計算言語学、言語脅得論、言語教育論、文学・芸術批評、記号論、メ

ディア論などなど、それぞれの部分的領域が相互に支え助け合う従来にない組織として、とし

て言語情報科学が設立されたのが平成ぅ年4月である。以来、継続的に追求されてきた基本理念
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は

(1)記号コミュニケーシヨン活動の基本である言語活動の科学的研究とそれに基づく教育の充

実

(2)コンピュータの使用に基づく言語情報解析の研究とその教育への応用

(3) r言語態」という新概念の導入に基づく人間社会の意味制度およびメディア形態の分析と研

m.宝
アL

(4) r発信型」言語教育の発展を促す言語習得理論と言語教材の開発・研究

(う)言語情報科学諸分野の知を総合した国際コミュニケーションの実践的研究とそれに基づく

政策提言能力の開発

であった。言語情報科学は一言で要約すれば、言語現象に関わる一切に柔軟に対応し、多元

的で体系的な研究に取り組む組織である。

国境を超えたコミュニケーションや文化の相互理解の重要性がますます高まっている現在の

国際的言語状況は、近代日本において比較的短期間の内に形成され、かつ固定化ないし因襲化

された大学制度を打ち揺るがせる要因を多々秘めている。近未来の大学・大学院像に即応して、

社会的国際的に開かれた組織であることを志向する本専攻は可能な限り性別、国籍、年齢の違

いから自由であろうと努力し、学生募集に際して外国人学生を積極的に受け容れるとともに、

修士・博士課程ともともに従来の新卒一般学生のみならず「社会人特別選抜枠」を設けて、言

語教育、文学教育等に携わる教育者の再研修はもとより、言語や文化にかかわる様々な分野で

活躍できる人材の養成と再教育を重要な目的のーっとしている。社会人学生の構成も国公立の

教育機関の教員をはじめ、公官庁職員、文化事業従事者、一般企業社員など様々であり、多様

なパックグラウンドの学生を擁することが本専攻の本質的な特徴の一つである。

大講座の構成

言語情報科学専攻は、次のうつの大講座から構成されている。

(1)言語科学基礎理論大講座

(2)言語情報処理大講座

(3)国際コミュニケーション大講座

(4)言語態分析大講座

(う)言語習得論大講座

このうつの大講座はそれぞれ教官が属する組織であるが、本専攻は特定分野における研究の深

化とその総合化の努力が本専攻の一貫して求めている姿勢であり、大講座の枠を超えた教官相

互の協力が前提となっている。そのような研究教育理念に基づいて学生には特定の大講座に所

属することは求められず、みずからの設定する研究テーマにしたがって、指導教授の協力指導

のもとにみずからの履修カリキュラムを総合的に設計することが求められる。

なお本専攻の特徴として各大講座に「日本語解析Jr日本語情報解析「外国語としての日本語

分析Jr表現としての日本語J r外国語としての日本語教育」なる専攻分野を置き、国際的環境

の中で日本語日本文学を見るという視点、を確立しようと努力している点である。日本語研究な

らびにそれに基づく日本語教育法は、外国語・外国語教育法と同様に本専攻がもっとも重視し

ている分野の一つである。

さらに近年の情報学の進展は東京大学に学術情報学環・学術情報学府を新設するに至ってい

るが、言語情報科学専攻の教官・学生はこの新設学問制度とも緊密な連携を築くことに努力し

ている。

教官の構成

言語情報科学専攻の教官スタッフは、 2000年l月の時点で、教授28名、助教授18名、講師2名、

助手6名で構成されている。駒場の前期教育に携わる前期部会としては、英語部会、フランス語

部会、 ドイツ語部会、中国語・朝鮮語部会、ロシア語部会、スペイン語部会、国語漢文学部会

に所属する教官で、これらの教官が、専門領域に応じて上記のうつの大講座に配属されている。
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なお前期部会組織とは対応していないが、近年、その社会的需要の高まっている日本語教育の

理論と実践に対応すべく部会組織を超えた'f:J本語教育委員会」を運営している。駒場の学部

後期課程では川知のように短期j留学制度「駒場1"1際教育交流プログラム」通称AIKOM(Abroad 

in Komaba)が実施されているが、本専攻スタッフは、前期j課程の「外国語としての日本語」の

教育ともども、重要な役割の一端を担っている J

自己評価

1993年に言語情報科学が設立されてから2年後の199う年4月には博士課程が発足し、また1998

年4月に超域文化科学科の一翼をになう分科として言語情報科学分科が発足したー 1999年う}jの

時点で学生数は修士課程71r，、博 H果秘120名、合計191名でそのうち外国人制学生36名、女子
学生は120名であるつ年齢も22歳からうO歳代まで分布している O 外|王i入学生の出身付国は全体

で十数カ国を数えるに至っており、本専攻が最初から意図してきた国籍と年齢と性日IJの多様性

を実現しつつあると言える。

博士課程発足以来う年が経過し、この間lこ3名の課程博士学位取得者がtIlた。この数自体は決

して大きな数と言えないが、学問の性質上、 Æ~f{ドで|事士論文を書くことが附難とされていた分

野であることを考慮願いたし、o 3年間の修学期111)で学校論文を書き上げることは至難に近いと言

わざるをえないが、教官・!日生はこの数を近い将来において飛躍的に伸ばすべく努力している c

専攻メンバーの多くが、日本語、英話、フランス語、 ドイツ語、中国語、朝鮮語、ロシア語、

スペイン語、ポーランド詩などさまざまな言語の専門研究者であることも本専攻の特徴であり、

電子テクストを集積する「東大テクスト・アーカイヴ」と称するコーパスの構築が専攻の設立

と同時に開始され、それと併行して「外国語としての日本訴」辞舎の作成を最終日様に掲げた

共同研究が進められているが、これは言語情搬科学専攻の組織上の特性をよく表していると言

えよう J 1997年3月、その第l段階の報作書・として「外国語としての日本語一教育システム確立

のための基礎似|究」が出された。この他にこれまでに行われた協IIiJ研究として「メディアの変

符と言語共同体との関係に関する同際比較研究」および「談話的能力と4言語技能 外国語と日

本語教育改善のための対照比較的基礎研究」がある。また1997年度からは、日本の大学学術制

度や文芸思11.lと深い関連のあるドイツ・ロマン主義を研究対象とした協I，IJ研究「ドイツ・ロマ

ン主義の超域胃語論(10研究」を実施中であり、 19981ド9月には、総合文化研究科および人文社会

系研究科のスタッフと協力して東京大学国際シンポジウム「知の総合・ドイツ・ロマン主義の

主11のディスクール」を開催した。 If-I際的な協力も得て行われたこれらの研究やシンポジウムは、

各国別の文学芸術忠怨研究の枠を超えて幅広い範囲の研究者が互いに刺激を与えあい、新しい

fj)f究・教育急:ih~の開Jイ i に力を合わせている点に共通'1;1:があるが、このことは本専攻設立の腿旨

にかなう研究成架が具体的な形で活実に発信され始めたことを意味している。共同研究という

形態を取らずに行われている専攻スタッフ各1'1の研究成果はそれぞれの専門学術誌の論文や著

書として発表・刊行されているし、るが、細目にについては言語情報科学専攻のホームページを

参照されたい、年JliIIFU行の専攻紀要Language，[，ゆrmation，Textは、 2000年3JJ末には第7号が発

行される。なお、本専攻の掲げている学術的Jl11念を専攻外の研究者の協力も得て理論的および

実践的に検証する試みとして、「言語態」および「胃訪科学」という2つの講I<Hシリーズを点京

大学11¥版会より刊行する予定で、現{i:その準備の最終段階にある。

以J-.が言語情報科学咋攻のi円弱J概裂である。むろん諸々の|付難や;!JIJ約はあるとはいえ、全体

として見れば、前期各部会の研究、教育、人事、運営にわたる協力も得られて、着実に発足当

時のJ~~.念と H 的にかなった活動を続けていると胃える。

3.超域文化科学専攻

基本的理念

米ソ二十嵐体制が崩壊した後の世界は、無用lやり縫い合わされていた衣が破れて行くように、
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至るところで破綻の様相を見せている。そして、その破綻が多くの場合、宗教とか、民族とい

うような文化的対立と衝突という表現をとり、また解釈される。政治・経済の合理的言説を超

えたところで、その合理性を受け入れない様々な集団が、時には過激な、そして時には不条理

と思われる自己主張を行なっている。その自己主張の根底にはそれぞれの集団の生活の危機が

横たわっているのであるが、その危機意識を彩る文化的個性は、既成の文化概念ではどうにも

ならないような複雑性を帯びているc

一方、情報通信技術の飛躍的発展によって、私たちが今まで生活の基盤としてきた現実の世

界関係とは別の次元にもう一つの「仮想的」と呼ばれる世界関係が人類の生を規定し始めてい

る。現実と仮想が複雑に交錯する場所で人類が今までに経験しなかった新しい生活が出現しよ

うとしている。つまり、産業革命時に匹敵するようなダイナミックな革新と創造の時代が私た

ちの前に姿を現そうとしている。

以上のような状況のなかで、個人においても集団においても人間の生活の深く重要な拠り所

と成っているもの、技術・芸術から倫瑚・感情までも包摂しながら人類の生活の条件であり目

的であるものの全体を改めて「文化」として捉えなおすとき、その「文化」をどのように再定

義すればよいのか。

超域文化科学専攻は、そのような課題を背負って、創り出された新しい専攻である。戦後五

十年近くにEって、極めて個性的で、、また斬新な文化研究を展開してきた東京大学駒場キャン

パスの大学院3専攻(比較文学比較文化、文化人類学、表象文化論)が、上に述べた新しい課題

に取り組むために「超域文化科学」創出という新しい目標のもとに合同したのである C そのた

めには、個々のデイシプリンと固有の研究対象を一旦解消し、伽|別の領域を相互に超える(超

域する)ことが必要であった。旧専攻の内部的変革と同時に、まったく新しい三つの大講座、

文化ダイナミクス大講座と文化コンプレクシティ大講座、が設置されたのもそのためであった。

この制度的改革によって、私たちの専攻が目指すものは、領域横断的(言い換えれば、超域

的)な知性と柔軟な創造的感性を備えた次世代の知的エリートの育成である。文化という複雑

で活力に満ちたものに対して十分に訓練され、現代という問題を字んだ状況のなかで実践的な

指導性を発揮できる人材を育てること、それが超域文化科学専攻が掲げる教育の基本理念であ

るO

大講座の構成

本専攻は以下のうつの大講座及び、Iつの協力講座、合わせて6つの大講座から構成されている。

それぞれの大講座の分担する研究教育分野は以下の通りである

(1)文化ダイナミクス大講座

文化創造論/文化制度論/文化クリテイシズムノマルチメディア解析/伝統と創造

(2)表象文化論大講座

イメージ分析論/表象技術史/表象文化史/アート・マネージメント論/パフォーミング

.アーツ論

(3)文化人類学大講座

文化構造論ノ文化認識論/民族社会論/文明過程論/開発人類学/文明と地域社会

(4)文化コンプレクシティ大講座

多元文化構造論/多元文化協力論/民俗社会論/神話と文化/比較モダーニテイ論/基層

文化形成論

(う)比較文学比較文化大講座

比較詩学/ジャンル交渉論/比較形象論/比較ナラトロジー/比較思考分析

(6)比較民族誌大講座(協力講座)

社会構造論/文化現象論/比較心性論

なお、本専攻の教育プログラムは、 3つのコースに分かれて、下に示すそれぞれの大講座所属
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教官によって行なわれている。

l 表象文化論コース:文化ダイナミクス+表象文化論

2 文化人類学コース:文化人類学+比較民族誌(社会構造論、文化現象論)

3 比較文学比較文化コース:文化コンブレクシティ+比較文学比較文化+比較民族誌(比較

.c.、性論)

各大講座は、上記のコース・プログラムの枠を越えて、次の図に示すように多重的に結合さ

れている。このネットワークを自由自在に駆けめぐること、それが超域文化科学専攻における

行動様式である。

|立12:大講座の構成(超域文化科学専攻)

教官の構成

超域文化科学専攻の教官スタッフは2000年lJiの時点で、教授31名(協力講座2名を含む)、

助教授22名、講師13名、助手ぅ名、客員教授l名、合計62名で構成されている。前期部会として

は、英語、 ドイツ語、フランス語、中国語、ロシア語、 13iJ語・漢文、歴史、哲学、文化人類学

に所属する教官グループであり、協力議座は東京大学東洋文化研究所所属の教官である。その

研究分野は日本、アジア、ヨーロッパ、アメリカ、アフリカ、オセアニア各地域の言語、文学、

芸術、思想、歴史、宗教、民俗、社会等をカバーしている。各教官はそれぞれの部会所属・専

攻分野に応じて前期教育と大学院教育を行なうほかに、後JlJJ課程で、は、超域文化科学科、地域

文化研究学科の各分科の科[1を担当している c

自己評価

超域文化科学専攻は、 1996年度発足以来、 4年を閲しているが、この間に毎年40数名の修士

課程入学者と30名程の博士課程入進学者(共に留学生を含む)を受け入れて来た。これは旧専

攻時代の3専攻の受入合計数の倍近い数字である O また、その他に、本専攻には外国からの留学

生が、前記の修士・博士課程学生のほかに研究生としても多く在籍している (99年度末で34名)0 

これら外国人研究生の大半は、 l年ないし2年の研究期間を終えると修士課程に入学する。そう

いう意味で本専攻は、駒場キャンパスにおける留学生教育の重要な一翼を担っている。
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専攻発足以来の博士学位取得者は、所謂課程博士が16名である。それに加えて、 IH専攻博士

課程満期修了者を含めて所謂論文博士う名が生まれており、本専攻は合わせて21名の新規博士を

生み出している。新専攻発足によって学位取得に対する意欲は増大しており、それは学位取得

者の顕著な培加に反映されている。

旧専攻を継承する各コースの教育活動は極めて活発になり、特にこの間の学生の質の向上は

特筆すべきものがある。教育活動の側面において、これは大きな成果である。また、修士・博

士の学生ともに、他のコースの授業・ゼミへの参加lも活発に行なわれており、改善の進まない

ハード的な施設・設備面をよそt-Iに、ソフト的な側面での教育環境は基本理念に沿う形で大き

く改善された。

他方、研究の側面においても、各コースが多分野の教官スタッフから構成されている結果、

現代思恕、現代芸術、比較芸術、比較日本研究など、新しい研究分野が開拓されたことをあげ

ておきたい。また、教官スタッフの個々の専門分野での個別の成果は胃うまでもなく、それら

を交差させる領域横断的な新しい研究プロジェクトが構築されている。また、これらの研究の

成果は、若作・報告書・紀要・講演会・シンポジウムなどを通じて、学内外に発信されている。

4.地域文化研究専攻

基本的理念

現代世界においては、国際交流の急激な発展と拡大にともなって、ヒト、モノおよび情報の

ボーダレス化が進んでいる O 異なった地域で異なった人々とともに繰り広げられる活動は、人

間生活の全領域をめぐる多形的な様相を見せるようになっている。近年における国際政治、世

界経済の諸現象、たとえば、民族紛争や貿易摩擦は、政治・経済の活動と不可分な形で、地域

文化の11日越を検討しなければならないことを示している O

地域文化研究の対象とする「地域」は、特定の国家や空間的な領域という意味での既成の地

域に限定されるわけではない。地域性とは、当該地域の文化的・歴史的条件によって生み出さ

れる社会的イメージの複合体であるとともに、その内部において多様な諸価値がせめぎ合うダ

イナミックな複合体でもある C したがって、地域文化研究は、既成の地域を与件とするところ

から出発するのではなく、まさに、既成の地域概念自体を向い直すところから始まる点に、最

も重要な理念が存在する。本専攻が研究対象とするのは、こうした様々なレベルでの「地域」の

生成、構造、メカニズム、およびそれらの相乗作用として、世界各地に発生する政治・社会問

題である。

本専攻は、設立当初より、諸地域の文化と社会の教育・研究を通じて、世界の状況に対応し

た人材を養成し、また数多くの留学生・外国人研究者を受け入れることによって、独自の教育

・研究成果を収めてきた。 21世紀にむけてよりいっそう激動する世界情勢の変動のなかで、{閥

別の地域文化に対する深い洞察力と、グローパルな視野を兼ね備えた人材養成の必要性は、ま

すます高まっている。このような責任を正面から受け止める本専攻としては、世界に対する関

係を主体的に構築する優秀な人材を生み出していくことこそ、将来にわたって負うべき責務が

あると考える。

大講座の構成

本専攻は、うつの基幹大講座と lつの協力大講座から構成されるc

(1)多元世界解析大講賂:現代世界における地域性は、モノとヒトの交流の増大、大量の情

報の流通、種今の紛争の結果、多元化、複雑化している。その文化的、社会的、歴史的成立条

件を、グローバルな情報ネットワークの活用と多分野にまたがる実践的アプローチにより究明

し、 21世紀における地域協力のパラダイムを研究する O

(2)ヨーロッパ・ロシア地域文化大講座:ヨーロッパ・ロシアという二大文明圏は、対立し

競合する一方で、、密接な珂a念的、文化的関係を有してきた。両地域にまたがる包括的研究によ
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日 J;'n，凡総古文化研究科耽撞宇都における教育と研究

って、冷戦終結後ますます強まる相互依存関係を把握すると同時に、広範囲にわたる人口の移

動や混治する文化など、現代に特徴的な越境現象を地域文化研究に取り込むことをめざす。

(3)地中海・イスラム地域文化大講座

ユダヤ教、キリスト教、イスラム教など、大宗教の発祥の地である地中海世界は、ヘレニズ

ム・ローマによって、ヨーロッパ文明の揺監の地ともなっている。今なお、さまざまな民族と

文化の交錯と葛藤の場であり、高い緊張が支配するこの地域文化の特性を、古代から現代にい

たる長大な歴史的空1111を背景として、多面的なアプローチによって解明する。

(4)北米・中南米地域文化大講座

先住民とヨーロッパ諸民族との出会いに始まる近代北米・ Ijl南米社会の歴史的構造を、その

言語、文化、民族の多元性に着目し、分析する。地中海・ヨーロッパ文化との関係が深い中南

米文化の独自性と、現代世界の政治・経済に主導性を発縛する現代アメリカ文明の構造を、両

者を比較しながら、広域的に解明する。

(う)アジ、ア太平洋地域文化大講座

$I~綜した交通と重層的ネットワークからなるアジアの広域的な文化のメカニズムと特性を、

複数の文明闘の重なりとして多角的に分析し、アジア各地で生起しつつある政治経済の構造変

動のメカニズムを「地域性」の視点から総合的に考究するこ

(6)環インド洋地域文化大講座(協力講座)

市来東西の交通の要路であったインド洋と歴史的、地JlH的に関連する地域を対象として、そ
こで展開された様今な文化の交流と変容、および自然環境と人間との関係を解明する C

教官の構成

地域文化研究専攻の教行スタッフは、協力講座を合めると、 2000年l月の時点で、教授30名、

助教授19名、講師l名、助手7名、客員教授3名、客員助教授l名で構成されている O 各外国語、

歴史、法・政治学、 IltJ文学i英文学、国際関係論などの各部会に所属する教官たちで構成されて

いる。各教官は、それぞれのデイシプリンに立脚しながらも、各地域に対する学際的な研究に

取り組んでいるc これらの教官が、専門領域に応じて6つの大講燃に配属されているが、地域文

化研究専攻の実質的な運営は、「小地域」と呼ばれる各地域単位を中心に進められている。

自己評価

本専攻は、設立当初より、諸地域の文化と社会の教育・研究を通じて、世界の状況に対応し

た人材を養成し、また数多くのf古学生・外国人研究者を受け入れることによって、独自の教育

・研究成果を収めてきた{第一に、その一端は毎年附かれる公開シンポジウムなどを通じて、

社会的にも提示されてきた。さらに、その成果は、東京大学IH版会からう冊の本として出版され

ている。 1998年度は第6凶地域文化研究シンポジウム『異文化を旅する人々 ヨーロッパとイス

ラームのあいだでー』が、そして1999年度は、第7団地域文化研究シンポジウム『地域と地域文

化を考える一束ヨーロッパの悦点から』が、それぞれ11JJに多くの聴衆を集めて開催された。

第二に、地域文化研究専攻の研究紀要としての rODYSSEUS~ 第4号および教官と学生双方

の参加による研究誌としての『年報地域文化研究」第3Uの発行である。これらは、教nおよび
大学院生による研究成果発表の場として重要な貢献をしており、その評価も定着しつつある。

第三に、学生に対する教育であるの 1996年度の大学院重点化にともなって学生定員は大幅に

増加し、修士課程43名、 1専土後期課程27名となった。ただし、外国人留学生は定員外となる。
また修士課程を3年以仁かける場合もたびたび見られるので、現在、修士課程116名、博士課程192

名が在籍中である 1997年度は29名、 1998年度は38名が修士論文を提出し、そのほとんどが博

士課程に進学している。また1998年には2名が博士論文を提出し、学術博士号を取得した。修士

課程と博士後期課程の定員に差があるため、今後、次第に修士"果程を修了し博士後期課程に進

学を希望しでも、希望がかなえられないケースが増えてくると思われる。一方で、こうした競

争の激化は、学生の勉学意欲を駆り立て、より質の向い論文を作成させることに寄与するとい

う側面もあるが、他方で、長期的な研究計画にそった研究が行われにくく、また研究の道を実
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質的に閉ざされてしまうという弊害を生むことになると思われる。こうした点をふまえて、い

かに学生の要求にそいつつも研究水準の向上を確保する教育体制を構築していくかが課題とな

っていくと思われる。また、従来それほど恵まれているとは言えなかった学生の研究環境に関

しでも、学生室の整備(カード式鍵の取り付け)、および学生に対するパソコン貸与制度など次

第に日に見える改善が図られるようになった。

第四に、地域文化研究専攻は、ホームページを開設して、その運営をおこなってきたが、日

本語だけではなく英語のホームページも開設し、さらに、各教官の授業関係情報や研究業績な

どへのアクセスなど、さらに充実した内容のものになってきた。

以上、研究設備などのインフラの整備にはさらなる抜本的な対策が必要で、あるが、それに比

べると、教員の研究意欲と研究水準は非常に高いレベルを維持している。また学生に対する教

育水準および学生の研究意欲と研究水準も高いレベルを維持している。学生定員の増加の影響

を受けながらも、こうした点をどのように維持し、向上していくことができるかが、最大の課

題であろう c

う.国際社会科学専攻

基本的理念

世界においてかつて例のないほど相互依存とグローバリゼーションが進展するなかで、民族

・宗教の対立のみならず、経済開発・貿易資本の日由化と地球環境保全などグローパルな市民

社会形成に伴う異なる規範や文化の相組、グローバルな立場に立つ価値観とローカルな価値観

との対立が強まっているc

世界における日本の役割は、経済面ばかりか、政治面、社会・文化面でも大きく拡大してい

る。同時に、日本の役割に対する国際社会からの期待も大きく高まっているのその反面で、社

会制度や文化の相違から摩擦や誤解が生じており、学問的な立場から総合的に日本のあり方を

提示して行くことが喫緊の課題となっている。従来の社会科学の各専門分野(法学、政治学、

経済学、統計学、社会学、社会思想史、国際関係論)を改めて再編し、単に学際的であるばか

りでなく、真に統合的な学問として総合的な社会科学を構築する必要がある O

こうした観点から従来から密接に協力して教育・研究を行ってきた国際関係論専攻(19うう年

大学院社会学研究科に創設後、 1983年に大学院総合文化研究科に移管)と相関社会科学専攻

(1983年創設)の2つの専攻を統合し、 1996年4月に国際社会科学専攻が発足した。学部前期・

後期課程についても大幅な改組が行われ、後期課程は従来の教養学科第三から総合社会科学科

へと名称、を変更した。

国際社会科学専攻は、新しい時代にふさわしい専門的な研究者の育成を主眼におき、学術的

な成果を社会へ還元することを目的としている。大学、研究所の研究・教育者のみならず国連、

世界銀行、 IMFなど同際機関や官庁、 NGO、民間シンクタンクなど幅広い分野で活躍する専門

的知識を身につけた国際的な人材を生み出すことをH指している。

大講座の構成

国際社会科学専攻は4つの大講座(国際協力論、国際関係論、公共政策論、相関社会科学)と

lつの協力講座からなっており、各大講座は複数の専攻分野から成り立っている。

(1)同際協力論大講座(国際開発論、国際交流論、国際経済協力論、国際社会統合論、国際環

境科学、国際援助開発論)

グローパルあるいは地域的な摩擦、紛争解決のために必要な相互的かつ多面的な協力関係

構築の理論と方法を検討する。

(2)国際関係論大講座(国際関係史、国際政治経済論、国際関係法、国際社会動態論、世界シ

ステム論)

国際社会の誕生、拡大、発展、変容、飽和のダイナミズムを解明し、国家を始めとする国
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際的行為主体の対外行動、主体1:日の相互作用など国際関係の基礎となる対象を総合的に分

析する方法論を確立する O

(3)公共政策論大講座(日本政治分析、ヒューマン・エコノミクス、公共哲学、現代法政策論、

コミュニテイ形成論)

同家と地域社会、法と経済、 rli場と組織、家族と個人など変容しつつある現代社会の諸関

係の構造の特質を公共的・国際的視野に立って明らかにし、新しい時代の公共性のあり方

を研究し、教育する。

(4)相関社会科学大講座(現代社会論、情報技術環境論、計量社会科学、比較社会論、社会制

度変動論)

l王|家の役割の変容、民族と文化の葛藤、新たな市民意識の模索など転換期にある人類社会

の諸問題を学際的な手法を駆使し、同時代的、歴史的、問題解決的な観点から検討する。

(う)比較現代政治(協力講座)

|司際社会の多機な政治体制の特徴、固有の動態を比較の観点から研究し、現代政治の動態

を解明する O

教官の構成

教官は、 1999年12月末の時点で教授22名(うち、客員教授2名)、助教授13名(うち、客員助

教授l名)、助手71'1からなっている。なお、 1998{1:に東京大学に大学院新領域倉Ij成科学研究科

が発足し、環境学コースが設置されたことに伴い、 1999年に国際環境協力分野に4名の教官が移

動した。

国際社会科学専攻のすべての教官は、大講座、専門分野に所属して教育・研究に携わるほか、

それぞれ専門領域に応じて前期教育を所轄する前期部会に所属しているc 具体的には、法・政

治、経済・統計、社会・社会思想史、同際関係の4つの部会のほか、外国語、哲学・科学史部会

に所属し、基健科H、基礎演習や総合科目、自由研究ゼミナールなどを担当している。また、

後期課税においては、総合社会科学(相関社会科学分科、国際関係論分科)において講義や演

習を担当している O 前期 後期一大学院の3層構造の下で最先端の研究の成果が前期、後期課程

の教育に反映するようカリキュラム上の配慮がなされている。

教育・研究上の特徴

修士課程においては、多分野にわたってスーパーバイズド・リーデイングスやフィールド・

セミナ一、 トレーニング・セミナーを開講し、高度な学際的研究を進めるための基礎的な訓練

を行っていることが大きな特徴である c 広く異なる分野の基礎的な文献を教官の指導の下で読

みこなすことを通じて、幅広い見識を養い、タコつぼ型の研究者となるような弊害を除くため

である。

博士課程では博士論文執筆を円滑に進めるために博士課程進学と同時にシーシス・コミテイ

を組織している O論文が仕上がるまでコミティー・メンバーの複数の教官の指導の下で3段階(プ

ロポーザル、リサーチ、ファイナル)の大学院コロキアムを開き、早い段階から論文執筆を開

始することが山米る体制が整えられている O そこでは、公開の場で論文研究の進展を促す報告

や質疑が行われているc

通常の大学院カリキュラムの他に、専攻の教育プログラムとして「国際協力・公共政策論教

育プログラム」がある。このプログラムは、国際関係論と相関社会科学の2つのコースを横断的

に結び、駒場における関連他専攻(地域文化研究専攻など)とも協力して国際協力のあり方を

検討することを目指している。このプログラムの下で毎月 2~11 ジョイント・セミナーを開催して

いる O このジョイント・セミナーには、東京大学のみならず他大学の研究者を講師として迎え、

活発な議論をたたかわせている。また、随時公開のコロキアムを開催し、海外の研究者を始め

多くの講師を迎えて活発な学問交流を行っている。

さらに相関社会科学コースでは、フィールド・ワークとして地域社会の総合調査を実施し、

教官と学生の共同作業と地域社会との交流を通じて新たな学問的創造活動を行っている O その
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研究成果は、これまで4冊の報告書(青森県佐井村の地域活性化、熊本県小田町の町づくりに関

する学術調査、長野県栄村の地域社会の創造、目黒区におけるコミュニテイと福祉社会)にま

とめて公表されている。

海外の大学との関係では、イエール大学と大学院総合文化研究科との学術交流協定に基づき

毎年l名の大学院学生をイエール大学の国際地域研究センターの大学院教育プログラムの大学院

学生として派遣し、イエール大学から大学院学生を受け入れている。博士論文執筆を目的とし

た大学院学生の交換は、論文研究に大きな刺激を与えている C

最後に、社会科学の研究分野でもコンピュータやインターネットなど情報ネットワークの構

築が重要な役割を果たすようになっているニ専攻には情報機器室が設置されており、大学院に

おける教育・研究においても、ゲーム論のシミュレーション、モデル分析、地域調査などの社

会調査の統計分析に積極的に活用されているほか、修士論文、博士論文での経済統計分析など

に威力を発揮している。

発信活動

学術雑誌としては、 l吋際関係論コースが日本の国際関係論研究の草分け的な存在である『国

際関係論研究』を1964年以来発行しているニレフェリー制度の下で、本専攻教官を含む専門的

な研究者による最先端の成果のみならず、優れた卒業論文や修士論文の成果を発表する場にな

っている C

相関社会科学コースは、『ライブラリー相関社会科学』および『相関社会科学』を発行してい

る。前者は、相関社会科学的な志向をもっ研究者の成果発表の場を提供するとともに、広く社

会に相関社会科学研究の意義を発信しようとするものであり、 1993年から99年に至るまで6巻

発刊されている。後者は、レフェリー制度の下で大学院学生・研究生の研究成果のメディァと

して機能している。

また、戦後から発行している伝統的な『社会科学紀要』のほかに、海外への発信の手段とし

て英文のワーキング・ペーパーを1988年以来発行しており、現在80号に達している。国際社会

科学専攻におけるこうした出版物や研究成果の概要は、近くインターネットでも利用可能な形

で提供される予定である O

大学院学生

大学院に在籍する大学院学生は、修士課程60名(相関社会科学コース32名、国際関係論コー

ス28名)、博士課程101名(相関社会科学コース48名、国際関係論コース日名)であり、計lう8

名である。うち外国人は21名(相関社会科学コース8名、国際関係論コース13名)である。男女

の比率は全体として約3対2となっており、半数近くが女性である。大学院修士課程入学者のう

ち海外を含め他大学の卒業生が半数以上を占めていることも記しておきたし、大学院研究生は21

名であるが、そのうち大学院外国人研究生が19名である。

学部後期課程の総合社会科学科では毎年38名の新規学生を迎えている。フローでみると修士

課程入学者の数は後期課程の学生とほぼ見合っているが、ストックでみて大学院学生の比重が

大きくなっていることは注目される。

また、国際社会科学専攻では、大学院教育の一環として博士課程の早い時期に学部教育の補

助(ティーチング・アシスタント =TA) を経験させることにしている O 具体的には、基礎演習

などの前期課程教育、後期課程では総合社会科学科国際関係論分科の必修科11(国際法、国際

政治、国際経済)、相関社会科学分科の調査実習などの授業で大学院学生がティーチング・アシ

スタントとして活躍している。このほか、特定の研究プロジェクトについて、大学院学生がリ

サーチ・アシスタント (RA) として教官を補助する形で共同研究活動を進めているけ

自己評価

大学院重点化以降の、以降の修士課程入試への出願者は、 1996年の132名(相関社会科学コ

ース64名、同際関係論コース68名)から99年には197名(相関社会科学コース79名、国際関係
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論コース118名)へと増加している O 定員数34名(相関社会科学コース17名、 1.1際関係論コー

ス17名)と比較して競争倍率は約6併である。また、社会人の出願者も専攻全体で13名からお

名へとWIJJIIしており、大学院における高度な社会科学の教育・研究に対する社会的なニーズの

高まりを示しているご

博1:課程入試については、出願者は1996"Fの4う名(相関社会科学コース231'，、国際関係論コ

ース22名)から、 99年にはうう名(相関社会科学コース26名、国際関係論コース29名)へと増加

している O 定員数は、 23名であり、競争倍率は約2倍である。

他方、修士課程入試の合格者は、 1996年の32名(相関社会科学コース17名、国際関係論コー

スlう名)から何年には26名(相関社会科学コース13名、国際関係論コース13名)へとやや減少

している。博士課桂の合格者は、同じく2う名(十11閑社会科学コース13名、国際関係論コース12

名)からlり名(中11関社会科学コース10r，、11<1際関係論コース9名)へと減少傾向にある。
なお、博士課程入学者のうち2号以下の11¥願荷は、 1996年のう名(キ1I1勾社会利学コース4名、

l五|際関係論コースl名)から99年には3名(村11羽社会科学コース2名、 Ilq際関係論コースl名)へ

とやや減少しているこまた社会人の入学者は、修士課程で毎年l、2名税度である。

残念ながら修士課程の入学者数は、定員を満たしていない。博士課程の入学者は1996年、 97

年と定員を満たしていたが、その後定員を満たしていない。修士課程修了者の就職状況は、不

況が持続しているにもかかわらず官庁、よく111]シンクタンク、民間企業(コンサルタント、マス

コミ、外資系企業)などを中心にして川滑に推移している。引き続き学術的な貢献ならびに社

会的な要求に応えるような教育カリキュラムの充実が求められている。

修士サ取得者は、 1996年から99年にかけて86名(相関社会科学コース40名、 liJ際関係論コー

ス46名)である。また、博士号取得者は、 1996年から99年の問に23名(村11刻社会科学コース13

名、 11<1際関係論コース10名)となっているc そのうち外国人の博士号ト取伴者は、 lう名と過半を

占めている。 t専土課程在籍者の中には早いH寺JVJに就職するケースもあり、博士号取得者は、在

籍者数との比率では約4分のlということになる O なお、博士課程修了者の就職先は、主として

海外を含め大学、研究所、シンクタンクであるが、民間企業に就職する大学院学生も一定数存

在している。

以上、大学改革後教育・研究の面で多くの成果をおさめてきているが、今後の課題としては

高い質を維持しながら修士課程、および博士課科により多くの大学院学生を迎え、高度の専門

知識のみならず、世界的なリーダーシップを備えた秀れた人材をより大きな規模で社会に送り

出すことが求められている c

6.広域科学専攻生命環境科学系

基本的理念

かつてヒトは生命誕生のきっかけに干渉するばかりであったが近年の生命科学の進歩はめざ

ましく、今では個々の生命の設計図すなわちその遺伝子を書き換え、その具現化、すなわち、

個体発生過程や、成体の改変といった技術を我々は獲得しつつある。その技術は食料や工業生

産、医薬や高度医療技術といった形で応用され、現代社会を支えてL、く基盤ともなっている。

しかし一方でこの技術は高齢化などの社会問題や生命、医療、環境などに関する新たな倫理問

題も引き起こしている。こうした複介的な問題は、従来の紺|分化された個々の学問領域では必

ずしも対応することがない。こうした社会の要請に!ふじるべく、従来の日然科学、人文科学の

枠を越えた学際的な大学院として1994年に広域科学専攻の中に新しくスタートしたのが生命環

境科学系である。当系は、生体分子や細胞の仕組みや働きといったミクロなレベルから、組織、

器官、個体の仕組み、さらには111i1体の機能すなわち動物や人間の行動、精神活動までを教育・

研究の対象としており、ミクロとマクロ両観点から生命科学のあり方を追求する方法を調和さ

せ、 rONAから人間まで、」を包括的に研究する領域横断的な新しい生命科学の構築を目指して

いる O 学生の教育にあたっても、このような縦断的パックグラウンド形成を促して個今の学生
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がそれぞれの対象と取り組む領域で先端的な研究を推進できる基本的な知識と手法を習得させ

るだけでなく、領域横断的な勉学環境を用意して領域間に潜む問題を発掘し多角的な視点から

その解決をはかることのできる人材を育成することを目指している。

大講座の構成

生命環境科学系は、次のうつの大講座から構成されている。

(1)環境応答論大講座:細胞や生物個体とその腐聞の環境とを一体のものとして見ることによ

り、個体発生における細胞分化や成熟細胞の機能調節、動楠物個体の環境適応といった現

象を、細胞間や細胞とその環境の聞に張られた物質および情報のネットワークとして理解

し、生命本体とそれを支える環境とのダイナミックな相互作用について、総合的に研究・

教育を進める。

(2)生命情報学大講座:DNAがエンコードしている情報の維持・伝達の機構、 DNA情報をデ

コードして得られるタンパク質の構造、さらに神経伝達のような細胞問・組織問の情報の

伝達の機構など、生命体内での「情報の分子的基礎」と「情報の流れ」について、分子レ

ベルから個体レベルまで総合的に研究・教育を進める O

(3)生命機能論大講賂:高度に組織化された生体分子や細胞の機能発現や維持、それらの集合

・組織化によるより高次な機能の獲得など、生物個体内部のさまざまな構造が、周囲の状

況に対応してその機能を発現させている静態・動態について、分子レベルから個体レベル

まで結合的に研究・教育を進める c

(4)運動適応科学大講座:細胞や組織、ヒトを含む個体の運動の成立過程を研究対象とし、分

子生物学、力学、動作学、運動生理生化学、コンピューターモデリング、神経|出i像法など

さまざまな手法を用いて、総合的に研究・教育を進める c

(う)認知行動科学大講座:環境を認知し、それに基づいて適応行動を成立させるメカニズムに

ついて、神経活動、個体行動とその発達、社会行動、スポーツ、さらには言語行動、認知、

思考などなどの精神機能をとりあげて、脳神経科学、神経心理学、認知科学、行動生物学、

スポーツ行動学、バイオメカニクスなどの手法を用いて総合的に研究・教育を進める。研

究の対象は、健常な成人にとどまらず、適応行動に異常をきたしている脳損傷者や高齢者、

適応行動が未発達な児童や乳児、さらには系統発生的な比較が可能となる各種の動物まで

が含まれている O

教官の構成

生命環境科学系の教官スタッフは、 2000年l月の時点で、教授20名、助教授19名、講師2名、

助手28名、客員教授2名、客員助教授I名で構成されている。前期部会としては、生物、物理、

化学、スポーツ・身体運動、心理・教育学に所属する教官たちで、各教官の研究領域は、細胞

生物学、生化学、分子生物学、生物物理学、スポーツ科学、スポーツ医学、行動生態学、心理

学の各分野や認知脳科学など、さまざまな領域に及んでいる。これらの教官が、専門領域に応

じてうつの大講座に配属されているが、生命環境科学系の実質的な運営は、前期課程の背景、大

学院生の研究テーマなどを考慮して、基礎生命科学、身体運動科学、認知行動科学の3つのグル

ープで進められている。

自己評価

1994年に新しくスタートした生命環境科学系は、早くも6年目を迎えており、その問、教育面

でも研究面でも着実に成果をあげているハ 1998年度以来、スタート時以降に博士課程に入学し

た大学院学生から総計44名の博士が誕生し、 1999年度には14名が期日迄に論文を提出して現在

審査を受けている O この審査は、いずれも厳格な予備審査をパスしたうえでの本審査なので、

年度末には14名の全員に博士号が授与されるとみることができる。こうした数字を在籍数との

関係でみると、 97年度は修了予定者28名中の16名でう7%(そのうち、旧理系分野では13名中11

名)、 98年度は修了予定者的名中の20名で44%(旧理系19名中11名)と決して高い値ではない
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III k学院総合丈化研究科社長宇部におけ乙教育と叫兜

が、これは、学問の性質上3年間で博士論文を書きあげることが困難な従来の文系も含めた構成

である以上、やむを得ないこととみるべきであろう。}，c.、用分野の特徴として身体運動科学グル

ープは低い値にとどまっていたが、この分野でも新しいシステムに適応しつつあり、次第に博

士率を高めている。設立以来本系の修士課程に入学した大学院生の半数が博士課程に進学し、

現在修士課程在籍者77名、博士課程在籍者は96名である。 19り9年度には生命環境科学系生粋の

第2間生の博士が誕生することになる。

rONAから人間まで」を研究対象とする領域横断的な新しい生命科学の構築をめざす生命環

境科学系の意図は、最近の系の人事の而にも十分に発揮されている O 大学院総合文化研究科は

前期課程の教育の責任も負っているので、教官の人事は前期課程の部会の意向を重視せざるを

えないが、生命環境科学系に所属する部会では、系全体の研究・教育の今後のあるべき姿を観

点、に入れて、従来の学問領域にこだわらない、自然科学系と人文科学系の融合を積極的に意凶

した人事を実現させ、広域科学専攻の他の系からも、研究科内の他の専攻からも高く評価され

ている。

また、系の研究活動の活性度は、系の構成教官が学外からどの程度研究費を獲得しているか

が一つの指標となるが、本書の科学研究費助成金やその他の導入外部基金一覧からも明らかな

ように、生命環境科学系の構成教官の科学研究費採択率はかなり高いとみることができ、他省

庁などからの大型小型研究費の導入率もきわめて高いc 日本の大学の研究条件の悪さはよく匁l

られているところであるが、学問の世界で広く認められるだけの実力があれば、個々の教官の

力によって十分な研究環境を作り上げていくことができることが本系の研究活動で実証されて

いる。系構成教官の研究成果は多数の専門学術誌の論文や著書によって発表されているが、そ

れらの題目については、広域科学専攻の年報 rFrontiere1999Jに収録されているので参照され

たい。

以上、生命環境科学系のこのl年間の活動は、研究、教育、人事、運営の面で、発足の主旨に

かなった成果をあげているとみることができる。

7.広域科学専攻相関基礎科学系

基本的理念

自然界は素粒子・原子核・原子・分子・凝縮系等からなる階層構造をとっており、各階層の

中では要素が複雑にからみ合って形成された構成体が、各種の機能を発揮している。これら自

然に存在する物質や人工的に合成された物質の多様な物性を、人類は利用してきた。今や日常

生活の必需品の中に広く用いられている半導体やレーザ一利用技術を見ても分かるように、そ

の基盤を支えているのは基礎科学の研究成果である。

相関基礎科学系では、このようなクオークからインテリジェント・マテリアルまでの幅広い

階層の物質についての基礎研究を、科学史・科学哲学などのメタサイエンスの研究と互に刺激

.活性化しあいながら行う。

具体的には、自然の構成体や階層内を支配する基本法則や、階層聞の相互作用とスケールの

異なる系に共通して現れる普遍的な構造や法則を、総合的・統一的に解明する。また、自然の

示す複雑な現象や自己組織化の過程などに潜む未知の法則を、複雑系の科学の観点から探り、

記述し、理解する。さらに、物質の機能が発現する機構を、理論と実験の緊密な協力のもとに

解明し、その本質と構造を明らかにするための新しい原理にもとづく計測i去を開発する。その

活用によって新しい現象の発見や新物質についての情報を提供するとともに、第一原理から新

物質の性質の予測とそれに基づいた物質設計を行い、新しい機能を持った人工物質の構築を行

つ。

従来からある学問分野の切り口で構成教官の学問分野を眺めると、科学史・科学哲学、素粒

子・原子被・原子分子・物性・数理物理、有機・無機・物理化学の分野をカバーしているが、

それにとらわれない領域横断型の教育・研究体制をもとれるようになっている。大学院学生に
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あっては、所属の研究室において自ら選んだテーマの研究を深く究めると同時に、研究室問、

大講座間にまたがる合同ゼミに参加することによって、広い視野と多角的な方法論を修得でき

るように配慮されている。これによって、現代文明の中核を担う自然科学および科学技術の基

礎を担い、総合的に発展させる上で必要な人材を育成している O

大講座の構成

相関基礎科学系は、次の6つの大講座から構成されている。

(1)科学技術基礎論大講庵:科学・技術の発展は人間社会に豊かさをもたらしてきたが、一方

で、技術革新による急激な工業化により地球環境問題や資源枯渇問題が引き起こされ、高

度な医療技術の発達により生命倫月!の問題が生じている。これらの諸問題の背景を考察す

ることは、今日大きな影響力をもっ科学技術にとって、自己の姿を映し11'，す鏡を提供する

ことになろう。本講時ではこのような理念に基づき、内外の諸科学・諸技術の歴史的遺産

を学びながら、その科学的・社会学的考察を深めるご専任スタッフの研究内容は、数学・

物理学・化学・生物学・医学の歴史、東西文明における古代・中性の科学思想史、近代科

学の形成と発展、近世t近代日本の科学と技術、現代社会における科学と技術の交流、科学

的認識における言語と実践の役割、知識論・許諾論・行為論をめぐる訪問題、人工知能や

JJ前科学などにおける身心問題、量子論・キ11対論の認識的基礎など多岐にわたっている。

(2)自然構造解析学大講殴:自然界の蒸本構造や、相互作用の研究は従来、素粒子・原子核・

原子・分子・凝縮系といった異なるスケールごとに別々の分野で研究が進められてきた。

これに対して、本大講座においては、個今の対象としての研究と同時に、むしろ異なるス

ケールの系に共通して現れる普遍的な構造や法日1]に着目することにより、また様々な分野

に研究基盤を持つ研究者どうしの協力を押し進める事によって、自然界の相互作用、対称

性やその彼れ、相転移のダイナミックス等を、場の量子論や統計物理学の手法を用いて総

合的・統一的な観点から解明する事をめざしているτ

(3)複雑系解析学大講座:自然の示す複雑さの起源を探り、記述し、これを期解することを目

指し、 iiJI究と教育を行っている。 JJ;(子絞から以子分子、同体物理、流体、マクロな気象、

生命系、社会現象までの幅広い分野を対象としているが、「複雑な運動や要素聞の複雑な関

係性をいかに記述し理解するかっ」なとεの問題意識を持って、非線形動力学、統計力学、

場の理論等の手法をもとにして桜~rf 系の諸現象の解明に挑んでいる O トピックスとしては、

非線形系でのカオス、量子カオス、ランダム系の物性物理、可解系の数理など多岐にわた

っている。

(4)機能解析学大講座:瑚論と実験との緊密な連携により物質の構造と物性との関係を1#]らか

にし、そこから新しい機能を引き11¥すことをr1標としている。分子から同体レベルに至る
物質の階層に応じて特異的に現れる機能について、その発現機構を解明していくことを目

指している。具体的にはメゾスコピック系の量子現象、低次元伝導物質の特異な輸送現象、

酸化物高温超伝導、総性の変化に着目した新しいタイプの記憶素子の研究等が行われてい

るコ

(う)物質計iWJ学大講座:計測技術の開発は新しい科学的知見の獲得を可能にし、ひいては新し

い11然観をも生み出してきた。本大講座では、計測の基礎から応用に至るまでの実践的な

教育・研究を行い、様々な自然現象の底流にある真理を探究するための新しい測定j去を開

拓・開発することをめざしている。特に、ユニークなプロープ(光、陽電子、多価イオン、

励起原子など)を用いた新しい計iWJ法の開発、および極限的な物質状態(超低温、超高真空

中の清浄同体表面など)の計測を行う O

(6)物質設計学大講座:高度文明社会の維持発展のためには、将来のニーズに応じた新物質を

設計・創造していく必要がある。本大講時では、このような観点から、新物質の設計、新

物質合成のための物質変換・構築、新物質の機能評価等広範で、縦断的な教育研究を行って

いる O 本講座のターゲットとなる新物質としては、高温超伝導体、有機電気伝導体・強磁

性体、情報機能物質、生体模倣物質などがあげられる。
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皿 大学院艦イ?文化研究科教養学部における教育と研党

教官の構成

相関基礎科学系は2000年1JJ時点で、教授23名、助教授22名、講師2名、助手28名、客員教授

l名の計76名で構成されている。平成8年度に改組された基礎科学科(数理科学、量子科学、物

性科学、生体機能、科学史・科学哲学のうコースからなる)と強しミ連携を持っており、教養学部

前期課程においては物理部会、化学部会、中111刻臼然部会または哲学・科学史部会に所属すると

同時に後期課程の基礎科学科の教育を担当している。

自己評価

19何年度に発足した相関基礎科学系は研究・教育IlhirMで、着実な成果を挙げており、現在まで

知名の博士と 136名の修士学位取得者を輩出してきた。内訳は199う年度博士6名、修士27名、 1996

年度博士lう名、修士37名、 1997年度博士16名、修 1二34名、 1998年度博士13名、修士38名、博

士は37名が課程博士13名が論文博士で、ある 1999年12JJ現在、博士11名(課程博士10名と論文

博士l名)が論文を拠出しており、修士も例年の通りFfiどの者が学位審査を受ける予定である。

いずれも厳正な審査を受けた後、それぞれの学位が授'j.される比込みである。

研究面では、学内外の研究者を集めたプロジェク卜「中核的研究拠点形成プログラムによる

拠点形成推進州究 (COE)Jの「複純系としての生命システムの解析」に研究代表者を11¥してい

ることは、学In]の壁にとらわれない、より学際的な研究を襟携する本系のおおきな共体的成果

のーっと考える。科学研究費においては半数近い教行が採択されており、学振研究員採用も20

件を数える O 受託研究・奨学寄付金も多数受けており、これは本系の活発な研究活動と外部の

高い評価だと自負している。なお、 11~1 今の教行の研究成果については専攻年報 'Fronrere1999 J 

の業績リストで詳細に報告しているので、参照されたい。

8.広域科学専攻広域システム科学系

基本的理念

現代の高度に発展した科学技術は、人類の't:.活をtiかにしてきたが、一方では、人間社会、

地球環境とのあいだに深刻な線合的1111題をもたらした。たとえば、枯渇する資源・エネルギ一、

急増する人11と不足する食料、生活・産業廃棄物と地域・地球規模での環境問題、社会の高度

情報化、生命科学・医療の進展と倫湾!、科学技術の推進と制御、地域・民族対立、などの諸問

題がそれである。これらの複合的問題は、従来の細分化された個別の学問分野の深化だけでは

解決されず、自然科学、社会科学、人文科学の枠を超えた広範な学問領域の協力体制が必要と

なっている O

このような復合的問題の全体像の把握と解決には、問題を構成する諸要素を個別科学の手法

で分析することに加えて、要素のあいだの関係そのものを考察の対象とし、部分と全体の関連

を解明していくことが全体像の理解に有効であるc このような視点が「関係の学」としてのシ

ステム論の考えであり、広域システム科学系は、システム論の視座を基本的混念とし、具体的

な問題をシステムとして把握し、その構造、機能、動態、進化を研究対象とする「広域システ

ム科学」の構築・推進をめざしている。

大講座の構成

広域科学システム系にはこのような目標を実現するために、学問領域を横断し、さまざまな

階層を縦断して、以下の4つの大講座が揖かれている。

(])基礎システム'ア大講座

システム科学の基礎概念を発展させ、他の分野に対して方法論を提供する分野である。

自然の諸|階層にわたる実態的解明を起点として、階層聞の連関に関わるシステム概念やシ

ステム理論の深化・展開をはかるとともに、一般システム理論の立場から、自然システム

のみならず、人工システムや社会システムを一つの視野におさめた方法論の体系的係率を

83 



めざしている。

(2)情報システム学大講座

現代科学技術の基幹をなす情報処理の基礎理論から応用までを発展させる分野である C

情報処理システムそのものを対象として、各種の情報処理法、データベースの構成法など

についての研究と教育を担当するとともに、他の大講座と協力して、各複合システムのモ

デルの構築、そのシミュレーションと評価、制御などの理論的考察と展開をめざしている C

(3)自然体系学大講座

物質、エネルギー、生命、地球などの自然システムを個今に分析し、それらを体系化し

て全体像を把握する分野である。すなわち、自然界に存在する多種多様なシステムについ

て、個別科学に立ちながら、その枠をこえてシステムとしての挙動の解明をめざしている。

(4)複合系計画学大講座

現代社会が抱える複合的諸問題に対して、自然と人間および科学技術の新しい接点の在

り方に基礎的指針を与え、その策定を計画する分野である。すなわち、地球および生態系

をふくむそのサブシステムの挙動を、環境・資源・エネルギーといった切り口で人間の側

からとらえ直すとともに、科学技術自体の構造と特性の体系化を通して、これらの複合的

システムの制御計画の展開をめざしている。

教官の構成

現在の本系の構成教官は専任の教授16、助教授lう、助手13、合計44名および、兼坦教授2、

客員教授し兼坦助教授2、客員助教授1名である。

専任教官の専門分野は、方法論的側面をカバーする数理科学、情報科学、システム科学など

の諸分野や、研究対象に即した物質・エネルギー科学、生命・生態科学、地球・宇宙科学、さ

らには、人間と地域・環境の関係を追及する人文地理学に及んでおり、全員が同じディシプリ

ンのもとに設けられている後期課程、広域科学科を担当しており、この教官構成は学科・系の

目指す教育にふさわしい陣符となっているτ

自己評価

(1)教育

本系は後期課程広域科学科の卒業生の大部分を受け入れるとともに、他学科・他大学の卒業

生に加え、社会人特別選抜による一般社会人も受け入れ、特色ある教育システムを十二分に活

用し、(1)新しいパースペクテイプや研究方法を開拓したり、新しい学問体系や新たな学問領域

を構築指導できる研究者、高等教育者、研究管理者の人材、 (2)複合的問題に対して現実的対応

能力を備えた新しいタイプの研究開発者、実務的専門家、 (3)幅広い視野のもとに、 l司の内外の

行政機関、シンクタン夕、一般企業等における計画・企画・調整部門、科学技術情報産業など

で活躍できる人材、の養成を目標としてきた。

大学院重点化により、 199う年度入学から、修士課程の定員は12からおへ、博士課程の定員は

8からlうへとほぼ倍増し、現在、約110名の大学院学生が学んでいる。ここ数年の修士・博士課

程の入学・修了学生数を下表に示す。年度により変動はあるが、ほぽ定員通りの学生を受け入

れている。

年度 平成6 平成7 平成8 平成9 平成10 平成11 平成12

修士入学 lう 24 27 27 26 24 回*
修了 17 13 19 28 17 27 

博士入学 8 lう 9 16 21 12 

修了 6 7 う 10 6 8本

退学 う 2 2 2 7 *は予定

修士課程修了者の大半は実社会へ巣立ち、その多くが行政機関、シンクタンク、一般企業な
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どの計画・企l副部門等で活躍しており、本系の人材養成目標が達せられているといえるc ただ、

重点化により修士課程定員が学科定員を大幅に上IIJ]るようになったため、後期課程・大学院修

士課税を通じて一貫したデイシプリンのもとで学ぶという創設以来の態勢の再検討が必要とな

っている。

博士課程では約7割が学位を取得しており、満足すべき水準にあるが、入・進学者の増えた

状態でこれを維持するためには重なる努力が求められようご

(2)研究

本系に所属する教官らの初|究活動は、毎年発行される広域科学専攻の年報Fronriereに記載さ

れている業績を見れば、その多様性とともに質量ともに優れていることが知れよう。

しかし、これだけでは系がめざした理念が実現されているとは言い難い。それは、本系の教

官全員が、前期課程教育を担っているという事実に根ざしている。構成教官が、前期課程で担

当する個別学問において優れているということは、本系の理念の一半を成り立たせる上で重要

であり、その利点は遺憾なく発揮されていると考えられるが、同時に、全員が本系固有のデイ

シプリンを体現していることが期待されているが、これは必ずしも満足とは言えない。

本系では現在、この点、を克服するため、将米構恕委員会を組織して、系の珂.念の再確認と後

期課程・大学院教育の再検討を始めている。
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駒場の教育・研究-厚生施設

施設配置図

。図書館

@アメリカ太平洋地域研究センター

(J4号館l階2階)

@情報基盤センター情報メディア教育部門

(情報教育棟)

。美術博物館
(教務課211皆)

。自然科学博物館

(1号館31務)

。パイプオルガン

(，溝堂)

f) SCS施設
。共通技術室
(16号館l階)

。低温サブセンター

(16)オ自立地ド)

⑪留学生相談室

(14号館3階)

主義奇

断'~~劫インターナショナル・オフィス

(14分館l階)

@学生相談所

(1号館3階)

@進学情報センター
(1号館2階)

@保健センター駒場支所

@キャンパス・プラザ

@柏蔭舎



1 図書館

http://lib.c.u-tokyo.ac.jp/ 

駒場キャンパスを訪れる人々が、まず、図書館として認識するのは、正門を入って右側の建

物である。この建物は、「学部図書館」の名前で親しまれているものである。

学部図書館の建物は、旧制第一高等学校当時の図書館に隣接して1964年からの年にかけて建

設された。延べ8，089m'、そのうち、約1，800m'は教務課事務室、美術博物館、視聴覚ホール等

の他の用途に使用されている。閲覧席は9270収蔵書籍は約36万冊であり、約12万冊が開架書

架に配列され、残りは書庫に所蔵されている。蔵書中には、旧制第一高等学校、旧制東京高等

学校の蔵書、いくつかの特殊コレクシヨンといった貴重なものも多い。

学部図書館は、主として教養学部前期課程に所属する学生の学習用図書館としての機能を担

うものであるから、図書委員会の選定によるほか、教官の推薦や学生の希望等により積榎的に

学習用図書を収集している。また、学生の図書館利用の便宜のため、通常の勤務日・勤務時間

帯以外にも閲覧業務を順次拡大してきている。具体的には、平日9時から21時まで、土・日も12

時から18時まで開館しており、休業期間中も、若干の館内整備目、年末年始等を除き、平日9時

から17時までの開館を行っている。さらに、 2000年4月からは、学生の要望を採り入れ、土・

日の開館時間帯を9時から17時に変更することにした。 1998年度は、開館日数298目、のべ開館

時間2，820時間(うち時間外う60時間、土・日曜480時間)で、入館者のべ総数はうラ8，63う人、館

外貸出冊数は68，437冊にのぼった。

また、ニューメディアの導入・利用促進も進めている。所蔵視聴覚資料の館内視聴を可能と

するための機器を導入し、いくつかのデータベースをCD-ROMとして導入した。また、学内の

学術情報ネットワーク (UT-net)に接続した館内ネットの増設、 UT-netを利用したオンライン

目録検索 (OPAC)端末・教育用計算端末を設置し、これらを用いうる座席数も順次増加させ

ている。

しかしながら、実は、この建物は教養学部図書館本館にすぎない。駒場キャンパス内には、

このほかにも、 8号館図書室 (8号館2階および2号館う階)、自然科図書室(16号館2階)、アメリ

カ太平洋研究センタ一、さらには学部内20数カ所に及ぶ各専攻等の図書室があり、 1998年度末

の総計で蔵書1，003，う10冊、所蔵雑誌4，469種、視聴覚資料う，021種に及ぶ広範なコレクションを

有する大図書館を形成しているのであるC

この2つの特色、すなわち、所蔵場所が多所にわたっていること、および、コレクションが広

範であることは、いずれも駒場キャンパスの特色の反映である。

まず、コレクションの広範さから説明しよう c

教養学部図書館の蔵書数は、東京大学附属図書館を形成する図書館(室)の中でも、総合図

書館に次いで2位となっており、中規模の総合大学全体に比肩する。このことは、教養学部図書

館の利用者が、主たるものだけでも、教養学部前期課程に所属する学生、同後期課程に所属す

る学生、大学院総合文化研究科に所属する学生(以上、総計10，000人あまり)、同研究科に所属

する教官、さらには職員に及んでいることの反映である。

前期課程学生のためには、それぞれの学問の基礎となる書物、学生向けの解説類、一般教養

書が幅広く取りそろえられていることが必要である。前期課程に所属する学生の教育は、教養

学部が東京大学全体に対して責任を負うものであり、また、本郷キャンパスの諸学部にとって

も、専門教育の基礎として重要な意味を持っているのだから、当然である。専門的な研究に従

事する教官のためには、各分野の研究書が所蔵されていなければならず、世界の研究動向を刻々

と伝える多くの雑誌類も重要となる。そして、前期課程学生は、文科一類から理科三類までさ

まざまな種類にわたり、教官の専門領域は、文科系から理科系まで、古典研究から先端研究ま

で多様である。
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V 駒場町教育研究原作擁立

|幅広いジャンルの書籍を、|幅広いレベルで収集することは、教養学部図書館の使命なのである。

次に、所蔵場所が多所にわたっていることを説明しよう。

このことも、駒場キャンパスに集う学生 ・教職員の図書館に対する需要が多岐にわたってい

ることの反映だともいえる。すなわち、前期課程学生のための教育用図書、後期J課程学生 ・大

学院学生のための教育・研究用図書、教官のための研究用図書は、 それぞれに利用しやすいか

たちで所蔵される必要があり、まず、本館を前期課程学生用図書の所蔵に当て、 8号館図書室に

文科系の後期訪Il程学生及び大学院学生のための図書を、自然然、不科|図書室に王恐迎tl型rr科系の後期課程学生

及び

仕組みには、それなりの合理性がある。そして、その中で、教養学部図書館本館は、駒場キャ

ンパスの総合図書館として、電算化による大学問相互貸借 OLL= lnrer-Library Loan)システム

の利用による相互貸借業務や、学内外の文献複写等の窓口として機能しているわけである。

しかしながら、分散所蔵は、駒場キャンパスで未だ十分なキャンパス整備が行われていない

ことの反映でもある。教養学部図書館本館は、教養学部図書館が所蔵する図書・雑誌のすべて

を納めるだけの十分なスペースを有しない。そこで、やむをえず分散所蔵を行っており、その

短所をいわば長所に変えるべく、各所蔵場所の特色を明らかにして、利用者に不便をかけない

ように努力してきたともいえるのである。

現在は、この短所のほうが強く意識されている。学問の進展はますます専門化を押し進める

とともに、他方で、それらを有機的に統合する新たな知の営みを要請してきている。大学院総

合文化研究科・ 教養学部の理念は、 このような総合化にある。そうであるならば、教官にとっ

ても、細かく分類された自らの専門領域の書籍だけが、自らの手に届くところにあるというの

では足りない。隣接領域、さらにはまったく別種と思われている領域の学問業績に触れ、相互

に知的刺激を与え、総合化を目指す;場を提供することが、教養学部図書館の使命となってくる。

新たなかたちでの教養学部図書館の統合が目指されねばならない。さらに、より現実的なこと

を述べるならは¥予算の効率的利用のためにも統合は不可避である。教育用図書と研究用図書

とは裁然と区別されるものではないし、歴史学の図書でもあり、社会学の図書でもあるといっ

たものは、数知れない。分散所蔵を行うかぎり、これらの図書は複数箇所で購入され、所蔵さ

れることになるが、限られた予算の使用方法としてこれは適切で、あるとはいえない。

そして、教養学部図書館全体の問題として、学生用の座席数が不足し、また、さまざまなニ

ューメディアを適切に所蔵・運用できる場所づくりが十分に達成されているとはいえない。 卜

分な面積と近代化された設備を有する図書館が求められるのである。

以七のような考え方に基づいて、いま、教養学部図書館は新たな変革期にある。本書のIの3

f(仮称)駒場図書メディアセンターJ (第l期)の実現 (24頁)で述べられているように、新た

な図書館計画は、その第l期工事が2000年度から実施される運びとなっているが、まだ行われる

べき課題は多い。改革のための努力を惜しむことはできないのである。

J ト [??iJ←

、、
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2 アメ リカ太平洋地域研究センター

http://www.cas.c.u-tokyo.ac.jp/ 

我が国におけるアメリ カ太平洋地域研究を世界的なレベルで強化・推進すること を目的とし

て2000年4月に発足する。このセンターの発足は、日本におけるアメリカ研究の発展をめざして

1967年以来活動を続けてきた大学院総合文化研究科附属アメリカ研究資料センターの改組によ

るものである。近年ますます注目を集めているアメリカ太平洋地域の政治 ・経済 ・社会 ・文化

の多領域にわたる複合的な国際関係 ・地域協力のあり方を奨文明問地域研究の視点から総合的

に把握することをめざして国際的な研究体制を組織するほか、その研究の成果が大学院総合文

化研究科ならびに教養学部の前期・ 後期の教育にも刺激を与え続けることが期待されている。

運営も聞かれた組織づくりをめざしており、大学院総合文化研究科、同法学政治学研究科、同

人文社会研究科、同経済学研究科、同教育学研究科、社会科学研究所、社会情報研究所から選

出された委員からなる全学的な運営委員会が運営にあたる。

新たな組織は大きく分けると研究部門と情報基盤部門の2部門からなる。

まず研究部門は、北アメリカ地域研究と太平洋地域研究を専門とする2分野に分かれる。前者

においては米国 ・アジア太平洋関係の展開と米国における国民意識生成の歴史に、また後者に

おいてはアジア、オセアニアを含めた太平洋地域における安全保障や文化接触融合の問題に研

究の重点が置かれる。両分野とも大学院総合文化研究科に所属するセンターの専任教官が研究

を分担する。アメ リカやオーストラリアなどの諸外国から客員教授を招いて共同研究を行うほ

か、内外の研究者を招いての講演会および研究会も定期的に開催していく 。とくに日米関係、

アジア太平洋への関心が高まるなか、この地域の構造変動を政治、経済、歴史、文化の各分野

から専門的に分析する大型研究プロジェク ト「アジア太平洋地域の構造変動における米国の位

置と役割に関する総合的研究」を文部省科学研究費補助金を得て1998年度から運営している。

この大型研究プロジェク トには学内外からう0名を越す研究者が参加しており、 2000年度には海

外からの研究者を招いての国際シンポジウムを計画している。

また、センターは、アメリカ太平洋地域研究の成果を一般に広く還元することにも長い間力

を注いできた。その活動への社会の関心も高い。一例として挙げれば、毎年秋に開かれるセン

タ一公開シンポジウムには例年数百名を越える一般来聴者がある。過去5年間におけるシンポジ

ウムのテーマは、「戦後50年と日米関係J (1995)、「日米安保の「再定義JJ (1995)、「多文化主

義とアメリカのアイデンティテイ J (1997)、「グローバリゼーショ ンとアメ リカ文化J (1998)、

「パシフィック ・デイアスポラJ (1999)であった。

出版活動としては、 1978年以来刊行していた 『アメリカ研究資料センタ一年報』に代わって、

96年より学外にも|清かれた研究成果報告年報 『東京大学アメリカン ・スタデイーズ』の刊行を

開始した。98年からは新たにニューズ ・レターを発行し、アメ リカ研究文献情報データベース

を構築して学術情報センターへの登録を進めたほか、アメリカ研究叢書の発行も始めた。五十

嵐武士若 『日米関係と東アジ‘アJ (1999)と油井大三郎 ・遠藤泰生編『多文化主義のアメ リカ』

(1999)の2111tを既に東京大学出版会から刊行している。

情報基盤部門を受け持つセンター図書室は、アメリカ研究資料センターの従来からの活動を

引き継ぎつつ、 2000年4月現在、主に米国に関する約う万9千IITtの書籍、 520タイトルの逐次刊行

物、 667タイ トルのビデオ、 テープ、CD-ROMなどの視聴党資料を所蔵する。また、政治、経

済、歴史等、多様な部門の大型コレクションを含む350タイトルを越すマイク ロ一次資料を所蔵

し、 学内外の学生 ・研究者に公開している。故高木八尺博士の蔵書ならびに各種文書を含む「高

木文庫」、故龍口直太郎博士の蔵書のうち大正昭和初期の英文学翻訳書を多く集めた「龍口直太

郎文庫」など、各種の寄贈図書文献もセンターの貴重なコ レクションとなっている。改組にと

もない、従来からの米国に関する資料文献ばかりでなく、アジア太平洋、オセアニア地域に関
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する資*'1.文献の収集にもセンターは力を注ぎ始めており、とくにカナダ、オーストラリア等の

国々に関する研究図書の収集を急いでいる。

国立大学唯一のアメリカ太平洋地域研究の拠点としてアメリカ太平洋地域研究センターの活

動は内外から大いに注目されている。センターの活動の詳細はホームページでも積極的に公開

している O
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3 情報基盤センター情報メディア教育部門

http://www.ecc.u-tokyo.ac.jp/ 

駒場に在籍する学生および教職員の利用に供される教育用計算機システムの運用・管理を行

っているのが情報基盤センター情報メディア教育部門である。駒場キャンパスでは、教育用計

算機システムの端末は、北棟/南棟と呼ばれる2棟の情報教育棟と教養学部図書館に合計約9う0台

配置されている O 駒場キャンパスの教育用計算機システムの利用者は、前期課程・後期課程・

大学院の学生と教職員であり、約I万人に及ぶc

情報基盤センターは本郷浅野地区に本部を置き、東京大学全体の教育用計算機システムを運

用・管理する組織である。その前身の一つである教育用計算機センター駒場支所は、教養学部

における情報処理教育のために情報教育北棟が新営された1987年4月に、北棟に設置された計算

機設備の管理のために発足した。 1994年10月には、北棟システムとは別に、端末数700台規模

のネットワーク・ベースのシステムが教養学部によって導入され、そのシステムを設置するた

めに情報教育南棟が新営された。さらに19何年3月の教育用計算機センターのシステム更新を機

に、 2つの情報教育棟システムを光ケーブルによって結合することで、両棟のいずれの端末でも

全く同一の計算機環境が利用できるようになった。 19何年10月には教養学部が管理していた南

棟のシステムが教育用計算機センターに管理換えきれ、教育用計算機システムの管理が教育用

計算機センターに一元化された。 1999年4月には、教育用計算機システムが更新され、本郷と駒

場のシステムが一体化された。同時に、教育用計算機センターと大型計算機センターを統合・

発展させた組織として情報基数センターが発足し、教育用計算機センターは情報基盤センター

の情報メディア教育部門となり、現在に至っている。

教育用計算機システムは、 NC端末、 UNIX端末サーバ、 Windows NTサーバ、ファイルサー

バ、ウェフ'サーバ、メールサーバ、ニュースサーバ、アプリケーションサーバ、入出力サーバ

などから構成されている O これらのサーバ群はネットワークにより相互に結合されている。そ

のネットワークはファイアーウオールを通してUTnedこ結合されており、本郷を初めとする東

京大学の他のキャンパス、更にはインターネットにより世界と結ぼれている C

利用者は、情報教育棟のNC端末からログインして、 W市'wブラウザとメールサーバを利用す

ることができ、更にUNIXサーバゃWindowsNTサーバにログインすることで、 UNIXやWindows

NTなどの機能を利用することもできる。サーバ群は24時間稼働しており、ファイアーウオール

を経由してインターネットからアクセスすることもできるようになっている O また、入出力サ

ーバを使うことで、フロッピーディスクやスーパーフロッピーディスク、 MOなどのメディア

に対する読み書きができる 3

2つの情報教育棟には大演習室4室と中演習室3室がある O このうち大演習室には教師用NC端

末の画面やオーバーヘッドカメラ、ビデオデッキの映像を学生卓上のモニタに放映する機能が

あり、多人数の教育も効果的に行えるようになっている。また、課題レポートの作成などのた

めに、授業のない時間帯は原則的に演習室を自習用に開放しており、自習専用の自習室も設け

られている C

教養学部前期課程では、 1993年度の新カリキュラムから「情報処理」を必修科目とした。情

報基盤センターが管理運用するシステムは、この情報処理を初めとして、前期課程、後期課程、

さらには大学院を含むさまざまな教育に利用されている。入門教育では、機器操作や基本的な

ソフトウェアの習熟とともに、ネットワークを初めとする情報化社会への接し方やマナーを身

につけることにも力点が置かれる O さらに進んだ教育には、プログラミング、グラフィックス、

統計分析、数式処理、文書処理、シミュレーションなどがあり、文系理系を問わず多様な演習

が実施されてし、る O 電子メール、ネットニュース、羽晴'wなどの利用度も高く、このシステム

が果たすキャンパス全体の情報インフラストラクチャとしての役割は大きい。
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情報基幣センターの駒場キャンパスにおける構成員は、教官(1-3名)と技官(3-4名)であ

るが、教養学部の情報教育棟関連職員4名(内3名は非常勤職員)と共同して業務を遂行してい

る。運営全般については、情報基撚センターが教養学音1¥の計算機委員会と連携して行っている。

立派な d情報インフラストラクチャと教育システムがあっても、それを生かせるかどうかは利

用者にかかっている。利用者のなかには、システムの管理者権限を不正に取得しようとしたり、

他人のパスワードを盗み出してアカウ ントを不正に使用するものがいる。また、ホームページ

で営利行為をしたり、著作権を侵害したりするものもいる。無知や心の緩みからこのような過

ちを犯し、将来を失うものがいるのは残念なことである。これから大学の情報インフラストラ

クチャを利用しようとするものには、そのような過ちに陥っていないか、常に自問するよう望

みたい。

j:7 階

/ 大演習室 階十

/大演習室 戸プ 階 大演習室1

自習室
1階

情報教育南棟 情報教育北棟

図1:情報教育棟の各階平面図
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4 美術博物館

美術博物館は、教養学部の教育施設のひとつであるが、近年、ユニークな美術館としての評

価が高まるとともに外部からの参観者の数もふえ、 地域社会に開かれた施設としての役割も果

たしている。

美術博物館は、教養学部初代学部長矢内原忠雄教授の発案によるもので、 1951年に設立準備

委員会が発足した。当時は大学の設備も整わず、予算も乏しく 、ほとんどゼロからの出発であ

ったが、東洋陶磁史の研究で知られる三上次男教授の多大の尽力もあって収蔵品が少しずつふ

えていった。また、美術博物館は当初常設の展示室がなかったため、定期的な展覧会と講演会

の開催にも力をいれた。1951年秋の「西洋 ・東洋絵画展」は大学内外の協力によって大きな成

功をおさめた。1962年には念願の展示室が第2本館に設けられ、そのあと、 1971年には現在の

旧図書館2階(教務課の上)に移転した。ただし収蔵室および作業室としては3号館の一部を使

用している 。 なお、 収蔵品の 目 録 『東京大学教養学部美術博物館資料集 1 ~ が 1 9 85年に刊行され

た。これには金工、陶器、貨幣など東洋美術考古学関係の収蔵品が紹介されている。

収蔵品の基盤となるのは東洋美術考古学関係であるが、さらに旧第一高等学校所蔵の近代日

本絵画、アメ リカ大陸の古代造物 (遺跡の拓本を含む)、梅原龍三郎寄贈のコプト織り、ダ・ヴ

インチのアトランテイコ手稿の複製をはじめとするイタリア ・ルネサンス期の手稿の複製、リ

トグラフ若干など多岐にわたっている。なお、展示室正面に置かれたマルセル ・デュシャンの

「大ガラスJ (写真)は、デュシャン未亡人の好意によりデュシャンの遺稿をもとに教養学部で

制作された作品で、 1980年に美術博物館に寄贈され、大学内外の参観者の注目を集めており、

海外の美術館からも しばしば貸与の要請がきている。1991年には片岡球子園伯から「富士」の

絵が寄贈された。

現在、遡のうち水 ・木 ・金曜の3日間展示室を公開しており、平常展示のほか、年にl、2回は

特別展を行っている。 1991年の特別展「テクス トとイメ ージ、展」では、教養学部の教官有志か

らも秘蔵の絵画や稀高見書を貸与していただき充実した内容となった。また年に4回、ひろく 芸術

一般をテーマとして外部から専門家を招いて講演会を開催している。また近年、 美術博物館が

中心になって文部省科学研究補助金の交付を受けて、展示空間の表象文化論的研究を推進して

いる。美術博物館が抱える最大の問題は、予算の{II'びが限られているため、アルバイト費の圧

迫で、新資料Jll~入が不可能となっていることである 。

しかし、教養学部付属総合図書館の移転に伴い、本館I1滑に設けられている教務謀すべてが同

図書館に移動することになったため、本館すべてが美術博物館として改装される見通しとなっ

た。詳細は硲定していないが、現在の卜 2階を区切る床と天井ははずし、本館本来の構造を活

かして、丈の高い美術品等の陳列も可能にし、ゆとりのある展示空間をつくるとともに、本館

内にZ事務室 ・会議室 ・収蔵室をセットで配置し、これらの改装に伴い、空調をはじめ、 美術館

として不備な点は全面的に整備されることが望まれる。

美術博物館特別展 (1996年以前は省略)

1997年

う月21日-7月4E1 rプラステイネーションの拓く世界」

2000i]三

3月8日-5月26日 「庭園選遥J (予定)
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美術博物館講演会(1996年以前は省111告)

1997年

なし

1998年

6月19日 後藤八郎、三浦篤

「よみがえった公使の肖像一山本芳翠「鮫島尚信像」の修復をめぐって

一」

12月4日 林俊雄 「スキタイ美術の特徴」

1999年

7月9日 観世栄夫 「観世栄夫能面を語る」

10月25日 副島弘道 「一体の仏像から 資料として、美術として一」

2000年

3月10日 横山 正 「庭園の研究をめぐってJ (予定)
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5 自然科学博物館

自然科学博物館は、 l号館|時計台3階に約85m'の展示室を有しており、資料価値の高い収蔵品

を所蔵しているものの、専従の職員がいないために、常H寺の展示が出来ない状態にある。また

専用の収蔵庫も無く、購入収集した資料を、各教室に分散収蔵している状況である。しかしこ

の博物館の運営にあたっている運営委員会のメンバーはけっして現状を悲観していない。博物

館とは建物や収蔵品のことではなく、ひとつの運動であると認識しているからである。もちろ

ん設備や収蔵品が充実するに越 したことはないが、それよりもまず、 同物館は運動でなければ

ならない。必要とあれば生の資料はいたるところにあり、またあちこちの博物館に収蔵品があ

る。私たちがそれを組織すれば、すなわちそれが博物館なのである。

こうした観点から自然科学博物館ではさまざまな講演会や見学会を計画し、またi穿年、短期

間ながら臨時のアルバイト職員を導入してユニークな展覧会を開催してきた。これらは学生の

教育と啓蒙を第一義とするが、 またいっぽう 、学内広報やビラなどで教職員に呼び掛け、さら

に情報誌や新聞によ って学外の人々にも広く 呼び掛けた。こうした博物館活動は、大学の社会

への窓と しても機能するからである。事実、駒場祭にあわせて約10日間開催される特別展示や、

毎年約2回開催される講演会は、いつも学生や教職員以外にたくさんの一般の参加者で賑わう。

なかには常連のひともいるほどである。

1号館時計台
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オルガン誘習会

オルガン演奏会

V 駒場町教育 研究 昭生施設

6 ノtイプオルガン

http://platon.c.u-tokyo.ac.jp/ 

駒場キャンパスの900番教室にはパイプオルガンが設置されている。学内にこのよ うな設備を

持っているのは国立の総合大学としては殆ど例外と言ってよく、美術博物館などと共に、理系

文系等の専門の枠を越えた基本的な人間教育を志向する本研究科・ 学部の理念を象徴するもの

と言えよう。毎年41f!1程度の学部主催の演奏会が開催されているが、これは無料で、すべての人々

に公開されており、教職員、学生、近隣の住民等、様々な人達の出会いの場となっている。

このシューケ社製のオルガンは、本学Osで株式会社森ビル社長であった故森泰吉郎氏及び同

社専務森稔氏によって1976年に寄贈され、それ以来「森オルガン」の愛称で親しまれて来た。

上下2段の手鍵撚と足鍵盤を持ち、ストップは12個である。これにトレムラント装置と3個のカ

ブラーが備えられていて、上段と下段、上段と足鍵、下段と足鍵の組合せにより、音色配合と

強弱法の豊かな可能性が生み出される。小型ながら切れの良い、強くて冴えた音を持ち、 オル

ガン好きの常連遠から「小さいながら力持ち」という評を得てき た。900番教室は石造りの教会

や音楽専用のホールと違い殆ど残響がないので、オルガニス トには演奏の際に大変な緊張が要

求されるそうである。これは900番教室の欠点ではあるが、ここで行われる淡奏と鑑賞の質を高

く維持するのに一つの役割を果たしているとも言えよう。

設置後のこけら落しの演奏会 (第0回演奏会)が1977年5月7日に行われて以来、演奏会も87

回と数を重ねたが、その聞に登場したオルガニス トはアルノ ・シェーンシュテット、ヴエルナ

ー・ヤーコ ブ、ハネス ・ケス トナー、 ジグモン ド・サットマリ一、リ オネル・ロ ッグ、マリ ー

=クレール ・アランなど世界的に有名なヨーロッパの演奏家から我が国の老大家・ 新進気鋭の

若手の諸氏にいたるまで、頗るその1隔が広い。オルガンのみの演奏会のほかに、歌手や他の楽器

との協奏、レクチャーコンサートなどが行われることも多い。学部主催の演奏会の他にも、例

えは駒場で開かれる様キな学会の折りなどに、特定の聴衆を対象にした特別演奏会が催される

こともある。また、昨年度より、年[-21mの頻度で試験的にオルガン講習会を開催している。

演奏会等の企画と実行、及びオルガンの保全など一切の仕事は、関係の事務職員の理解と積極

的協力のもとに、文化施設運営委員会の下に設置されているオルガン委員会が担当 している。

運営に要する費用は基本的には国庫負担であるが、公費で賄い切れない部分には教養学部オル

ガン運営募金を用いている。募金に応じていただいている学内外の皆様に感謝したい。なお演

奏会等の予定は教養学部報、学内広報のほか、インターネッ トの教養学部ホームページやオル

ガン委員会のホームページで知ることができる。
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7 SCS施設

SCSとは、「スペース ・コラボレーション ・システムJ (Space Collaborarion Sysrem)の略称で

あり、衛星通信大学問ネッ トワークがその内実である。SCS委員会は駒場地区におけるSCS事業

の円滑な運営を図るべく、評議員l名、学部長補佐2名、各専攻、系よりそれぞれ1名から成る委

員で組織された委員会で、大学院総合文化研究科教養学部からl名が全学的組織であるSCS事業

運営委員会に出席することにより 、全学との連携、協力態勢を組むことになっている。本委員

会は1996年8月9日、第l回の会議と同時に発足した。

SCS事業は、遠隔地の大学、大学院、高専、研究所等の間で同時双方向の動画、音声の送受

信を通じて、相互授業、合同授業、あるいは合同の研究会を実施し、メディア技術の発展に伴

った新たな高等教育 ・研究を推進し、動画を含む映像、 音声、文字情報等の多様なメディアを

活用した高度情報化社会に相応しい教育および研究活動の方法、内容についての研究を推進す

る目的で組織されたものである。この事業は、文部省の下で、大学共同利用機関である放送教

育開発センターが中心となって、1996年10月よ り開業した。

具体的には、千葉の幕張にある放送教育開発センターに設置されたHUB局(貌局) と全国各

地の国立大学及び国立研究所等、 約50箇所に設けられたYSAT局 (YerySmall Aperture Terminal 

子局)とを通信衛星を介してネッ トワークで結ぶというものである。東京大学では、本郷地区

(工学部)、 弥生地区 (農学部)、および駒場地区 (教養学部)の3地区にYSAT局が設置されてい

る。教養学部では現在言語情報科学専攻の教育 ・研究と前期外国語教育のためのLL教室が集中

している10号館の屋上に衛星との通信用のパラボラアンテナ (写真)が設置され、屋内装置は、

|司館31¥皆のL301号室に収納されている。

利用方法であるが、利用希望者は、総務課研究交流掛に用意されている rSCS利用申込書」に

必要事項を記入して申し込む。本委員会は、この総務課研究交流掛と10号館管理委員会と常に

密接な連携を保ちながら機能している。

過去3年間の利用状況は、 1997年度22件 (60時間)、98年度27件 (92時間)、99年度は2000年

l月現在で34件(119時間)と、)IJ質調な伸びを示している。図形科学の授業や生命科学の会議な

どに特に目立って利用されているが、今後も他の授業、会議、学会等、多方面での活用が期待

される。また、 1999年度には、 l号館163番教室が、情報基盤センターのATMネットワークと接

続され、そこからもSCSの利用が可能になった。2000年度には本格的な実用が開始されること

になっている。

当面の課題としては場所の問題がある。L301号室は元来、言語情報科学専攻および各外国語

部会の会議室として、また小規模な講演会等に使用されてきたが、ここがSCSによる授業や研

究会にも利用される ことになり、使用頻度が一段と高まってきている。本来の使用目的とSCS

のための使用希望とが重複し、 SCSでの利用ができない事態も起こっている。通常の授業用の

教室にSCS設備が設置された工学部や農学部でも同じ悩みを抱えており、 SCS専用の部屋の新増

築が切望されると ころである。

SCS事業はEeEに始まっているデジタル通信、マルチメディアの普及による、従来にはなかっ

た新しい教育 ・研究を現場で休験し、その試行錯誤の中から、次世代の教育 ・研究環境の構築

に大きく 貢献するものとして各方面から多大な期待が寄せられている。その運営に直接関わる

本委員会の責務と意義は極めて大きいものと言える。
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V 駒場の教育ー研究・叩 '1;.1地 I~t

8 共通技術室

大学院総合文化研究科・教養学部には教官、事務官の他に技術官・技術職員(以下「技術1IJ

と記す)と呼ばれる職員が勤務している。技術官は従米から駒場における教育・研究活動に不

可欠な役割を果たしてきた。教務課と総務課に別れて所属していた技術官を1996年7月l日より

技術官の組織として、理系評議員を室長とする「共通技術室」を発足させ統合した。この組織

化は技術官同士がネットワークを組んで、21世紀の教育・研究活動に対応できるようにするため

のものであった。そして発足から4年近くが経った現在、共通技術室も整備されその役割も次第

に明確になりつつある。また1999年4月には、美術博物館の担当掛員が「技術専門職員」として

新たに加わり、理系のみならず文系の研究・教育に直後携わっている専門職員も参加する組織

として、さらなる充実を日指している。共通技術室として、これまでに前期課程における実験

実河カリキュラムの大幅改訂、寒剤供給の急増、 SCS(Space CollぬorationSysteml事業、「知l

の開欣」業務、さらには大学院重点化による大学院学生の増加などに対応してきた。今後も、

技術官の業務量は増加の一途をたどると忠われる。

技術官の具体的な業務は主なものを列記すると、

1.前期及び後期課程における実験補助

2.視聴覚教材・機器の維持管理、 SCSの運用

3.美術博物館の実務的な運営、年I回研究レポートとしての『美術博物館ニュース』の発行

4.液体ヘリウム等低温寒剤の供給と施設の維持管理、装置開発

う.放射性同位元素 (R[)使用施設の安全管理と維持管理

6.実験機器や部品の機械工作、機器の維持管理と安全教育

7.高圧ガスボンベ・実験廃薬物・危険物の安全管理

と多11皮にわたる。現在、共通技術室が設立されて、技術行キ11互の緊密な協力関係によって様今

な点で、今までにはない成果が挙げられつつある。例えば、技術発表会の開催、事務職員のため

のパソコン講習、メールサーバの維持やセキュリティー管理、 RI安全管理講習とビデオ撮り、 SCS

業務の維持管理など技術ni"J士が協力しあってこれらの業務に対処している。これまで共通技
術室に国有の予算やスペースが配分され、事務機器等の整備も行われた。しかし共通技術室に

も課題がないわけでなし、。むしろ多くの課題が残っているといえる。中でも切実なのは技術官

定員の絶対的な不足である O 駒場には約9000名の学生や大学院学生、 300名以上の教官が、在

籍しているが、その教育・研究活動を支える技術官はわずか9名に過ぎないのである。大学院総

合文化研究科・教養学部において高度な教育・研究環境をなお一層向上させるためには、教育

・研究にかかる優れた技術と知識を持つ支援職員=技術官の人材確保が不可欠で、あると考えら

れる。
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9 低温サブセンター

1965年の創設以来、本施設は液体窒素と液体ヘリウムの霊長期lを大学院及び教養学部の教育 ・

研究用に供給している。1995年4月には、寒剤供給施設は完全に更新され、最新のヘリウム液化

機 (TCF-20リンデ社製)が導入された。

本施設は大学院広域科学専攻内に存在する全研究室の3分の2に相当する約60研究室に液体窒

素を供給している。また、液体ヘリウムは各研究室の様々な極低温実験装置と、高分解能を持

つNMRやSQUIDのような最新の実験設備に供給している。

本施設ではヘリウム液化機が設置されて以来、 24時間l年中液体ヘリウム、液体窒素を供給し

ており、 1999年度の液体窒素供給量は240，000'17.(図1)を越え、液体ヘリウム供給量は66，000

リットル (図2) を超える量があった。
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V 駒場町教育研究厚生施設

10 留学生相談室・駒場インターナショナルオフィス

大学院総合文化研究科・教養学部は東京大学の中で、工学部に次いで、2番目に多くの外国人留学

生を擁している。1999年11月現在で、学部ffrj期課程に87名、後期諜程に31名(その内、短期交換

留学生 (AlKOM)は27名)、学部研究生う名が在籍している。また大学院総合文化研究科には270

名が在籍する。内訳は修士課程49名、博士諜程131名、 研究生90名である。大学院数理科学研

究科には20名が在籍し、修士課程6名、博士謀程 1 2名、 i~1 究生2名がその内訳である 。 出身国 ・
地域の中で特に多いのは中国と韓国で、留学生全体の約6割を占める。

こうした現状に対応するために、教養学部では1987年7月に留学生相談室が設置され、 1996

年4月には、駒場イ ンターナショナル ・オフィスが開設された。同オフィスでは留学生関係の事

務手続きをはじめ、宿舎、奨学金、留学生に関する諸行事、入国管理関係などの紹介や助言を

|聞広く行なっている。2000年3月現在、留学生担当講師5名と事務職員I名が留学生の勉学 ・厚

生上の問題の解決、 実務に携わっている。

現在、 学部l、2年生のほぼ半数は 日本政府の国費留学生で、東京外国語大学または大阪外国

語大学付属日本語学校で一年間日本語や基礎科目の予備教育を受けた後、文部省の推薦を経て

本学で選考され入学した者である。その他にシンガポール、マレーシアからの外国政府派遣留

学生と私費留学生がおり、日本語能力試験と留学生統一の学力試験の成績を参考に、本学の留

学生特別選考試験を経て入学が許可されている。大学院では4月と 10月に主として書類選考によ

る外国人研究生の受け入れを行なっている。学部、大学院ともに留学生は定員外の扱いで受け

入れられているが、入学後の教務上の扱いは日本人と全く同じである。

学部留学生は入学後二年間、大学院外国人研究生は原則と して一年間チューターによる学習

指導を受けることができ、とくに大学院ではチューターを引き受けた学生が熱心に指導に当た

る例が多く、留学生が本学の研究環境に順応するにあたって多大な貢献をなしている。また学

部の理科系の学生にはJlll数科のネili習が留学生担当講師により開講されており、着実な効果を挙

げている。

留学生相談室と駒場インターナショナル・オフィスは、そうした学習 ・研究面でのパックア

ップの中心でもある。14号館l階の同オフィス内の自習室は、留学生の自習あるいはチューター

との共同学習のために、また幅広い情報交換の場として開放されていて、関連の機材や新聞・

雑誌、参考図書等の整備も積極的にすすめ られている。また留学生相談室では、 1994年度後期

から、主として大学院外国人制究生を対象に、日本語会話・作文と日本史概説の補習授業を運

営し、各自が研究を進める上での基礎学力の充実をはかつてきた。1997年度からは、授業数を

増やすとともに、留学生の現状に即して、ねらいを日本語での議論や論文作成の訓練にしぼり、

各授業の連関を強化したプログラムが実施されている。取得単位には加算されない補習授業で

はあるものの、独自の修了基準を設け修了証の発行をはじめたことも手伝って、大きな成果を

挙げつつある。

留学生担当講師は相談室の運営をささえると同時に、大学院学生を対象に日本文化研究の演

習を実施するほか、論文の指導など留学生の学習 -研究上の相談に対応している。また留学生

聞の、さらには日本人学生との交流を積極的にすすめるために懇談会やスポーツ大会なども企

画し実施している。また、 1996年度からははじめて駒場に来た留学生のために、駒場インター

ナショナル・オフィスの協力を得て iWelcometo KomabaJ (外国人留学生のための手引き ・日

本語版、英語版)を作成し、配布をはじめた。現在は1998年度に発行された新しい版が配布さ

れている。

1998年6月には、留学生をサポートし交流をすすめるための学生によるボランテイアグループ

「国際学生会J(ASSocia[ion of Imernarional ST udems)が旗揚げし、 4、10月の新入生のための

289 



オリエンテーション、留学生のための独自の相談窓口の開設、日光・鎌倉・川越等への小旅行

や交流会の実施など、今のところ少人数ながら、活発でユニークな活動を展開しつつある c 1999 

年12月からは8号館l階のボランティア活動室を正式な活動の拠点とし、駒場地lえで長年にわた

り留学生の支援活動を続けている住民の方々との連携も阿っていて、今後、駒場キャンパスの

留学生支援体ajlJのもう一つの核となることが期待される。

留学生の個人的な問題や悩みについては、主として14号館3階の留学生相談室において随時相

談に応じている。留学生の相談の大体の傾向としては、例年、入学時期の4月と 10月にはさまざ

まな手続きに関する相談や新しい生活への不適応の悩みが新入生から多く寄せられ、学期中は

進学や修学に関するもの、学年末には在留関係や奨学金の相談が多い。

外国人留学生が安心して勉学・研究に励むためには、奨学金・宿舎の充実が不可欠な条件で

あるが、現状は依然深刻で、ある。奨学金に関しては、同費、民間ともにあ歳の年齢制限を設け

ているものが多く、平均年齢の高い駒場の大学院留学生には不利な条件となっているc 宿舎に

ついても、駒場インターナショナル・ロッジや三鷹国際学生宿舎の建設により単身の学生にと

っては状況はかなり好転したものの、夫婦や家族で滞在する留学生に対しては、白金台インタ

ーナショナル・ロッジにきわめてI;Hられた数の宿合がJH意されているにすぎず、安価な民間の

アパートを探すのも大変難しいため、!駒場での勉学を願う留学生の大きな障害となっている。

数多くの留学生が集う場であることは駒場キャンパスの誇りであるが、それがぎりぎりの生活

環境を強いられながら、なお駒場で学ぼうとする熱意を失わない多くの私費留学生によってき

さえられていることを思う時、これはきわめて憂慮すべき事態であろう O 民間のアパートを探

す際に附難な条件の一つである連帯保証人の問題については、今年度より惚学生住宅総合補償

保険の利用が可能となり、東京大学が機関として保証するための道が聞かれたc ただ通常の契

約よりいくらか煩雑なため敬遠される場合もあり、家主・不動産業者をはじめ各方面の方今の

理解と協力が求められるところである。

駒場の留学生の精神的な不安は、学部l、2年生の場合、学業成績と進学の問題が関わる例が

多いc 故初の学期は、特に日本語での授業と大学生活に適応するためのかなりのストレスがあ

り、それを来り越えることが大きな試練となっている。学部・大学院の研究生の中には大学院

の修士・博士課程に入学することを希望している学生が多く、試験準備のなかで深刻なあせり

が生じることも少なくない。また後期課程や大学院学生の中には、論文作成に伴う指導教官と

の意思の疎通に悩みをもっ者がある。儲学生相談室では、各人が抱える問題の質に応じて、学

生相談所、保健センタ一、進学情報センタ一等にも必要であれば協力を仰ぎ、連携しながら問

題を解決するケースもあるつ
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V 駒場町教育研究厚生施設

11 学生相談所

http://park.ecc.u-tokyo.ac.jp/soudanjo-komaba 

駒場キャンパスの学生相談所(l号館3階)は、1953年に本郷の学生相談所に次いで我が国で2

番目に開設され、今日に至っている。本郷学生相談所は学生部内に開設されているが、駒場学

生相談所は教養学部長直属の下に開設され、所長は学部長である。運営は学生相談所運営委員

会があたり、日l須の相談には助手l名が応じている。

来談する学生は教養学部前期課程生、後期謀程生、大学院総合文化研究科 ・数理科学研究科

大学院学生とiIJ日広いが、相談の内容も多11皮にわたる。進路に関する悩み、家族や友人等との人

間関係に関する悩み、精神健康上の悩み、経済的問題、宗教信仰問題、教官とのトラブル、法

律上の相談、各種情報の提供・案内等、実にさま ざまである。時には学生の家族からの相談を

受けることもある。これらの問題は必ずしも解決されるものばかりではない。むしろ相談員と

一緒に考える、カウンセリングをする、ということによ ってやや良い状態への移行を目指すと

いうものが多く、来談者本人が何とか良い方向へ行きたいという思いが何よりも大切であり、

その援助をするのが学生相談所の役割である。特に精神健康上の問題においては保健センター

の精神衛生科とも連携をとりあって対応している。また、進路の問題については特に進学情報

センターや教務課と、 その他の問題についても留学生相談室や学生課、さらには本郷の学生相

談所や駒場心理|臨床相談室とも連携をとりあっている。学内の機関のみでは対応できないとき

は、弁護士や消費生活センタ一等の学外機関に連絡をと って問題の解決に近づけるようサポー

トしている。

しかし近年各所でもたびたび取り上げられているように、駒場キャンパスのメンタルヘルス

の問題は深刻化している。その対策の最前線にあたるのが学生相談所であると考えられるが、

大学全体での学生相談の支援体制の強化が必要である。そこで1999年に駒場キャンパスにおい

て、学生相談所、進学情報センタ一、保健管理センタ一、留学生相談室の4つの機関により「学

生相談協議会」が組織された。従来からこれらの各機関の繋がりはあったが、これにより学生

相談ネ ットワー クが組織的にも確立されたといえる。将来的には本郷キャンパスの学生相談所、

保健管理センター、教育学制究不|心理教育相談室等と の連携も考えている。また、気軽に訪れ

やすい相談所を目指し、 1999年には学生相談所室内を改装した。1号館という古い建物内にある

ため相談所室内も老朽化していたが、内装を一新し、応援セッ トも用意することによって清潔

な明るい雰囲気になった。さらに、 1999年には学生相談所のパンフレッ トを作成し、 学生に配

布した。パンフレッ卜配布により来談者は倍増したことから相談活動のPRの重要さを再認識し

よりいっそう のPRのため、l号館l階と3階に掲示板を設置 し、また、インターネ ットのWEBペ

ージも開設した。同時に電子メールでの相談や受付も開始し、電子メ ールでの相談が来所のき

っかけとなることもあった。電子メールは全学生が気il墜に利用できる状況にあるので、今後一

つの手段として大変有効である。

1999年に学生に行ったアンケートによれば何らかの問題が起きたとき相談所を利用したいと

考えている人は4割強であったことから、学生相談所に対する潜在的なニーズはかなり多いと考

えられる O しかし現在の相談所は相談員 (助手)1名で事務関係を含めた全ての業務をこなさな

くてはならないため、対応できる人数に限りがあった。1999年度はTA (ティーチング ・アシス

タント)2名(各週]日)を置く ことができ、 それにより 相談員の学会出席・病欠等による相談

所開室がなくな り、また女性相談員を配置すること もでき、業務状態はやや改善された。しか

し年配の相談員を求める声には対応できてお らず、また教官に対するメンタルヘルス活動はな

かなか行えていない。学生相談の充実という点でも是非とも改善したい課題である。

1999年3月には 『学生相談報告』を発行し、“駒場の学生相談機関のネットワーク"を特集した。

1999年度は様々な改善を行ったが、今尚その途中段階である。学生相談活動のさらなる充実、

および他大学の相談機関との連携もこれからの課題として視野に入れておきたし、。
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12 進学情報センター

http://park.ecc.u-tokyo.ac.jp/agc/ 

進学情報センターは前期課程の学生が各自の興味と適性をよく考え、それにふさわしい後期

課程を進学先に選択できるように、進学に関する情報を提供すること、教官と学生のコミニユ

ケーションを図ることを目的として1989年に設立された。当センターはI号館2階にあり資料室

と相談室に分かれており、進学関連の各種情報の収集と公開、進路選択のためのシンポジウム

の開催、進学情報センターニュースの刊行それに面接による個人指導などを行っている。1998

年度には新たにホームページを開設した。

活動の概況

(1)資料の収集

資料室には各学部の便覧、各学部 ・学科の時間割や講義案内、それに多くの学科が前期課程

の学生向けに発行している学科紹介のパンフレッ トなど進路選択に役立つ資料が集められてい

る。また、理系の学部 ・学科では大学院進学が一般化し、進学振分けの段階から大学院の情報

を得て進学先を考える傾向が強くなっている。1998度には新領域創成科学研究科が設置され、

学生の関心も高い。そのため、大学院各研究科の学生募集要項や各専攻の案内等も収集につと

めている。学生はこれらの資料を自由に閲覧することができる。

この他に、教務課からのデータをもとに「各科類の平均点分布表」など進学に関わる資料も

作成し掲示している。

(2)進学情報の検索システム

資料室のコンピュータ ・システムには「進学振分け志望状況に関する情報」が最近のものま

で過去数年間にわたって入力されている。その内もっとも利用されているのは第一段階、第二

段階での 「進学志望者の各学部 ・学科ごとの点数分布表」である。その他「各学科ごとの過去

数年間の最低点の変化」なども検索できるようになっている。これら進学情報に関する検索シ

ステムは当センター内での利用に限定されている。

2000年度から前期課程の学事歴が変わり、 2年生は3学期までの成績を知ってから第一段階の

進学志望変更届が出せるようになる。この変更に対応して短期間内で進学情報を準備し提供す

るには現在の老朽化したコンピュータ・システム(1990年度導入)をより利用しやすいものに

更新する必要があり、その準備を進めている。

なお、 1990年度から利用されてきた「教官情報検索システム」は、本学研究協力部のホーム

ページ「東京大学研究者紹介」が開設されたことに伴いその役割を終えたと判断し、 1999年度

で中止することとした。

(3)進路選択のためのシンポジウムの開催

進学情報センターでは毎年進路選択のためのガイダンス・シンポジウムを行っている。1998

年度は6月 4 日に「いま環境問題を考える」、 1 999年度は6月 2~4 日にわたり '2 1世紀を担う君た

ちへ」のテーマで各学部から推薦いただいた先生方を講師に迎え講演ーと討論を行った。いずれ

のシンポジウムでも興味深い質疑応答がなされ多数の学生が熱心に聴いてくれた。なお、 '21世

紀を担う君たちへ」の講演は単行本として刊行する予定で準備が進んでいる。

1990年度の第1@]から今年度の第10固までのシンポジウムはビデオに収録してあり、資料室

で閲覧できる。

(4)進学情報センターニュースの刊行

今年度は工学部にマテリアル工学科が、来年度はシステム創成学科が発足する。これら進学

に関する最新の情報や学生が知りたがっている情報をわかりやすく伝えるために1992年度から

進学情報センターニュースを年間3回発行している 。 1998年度と 99年度には第 19~24号を刊行

した。第20号からはB5判をA4判に変更し読みやすくした。学科紹介では学生達になじみの少な
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V 駒場町教育・研究・I'/.'t施設

い学科を積極的に取り上げている c また、 6月と9月発行の号にはそれぞれ進学振分け第一段階

の「進学志望集計表」と「進学内定者数・基準点・最低点表」を掲載している。

(ラ)ホームページの開設

1998年度に進学情報センターのホームページを開設した。進学に関する最新の情報を伝える

のが目的であるc後期課程各学部・学科の見学会やガイダンスのお知らせ、進学に関連した後

期課程のホームページへのリンク、進学情報センター主催のシンポジウムの案内、これまでに

刊行された進学情報センターニュースの記事などが掲載されている。また、ホームページを見

た人からのe-mailでの質問にも答えている。

(6)進学相談

高校生からの電話やe-mailによる受験相談あるいは大学院学生からの進路に関する相談も時に

はあるが、相談の多くは前期課程の学生からのものである。進学先を決めかねて相談に訪れる

学生には面白いと思った授業や興味のある学問分野を尋ね、自分が学びたいと思う専門分野を

自分で見つけるように指導している。そして、第一段階では一番進学したい学科を素直に志望

届に書くことをすすめている。他方、進学したい学科は一つだけと決めている学生も相談に訪

れる。例えば、その学科が工学部の人気学科の場合、工学部が第二段階で採用しているコア平

均点(この方式では前期課程での全取得単位数が多いほど成績が上がる)を上げるために前期

課程に3年間在籍する学生が少なくない。相談を受けた場合には、コア平均点を上げるための降

年は考え直すように指導している。平均点を無理に上げて後期課程に進学しでも図るのは学生

本人ではないだろうか。

成績不振や授業が面白くないといった相談の場合は、各人に様々な事情がある。できるだけ

時間をかけて話を聴き、これからの履修計画や勉学の方法などを一緒に考えるようにしている。

相談内容によっては学生相談所、留学生相談室などとも連絡をとり相談にのっている。

利用状況

進学情報センターが提供する情報が役立つものとして学生に評価され、進学先を考える場合、

まず進学情報センターの情報を調べることが学生の聞で定着しているように思われる。 1999年

度の資料室の利用者数を調べてみた。記録を取り始めたう月20日から12月24日までの利用者は

約4500名であった。う月から7月にかけてはl日平均約50名、最も利用者の多いのは9月の第一段

階内定者発表から第二段階進学志望変更締め切りまでの数日間で連日200名を越えた。この時期

は棺談室への相談も多く一人lう分程度と時間を制限しでも希望者全員の相談にはのれなかった

のではないかと気に掛かっている。資料室の利用者は10月になると1日30名程度になる。当セン

ターがl号館2階と教室の近くにあるため、授業の合間に気軽に立ち寄って調べて行く学生が多

く、年間を通じてよく利用されている。ホームページへのアクセス数は記録を取り始めた4月24

日から12月24日までで6000回を越えた。 e-mailによる質問にはホームページの特性からか学外

者からのものも多い。

進学相談は予約を優先しているが、飛び入りの者もいて4月から12月までで約200名である。

本人が納得できるよう十分に時間をかけて相談に応じている。

r1998年(第48回)学生生活実態調査」の結果によると「希望通り・ほぽ希望通り」に進学

が決定した学生が91.8%で1993年以来継続的に増えているとのことである。進学情報センター

では最新の進学情報を提供し、より多くの学生が各自の興味と適性にふさわしい後期課程に進

学してくれるよう今後も様今な活動を積極的に行っていきたい。
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13 保健センター 駒場支所

http://www.h.u-tokyo.ac.jp/uthealth/indexk.htm 

保健センター駒場支所の業務は、東京大学に在籍する学生・教職員の疾病防止と早期治療に

務め、健康的な大学での活動が行えるように本郷支所と協力しあって支援することにある。し

かし、疾病の構造は時代文化の影響を受けやすく、高々この20年の問に大きな変化を遂げてい

るC また疾病のみならず、健康管理に関する考え方にも大きな変化がみられる。本保健センタ

ーでは、その時々のニーズにあった健康管理と医療サービスを提供することを心がけ、より柔

軟に対応するとともに、時代の先端的考え方や技術を取りいれた健康管理と診療の実践にあた

ってきている O

最近の本学における健康管理上の問題点は、いわゆる生活習慣病の予備軍の増加と国際的な

ヒトの流動化の影響をうけて呼吸器、消化器等の感染性疾患の増加をあげることができる。こ

のように世界的にも、また東京大学という小社会においてもボーダレスの時代に突入したこと

は、必然的に健康管理業務の概念にも影響を与える結果となっている。このような点を踏まえ、

本保健センターでは生活習慣病対策の強化と、学生および教職員が所属にとらわれないかたち

で個人に対して一元的に、かつ継続的に健康管理が受けられるシステムの構築に、本郷支所と

ともに重点的に取り組んで、いる。

そのためには、健康管理および診療の電算化が不可欠となる。現在、駒場支所内に設置した

サーバーを用いて、全学の学生健康管理に使用するデータベースを構築している。また、本郷

支所には教職員健康管理の一元化のためのデータベースを構築する準備をすすめている。最終

的には本郷、駒場開を直接回線で接続してそれぞれのリゾースが相互に支障なく使用できるよ

うにシステムを構築したい。これらのシステムが運用されるようになると、所属にとらわれず、

どのセンターのどのようなサービスでも、いつでも受けられるようになる。学生の最新の健康

状況を把握することが容易になることから、情報の提供を通して健康管理や診療へ支援が円滑

になるものと期待される。

ところで、本保健センターでの業務には、健康診断とその事後措置に係わる健康管理部門お

よび診療部門の二つの部門がある。常勤職員は、健康管理部門は医師l名と保健婦2名の体制で

おこなっている。診療部門は内科が医師2名と看護婦2名、精神科は医師3名が診療にあたってい

る。そのほか、本郷支所から内科に医師2名が応援にきており、歯科も本郷支所に応援医師l名

をお願いし、さらに非常勤医師l名と2名で担当している。整形外科には非常勤講師2名、皮膚科

には非常勤講師2名に各専門外来を担当していただいている。薬剤師1名と事務官l名と若干名の

非常勤職員が業務の支援をしている。

駒場支所の健康管理部門では、新入生健康診断とともに毎年46知名の学部学生と 1300名の大

学院生および700名の教職員の一般健康診断を実施している。教職員に関してはさらに、公務員

法に定められている特別健康診断も実施し、職に関連した疾患の発見と健康管理に努めている。

学生健康診断では、毎年約う40名の有所見者がみいだされ、それらの学生を対象に精宿検査を実

施して、要医療者には東大病院等の受診を勧め(東大病!淀総合内科に保健センターの外来があ

る)、また当保健センターで食事生活指導を含めた健康管理指導を継続的に実施したりしている O

健康管理部門では、さらに健康相談や教育講演、指導教室などを逐次行うとともに、保健セン

ターホームページ上に健康診断やその他の行事に関しての情報を提供している。

診療部門内科は、毎曜日午前と午後の診療を行っており、毎年71知名の学生および教職員が

利用している。疾患としては、風邪、怪我、腹痛下痢、医療相談等が多いが、時には高度の治

療を必要とすることもあり、主に東大病院の専門外来に紹介しているご内科では、循環器、呼

吸器、消化器、腎臓、代謝の専門医による治療が行われており、どのような疾患に対しでも対

応が可能となっている。専門医の診療11程に|刻しては右の表lを参!日i。現在、受診手続き、処}j

等の電算機処理化を進めている。今後、受診のためには、学生は学生日IEの提示が必須となる。
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1 駒場内軌TI'研究厚生施設

精神村l給料では、入学後にl直面するさまざまな心の問題に対する相談のみならず、医師によ

る専門的な診療も行っている O 精神神経宇|では診療の性格上直接本人だけでなく家族・友人・

|司僚などからの相談も受け付けているc プライパシーの問題には格段の配慮を行っており、安

心した相談が可能で、あるつ精神神経科では、"寺Ilijを十分にとった診療が必要であり、そのため

に予約診療となっている C 本郷進学後もl'iJじ医師jにより継続した治療ができるように、診療は

駒場と本郷支所に所属する精神科の全氏自Iliが担当している。

整形外科診療は、週2日午前中の診療を行っているc 身体運動科学系教官のi度会助教授と東大

病院整形外科I!Ii'胤の非常勤講師の計21'1の伝日Iliが担当している。頚腕折Eや腰痛fiEなどの一般的な

疾患の他、スポーツ傷害学生の受診も多く、 l時には骨折の患者もみられる。披近、整形外科の

受診者が増加しており、診療に若干の混雑がでている。整形外科の診療体制の強化が今後の課

題になると予iJ1IJされるので、人員、設。m等の充実に努めていきたい。

歯科111在外科は保健センタ一本郷支所からのづ|地講師jと青柳非常勤講r:rliの応援を受け、週2回

の予約診療を行っている。昨年度は学部の経費で、全顎曲jのX線パノラマ写真装置を購入するこ

とができた。今まで、本郷支所にお願いしていた全顎ノfノラマ撮影が駒場でも実施できるよう

になり、時1/11的にもまた診療上にも大きな力となるものと思われる o 1時I宇，.も要望の多い診療科

の一つであるり混雑の緩和lのために診療体制をさらに整備してゆくとともに、 [I IJ';~内の衛生指

導を通して虫闘の予防面から指導を強化してゆきたL、。

アトピー性皮膚炎などの皮膚疾患の診療のため、東大病院皮膚科より専門医師2名を派遣して

いただき、.ilMll"1の診療を行っている。アトピー患者の最近の増加とあいまって、かなりの混雑

がみられている J 昨年度学生:を対象にしたアンケート調釜でも診療日の噌力"を求める回答が整

形外科とともに多くみられた。この点、サービスの提供が期待に十分沿えていないことも考え

られるが、専門外来の増設には困難も伴うので、当1Mは内科診療を充'夫して皮膚科診療を支援

する方針で臨みたしらまた、アトピーに|問主する教育講演会や集団指導を合同iして、診療面を

支援する予定ハ

表1:診療日程表

月曜日 火H提11 水曜日 木曜日 ~限 I1 1liiJ考
内科 午前 上原 安東 阪 張 安* 10:00-12:00 

午後 上原ノ藤 石川 。長 石川 安束。r{i 14:00-16:00 
i宰 川/奥IH

精神神経科 'rTiiT 佐々木 河村 [高橋] 磯J1j 磯山 10:00・12:00
午後 佐々木 河村 [貯村] 磯IH 磯川 14:00-16:00 

整形外科 午前 [秋IIIJ [i.度会] 10: 00-12 :00 

歯科 午前 引地 10:00-12:00 
口腔外科 午後 [育相IIJ 14:00-16:00 
皮!脅科 午後 [秋1IIJ 01' 14:00-16:00 

[門野]

トー記診療 II，~II\J外の急応、の場合は8: 30から 17:30まで、保健刻、看護婦が対応します。[Jはkii¥'勤講師

駒場支所では、このように健康管.Rj!と診療のl，iJj面からのサービスの提供をしているが、さら

に予防医学的なプログラムの充実をH指して各極教育講演会や健康教室、紋急処置の実iJ}{教室

なども開催している乙また、保健センターホームページを1m設して、健康や保健センターの行

事に関する情報の提供もおこなっている。詳細についてはホームページを参照こ保健センター

駒場支所では、学生、教職Hの方々の率直なご意見をいただき、健康サービスの拡充のため今

後も努力を重ねる所存です。今後ともに、ご協力をよろしくお願いいたします。
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保健センター駒場支所業務一覧

健康診断

入学時健康診断(新入生)

一般定期健康診断(学部学生、大学院生、留学生、教職員)

留学生健康診断(新規入学の留学生)

特別健康診断(教職員)

骨密度検診(教職員)

一般診療(対象:学生、教職員)

内科、精神科、整形外科、歯科、皮膚科

下記の診療日程表を参照

そのほかの健康管理業務

各種健康相談(各診療科、健康管理室)

東大病院診療(総合内科)

保健センター健康管理(学生、教職員)

教育指導

栄養指導

健康教育講演

診断書の発行

健康診断証明書の発行

研究活動

保健センター駒場支所では、健康管理や病態治療に関する疫学的研究もおこなっている。また、

東大病院や他大学医学部との共同研究にも携わっており、その成果は逐次学会および論文とし

て公表するとともに、保健センターホームページを通じて学生に健康情報として還元している。

なお、保健センターの業務および活動の詳細は、毎年発行される「健康管理概要 東京大学保

健センター」に詳しく記載するのでご参照ください。
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A.B棟の中庭

V 駒場町教育研究厚ヨ施d

14 キャンパス ・プラザ

1998年春、 駒場キャンパスの中央を横切る銀杏並木の東端、生協l!持貿音1¥の正面に、話li'if西な3階

建ての建物2t#(からなる多文化交流施設 (A'Bt:liOと、 一二郎池のほとりの多目的ホール (C棟)

が完成した。これらを総称してキャンパス ・プラザと呼んでいる。

キャンパス ・プラザは、駒場学生寮廃察後の跡地を利用した駒場キャンパス再開発計画、い

わゆるCCCL(Cenrer For Crearive Campus Life)計画の一環として構想されたもので、キャン

パスの構成員である学生 ・教職員がその場に集い、さまざまなジャンルで活発に交流するとと

もに、地域住民をはじめとする大学の外部にも閃かれた新たな文化活動の場をつくりだすこと

を目的としている。そのために施設(ハード)と組織運営(ソフト)の両面で、これまでにな

い新しい試みがなされている。以下A.B棟とC棟について、完成までのプロセスとそれぞれの

ハード面とソフト而での特色を概観し、あわせてその後の活動状況を述べておきたい。

多文化交流施設 (A'B棟)

キャンパス・プラザA棟 .B棟と11千び慣わされている2棟の建物は、それぞれ床面積約1，200m'、

3階建てで、サークルやクラスの課外活動や留学生との交流活動をはじめとするさまざまな文化

活動の拠点として建設され、 1998年6月61::1に開館した。

この建物の設言「にあたっては、その初期段階から利用者の ~Iコ心をなすと想定される学生の要

望を最大限とりいれるべく、建設委員会内に設置された「キャンパス ・プラサ、建設小委員会Jが

中心となって、 1996年6月10日の「建設計画説明会」を皮切りに、数度にわたって自治会、学

友会、学生会館委員会などの学生自治団体代表との協議を重ね、また「キャンパス ・プラザに

皆さんの声を」と題する文書や「キャンパス ・プラザ資料集」を配布して、学生への情報の伝

達と意見交換につとめた。こうした協議は必ずしも円滑に運ばなかったものの、次第に学生の

理解も深まり、 さまざまな要望が寄せられるようになって、 1997年l月には具体的なプランをほ

ぼ固めることができた。それにもとづいてさらに施設部および学生側との調整を行って、現在

の建物の最終的な設計図が仕上がったのは、 1997年の春のことであった。

建物内の構成は、 A械にはロビーと管理室、学生自治団体室のほか、会議室、音楽練習室など、

キャンパス内のさまざまなグループ ・団体が共通に利用するスペースが配置されている。とく

に3階の音楽練習室 (大中小、 計10室)には防音設備 ・空調設備が整えられ、これまでとかくキ

ャンパス内や近隣住民からの苦情の種になっていた騒音問題の解消が図られている。学生の課

外活動のなかでは音楽系サークルをはじめとする音楽練習はかなりの比重を占めており、地域

との共存をめざす観点からしても、こうした施設へのニーズは今後ますます増大すると考えら

れる。その意味でこの新しい施設は重要な第一歩として評価されるべきだが、 これで十分とい

うことではなく、これからも積極的な取り組みが必要である。

2[惜の会議室 (大中小、計7室一一うちl室は可動間仕切りによ って分割可)は、さま ざまなキ

ャンパス内のグループが文化交流活動のために所定の手続きにもとづいて使用できるようにな

っている。現状では、主としてサークルやクラスのミーティング、練習などに使われているが、

一般学生と留学生の交流という新しい試みの場としても生かされている。これは留学生相談室

などの呼びかけでつくられたボランティア・グループが運営するスペースで、学生が継続的に

留学生と交流し、相談役として彼らをサポートするとともに、たがいに文化的 ・知的刺激を受

けあうことによ って、相互理解を深めることを目的としている。「多文化交流」を趣旨とするキ

ャンパス・プラザに、こうした新しい出会いの坊が設けられたことはきわめて意義深いと言え

るだろう。今後このような活動が、ますます活発に展開されることが期待できる。
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B棟の各階にはおよそ38m2の部屋がそれぞれ8室ずつ配置されている。これらの部屋は基本的

に学生サークルの謀外活動用のスペースにあてられ、 l室を複数の団体が共同で使う形がとられ

ている。

前述のように、キャンパス ・プラザの新設にあたっては、教養学部はその設計の当初から学

生との意見交換につとめてきたが、完成後に建物を実際に運営していく方式についても、早い

時期からさまざまな議論がなされ、大学という場にふさわしい形態が模索されてきた。キャン

パス・プラザの趣旨である駒場キャンパス全構成員による多彩な文化活動 -交流の場というこ

とを考えると、日常的な施設の運営は学生の自主的活動にゆだねるとしても、管理者である学

部とのあいだの十分な意志疎通が必要と考えられた。この双方向の意見交換 ・協議の場はぜひ

とも設置すべきものであった。

そのために、教養学部は、開館後に双方のパイプ役として「キャンパス ・プラザ運営協議会」

を立ち上げることをめざし、学友会をはじめ学生自治会、学生会館委員会、北ホール委員会な

どの学生自治団体に呼びかけて、その「準備会Jを1997年秋から開くことにした。この準備会
では、運営方式を含めて、キャンパス ・プラザ立ち上げの現実的な課題を話しあうことが予定

されていた。この準備会の議事は、学部側から学生委員長、学生側からは学友会議長が司会を

担当し、駒場の構成員会体にオープンな形で進められた。議論は「管理運営規則JI運営協議会

細則」など、実際の利用にあたって必要な規則の文案から、いわゆる「建新」によって購入さ

れる備品の選定にいたるまでl幅広く、精力的につづけられた。しかし運営方式に関しては、 一

部の学生から「運営協議会jという形式自体が学生利用者の利益を損なうものだという意見が

出て議論が紛糾し、なかなか規則の制定にまではいたらなかった。そこで1998年2月からは協議

の場を「キャンパス ・プラザ(仮)学部 ・学生協議会」と改称し、運営のあり方について根本

から討議しなおすことになった。時には深夜にまでおよぶ十数回にわたる会合が聞かれ、関係

者の粘り強い努力の結果、結局、開館直前のう月に合意に達することができ、管理運営のための

諸規則も成文化された。

この学部 ・学生協議会の議論において、駒場キャンパスのあり方や運営について、学生と教

i隊員のあいだで真撃な議論が積み重ねられたことは、将来にわたって相互の信頼関係を築きあ

げていくうえで、大きな意味があったと考えられる。また開館とほぼ同時にスタートした 「多

文化交流施設運営協議会」は、学部側 ・学生側同数の委員によって、予算をはじめとする具体

的な施設の運営にかかわる重要な課題を話しあう場として機能している。開館から l年以上た

って、日常的な施設の利用は順調であり、今後も学部の管理のもと、学生との協議によって運

営されることが、追求されている。なおキャンパス ・プラザA.B棟の開館時間は、堅実な運営

をめざす学生側からの要請もあって、原則として、 12月28日からl月7日までの冬期閉館期間を

除く毎日午前9時から午後9時までとなっている。

多目的ホール (C棟)

教養学部多文化交流施設キャンパスプラザの一環として、 A.B棟とともに1998年3月に竣工

した多目的ホール (C棟)は、「駒場小劇場」として長年にわたって東京大学の演劇活動の中心

として親しまれ、幾多の演劇人をうみだしてきた旧駒場寮食堂北ホールの代替として構想され

た。ホールの設計にあたっては、 A.B棟と同じように、その初期j段階から学生の声を採り入れ

るべくキャンパスプラザ建設小委員会と北ホール委員会とのあいだで継続的に話し合いがもた

れ、ホール内部の構造の詳細や楽屋 ・倉庫等の付属施設、照明や音響の設備・機材など、かな

りの細部にまで立ち入って検討が重ねられた。その結果っくりだされたホールは、黒壁に固ま

れた約16メートル四方の空間という、いたってシンプルなものである。この何もない空間に、

公演のたびごとに舞台を組み、客席を設営することによって、通常の劇場とはちがった自由な

パフォーマンス空間を生み出すことができる。ホールの内部設備も大型の空調装置はもちろん

のこと、本絡的な調光卓を備えた調整室、盆富な照明機材ーなど、かなり充実したものとなって

いる。
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多目的ホール

空調機彼室

_.J ，---

多目的トル

V 駒場町教育研究厚生施設
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1~1 4 :多目的ホールl階平面図

多目的ホールの運営に関しては、 A.B棟と同じく 1997年秋からの 「運営協議会準備会」、「学

部・学生協議会」の場でその方式が検討され、 1998年7月にiljlj定された「東京大学教養学部多目

的ホール管理運営規則」にもとづいて設置された文化活動施設運営協議会および多目的ホール

使用団体連絡会談がその任に当たっている。運営協議会は学部代表5名、学生代表う名の委員か

ら術成され、 「多目的ホール使用細買IJJの制定、ホール内設備の改修 ・補充、使用自殺の承認な

ど、ホールの管理運営に関わるさまざまな事項を審議している。また使用団体連絡会議 (通称

「ホール会議J)は、 学生によ って構成される総務部を中核として、「使用細則」にもとづく使用

予定の調整、使用状況の批督など、実際のホールの運営業務に携わっている。

多目的ホールは、 1998年7月2EIの教養学部 ・表象文化論研究室共催による朗読パフォーマン

ス <1書物」一一精神の楽総としての〉で柿落としがなされた。松浦寿輝教授の詩をテクス 卜に、
パ トリ ック ・ドウヴオス助教授の演出で上演されたこのパフ ォーマンスは、一般公募によって

集まった学生 ・院生を中心に、外国人非常勤講師やl隊員をも交えた多彩な顔ぶれで、駒場キャ

ンパスにおける新たな文化の発信基地の誕生を祝うにふさわしいものとなった。その後は、学

生の団体による演劇公演、オルガン委員会による特別コ ンサー卜、 駒場祭の文旧劇場など、さ

まざまな公演活動に利用されているほか、 学生サークルによる日常的な練習活動の;場としても

広く利用されている。また99年7月には、教養学部主催で、学部のうO周年記念とあわせて、開館

1周年を祝う イベン トが催された。これは 「舞台芸術の伝統と現在」と題され、 7月l日に東京京

劇団による京劇の公演と斬飛氏の講演が、続く2日には野村万之介、高斎両氏らをお招きして、

狂言の公演が行なわれた。その演技は学内外から集った多数の観衆を魅了し、多目的ホールの

299 



今後により一層の発展を期待させる場となった (本書Iの1設立50周年事業を参照)。

多目的ホールはA.B械と同じく、原則として、毎年12月28日から翌年l月7日までの閉館期間

を|除く毎日午前9時から午後9時まで利用することができ、使用形態としては公演・発表会等の

ために1週間程度つづけて使う「継続使用」と、その空き時間を練習等に使う「一般使用」に区

別されている。いずれの場合も所定の手続きによって、あらかじめ申し込んでおく ことが必要

である。

キャンパス ・プラザを構成する多文化交流施設A.B棟と多目的ホールC椋は、 一見したとこ

ろ学生会館や北ホールなどの従来の課外活動施設と変わらないように見えるかもしれない。だ

が、設計段階から開館にいたるまで学部と学生のあいだで精力的に積み重ねられてきた話し合

い、そして開館後学部と学生が協力して運営にあたっていく姿勢は、駒場キャンパスにこれか

ら新たな施設を建設していく際のひとつの指針となるものだろう。もちろんキャンパス・プラ

ザのすべてがうまくいっているわけではない。すでに利用者からは設備や備品の不足や不具合

が指摘されているし、環境や資源への配慮にも不備があるかもしれない。そして、それらを整

備するための予算が潤沢に用意されているわけではないことは、今さら言うまでもないだろう。

しかし施設のハード面でも運営組織のソフ ト面でも、キャンパス ・プラザが記した一歩は重要

な意味をもっている。この一歩の先に、 21世紀の駒場キャンパスの豊かな創造的生活が展開さ

れることを期待したい。

15 柏蔭舎

駒場キャンパスにおける伝統文化の実践の場として設けられた施設で、現在の建物は老朽化

した旧柏蔭舎に代わるものとして1996年6月に落成した。純然、たる日本家屋で10畳:の和室2部屋

からなり、それを囲んで、L字型の一間廊下、玄関、水屋ならびに納戸がある。奥の部屋は、茶室

として用いられるように床の間と炉をそなえている。手前の部屋は畳敷きの汎用スペースであ

るが、学生からのアイデイアを取り入れて、畳を上げる と稽古舞台としても使える ように設計

されている。建築に当たっては、農学部演習林から選び抜かれた木材が用いられた。
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全景

国際的な交流会

V 駒場の教育研究厚生施設

16 三鷹国際学生宿舎

教養学部は、 三JJ!i市新J116丁目の旧三府寮跡地 (約3万平方メー トル)に、 21世紀の学生宿舎

として誇るに足る国際学生宿舎を建設し、教養学部の男女学生と全学の留学生の利用に供 して

いる。学部としては、最終的に1000名の男女学生と留学生が生活できる宿舎を目指してお り、

この当初目標を達成することを学部にと って重要な課題と考えている。

三鷹国際学生宿舎の建設は、駒場キャンパス再生計画の一環として行われているものである。

老朽化した上に相部屋であることが嫌われ、入寮者が減少していた旧駒場寮と |日三鷹寮を漸次

廃寮とし、それらの寮機能をさらに充実させながら統合した個室ベースの宿舎を三鷹に建設す

る。それとともに旧駒場寮を廃寮した跡地に、手狭な駒場キャンパスに絶対的に不足している

学生と教職員のための福利厚生施設を順次建設する というのが、その大規模な計画の概要であ

る。

教養学部が三日記国際学生宿舎建設に当たって固めた基本構想は以下のようであった。

1.三鷹市の建築基準にもとづき、1000名を収容人員とする。

2.日本人と外国人留学生 (いずれも女子学生を含む)が7対3の割合で共に生活する。ここでは

日常的に国際交流が行われ、教養学部が掲げる教育目標の一つである広い国際的視野が自然

に養われる。

3. 21世紀の国際水準を満たす宿舎を目指し、個室の面積 ・諸設備をそれに相応しいものとする。

食堂は敷設しないが、居室内にミニキ ッチンを設ける。基本的家具の他、 トイレ、シャワ一、

冷暖房、電話も各居室に完備する。個室となったために交流の機会が閉ざされないよう 、ラ

ウンジや共用棟などを用意して宿舎生の交流を図る。

4.長期にわたって良好な居住環境を維持するために、メインテナンス体制を整備し、建物の管

理運営は大学が行う。入居者の選考は、日本の学生については教養学部が、外国人留学生に

ついては東京大学留学生交流委員会がその任に当たる。ただし選考結果については、入居学

生によって構成される自治会に公開可能なデータを示して、異議があれば協議に付するもの

とする。

5.三l時国際学生宿舎を、周辺住民や地元の三府市に開かれた施設とするため、定期的に交流の

機会を設ける。

1. 

円温 園

6. 

1 机 2.椅子 3.キャスター付ワコン 4.ミニキyチン

5.ワ ド口 プ 6.ベy ド 7.避難梯子 8. シャワー・トイレ・ユニット

区15・居室平面図
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実際の建設は、 1992年に第I期工事が始まり、翌年5月にA.B棟合わせて175室が完成、同年

6月l日から学生の入居が始まった。今ではE.F株までと共用棟 (写真)が立ち上がり、 605室

が用意されるに至っている。上に掲げたうつの基本構想のうち、1.の収容人員を除いてはほぼ

実現されたと言ってよい。入居希望者は例年数倍に達しており、残る約400の居室と第2共用椋

の建設が待たれると ころである。

なお旧駒場寮から三鷹国際学生宿舎に移ったとして、交通費などの負担増があるとの学生の

指摘を受け、駒場の教官有志の拠金により、国際交流に関心のある、経済的に困窮した学生に

月額l万円の奨学金を貸与する三脚国際交流奨学金が1995年に発足し、毎年若干名の奨学生を援

助している。

三鷹市の要請を受けた結果、敷地内の緑を最大限残すため、今後建てられる約400室は高層の

建物の中に入る予定である。

また1994年度から始まった三府市民との交流の集いでは、毎年大学院総合文化研究科の教官

の講演が行われ、その後に懇親パーティーが聞かれるなど、国際親善と交流の実を上げている。
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付属資料1

平成11年度擾業日程表

4月13日附-7月21日制

7月22日(利-7月29日(村

7月30日幽-8月31日仰

9月I日制-9月8日嗣

9月9日(村-10月11日閃)

第1・3学期授業

第l・3学期試験前半

(総合科目、方法論基礎等)

夏季休業

第1・3学期試験後半

秋季休業

10月12日附-12月24日幽第2・4学期授業前半

12月2ラ日出~平成12年l月10日(月) 冬季休業

I月11日附-2月8日附 第2・4学期授業後半

2月9日嗣-2月24日(柄 第2・4学期末試験

教養学部の授業時間

l時限 911寺00分-10時30分

2時限 10時40分-12時10分

3時限 131侍00分-14時30分

4時限 14時40分-16時10分

う時限 16時20分-17時うO分



1999年度志願・合格・入学状況

教養学部前期課程

試験日程 志願者 受験者 合格者 入学者 定員外 入学者総数

科類
特選第1種 国費

文科一類 前期 1，700 1，626 うう2 ううl 61う

後期 944 296 62 62 

二類 前期 1，028 983 332 331 2 4(1) 37ラ

後期 664 181 38 38 

三類 前期 1，う26 1，343 4う2 4うl 2 3 う11

後期 943 2うう ララ うう

理科一類 前期 2，97う 2，765 1，11う 1，109 う 22(3) 1，269 

後期 2，う33 う96 136 133 

二類 日IJ期 2，009 1，73う う07 う03 。 う64

後期 614 2う8 64 60 

三類 前期 380 317 81 81 。 。 91 

後期 176 48 10 10 

計 前期 9，618 8，769 3，039 3，026 11 30(4) 3，42う

後期 ラ，874 1，634 365 3う8

定員外・国費に外国政府派遣を含む[( )内の数]

教養学部後期課程

学科事 平成11年度進学者 学士入学者 平成11年3月卒業者 平成12年3月卒業予定者

超域文化科学科 26 26 

地域文化研究学科 39 2 41 

総合社会科学科 38 39 

基礎科学科 47 39 

広域科学科 22 2う

生命・認知科学科 22 24 

教養学科第一 36 23 

教養学科第二 45 21 

教養学科第三 44 12 

基礎科学科第一 40 20 

基礎科学科第二 18 4 

計 194 2 183 274 

*後期課程は1996年度よりう学科より6学科(超域文化科学科，地域文化研究学科，総合

社会科学科，基礎科学科，広域科学科，および生命・認知科学科)体制に改組された

が， 1998年3月31日以前に進学した学生は従来のう学科の規則にて履修する

大学院総合文化研究科

修士課程 博士後期課程
専攻

志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者

言語情報科学 112 27 24 72 29 29 

超域文化科学 183 32 32 65 29 28 

地域文化研究 143 43 43 72 41 40 

国際社会科学 197 26 25 ララ 19 18 

広域科学 31う 11う 97 89 70 69 

(生命環境科学系) (148) (39) (32) (40) (33) (32) 

(広域システム科学系) (47) (28) (24) (19) (12) (12) 

(相関基礎科学系) (120) (48) (41) (30) (2う) (2ラ)

計 9ラ0 243 221 353 188 184 
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付属資料1

2000年度進学内定者数

1999年10月29日

上段:第一段階下段:第一段階

学部学科 定数
内 厄F晶司

者 数 再 志 望

文ー 文一 文ニ 理ー 理二 理三 計 文= 理ー 理一
合計

法
637 2 2 2 

う
6う3 653 

経済
3う3 6 4 3 

14 14 
380 380 

文
3 8 2ラ7 7 4 

416 394 4 398 
101 7 6 11う

教育
う3 4 4 

88 88 88 
16 7 2 26 

理
171 う9

322 326 2 14 342 
66 28 9う

工
3 663 48 

1，020 1，038 8 1，046 
322 323 

農
10 34 169 

300 33う 33う
4 20 96 121 

薬
14 44 

80 8う 8う
6 21 27 

医学
10 90 

100 101 101 

医 健康科学 3 8 16 

看護
43 39 8 48 

3 8 12 

A 群
9 10 39 6 4 

108 102 102 
4 3 22 4 34 

教 4 27 20 
B 群 79 78 78 

養 2 14 8 26 

C 群
2 9 2 

16 18 18 
4 

計
6うO 376 383 9うO 38う 90 

803) 3，637 4 11 22 3，674 
10 21 147 4う3 171 

科類別最終内定者数

備 考 … 本表には下記の外国人留学生が合まれており，いずれも第一段階で内定している。
0法学 部 … 外国学校卒業生特別選考第I種I名，日本政府(文部省)奨学金留学生2名
0工 学 部 … 外国学校卒業生特別選考第l種ぅ名，11本政府(文部省)奨学金官学生14名，外IF.J政府派遣留学生5名
01ヰ1学部 … u本政府(文部省)奨学金留学生3名
0経済学部 ・・ 外ドl学校卒業生特別選考第l種3名，日本政府(文部省)奨学金留学生3名，外liiJ政府派遣留学生11'，

0教養学部 … 外国学校卒業生特別選考第1種I名

30う



定員の推移
(1994年度~1999年度司教養学部前期課程募集人員・後期課程進学者受入定数ー大学院総合文化研究科受入予定人員)

科類 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年

文科一類 710 67う 6うう 64う 61う 60う

文科二類 430 40う 39う 38う 37う 36う

前文科三類 う00 う00 う00 う00 う00 う00

期理科一類 1，29う 1，29う 1，29う 1，29う 1，276 1，236 

課理科一類 う61 う61 う61 う61 う60 うう7

エ守王ロ理科三類 90 90 90 90 90 90 

E十 1，640 1，946 1，う80 1，946 1，ううO 1，946 1，う30 1，946 1，490 1，926 1，470 1，883 

3，う86 3，う26 3，496 3，476 3，416 3，3う3

学科 1994年 1995年

教養学科第 30 30 

後教養学科第二 4ぅ 4う

期教養学科第二 10 10 

基礎科学科第一 60 60 

課基礎科学科第二 lう lう

F宣言十 8う 7う 8う 7う

160 160 

[1996年4月司後期課程改組]

学科
平成8年 平成9年 平成10年 平成11年

1996年 1997年 1998年 1999年

超域文化科学科 20 20 20 20 

後地域文化研究学科 3う 3う 3う 3う

期総介社会科学科 Iう lう lう lう

基礎科学科 う0 4う 4う 4う

課広域科学科 20 2う 2う 2う

程生命・認知科学科 20 20 20 20 

百十 160 160 160 160 

専攻 修士 博士 修 1: 博 1: 修士 博士 修士 博士 修士 1専土 修士 博士

比較文学比較文化 3 3 3 3 

表象文化論 6 3 6 3 

言語情報科学 30 30 24 30 24 30 24 30 24 30 24 

大超域文化科学* 41 29 41 29 41 29 41 29 

学地域文化研究 12 6 12 6 43 27 43 27 43 27 43 27 

院 1.1際社会科学・ 34 23 34 23 34 23 34 23 総
合|五l際関係論 7 4 7 4 

文相l関社会科学 7 3 7 3 

化文化人類学 6 4 6 4 

研 広域科学 ラ8 32 100 61 100 61 100 61 100 61 100 61 
究(生命環境科学系) (38) (23) (38) (23) (38) (23) (38) (23) (38) (23) 
科 (広域システム科学系) (2う) ( Iう) (2う) (Jう) (2う) (1う) (2う) (1う) (2う) (1う)
(相関基礎科学系) (37) (23) (37) (23) (37) (23) (37) (23) (37) (23) 

言十 129 うう 171 108 248 164 248 164 248 164 248 164 

184 279 412 412 412 412 

*平成8年度より，比較文学比較文化，表象文化論，文化人類学の3専攻は超域文化科学専攻へ改組。

また，国際関係論.相l関社会科学の2専攻は国際社会科学専攻へ改組。
**広域科学専攻は平成6年度より3系からなる専攻に拡充改組された。各系の定員数は日安である。

306 



付属資料l

1999年度クラス編成表(1年)
(1999年5月1日現在)

言十文科二類
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留年

言十

周一

3
-
l
-
2

3 

2 

7
 

q
L
 

M

川
一
一
切
-
一
日
一
切
一
日
開
一
万
一
日

-m一
c
-
U
一
U
一
約
一
切
一
幻
一

U
一
伺
一

ω
一
綿
一

ω
一
“
一
一
円
一
一
切
一
一
円
一
一
円
一
%
一
ヲ
一
計

2 

2 

3 

知
一
切
一
仰
一
切
一
的
一
お
一
一
日
一
切
一

U
一
幻
一

U
一
幻
一
幻
一

U
-
n
一
九
州
一
幻
一

U
一

σ一
一
拍
一
%
一
%
一
%
一
%
一
%
一

M

3 

うl

うl

うl

うl

うl

うl

うl

(合計990)

羽
川
一
刻
一
日
川
一
知
一
一

ν
一
刻
一
日
一

ω一
ω
お一

ω
一
綿
一
日
制
一
一
柑
一

ω

川
一
日
一
日
一
行
一
日
一
肝
一
汗
一
日
一
日
一
山
一
川
一
空
間
一
四
一

m
一
m
一
四
一
四
一
間
一
則
一
川
一
泊
一

m
一
山
一
日
一
畑
一
山
一
則
一

m

入学

14 

14 

け
一
凶
一
凶
一
一
け
一

6

引
一
刻
一

3
一
円
一
円
一

m
一
卯
一

m
一
げ
一
げ
一
同
一
凶

18 

18 

17 

入学

-一

3
一l
-
4
-
4

ヴ
ム
一
ヲ
ム

あ
一
一
A

一
均
一
幻
一

7
一
刀
一
党
一
却

m一
m一
羽
一
一
品
一
一
A

一
%
一

M
一
お
一
均
一
均
一
均
一

M

同
一
日
一
日
一
行
一
日
一
日

-
H
一
肝
一
引
一
町
一
川
一
山
一
山
一
四
一
日
一

m
一
四
一
四
一

m
一
川
一
川
一
山
一
山
一

m
-
m

言十文科三類

留年
3 

入学

7
一
引
一
引
一
引

7
一
引
一
剣
一
白

言十

nu 
づ
fro 

-
-
4
一
勿
一
%
一
日
一
月
一
一
的
一
の
一
一
的
一
似
一
“
一
的
一
日
柏
一

ω一
ω
一

m一
昨

307 

理科三類

留年入学

理科二類
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総計3，463名



1999年度クラス編成表(2年)

言十理科一類

進級 留年

2 

4 

(1999年 5月1日現在)
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付属資料1

研究生

総合文化研究科大学院研究生，外国人研究生数

(1999年11月1日現在)

専攻 大学院研究生 外国人研究生 言十

言語情報科学 3 16 19 

超成文化科学 7 35 42 

地域文化研究 6 17 23 

国際社会科学 2 20 22 

広域科学 18 7 2ラ

言十 36 9ラ 131 

教養学部研究生

(1999年10月1日現在)

後期課程 19 (このうち外国人6)

309 



留学生
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パングラデシュ

ミャンマー

タイ

マレーシア

シンガポール

インドネシア

フィリピン

香港

大緯民国

モンゴル

ベトナム

中国・台湾

カンボジア

トルコ

シリア

エジプト

モロッコ

ケニヤ

オーストラリア

ニュージーランド

カナダ

アメリカ合衆国

ブラジル

アルゼンチン

チリ

ベルー

スウェーデン

イギリス

ドイツ

フランス

スベイン

イタリア

ポーランド

ハンガリー

ブルガリア

ロシア

ウクライナ

ユーゴスラピア

アゼルパイジャン

計 391 う85 24 6 129 49 93 



付属資料2



シンポジウム

タイトル/使用言語 会場/期日 主なパネリスト 主催者 その他

21世紀を担う，p，-たちへ 大学院数.fIR科学研究科大講堂室 上野千館{(文学部:社会学教授)字 進学情報センター
1999.6.2-4 井理生(築学部:名誉教授)立花降(教

養学部:前容員教授)佐藤学(教育学

部教授)、lι本敬(JII!ザ:自11:情報科学教

授)平尾公彦(工学郎:1必用化学教授)

植1lI栴lリ}(経済学部:11銀政策委m
五十嵐若手夫(農学部.応JIl生命工学教

授)菅野和l夫(法学部社会法政策教

授)力日我 ~t孝(医学部:付属病院耳鼻

日因喉科教授)

「スポーツパフォーマンスを高 13号館1313教室 平工志秘(生命環境科学系身体運動 総介文化研究科
めるための 1999.6.う 科学)小島武次(生命環境科学系身体 生命環境科学系
知と技と力ー Parr2-J 運動科学)政三慶(!七命環境科学系身

体運動科学)杉IIIJE IVJ (三重大学教育
学部保健体育科)悩林微(生命環境科

学系身体運動科学)

第11[11附1関社会科学シンポジウ 13号館1323 多木治二(評論家)亦川学(岡山大学 総合文化研究科
ム 1999.6.5 文学部行動科学科成自Ili)市野川容孝 国際社会科学専攻
〈身体〉は何を計7るのか? (総合文化研究科助教授)
シリーズr20世紀を考える(2)ー

日本近代文学とジェンダー 教養学部悦聴覚ホール ニーナ・コルニエッツ(ニューヨー 総合文化研究科

1999.6.11 ク大学)i草川彰(京都大学)ジャック 表象文化論研'先主
-レヴイ(lVJ治学院大学)

動物学シンポジウム 13号館1313教室 生命環境環境科学系助教授

1999.7.24 松川良一

量子有機化学シンポジウム 13号館1313教室 総合文;化研究科

1999.9.9 生命環境科学系

国際公共哲学の共|日j構築シンボ 12号館1212 i司際社会科学専攻教授
ジウム 1999.9.23 山脇)I'(，;J

アジア太平洋における 早稲川大学・ 11<1際会議場 地域文化研究専攻教授 早稲川大学アジア太平洋
ヒトの移動とエスニシティ 1999.9.24-26 占川元夫 研究センターと共催

第71川地域文化州究シンポジウ 13号館1313教室 丙成彦(立命館大学)Hl野充義(人文地域文化研究W攻
ム 1999.11.13 社会系研究科)小沢弘l珂(千葉大学)
地域と地域文化を考えるー*ヨ 木村真(地域文化fiJf究咋攻)
ーロッパの視点から



主なパネリスト

小林康夫(超域文化科学専攻教授)閲

維方(北京大学副学長)ギエム・デイ

ン・ヴィ(ハノイ大学副学長)イ・サ

ンオク(ソウル国立大学教授)李克安

(北京大学教授・教務部部長)ファン

・フイ・レ(ハノイ大学ベトナム研

究センター長)小森陽一(言語情報科

学専攻教授)鍛治折郎(言語情報科学

専攻教授)

今福龍太(札幌大学文化学部教授)矢

口佑人(総合文化研究科助教授)村上

111見子(ノンフィクション作家)ユー

ジ・イチオカ(カリフォルニア大学

ロサンジェルス校教授)

川本自告嗣(東京大学教綬)四}j川犬

彦(明治学院大学教授)後小路雅弘

(福岡アジア美術館学芸課長)

その他主催者

総合文化研究科・教養学部-レホ

-

山

「
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ル
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日
一
視
十
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期
一
部
ユ

/
一
学
川

場
一
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mw
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一
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門

タイトル/使用言語

新たな教養の理念を求めて

ーアジアの高等教育における教

養の再構築

各母国語

アメリカ研究資料センター13号館1323教室

1999.11.28 

パシフイック・デイアスポラ

太平洋地域におけるヒトと文

化の越境ー

超域文化科学専攻

比較文学比較文化研究室

ヰ
友
諸
君
N

教養学部視聴覚ホール

2000.1.21 

アジア芸術への新視界

ー文学・ l映IlhI'絵画ー

u
-
u
 



いご品 講演会

講師 所属機関/職 タイトル/使用言語 会場/期日 主催者

Professor 

Economic Crisis and Affirmarive Acrions in rheアメリカ研究資料セン アメリカ研究資料センター/11本アメ
1930s : When Whirc Women Bεcame More タ一会議室 リカ学会

Like Black Women 1999.う.8

Race and Narional Securiry: B!ack lnrerna-アメリカ研究資料セン アメリカiiJf究資料センター/11本アメ

tiona!ism and the Doub!e V in World War II タ一会議室 リカ学会

Lois Rira Helmbo!d 5an Jose Srate U niversiry 

Marc S. Gallicchio 町
リ礼

r

n

o

 

z

s

 

m
F

沼

・U
F
h

u

h

 

a
 
r

t

 

m
旧

n

u

F

U

 

L
M

目

l

s

 

v

h

 

吉原主~rr.. ハワイ大学助教授 ハワイにおける太平洋地域研究の状況

1999.う.18

アメリカ研究資料セン アメリカ研究資料センター/科研・米

ター会議室 11<1太、l'洋変動研究

1999ーラ.24

Beth Bai!cy Universiry of Ncw Mexico 

Pro長田町

Consrrucring R込町 andGendcr on the Borderアメリカ研究資料セン アメリカ川究資料センター/11本アメ

of War : The Po!itics of ldentiry in World Warター会議室 リカ学会

H Hawaii 1999. 6.3 

Pu九'u山1

夕一会議室 リカ，午学ア芋E会

1999. 7.2 

アメリカ研究資料セン アメリカ研究資料センター/利研・米

タ一会議室 1.lil太子i下変動川究
太 'I~ì下イメージの暦史と羽状

Casey Nelson Blake Washingron Universiry 

Pro先日or

i卓藤泰'1'.
大庭二校

*京大学助教授

11本学術-tMIJ'IJ会特別仰|究11
1999. 7.7 

観世栄夫 制|世流能楽向Ij 観1":栄夫、能1(11を語る 教養学部悦聴覚ホール 美術開物釘1

1999.7.9 

片岡さおり 'Y-iカリフォルニア大"f:、助教授 カリフォルニア地域の太千洋地域研究センアメリカ研究資料セン アメリカ研究資料センター/科研・米

ター ター会議宅 Ilij 木、n下変動研究
1999.7.12 

Gai! Nomura 

Akell1i Kikull1ura-Yano 

Universiry of Washingron Assisrant Professor )apanesc Amer岡山 atMidwesrern Crossroads アメリカ研究資料セン アメリカ研究資料センター/11本アメ

japanesc All1crican lnt'! Muscul11 A Survcy R叩ortCollecring and Consrructing タ一会議集 リカ学会

Direcror )apanese American Hisrory 1999. 9.27 

Valerie J. Marsull1oro Universiry of Ca!ifornia， Los Angeles Associate Profe問。 NiseiWomen )ourna!ists， Writers， and Poets: アメリカ研究資料セン アメリカ研究資flセンター/11本アメ
Deve!oping a )apanese American タ一会議室

1999. 10. 4 

リカザ'会

Voice Va!erie 
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い
ご
(
い 公演・演奏会

会の名称 出演者 主な内容 会場/期日 主催者

第8う1"1オルガン演奏会 押雪品(二胡) -泉映月 キャンパスプフザ多11 オルガン委員会

「二，¥jjの縛き 中1"1の草原 稲川ミチ(ピアノ) 空11し1:3dlt 的ホール

から」 独弦操 1999.う29

市[Il;(新牧民

チヤルタシュー

主主省7
ショノfンのノクターン

第861"1オルガン演奏会 中111良夫(ヴィオラ) バッハ:ヴィオラ・ダ・ガンバ・ソナタ第キャンパスプラザ多11 オルガン委員会
「夏来るー中山良夫・内藤 |勾藤佳有(ピアノ) 3番ト短調 的ホール

{圭有 デユオ・リサイタル」 ヒンデミット:無伴奏ヴィオラ・ソナタ 1999.6.2 

シューマン:アダージョとアレグロ変イ長

調

プラームス:4つの小品

プラームス.ヴィオラ・ソナタ第l番へ灼

~fil 

舞台芸術の伝統と現在公東京京劇団 京劇・狂言 キャンパスプラザホー 表象文化論研究室

i寅とレクチャー 斬飛 Yレ

(東京大学教養学部ぅo周年野村蔦斎 1999.7.1-2 

記念・キャンパスプラザホ 野村万之介

ールl周年記念) ll.13野和憲



国際共同研究
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米

共催者

Himadri P込町田l

(ワシントン大学

教授)

期間テーマ/使用言語

分子生物学的代謝応終

研究のラン藻から柄物

への展開

竹栴筋の運動適応機構 11本学術振興会

Il英科学協力事業

共l，jJ研究

11本人ぅ名
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学外からの評価

受賞など

総合文化研究科

氏名

浅島 "成

磯崎行Mf

篠原稔

i主島誠

数理科学研究科

氏名

楠岡 1&雄

小林俊行

賞の名称

第39*レ科学技術賞(財ト1"111;人東レ科学振興会)

|l 本地質学会論文rt(日本地質学会)

大学体育奨励賞(社|司法人全国大学体育連合)

第11年度持川記念学術賞(財団法人J、.'fllf，氾念医学薬学振興l吋l.tI)

賞の名称、

j1・['.学術賞(財1.11法人井['.科学振興財川)

11本数学会1'1:存李賞(付 I.tl法人日本数学会)

年月日

り9.3.17

99.3.26 

99.3.27 

99.11う

年月日

99.2.4 

99.3.26 
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科学研究費補助金

配分額(千円)

222.000 

290.000 

23.000 

2.000 

2.000 

1. 700 

1.500 

1. 500 

20.500 

15.500 

1. 600 

2.000 

2.800 

2.000 

2.000 

48.000 

30.800 

2.300 

2.100 

18.300 

35.000 

1. 900 

30.000 

1.600 

1.700 

2.300 

2.000 

57.600 

42.200 

4.100 

4.000 

研究課題目

以陽子を用いた反物質科学

複雑系としての生命システムの解析

有機導体の柔らかい格子における屯f-状態:物性制御から設計へ

シロアリ類のカースト分化における分f機構

i笠移金以ーホウ素二柔結合を有するボリレン錯体の合成

Uillllをもとにしたチトクロム酸化博素の共鳴ラマン分光学

筋車111胞における細胞竹終分子シンクロナイゼーションによる張力・機能'JVJ!関連

Mnl2般市スピンクラスター銑体の'，lt{-情ilt

M( {-.分子の集合化による構造修館iと!又応制御

う上fのダイナミクスとカオス

「:m霊」表象から見た，'i代地中海1":界の社会!と
ミヤコグサの根粒、小葉枕形成プログラム

モーダドメイン以外の機能ドメインを合わせ持つミオシン分子の検索

メタロプロテアーゼによる網胞膜結合I\~蛋白質の分泌機構の解明

シアノバクテリア信号伝達タンパク質の分子アーキテクチャー

fr般動物のボディープランの分子(I~)，l;給付|曲i班)

f|物分fモーターの多様性と同一性:総J丹班

発達過料における悦送系のパインデイング問題と脳のダイナミクス

光j誘起l肋起子を経rtlして高効率的に生成する高スピンJt1!.t'ft1子系の創111，

1'ftir.動物のボディープランの分子的法椴(総括班)

特異なスピン共役系の|荊発と展開

ボルテックス液体状態の準粒子状態およびそのダイナミクス

生物分fモーターの動的構造解析

紫外共I!qラマン分光法によるプロトンATP合成酵素の動的構造変化の追跡

将屯性ポルフイリンラジカル単結仙の'心解構築と機能化

ナノ空1111メタセシス触媒の開発

セレンのインターエレメント飽和利合

制11胞質分裂シグナル伝達と収縮球形成のメカニズム

レーザー冷却と原子気体BECの物sI!のfiJf'先

アジア太平洋地域の安全保障体制の変'ff.における米作lの位inと役割

アジア太平洋地域の文化変容における米1"1の位置と役割
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研究代表者

小牧研一郎

金子 邦彦

鹿児島誠一

松本忠夫

Fc)十三F

小倉尚ぶ

跡、~'" }llii[-

阿波1'1 郎犬

永川 1孜

高I家手11夫

大11:降

}1I1 1 I1: ftl:iJ 

足な博之

石川章一

大森 iI:之

浅島 t減

須藤平11.た

多Ti 厳太白1，
H[l1 滋

I支均 B滅

小林作二

前日Ij;-C剛

須藤利1*
小fi 尚志

瀬川が[，;J

1色'1' tt~ 

友川修，;J

応測一"成

久我降弘

111本市立

i竜111 佳子

1999年度

研究種目

創成的基健

COE形成基礎

特別推進

特定領域A

特定領域A

特定領域A

特定領域A

特定領域A

特定領域A

特定~M&A

特定1JJil!j(A

特定領域A

特定官iJ或A

特定iiiiJ成A

特定j;JU&A

特定領域A

特定iiJ[城A

特定j;J'U!%A

特定領域A

特定iifi域A

特定iiiV&A

特定領域A

特定領域A

特定領域A

特定領域A

特定iiii域A

特定領域A

特定領域B

特定領域B

特定領域B

特定領域B
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研究種目 研究代表者 官職 研究課題目 配分額(千円)

32 特定領域B 和l川信雄 助教授 1;欠厄および‘2次Je3He流体の量一子相lの研究 6.200 

33 特定領域B 小形正男 助教授 低次yじフェル粒子系における特異な液体状態の即ー論的研究 3.000 

34 特定領域B 胤11日洋一 教授 超弦理論の非摂動的性質の研究 3.000 

35 特定領域B .I.!計四l 一誠 教授 制H胞質分裂における収縮環形成・消滅のメカニズム 6.700 

36 特定領域B rfhn 大二郎 教授 アジア太平洋地域の構造変動における米[KIの位置と役者IJに|則する総合的研究 27.200 

37 基盤A 松本忠夫 教授 新熱帝における社会性昆虫類と微生物との共生関係の探索および、分子系統~'f:的 {i}ド先 6.400 

38 基盤A 兵頭俊夫 教授 絶緑体結晶中のポジトロニウムの研究 5.600 

39 基盤A ?i-.tli 真理子 助教授 返還後の香港の社会変容と周辺地域への影響に関する，Utd査研究 7.300 

40 基盤A 機111奇行雄 助教授 史上最大の生物大量絶滅の原因の探究 5.300 

41 基盤A Jrllll 茂 助教授 桜低jilli電子放射顕微鏡のIl日発と[，'，1体表1Mへの応llJ 29.800 

42 基骨量A 福永 f守夫 教授 超ffi.皮を用いた人11日の筋特性の評価システムの構築 11.700 

43 基盤A 高橋正{rE 教授 海氷生態系の高生産性の機構解析 8.400 

44 基盤A 大IJ;( 雅 助教授 北アメリカ大陸におけるアジア関連温情要素柄物群の伽|体群統計遺伝学的側究 8.900 

45 基骨M ，lj川元夫 教綬 ベトナム北部における開放政策の展開と地域的一体性の変容 8.600 

46 基盤A 小林寛道 教授 rj'高齢者向け総合筋力強化トレーニングマシンシステムの構築 7.500 

47 基盤A 松野 手日彦 教授 談話的能力と4言語技能 外国語と日本語教育改善のための対照比較的基礎研究ー 4.900 

48 基盤B 生越 f((樹 助教授 東アジア諸訴のカテゴリー化と文法化に関する対照研究 4.700 

49 基椛B 恒士i守僚子 助教授 専門・語学統合カリキユフム・教材開発に向けての組織的fI米共同研究 3.100 

50 基椴B 大j代行1事 教J霊 東アジア比較文学史 3.400 

51 基盤B i宋i章 7T 助教授 低速イオン注入複fi分子線エピタキシによる単結品シリコン・酸化物量子構造の形成 1.400 

52 基盤B 尚塚布l夫 教授 ポンプ・プロープ光電子分光法による超高速量子課利の理論研究 6.000 

53 基盤B 下井守 教授 ボラン・ルイス梅基付加l物を用し、るメタルリッチーメタラボランクラスター合成法の確立 9.600 

54 基盤B 杉僑 |場一 教授 芸術のメディア的戦略に|刻する総合的研究 表象文化の歴史的機能分析 2.400 

55 ;.I;~B 大築 、工志 教授 素ザーい正雄な動作のタイミングコントロール特性に|刻する研究 7.300 

56 J走盤B 川p 長 教授 神経スァロイドによる海馬で、の情動記憶交信の活性化 9.500 

57 1.1;盤B 川戸佳 教授 新I¥'!共焦点ピデオ顕微鏡の開発とグリア 神経交信の解析 3.900 

58 基椴B f己中篤 助教授 超効率的ポルフィ，}ン合成用ナノメディアの開発 2.600 

59 ).1;椴B ~I明'志隆光 教授 LI本文学における神話テキストの (j握手番〉 2.900 

60 基椴B I¥'i宰恒子 助教授 J詩集の統語・意味情報処Jitt 日英辞書検索支援システム構築にむけて 1， 600 

61 基盤B 塚本 19J子 教授 英[~UよL潮に現れた「アイデンテイテイ」の概念に関する学際的考察 2.000 

62 主主総B 今井知正 教授 人間的行為におけるrationalityの問題 1， 400 

63 基盤B 鈴木英夫 教J受 電 fテクスト・アーカイヴの構築とその文化研究への応}j] 2.200 

64 広告書B 小符ILi 進 教授 11(--;-ホール1託子系の佼判IF渉性とその市IH却 2. 700 

65 基盤B JJj野穆一郎 教授 火111、熱水、堆干'I'U泉境における倣黄族lじ素の形態と挙動 2.000 

66 ).1;盤B 小島 :必道 教授 光波起による光・スピン多重機能性金!瓜銘体の開発 3.000 

54 ~盤B 大原雅 助教授 林!本横物集I.t[の遺伝的組成に及ぼす森林孤立化の影響の定民的評価 3.900 



研究課題目

地域社会の豊かさの多元的構造と指標化の研究

ストレスタンパク質からみた身体運動の評価(その2) 

固体状態でのキラリティー認識反応の追跡

グループの意思決定の数理モデルとプロセスの記述

行列模型による弦理論の非摂動的定式化

人間行動と進化 進化心理学の理論と実証およびその社会的影響

先進資本主義諸国における地域構造変動の国際比較

テキスト・データ分析新手法と結合したシミュレーション・システムの開発

好熱性シアノバクテリアの遺伝子操作技術の確立と光合成生産への応用

周波数連続掃引が可能なマイクロ波・ミリ波スペクトロメータの開発

歩行型社会性昆虫の初期巣における栄養、発育制御物質及ぴ共生微生物の伝達・作用機構

現代ドイツにおける哲学研究の動向と研究基盤調査

DNAのキラリティーを利用したDNAーリガンド相互作用の研究

新規低次元分子磁性体に現れるスピンギャップの状態の研究

「外伝l話としてのH本語」辞書および教材作成の研究

発展途上国における識字学習環境の研究ーボリビアの地域社会を対象として

時間分解光電子分光法による気相溶媒平日系の緩和ダイナミクスの研究

メディアの変容と言語共同体との関係に関する国際比較研究

日独における文化的セルフ・イメージの形成と展開に関する比較文化論的研究

ドイツ・ロマン派の超域言語論的研究

現代ドイツの政治文化と欧州統合

有機軌道論一基礎有機化学における新概念の構築

演劇のインター・カルチャー的総合研究

アジア太平洋地域秩序形成におけるASEANの機能

極低温マトリックス分離分光法を用いた有機化学反応素課程の研究

チャンネル構造を有する機能変換型超分子システム

炭素鎖フリーラジカルの電子構造と励起状態ダイナミクスの研究

冷却気体原子を用いた量子光学(自然発生の抑制、主主子ゼノン効果、ボーズ凝縮)

1985年以降の産業の情報化とその効果に関する研究一同際問比較を含めた実証分析

短期留学プログラムのカリキュラム開発・データベース化に向けての研究

1930年代パリと外国人芸術家 「パリ神話」の変容と都市表象一

「ドラキュラ」の文化研究:19世紀末イギリスの外国恐怖症

文学作品問の影響関係のコンビュータによる解析方法の確立

へプライ思想・ギリシア教父と現代思潮との比較思考研究とそれに恭づく新倫理字の構築

日本倫理思想史における中国文化要素ー中国思想・ i葉学・漢文学の生成・位置・変容

日本における内発型農村開発の文化人類学的研究一長野県野沢の事例ー

時
一
蹴
一
概
一
語
一
蹴
一
縦
一
肌
一
縦
一
郎
一
腕
一
蹴
一
概
一
生
山
一
蹴
一
問
一
縦
一
縦
一
蹴
一
縦
一
縦
一
概
一
蹴
一
縦
一
問
一
蹴
一
蹴
一
問
一
概
一
縦
一
問
一
縦
一
服
一
蹴
一
服
一
鰍

研究代表者

山本泰

跡見順子

黒田玲子

繁桝算男

米谷民明

長谷川寿一

松原宏

山影進

池内昌彦

前!fI 京剛

松本忠夫

麻生建

黒田玲子

阿波賀邦夫

山中桂一

中村雄祐

永HI 敬

高村忠明

猪口弘之

白井隆一郎

保坂一夫

友川修司

浦雅春

山影進

村田滋

菅原正

遠藤泰樹

久我隆弘

広松毅

BOCCELLARI] 

今橋映子

丹治愛

山本史郎

宮本久雄

黒住民

伊藤亜人

研究種目

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤B

基盤C

基盤C

基盤C

基盤C

基盤C

基盤C

配分額(千円)
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研究種目 研究代表者 官職 研究課題目 配分額(千円)

103 )，!;明書C 木知| 洋一 教授 イギリス俗llilにおける11刷在民地化課引の比較研究 500 

101 )，~盤 C 小川 i(ii 教授 後lUltî./Æ作{'f'不詳説教 1政文作品群に|叫するテクストと ~R{tの研究 500 

105 基盤C 錦織紳ー 助教授 シアノ)，~架橋多次yじ竹怖金凶鈴体ホストの構造とゲスト分子の動的挙動に関する}主総研究 500 

106 j左官itC 林文代 教授 英米における汗詩文化政策の比較研'先 900 

¥07 f，q~害 C 金r邦彦 教授 生命システムの持つ多様性、分化、十t'J~銀生成、動的安定性の原則 2.100 

108 )，tlitC .~~J:，~防(- 助教授 J!li動発生におけるキネシン.W(';IIの構造変化 1.000 

109 法盤C 篠原稔 助手 “教養としての身体の知"の教育を刷新するための日果題 3.300 

1¥0 j忠君主C 大築立志 教授 特定領域liJf究「ヒトの随意動作熟練過程の相11経機情」に|則するft.: 1111j，U~ 命 1.500 

111 )，~盤 C l珂半、j 義樹 助教授 認知7T117fFと複利i学の科学の交流 3.300 

112 基盤C 繁桝算男 教授 |刈果関係を |μJÆするための共分散構造モデルのベイズ(J'~分析 600 

113 基盤C 米谷氏ゆj 教授 超弦理論のJI'摂動的定式化 800 

114 基盤C 箸本春樹 助教授 急速凍結法と免疫細胞化学的}J法をJ¥JI，、た葉緑体分裂リングの榊造解析 500 

115 J左盤C 松)j: i'fリJ 教授 クオーク グルオンプラズマとその探$1の州究 600 

116 )，!;盤C 池上高志 助教授 ゲームの発生と相互作JtJする動的認識ネットワークのダイナミクスの彼雑さの研究 2.200 

117 )，¥;盤C 池内 l l彦 助教授 シアノバクテリア(ラン藻)の光適応現象にかかわる遺伝 fの探訪;と)，e，、終機構の解析 500 

118 法貴重C 松f己 主主之 助教授 メスバウア一分光法によるiioflll底質中の欽の状態分析を1Jh、たji'J川環境分析 900 

119 J左盤C 染111 清彦 助教授 化予以J;è.~の統計的:tMP:[ の発測機構のWII り j 700 

120 .Ii~盤 C 荒井良雄 教授 わが国における全国スケールの人1J移動の実態解明に関する研究 500 

121 基盤C イjllJ 英敬 教授 〈社会のディスクール分析〉に談話分析がもたらす則論と }j法についての研究 1. 200 

122 j主椴C 永川 i享品，;J 助教授 r.J1市化・産業化の進民と周辺地域の資源利川に関する東南アジア・ 11本比較研究 600 

123 基盤C 大l't隆 教授 ，'i代地'1'百正世与'f.における欲望と禁欲 2.600 

124 来盤C 今久保達自11 助子 異万的分 (-11肘IJlL作川による伝導'1'1:趨分fフレームの構築と複fT物性の開拓 1.500 

125 基盤C I"TJ橋哲哉 助教授 トラウマと歴史 ホロコーストの記憶の精神分析学的解釈と歴史哲学 800 

126 j主懲C {言1J;l 幸弘 助教J受 i~:ft~の l'I r.~化 1.100 

127 基盤C 草光俊雄 教授 消費社会成立!との日欧比較研'先 1.600 

128 基盤C 内野儀 助教.f~ 1960年代以降の現代アメリカii.if劇についての比較文化的研究 1. 200 

129 基権C 高川康成 教授 英文学における「古典」の言説に関する表象文化論的考察 2.300 

I:l0 )jl;ffitC 村川純一 救J受 忠誠 その科学と現象学一 600 

131 I走権C 上川 |導入 教授 ペルー・')マとチリ・サンチャゴにおけるスペイン諮の行語景似の飢然・調作 2.400 

132 基盤C 尾"，篤 助教授 大環状オレフィン合成のためのナノ'坐II¥Jメタセシス触媒の開発 2.800 

I:13 五L椴C 木下，ErJ.!. 助教授 アジア経済危機の政治的帰結に関する比較研究:抑1"10)・Jj.例を"，心にして 1.200 

134 基盤C 久見桂子(，1j秘助教授 第一次111:'1早大戦後の資本移動の増大に対する住l家の政策および1"111祭レジームの'Jf例州究 900 

135 基盤C 川村尚H- JJJJ子 JJL代ドイツの立;化交流政策とナショナル。アイデンテイテイ 1.100 

136 基盤C 蜂巣泉 助教授 Ia型超新足の進化モテつレの構築とその総合的応IJJ 800 

1:17 基盤C 笈11 友紀 助手 紅ii車体一|山l体転移におけるインスタピリティ IIIQ序 1， lOO 

138 基撒C 小川松一郎 助教授 イi機事JlI1111のサーモクロミズム :X線1111折itによる迫湖、 2. 700 
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1.300 

600 

500 

500 

500 

1. 500 

1. 400 

1. 100 

1.500 

1. 500 

1. 100 

1. 400 

研究課題白

川相1l機イオン反応の設計と解析

メンタル・スペース理論による変化述語の研究

遷移金属合金・多桝膜の磁気光学効果の理論的研究

高圧力を利用した金属錯体分子システムの新機能・生物の探索

身体の即一論に基づく舞踏の総合的研究

健常者の妄想的観念の研究 精神分裂病の妄想との比較研究と発生論的研究

多言語社会における基礎教育に関する学際的研究ー南アメリカ諸凶との関連において

戦没者祭杷と祖先観の変容に関する民俗学的研究一新潟県佐渡の墓碑・ 1官、魂資・護国神社

7計百地J~!学的・文献学的方法による中 lH: フランス末期武勲詩研究

宝島、子所蔵の寂厳丞曇学資料に関する総合的研究

二肘量子ホール系の輸送現象における電子相関効果のiiJf'先

多附肘俗子シミュレーション解析によるカワラノギクの動態予淵Ijと絶滅リスクの評価

強い氾子相関を持つ呉方的超伝導体rj'の磁束状態に|刻するJ1t'論的研究

2:欠兄マントル大循環モデル構築へli'Htてーマントル進化におけるリソスフェアの役割l

波川シャッタ一式州限立体視を用いた心的切断テスト

筋肉増強剤の効果とその副作用に関する検討

「筋長・張力・劃Jき」が竹格筋に及ぼす影響

ポルフィリン高分r銘体の三次元構造構築と電子遷移制御
革新的研究開発の構f目立案機構の研究

戦後rj'同の対日政策形成

微lf:.物細胞集l吋による周囲の形状の認識機構の解明

人間の竹格筋ダイナミクスのリアルタイム言行則の試み

ドイツにおける文化的多疋論の成立と展開

自スピン金属錯体クラスターに対する異穏金属ドーピング

マメ科柏物ミヤコグサの分子構造学的解析の基盤形成

メゾポーラス多孔体の苔冷・熱交換器開発

1790年代から1880年代のアメリカ合衆悶における太平洋像の変遷

戦後日本における11'1際秩序論の形成と展開

クラスター負イオンの屯 f構造と化学反応過程

微細|キャピラリーを)lJl、て生成するけ1空原子の散乱角度分解可視、 X線分光

分裂両手I手を}甘いたアクチン細胞骨格の制御機構の解明

トウモロコシの転写制御|刈子Dof1の光応答の分子メカニズム

創造的問題解決における洞察の分析とモデル化

I'1己!え映言語による、.tT.列・分散アプリケーション記述の改善

身体運動課題におけるエラー反応時の脳内情報処理過料の検討

細胞性品Ijj菌を用いた細胞質分裂シグナルの解明

官職

教授

教授

教授

助教授

教授

効教授

助教授

助教授

助教授

教授

教授

助教授

助教授

助教J受

教授

助教授

助手

助教授

教授

教授

教授

教授

助教綬

助教授

助手

助教授

助教授

教授

助手

助子

助手

助手

助教授

助手

助手

助手

研究代表者

小林将一

坂原茂

浅野誠自11

松下信之

石光泰夫

丹野義彦

中村雄祐

岩本通弥

松村 |削

竹内信夫

古l前! 大三郎

嶋IIl jE相l

小売2正児

小河正法

鈴木賢次郎

山川茂

小捌かおる

瀬川 it fiJ 

丹羽 i青

石井 lifJ 

大森正之

福永哲夫

足立信彦

阿波賀邦夫

川1] iE代司

和111 信雄

遠藤 若手生

酒井村哉

佃 i主哉

鳥居覚之

中野賢太郎

柳i事修一

植田一博

増原英彦

平工志穂

足立博之

研究種目

基盤C

基盤C

基繋C

基盤C

基盤C

基繋C

J走盤C

基盤C

基撚C

基盤C

基椛C

基雄C

Jま椛C

基椴C

基骨量C

基椴C

Jま盤C

基盤C

基繋C

基盤C

萌芽的

萌芽的

萌芽的

萌芽的

萌芽的

萌芽的

萌]fi'内

萌Jj':的

奨IlJ'lJA

奨励A

奨励A

奨励A

奨励A

奨励A

奨励A

奨励A

139 
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144 
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146 

147 

148 
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150 
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155 

156 
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研究種目 研究代表者 官職 研究課題目 配分額(千円)

175 奨励A 関本弘之 助手 ミカヅキモの有性生殖に機能する走化性タンパク質の分子的解析 1. 300 

176 奨励A 河野泰朗 助手 新規なシリルボランおよびスタニルボラン配位子の開発とその金属錯体合成への展開 900 

177 奨励A 水野一乗 助手 コラーゲンゲル培養系による擬似生体組織の開発 1.100 

178 奨励A 牛山治 助手 生体内化学反応における量子トンネル効果の役割 1. 400 

179 奨励A 川上泰雄 助手 人間の筋特性(大きさ・力強さ・しなやかさ)の加齢に伴う変化と身体活動能力との関係 1. 300 

180 奨励A 土井靖生 助手 遠赤外線多素子検出器の開発 1.000 

181 奨励A 遠藤貢 助教授 グローバル化がもたらすローカルな政治的影響に関する実証研究:アフリカの事例 1.400 

182 奨励A 小林宣子 講師 中世イギリス文学における騎士道イデオロギーの形成と騎士階級批判の展開に関する考察 1.100 

183 奨励A 坂本真樹 助手 行為を介する人間と環境の相互作用が言語カテゴリーに及ぼす影響に関する認知論的研究 1， 000 

184 奨励A 大久保譲 助手 後期ヴイクトリア朝文学における「大衆」イメージの形成に関する研究 1.000 

185 奨励A 竹内孝宏 助手 丙欧表象分化史における「窓」の概念の研究 1.500 

186 奨励A 瀬地山角 助教授 東アジアの組織と家族規範に関する比較研究 1.100 

187 奨励A 樋11 二郎 助手 場の理論のグラフ理論への応用 800 

188 奨励A 岩岡道夫 助手 有機セレン試薬を用いたタンパク質分子の酸化還冗制御 1.400 

189 奨励A 斎藤晴雄 助手 陽電子消滅法とESR法を組み合わせた表的i常磁性中心の研究 1.100 

190 奨励A 市野川容孝 助教授 19世紀以降のドイツと H本における近代医療制度の確立過程に関する比較研究 600 

191 奨励A 恒台僚子 助教授 n本の教育と多分化共存時代の「共IfjJ体」の模索ーアメリカとの比較研究 800 

192 奨励A 伊藤徳也 助教授 近代中国における「生活の芸術」論周作人、林語堂、江紹原らによる提唱とその展開 500 

193 奨励A 村田降 講師 植物微小符におけるガンマチュープリンの存在様式の解析 1.400 

194 奨励A 加藤淳子 助教授 日本における連立政権の形成、政党の連合をめぐる理論的、実証的研究 800 

195 奨励A 小松徳太郎 助手 分子性モット絶縁体のフィリング制御 500 

196 奨励A 藤田渉 助手 有機無機複合層状磁性体における溶媒誘起構造相転移に関する研究 500 

197 奨励A 篠原稔 助手 VO， slow componentの機序を筋音図と近赤外分光法を用いて解明する 900 

198 奨励A 和久貴洋 助手 ジュニア期のスポーツ活動と防御体力に関する研究 1.200 

199 奨励A 田原裕子 助手 高齢期における居住地移動の空間構造の解明とモデル化に関する研究 1.300 

200 奨励A 山口泰 助教授 法線ベクトル曲面Iを用いた曲面間交線算出法 700 

201 奨励A 木原円子 助手 大腸菌ATP合成酵素:yサプユニット変異酵素を用いたエネルギー共役機構の解明 600 

202 奨励A 木本哲也 助予 rl'枢神経系に於ける神経ーグリアrm情報伝達過程のI1J悦化解析 700 

203 奨励A 矢口祐人 助教授 19世紀の北海道における丙洋建築とパターンブックスに関する基礎的研究 700 

204 特別研究U 茂木文夫 DCl 分裂酵母のE型ミオシン重鎖Myo2およびMyo3の機能解析 900 
奨励費

205 特別研究H 川喜川敦子 DCl ドイツ連邦共和国における被追放民の統合と歴史意義の変容 500 
奨励費

206 特別研究員 亀井綾子 DCl SynechocystisPCC6803の強光感受性に関与した遺伝子の解析 900 
奨励費

207 特別研究員 古賀毅 DCl タンパク質リン俊化を介した神経伝達物質放出の制御機構の解明 900 
奨励費



研究種目

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究対

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別l研究員
奨励費

特別研究H
奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

研究課題目

寄生蜂の性比調節の遺伝的背景と進化的動態の解明

者表
一
彩

代
-
究
一
林

研
一
小 900 208 

900 タイ東北部ラオ系民族における宗教実践の研究DCl 文彦i下村209 

900 量子ホール効果のプラト一転移に対する場の即ー論的研究DCl 尚孝木立210 

900 cDNA発現系をJlIし、た筋発生におるカルシウムチャネルの機能的局在機構の解明DCl 生
日

午
水f
 

I
 

211 

500 人口移出入問題から見た明治日本のナショナリズムDCl i告之塩lH212 

900 '11心対称性を持つイi効理論を!H¥，、たQCDへの.)Pf異動的アプローチDCl 健二'HM 

品
川
伊福213 

500 下守説空間における差別の諸相ー差別の言語態分析DCl 千珠子内総214 

900 向jilt間変化物超伝導体の磁気特性DCl 欣彦戸川215 

1. 200 レニウムーオスミウム放射壊変系をトレーサー及び年代測定法として111¥，、たマントルプロセスの解明教授穆一郎?i与野216 

nv 
ハり
n
u
J
 

イ10th毛類の7干声コミュニケーションにおける'情報伝達とその認知機構DCl 祥世梶川217 

900 中央アジア五ヶ同における「民俗汗楽」の制度化とその受容の過程DCl 範子東川218 

500 科学青誌による身体把握の現状と病の概念の中11関につL、てDCl 祐理 fI fJl11 219 

800 社会から経験へ 東京におけるエイサー活動と，i中縄」解釈PD 香代小林220 

1. 200 ミヤコグサl荷共生変異体をJfJ¥，、たm粒形成H寺の宿主防御応符}rl1i1iIJ機構の研究PD i晶子今泉221 

400 イギリスにおける!'I由党急進派の政策的特質PD 友有松永222 

1.200 rrHtt分名 l次元電f系模?t!1の研究PD 正弘城イl223 

1.200 県fJ.lグラフにおける強い予想に関する点色彩構造についてPD 雅佐久間224 

700 現代南アジアを事例としたイスラーム復興政治運動の!と的研究PD 主主τt
F弓，也、大平I225 

900 数坪モデルによる言語的なルールやコーデイングの生成過程DCl 直人片岡226 

ヰ
E
暗
主
N

1.300 粉紋多体系の破壊流動現象PD 輝久小松227 



研究種目 研究代表者 官職 研究課題目

228 特別研究H 場1¥III ~刊行下 PD 超対称.flH論の~I，煩動論的効果の研究 1， 300 
奨励費

229 特別研究u B山 若手央 PD 内l枚近代社会におけるn己を詰る再説Ci:体)の!併!と 800 
奨励費

230 特別研究民 1野藤安1'tI DC2 DNAのJ毎基配列認識機構の解IYJ 900 
奨励費

231 特別研究!l li1山聡 PD フッサール現象学における歴史と育制の川越 800 
奨励費

232 特別研究員 佐藤賢一 PD 11本数学史:特に関孝布lの数学とその時代背景についての研究 1，200 
奨励費

233 特別研究11 小倉尚，L; 助教授 生体エネルギ一変換系における水ぷイオン能動輸送機構の振動分光学的研究 1，000 
奨励費

234 特別研究n 前川 ì~i 人 DCI 束尚アジア・オセアニア域におけるオオゴキブリ 'II(科の分子系統及び進化生態学的liJf究 900 
奨励費

235 特別研究n J，Y;Jf* i(liMliJ DCl アフリカツメガエルのヒテロゲニン受符休の遺伝 fクローニングと生物的機能の解析 900 
奨励費

236 特別研究u )1上彰 DCI ハイエクとポパーの以:fL!の検討を小心とした「秩序111]題」と「不".:義論」のIlf構成 500 
奨励費

237 特別研究11 大谷宗久 DCI lil-子色}J学とその有効な理論?における物照的i'lIIII交の取り扱いと変分j去についての研究 900 
奨励費

238 特別研究員 i草野雅f PD lH 子依}JJ理論及び、弦Jli!論の幾M~f:的性質 1. 200 
奨励費

239 特別研究員 111'1' f吉弘 PD 反l場fヘリウムIJ;([-の超微細構造に関する理論研究 1. 200 
奨励費

240 特別研究t1 伺永宇iJょ 教授 人体筋の力発予l'特'nに|則する研究 1，200 
奨励賞

241 特別研究員 渡漫美絵 DCl 高齢1'i-介護の1，1際比較ージェンダーの悦点から見た福祉多元主義 500 
奨励費

242 特別研究H ;;!:本 i下介 DCI シリコン系混川:，~:':'(-構造における光学物tl 制御 900 
奨励費

243 特別研究n 八森 JE~長 DCI 複体のシェラピリティーとそのJlil辺 900 
奨励費

244 特別研究!t l悠堂史自[JJ DCl 環境ft泌Ui1J1i! iI，IJ 1交と.]'，]統可能な粁i斉システム 900 
奨励費

245 特別j研究員 、lえ石界 DCl 思考における認知lバイアスの進化心.l'¥!?的研究:十|会目前似説の視点から 900 
奨励費

246 特別研究員 震徳川 DCI 1，IojlL ~町lの腎形成における分子生物学的liJf究 900 
奨励費

247 特別研究H 尚m WJ!{t DCI 脳細胞における情報伝達物質のリアルタイム蛍光顕微イメージング 900 
奨励費



研究種目

特別研究1l

奨励費

特別研究n
奨励費

特別研究u
奨励費

特別研究n
奨励費

特別研究H
奨励費

特別研究11
奨励費

ヰ~njljflif'YW

奨励tt
特別J{iifヲ:W
奨励'l'l

特別{iJI究Ll
奨励ql(

特別{リド先11
奨励1'(

特別{iJf究11
奨励11(

特別研究11
奨励資

特別研究1¥

奨励費

特 ~J Ij{ijf究u
奨励費

特別研究H
奨励費

特別研究u
奨励費

特日Ij{ijf究u
奨励費

特別似1:究II
奨励狩

特別研究11
奨励jl(

特別研究Ll

奨励伐

研究課題目

Xenopus卵を用いたアクチン細胞骨格の調節機構の研究
職一コ
官
一
回

者
一
彦

表
一
立
与、-
4
1
・
究
一
口

研
一
野 900 248 

800 行為とPersonの分析科学的似「先PD 俊哉法野谷249 

900 細胞分化の数理モデルによる解析DC2 )J ，'ii宰250 

500 現代国際社会における djl~惨と人権一 EU市民権を事例としてDC2 美南子djJlI 251 

500 日本人の南洋観に!刻する比較文学比較分化研究DC2 直人須藤252 

)
 
(
 

ハリ
ハ吋
υロシアにおけるドイツ人DC2 

白
H
h
F史'1三谷253 

500 メキシコ・ユカタン Ml~地における防衛と貿易DC2 岳志伏見254 

ハ
U
“
リQd
 

近代日本における院本 i:.義(民本思危!)の!所史社会学的Ilf制成DC2 修一t:)寸255 

100 戦後イタリアの欧州政策の形成過料(]947-57) DC2 博人八 1-111256 

)
 
(
 
)
 
(
 
j
 
t
 

相対論的重イオンビームによる以fおよび以f核iil'f¥i:I:¥jの fiitt'1民的励起DC2 τ"""11; 
I'-'J tl: f}f)除257 

)
 
(
 
)
 
(
 
o
y
 

力学系的視点に基づく百It):J'j!論の再構築DC2 百表佐藤258 

800 ジャック・デリダの以:tL!におけるメディア環境の精神分析的依irij.jけについてPD 治紀市
恥259 

800 1970年代から現在にfる111*1川ドイツ I↑i民連動の政治社会学的比較研究PD 11::久Ji"-I刻260 

1，500 社会性昆虫のカスト化に|則する党生生理学的・分子'1物的反び、進化生態学的研究PD 徹、
li
 

、J261 

1，200 バーナード・リーチの芸術に|対する比較文化的研究PD 禎宏鈴木262 

400 文学理論の応用によって分析する、謡1111の劇的構成および|吐阿弥作能の特徴DC2 品f竹内263 

1. 200 親子関係の進化心.fIj!']:的研究PD 俊l珂1111/' 264 

1，200 非中性プラズマ('，正f、防'，'ttf-、イオン、!又陽子)の I~j じ込め及ぴプラズマ特性の研究PD i告之附.hi265 

1，200 π面ジアステレオ選択刊におけるヘテロ原 f効果のiiW先教授修司Ji.川266 

Z
E
出
き
N

)
 
(
 
)
 
(
 
)
 
(
 ，
 

l
 

地方政府の政策決定におけるJ;i;科)Jの比較研究教J歪d雨k~正267 



研究種目 研究代表者 官職 研究課題目

268 特別研'先u 遠藤泰樹 教授 ジェット冷却された不安定分fのluJ転分光 1， 000 
焚励費

269 特別研究u 長谷川 J.i'一 助教綬 霊長fiの社会生態およびヒトの配偶者選択における進化プロセス 1，000 
奨励費

270 特別liJf:先日 見1)旗 Ul、樹 PD ポーズ凝縮した)j;¥子集I.JIと編射場のfllh竹IIJ 1， 200 
奨励費

271 特別研究Ll 大庭三校 PIJ アジア太、Îi宇概念の成¥f.過程におけるASEANの役制 800 
奨励費

272 特別研究u 制Jt 裕之 PD 近世・近代の11本倫月l思怨におけるミメーシス<1'1然を絞倣するとし、う制作概念)の射利 1， 200 
奨励費

273 特別liJf':先H 11 IJ;( 111件F PD 光合成生物の光JII員化に|則する分r生物学的研究 1，200 
奨励費

274 特別研究員 ~'{LU f府 PD 1.1際体iI，1j論 (1"1際レジーム)の法的検祉 1，200 
奨励費

275 特別研究員 '1'嶋聖雄 PD 現代"1[.1者Illli{¥ilにおける社会1相同とその変動 附附と家紋との関わりから 800 
奨励費

276 特別研究員 今本修，iJ PD 現代リベラリズムの法縫づけとその応川一多冗的な普遍主義をめざしてー 800 
奨励費

277 特別研究Ll 松本山紀了ー PD 部山一としての身体 制度と欲割によるill築一 1，500 
奨励費

278 特別研究員 J:様紀雄 DC2 H熱竹:，'i細l剥の転'Ij¥ 惚製機構の構造'1:物学的解IVJ 900 
奨励費

279 特別研究員 tf，正川 良樹 PD 市生代デボン紀後期の生物大-ld絶滅のJj;U刈の解lリj 1，200 
奨励費

280 特別研究員 」ヒ!己 tfii，(: J)C2 JH:兵動的なポテンシャルの生成や双対'¥'1を!日いた脳対称'1"1の場のJIH論 900 
奨励費

281 特別研究員 111]野利敬 DC2 阿佐類卵における背側決定附子のI"J定 900 
奨励費

282 特別研究員 小野 1ト:iHi，iJ DC2 フランス認|樹クレオール文化・文学研究 900 
奨励費

283 特別研究員 位liJ: 仏ー利1[- DC2 ペルー北部、地方発版JPJにおけるIliJ家形成過程の州究 900 
奨励費

284 特別iiJI究員 il~~ 1:，¥ 11'( r DC2 ティドロ思処!における，/惑覚」の射利 500 
奨励資

285 特別研究員 鈴木良利l DC2 ミオシン原 f構造変化と実時IIIJで検出する新たなアプローチ 900 
奨励費

286 特別研究員 武藤主111よ PD 弦.!1ft論における時空の構造の研究 1. 200 
奨励費

287 特別研究員 i浪漫敦!多 DC2 f見代ヨーロッパにおける映Imjと舞台表象の関係 500 
奨励費



研究種目

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

研究課題目

現代英米哲学における、認知科学の基礎論としての心の哲学を批判的に研究する
職一コ
官
一
回

研究代表者

金杉武司 500 288 

900 巻貝の表現型における反応基準と遺伝的変異量の解析:種間相互作用と環境変動の効果DC2 夏i胡大林289 

1.200 ベーテ仮説法の数理 可積分な場の理論と差分方程式系との関連においてPD 禅吾坪井290 

1， 200 ラン藻におけるcAMPの生理機構の解析PD 光徳片山291 

1， 000 “life"の比較社会学一生命保険と〈安全性〉をめぐってPD 吾
官
自
問久木元292 

800 ボリシェヴィキの人間観と宇宙観、その形成過程およびスターリニズムへの影響PD 正則佐藤293 

800 近代日本における女性自己形成小説に関する比較文学・社会文化史的考察PD 美智子鈴木294 

900 国際環境法における法のー般化と倒別化DC2 真木子大島295 

900 国有ジョセフソン接合アレーにおける高周波特性の研究DC1 良重土屋296 

900 波長可変なラゲールガウスビームを利用した中性原子のトラップ法の開発DC1 祐公子清水297 

500 19世紀以来の仏哲学におけるベルクソンとパシュラールのもつ意義の思想史的考究DC1 弥日外山298 

500 東西ドイツ創設期における「ナチズム問題Jの比較分析DC1 美和子福永299 

900 北部低地における古代マヤの政治過程の研究DC1 達也村上300 

900 包括的な他者の創造・表象の機制:その起源と変遷の歴史社会学的考察DC1 栄龍鄭301 

900 半導体発光素子を用いたサブポアソン光の研究DC2 i享一安部302 

900 植食性昆虫の生活史スケジ、ユールの進化:寄主椛物の季節性と天敵による攻撃のジレンマDC1 啓行黒田303 

500 パラグアイにおけるメステイソ社会の歴史的研究DC2 鉄也坂野304 

900 日本の古典芸能における「芸」 新たな身体論の地平を拓くためにーDCl 演崎加奈子305 

500 世界史的文脈における近世的地域システムの比較研究DC1 範久山下306 

900 11<1家と民族の関係、異なる国家に住む同一民族の関係を中越国境の少数民族を例に研究DC2 正子安田307 

a
E出
席
草
N

900 潜在記憶と顕在記憶のメカニズムと発達過程PD 泉上原308 



研究種目 研究代表者 官職 研究課題目

309 w.nJIJliJI究貝 小沢哲史 DC2 社会的参mt現象と乳児の認知発達 900 
奨励i'l

310 特別研究員 宮本大人 DC2 11 本 l決 TIliíの腹立~1'10研究一明治J~lから II({利 i段 Il'JYl までー 600 
焚励q~

311 4'¥・別町|究只 中野剛充 DC2 現代コミユニタリアニズムの可能性一チャールズ・テイラーの倫理!思;tLl- 900 
奨励'{I(



奨学寄付金1999年度

研究テーマ

l，5AGの代謝学的研究

20世紀における科学技術の史的展開が科学技術観の変遷に及ぼした影響

環境研究

アメリカニゼーションと文化摩擦に関する[li]際比較研究

運動後の筋償傷に及ぼす新しい抗酸化化介物の効果

ボランールイス地基付加l物を配紋子とする金属針体の合成とB-H-Mご中心二電子
結合の安定性に|期する研究

IDNAと薬物との判|互作JIJの分子レベルでの研究」その20

制
一
件
一
耕
一
口
一
雅
一
泉

軒
一
日
一
師
一
刺

卸
一
州
一
州
一
川
一
棚
一
矧
一
則

側
一
川
町
一
山
一
間

験
一

授
一
授
一
授
一
実
一

時
一
蹴
一
概
一
肝
一
蹴
一
服
一
蜘
一
輔
一
肝
一
服
一
服
一
肝

金額

9，000，000 

1，900，000 

800，000 

750，000 

1，200，000 

1，000，000 

730，000 

1，000，000 

1，820，000 

700，000 

1，500，000 

寄付者

ti本化薬(株)

村IJ]純一((財)日産科学振興財同)

(財)ライフサイエンス振興財l吋

(財)松 fl五l際財団

大原雅((財)住友財団)

ジャパン・イー・エム(株)

(財)東京大学出版会

(株)アルファ水工コンサルタンツ

油井大三郎((財)三菱財凶)

キッコーマン(株)

(l討)11本似fti'if-材料工学助成会

受入番号

9 

10 

3 

4 

5 

8 

2 

6 

7 

日本独i'Iのスポーツフイツシングニへら鮒釣りで教養を考える

有機合成化学研究指導等(計算化学、量f-tf機化学を活用)

新しいイT機機能性材料に関する研究

ソフトウェア設計技術の研究

バーチャルエンタプライズの研究

玲子

寛道

稔

修司

泰雄

正

哲雄

大三郎

泰

知識1&見技術の応用に|刻する研究

ヰ
主
再
主
-
N

1999if.1支センターの連併ならびに他の諸活動

教授

教授

助手

教授

劫手

教授

教授

教授

助教授

学部長名

教授 石iln 章一

助手 i青野聡子

教授 玉井哲雄

アメリカ研究資料センタ一

助教授 池内昌彦

アメリカ研究資料センター

教授 高野穆一郎

助手 川 j-- 泰雄

馴
一
州
一
肌
一
馴
一
川
一
間
一
日
一
制
一
川

1，000，000 

]， 500， 000 

200，000 

500，000 

2，000，000 

500，000 

350，000 

500，000 

400，000 

359，170 

500，000 

1，000，000 

500，000 

167，200 

3，948，450 

4，000，000 

1，380，000 

400，00。

二共(株)

I床の素(株)アミノサイエンスす4業部

篠以稔((社)全[Jij大学体育連介)

チッ、ノ(株)

(財)立石科学技術振興財団

1'1産化学工業(株)

(株)東芝

(財)旭硝子財団

(株)東芝

メデずイアフロント(布ヴ

(株)アニモ

i庁野聡子

(株)アニモ

(財)東京大学出版会

j也|勾日彦(ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム)

(財)アメリカ研究振興会

(財)とうきゅう環境浄化財I.tl

(財)石本記念デサントスポーツ科学振興財l叶

II 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

24 

23 

25 

26 

27 

28 

29 



受入番号寄付者 金額 官職 名前 研究テーマ

30 1¥'野賢太郎(加藤記念バイオサイエンス研究振興財l羽) 300.000 助手 中野賢太郎

31 アルケア(株) 1， 000. 000 教授 ~M林徹

:32 鹿~麟麦j阿(株) 500.000 教授 i草島誠

3:3 大JJ;(雅((財)とうきゅう環境浄化財|刊) 1.300.000 助教授 大JJ?:雅 多摩川水源域に保有する1;(本柄物集団の遺伝的組成におよlますt創刊孤立化の定

量的評価

34 11本化薬(株) 8.000.000 教授 ，1J;i{j 宏!と 1.5AGの代謝学的研'先

35 公主主信託 成皮動物化学振興会 500.000 助教授 怯目良一

受託者三菱信託銀行

36 11本化薬(株) 1.500.000 教授 亦it'l宏史

37 村川純一((財)11産科学振興財団) 1.100.000 教授 村川純一 20tH:紀における科学技術の史的民間が科学技術観の変濯に及ぼした影響

38 *和科学(株) 500.000 教授 同橋正1i1:

39 11本電気(株) 400.000 教授 玉井哲w
40 l味の素(株)アミノサイエンス事業部 1.500.000 助手 秋1t:J広

41 総介研究奨励会 300.000 教授 高塚利l夫 大気汚染物質の発生、消滅に関する分子f理論的機構の解lりj-.fil!論テクアプロー

チー

42 三共(株) 1.000.000 教授 !.f:).回玲子 fDNAと薬物との相互作用の分fレベルでの研究Jその21

13 I味の素(株)アミノサイエンス事業本部 1.500.000 教授 小林寛道

14 (株)デジタルメディアファクトリー 550.000 助手 i青野聡f 開発

45 大塚製薬(株) 2.000.000 教授 福永哲夫

46 11本ストライカー(株) 800.000 教授 福林徹

47 小川嶋豊((財)御器谷科学技術財I.J-I) 800.000 技官 小川嶋控 各稀fl~ì.:llt カブラの|耳l党

48 (株)SRA 1.000.000 教授 HF 哲雄

49 (財).1-.原記念生命科学財I.tl 5.000.000 教授 イii甫章一

50 (財)中山隼雄科学技術財|付 1.000.000 教授 11111 泰

51 (財HI韓文化交流基金 262.000 教授 三谷博

52 (株)東京インスツルメンツ 400.000 助教授 安川賢一

53 (社)情報サービス産業協会 500.000 教授 川合慧

54 11本化薬(株) 9.000.000 教授 JJ;れ宏!と 1.5AGの代謝学的研究

55 (M)岩谷jr'(治記念財団 2.000.000 助教授 松下信之 高圧力を利用した金属錯体の光機能の探索

56 岩|吋道夫(公縫い託三菱illl化化学研究奨励某金) 1.000.000 助手 お!品l道夫

合計一 83.316.820 



受託研究

ヰ
罰
紺
草
N

2.850.000 

3.084.000 

11.424.000 

1. 000. 000 

5.250.000 

4.785.000 

18.000.000 

1.000.000 

タイトJレ

臓器最小機能単位の構築

低酸素環境走路をmし、たトレーニングに関する研究
器官形成の分子機構

量子構造を汗jl、た遠赤外光技術の開拓と量子物性研究

柄物における呉↑生の認識と有性生嫡成:v.の機構

ミヤコグサで|剥く似校共生系の分子遺伝学

量子場操作

エネルギー準f，i:相|羽と故子カオス

超構造分fの創製と有機量子デバイスへのI.i:.:m
Vortex状態のダイナミクスの理解

両生類の府養細胞の按，fi性と細胞分化・形態形成

チトクロム際化醇素の水素イオン能動輸送機構のH判u分解赤外分光学的研究

脳における育訓獲得装慌の解析

布機・無機ナノコンポジットの動的な鋭気的性質

Lym日aeaStagnalisの初期形態形成の予備的検討

宇宙環境が人体の筋萎縮を引き起こすメカニズムの解iり!と、宇宙における至適体}jトレーニング処方(ス

ペーストレーニング処}j)作製の為の総合的制「先

フェムト秒領域の光反応コントロール

マントル対流の並列シミュレーションに関する研究

地域コンソーシアム研究開発事業、!![1効型地域コンソーシアム研究開発、洋上烈海洋深肘水i伐水システ

ムの開発と海域肥沃化、二酸化炭素吸収及び生物効果の研'先開発

新i世代ネットワークのためのllllj像・形状処Jlf!技術の融合

動物佐(両生類)の胞!比形成因子の検索と利JIJ技術

微小重力環境が筋・骨格系のコラーゲン代謝に及ぼす25響

地球温暖化問題における国際協調の政治経済学的分析

長鎖DNAプロープ設計アルゴリズムの開発

微小重力環境下における筋萎縮防止に関する研究

耐乾性ラン藻の耐乾機構の解明とラン藻を利111した荒廃乾燥土壊修復技術の開発

ミクロ安定化半導体スーパーヘテロ界面の高度光機能化

金額

6.000.000 

2.500.000 

9.000.000 

6.500.000 

500.000 

1.600.000 

3.500.000 

2.000.000 

4.000.000 

2.000.000 

15.800.000 

1.000.000 

4.000.000 

3.000.000 

13.400.000 

4.800.000 

受託担当者

林利彦

小林寛道

浅島誠

小宮山進

関本弘之

川11 lE代，iJ

清水 IVj 

氷上忍

菅原 11-. 

前lfl J;(附IJ

跡見川ilT-

小倉尚志

酒井邦嘉

阿波j'i f.IUょ

黒IB 玲子

福永 1'f夫

委託団体

医薬品副作用被害救済調資機構

(株)竹中工務庖

科学技術振興事業開

科学技術振興事業[.rl

科学技術振興事業1.11

科学技術振興事業[.11

科学技術振興事業I.t!

科学技術振興事業t.rl

科学技術振興事業1.11

科学技術振興事業1.11

(財)日本宇宙フォーラム

科学技術振興事業問

科学技術振興事業[JI

科学技術振興事業I.rl

科学技術振興事業I.rl

(財)日本宇宙フォーラム

1999年度

受入番号

ハUl
 

12 

13 

14 

15 

11 

8 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

800.000 

784.000 

4.200.000 

一
山
一
時
一
日

畑
一
州
一
輔

科乙料支術振興事業IJI

(財)高度情報科学技術研究機構

(財)亜熱帯総合研究所

16 

18 

17 

泰
一
関
一
削
一
附
一
明
一
ト
一
此
一
汗

山
中
一
制
一
日
一
締
一
剛
一
硝
一
鳩
一
僻

(財)日本テレコム先端技術研究支援センター

農林水産省畜産試験場

(財)日本宇宙フォーラム

科学技術振興事業[.tl

バイオテクノロジー州究開発組合

(財)fl本宇宙フォーラム

生物特定産業技術研究推進機構

科学技術振興事業凶

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

い

w
凶
凶



受入番号委託団体 受託担当者 金額 タイトJレ

28 農林水産省 野菜.*業試験場 渡辺雄一郎 4.625.000 f2li止紀グリーンフロンテイア研究、植物・動物・ μ!ltを川し、た11川物資生産系の(ijC¥i:j
利Ji]しやすいユニークな制限醇素部位を有するウイルスベクターの構築

コートタンパク質遺伝fと外来遺伝子をともに発刻するトマトウイルスベクターの構築

29 11本原f力研究所 兵~jj 俊夫 1.000.000 防Hi:'f寿命巡到U:I~'引"則 ìlliJ定法による格子欠陥の研究

30 科学技術振興事業問 多賀厳太郎 500.000 ヒトの発達過程における身体性とモジ.ュール1"1

31 ["1立精神・神経センター 壬iiili t;1-- 2.000.000 筋)!I11I江1"1ジストロフイー病態の論的解明

32 ドl立精神・神経センター 松田 iミー 2.000.000 衛生細胞を合む筋管細胞移植による筋ジストロフイ一治療の試み

33 小野薬品工業株式会-1'1 石iili 章一 2.600.000 アルツハイマー州に|則わるアミロイド前駅体蛍1' 1 質の代謝市IJ御とその綱111抱毒性に I\IJする jiJf'~'é

34 JI!!化学研究所 兵頭俊夫 1.000.000 新しい陽屯子スピン制械測定法の開発

35 国立環境研究所 後藤 WJ行 1. 400. 000 平成 11年!支持続 lリ-íì~ な|五|際社会に lí'Jけた環境経消統合分析手法の IJ日発に|現する術究(1 ~I際終済モデルの
開発とアジアへの適川に関する研究)

36 (財)健康・体力づくり事業財団 福永哲夫 4.118.000 同齢者ーの'H号機能の維持・増進と社会参加を促進する地域システムに関する研'先
合計 147.902.000 



1999年度共同研究

受入番号委託団体

技術組合超先端電子技術開発機構

(株)アートへブンナイン2 

受託担当者 金額 タイトJレ

鳥海 弥利 6，000，000 分子動力学法をilJ¥i、た似合液晶系の秩序構造の研究

福永 朽夫 2，500，000 四肢インピーダンス情報からのHQOLの推定に|則する研究

ヰ
東
崎
君
υ



研究活動の公表

大学院総合文化研究科・教養学部の紀要・定期刊行物

LANGUAGE， INFORMATION， TEXT 
編集/総合文化研究科言語情報科学専攻

創刊1994年(最新号/第6号、 1999年3月干IJ)年間発行冊数/11l1J

言語情報科学専攻所属教官による研究論文集。巻末にシンポジウム、講演会、その他年間活

動報告も収録。

Interdisciplinary Cultural Studies 

編集/総合文化研究科超域文化科学専攻

創刊1996年(最新号/第4号、 1999年6月刊)年間発行冊数/lmf

超域文化科学専攻所属教官による研究論文集。表象文化論、文化人類学、比較文学比較文化

という3コースのそれぞれの視点から、多様な文化事象への「超域」的アプローチを試みる。本

専攻所属の学生にも門戸を開いており、 最新号の第4号では厳正な審査のうえで、博士課程在籍

の大学院生の研究論文 4篇を掲載した。

ODYSSEUS 地域文化研究紀要

編集/総合文化研究科地域文化研究専攻

創刊1996年 (最新号/第3号、1999年3月干IJ)年開発行冊数/Hfl

地域文化研究専攻所属教官による研究論文集。地中海各地を巡った古代の英雄オデユツセウ

スにちなみ、世界諸地域の様々 な伝統文化が現代においていかなる変容を遂げつつあるかを論

じた最新の初l究を収録する。

社会科学紀要

編集/総合文化研究科国際社会科学専攻

創刊1951年(最新号/第48輯、 1999年3月刊)年開発行-rrrJ数/11Uf

国際社会科学専攻所属教官による研究論文集。

Frontiere 

編集/総合文化研究科広域科学専攻

創刊1995年 (最新号/1999年3月干IJ)年間発行冊数/11111-

広域科学専攻における研究教育活動の紹介、最新トピックスの解説等を含んだ年報。巻末に

は、当該年度の広域科学専攻所属教官および大学院生等の業績を掲載。
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Language 
Infoi'mation 

ODYS'SE"US 
峨脳宮崎同副

繍糊要
1998 

叩叩角川知・
Qtt~lI t山



外国語調究紀要

山一一山崎
問削・

A MERICAN  

I.""'"，，，.， 
ST UDIES 

吋 4糊

間 ー

付属資料2

外国語研究紀要

編集/外国語委員会

創刊 1996年(旧「外国語科研究紀要~[1951-95)を改題最新号/第3号、 1999年3月刊)
年間発行冊数/1冊

外国語に属する各部会共通の論文集。語学、文学、外国語教育に関する論文が主である。英

語、 ドイツ語、フランス語、中国語・朝鮮語、ロシア語、スペイン語、古典誇・地中海諸諸の

各部会が協力して編集している。

東京大学アメリカン・スタディーズ

編集/アメリカ研究資料センター

創刊1996年 (最新号/第4号、 1999年3月干IJ)年間発行冊数/1冊

アメリカの政治、経済、社会、文化の諸問題に関する論文、書評、シンポジウム他のセンタ

ー研究活動の記録により構成される。本学の教官だけでなく、広く学内外のアメリカ研究者が

執筆している。

CASニュースεレター

編集/アメリカ研究資料センター

創刊1997年 (最新号/Vol.3、No，1、1999年9月刊)

年間発行冊数/2冊

アメリカ研究資料センターの研究活動を内外に広く広報するために新しく創刊された。セン

ター主催のアメリカ研究セミナー参加記やコラムなどの掲載を予定している。

教養学部報

編集/広報委員会

創刊1951年 (最新号436号、 00年2月2日干IJ)年間発行回数/9回

大学院総合文化研究科 -教養学部の教官が編集発行するユニークな定期刊行物である 『教養

学部報」は、 1951年4月に創「リされた。教養学部草創期に経験せざるをえなかった混乱を憂慮し、

当時の矢内原忠雄初代学部長が発刊を推進された。目的は、「広報の機能」を果たし「学生の教

養」に資するというものであった。そのため学部の方針や意図を示したり 、教官の研究活動、

研究の最新情報を提供したり、 学生の進路決定に役立つように本郷を含む各学部の紹介にも力

を入れている。また読書 ・趣味・海外事情など興味深い記事も掲載している。

:LYMDOL:ION 

編集/学生論文集編集委員会

創刊1994年発行冊数/4附

前期課程(1年生、 2年生)の学生たちのレポート集。1993年の前期課程カリキュラムの改

革を機に、「いまこの学部で、誰が、どのような主題をめぐって、いかなる ことを考え、また学

ぼうとしているか」を記録・紹介するために発刊された。前期謀程カリキュラムの柱をなす三

つの科目、「基礎科目J (方法論基礎、基礎講義、基礎演習、情報処迎、外国語)、「総合科目J (A 

思想・ 芸術、 B国際・地域、 C社会・制度、 D人間・環境、 E物質・生命、 F数理・情報)、「主

題科目 J (テーマ講義、全学自由研究ゼミナール)で提出されたレポートや答案のなかから、例

年70-80編が選ばれて収録されている。単に教師によって高く「評価」された、 出来の良いレ

ポートや答案という基準に偏ることなく、むしろカリキュラム改革以後の前期課程教育の特色

を示し、駒場で学ぶ学生たちの関心の多様さ、その関心の対象への接近の多彩さを紹介すると

いう点に重心をおいて編集されている。原則として、前期諜程の学生たちに配付される。
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1999年度の役職者

研究科長・学部長および専攻・系主任・学科長

研究科長・学部長

評議員

総長補佐

研究科長特別補佐

研究科長補佐

言語情報科学専攻主任

超域文化科学専攻主任

浅野播郎

浅島 誠

山内昌之

2000年1月31日まで

古田元夫

2000年2月l日から

永凹 敬

永野三郎

上村慎治

内野 儀

(建設)加藤道夫

白井隆一郎

竹内信夫

総合文化研究科・教養学部内の各種委員長・議長・代表など

総務委員会

研究科委員会

研究科委員会(議長)

前期運営委員会

人事小委員会

制度小委員会l

制度小委員会2

制度小委員会3
制度小委員会4

教務委員会

予算委員会

広報委員会

入試委員会

教育・研究評価委員会

関書委員会

学生委員会

三鷹国際学生宿舎特別委員会

三鷹国際学生宿舎運営委員会

後期運営委員会

将来構想委員会

環境委員会

発明委員会

学生論文集編集委員会

建設委員会

338 

浅野矯郎

浅野矯郎

白井隆一郎

浅野掻郎

浅野撮郎

小牧研一郎

石井洋二郎

鈴木賢次郎

竹内信夫

大津吉博

小林啓二

国重純二

宮本久雄

山本 泰

小111 i告
湯浅博雄

1999年9月30日まで

下井 τ，ム丁. 

1999年10月1日から

小林寛道

神野志隆光

1999年9月30日まで

緒田孝幸

1999年¥0月l日から

鹿児島誠一

浅野揃郎

高橋正征

浅野掻郎

大越義久

浅島 誠

地域文化研究専攻主任 石井洋二郎

国際社会科学専攻主任 岩田一政

広域科学専攻主任 鈴木賢次郎

生命環境科学系主任 赤招宏史

相関基礎科学系主任 風間洋一

広域システム科学系主任 小牧研一郎

超域文化科学科長 石田英敬

地域文化研究学科長 草光俊雄

総合社会科学科長 山脇直司

基礎科学科長 鹿児島誠一

広域科学科長 小牧研一郎

生命・認知科学科長 大森正之

研究棟管理運営委員会 丹治 愛

留学生委員会 青木誠之

計算機委員会 川合 慧

防災委員会 浅野掻郎

国際交流委員会 福永哲夫

奨学委員会 小林康夫

放射線安全委員会 渡辺雄一郎

放射線施設運営委員会 渡辺雄一郎

核燃料物質調査委員会 鈴木賢次郎

進学情報センター運営委員会 小宮山進

1999年9月30日まで

下井 守

1999年¥0月 l日から

組み替えDNA実験安全委員会 須藤和夫

実験動物委員会 松田良一

石綿問題委員会 中村保夫

アメリカ研究資料センター運営委員会 油井大三郎

学友会評議員 麻生 健

毒物・危険物管理安全委員会 菅原 正

学生相談所運営委員会 繁桝算男

文化施設運営委員会 鈴木英夫

ヒトを対象とした実験研究に関する倫理審査委員会

大築立志

教務関係事務電算処理委員会 丹波 i青
TA委員会 浅島 誠

スペース・コラボレーション・システムscs運営委員会
鈴木英夫

健康安全管理委員会 浅野掻郎

セクシュアル・ハラスメントに関する相談員等

浅野掻郎



付属資料2

部会主任およびその他の前期教育担当グループ責任者

英語 木畑洋一 文化人類学 中村雄祐

ドイツ語 池田信雄 哲学・科学史 今井知正

中国語・朝鮮語 刈問文俊 心理・教育学 繁桝算男

フランス語 工藤庸子 人文地理学 荒井良雄

ロシア語 浦 雅春 物理 吉岡大二郎

スペイン語 木村秀雄 化学 林 利彦

古典語・地中海諸言語 大貫 陵 生物 石浦章一

外国語委員会委員長 池田信雄 情報・図形 玉井哲雄

法・政治 岩i幸雄司 宇宙地球 江里口良治

経済・統計 贋松 毅 相関自然 鹿児島誠一

社会・社会思想史 柴田寿子 スポーツ・身体運動 大築立志

周際関係 石井 明 人文科学委員会委員長 荒井良雄

歴史学 柴 宣弘 外国語委員会委員長 池田信雄

国文・漢文学 黒住 真 前期謀程数学委員会委員長 山田道夫

センターなど

アメリカ研究資料センター 共通技術室

センター長 浅野掻郎 室長 浅島 誠

保健センター駒場支所 学生相談所

支所長 上原誉志夫 所長 浅野誠郎

事務部

事務部長 中村龍雄 教務課長 渡港信一

総務課長 渡漫隆夫 学生課長 西 額一

経理課長 宮川雅雄 図書課長 野i宰 稔
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教養学部の全教官

[言語情報科学専攻]

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

小森陽一 教授 国文・漢文学 160 

野村剛史 教授 国文・漢文学 209 

藤井貞和 教授 国文・漢文学 220 

伊藤たかね 教授 英語 106 

ウィルソン，プレンダン 教授 英語 112 

岡秀夫 教授 英 三回五口 12う

小川 i告 教授 英語 128 

近藤安月子 教授 英語 161 

鈴木英夫 教授 英語 176 

品村忠明 教授 英語 184 

丹治愛 教授 英語 189 

林文代 教授 英語 212 

松野和彦 教授 英語 230 

山中桂一 教授 英語 248 

山本史郎 教授 英語 248 

ロシター.ポール 教授 英語 2う6

青木誠之 教授 ドイツ誇 91 

池田信雄 教授 ドイツ語 99 

白井降一郎 教授 ドイツ諮 116 

鍛i台哲郎 教授 ドイツ語 133 

幸田薫 教授 ドイツ誇 lう3

田尻一千夫 教授 ドイツ語 186 

中i季英雄 教授 ドイツ語 199 

石田英敬 教授 フランス語 102 

坂原茂 教授 フランス語 164 

宮下志跡j 教授 フフンス詩 236 

湯浅博雄 教授 フランス語 2う2

西中村 i告 教授 ロシア語 20う

上田博人 教授 スペイン語 113 

エリス俊子 助教授 英語 118 

大堀義夫 助教授 英語 124 

唐木田茂lすl 助教授 英語 137 

斎藤兆史 助教授 英語 163 

タンクレディ，クリストファー 助教授 英語 188 

坪井栄治郎 助教授 英語 192 

寺i事盾 助教授 英 三ロ五ロ 192 

中i事恒子 助教授 英語 198 

西村義樹 助教授 英語 206 

矢田部修一 助教授 英語 243 

藤井聖子 助教授(併) 英語 220 

松村剛 助教授 フランス語 231 

山田広IIfl 助教授 フランス語 247 

野崎歓 助教授(併) フランス請 207 

生越直樹 助教授 中国語・朝鮮語 130 

楊凱栄 助教授 中国語・朝鮮語 2うl

フマール，クリスァイーン 助教授 中国語・朝鮮語 2うう

小林宜子 講師 英語 lう9

吉川雅之 講師 中国語・朝鮮語 2う4

大久保譲 助手 英語 121 

樽沼範久 助手 英語 lうO

宮本なほ子 助手 英語 236 

坂本真樹 助手 ドイツ語 164 

上田和l彦 助手 フランス語 112 

岩月純一 助手 中国語・朝鮮語 110 

[超域文化科学専攻]

宮本久雄 教授 哲学・科学史 237 

並木頼寿 教授 歴史学 204 

義江彰夫 教授 歴史学 2う3

伊藤 4巨人 教授 文化人類学 10う

船曳建夫 教授 文化人類学 223 
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H~資料2

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

1I1ド背司 教授 文化人数学 246 

小川 l清久 教綬 国文.i英文学 127 

神野志隆光 教授 国文・漢文学 lう4

延広真治 教授(-00) 国文.i英文学 209 

二角洋一 教授 国文・ i英文学 23う

大津吉博 教綬 英語 121 

川本時飾] 教授(-00) 英語 143 

佐藤良明 教授 英語 167 

高HJ 康成 教授 英語 180 

iilWI 佳子 教授 英語 18う

ボチヤフリ，ジ、ヨン 教授 英語 224 

石光泰夫 教授 ドイツ31t 103 

猪口弘之 教授 ドイツ訪 107 

岡部雄二 教授 ドイツ話 126 

川中子義勝 教授 ドイツ語 141 

北川束子 教t受 ドイツ話 144 

杉術協ー 教授 ドイツ語 174 

岩佐鉄男 教授 フランス語 109 

小林康夫 教授 フフンス語 lう8

竹内信夫 教授 フフンス語 18う

松irfi 寿輝 教綬 フフンス語 228 

刈IlIJ 文俊 教授 中国語・朝鮮語 138 

浦雅春 教授 ロシア語 117 

桑野隆 教授 ロシア語 lう2

中村健之介 教授(-00) ロシア語 202 

コルーエッツ，一一ナ 客員教授 264 

トン，チーキヨン 客員教授(00-) 

ピュシ・グリュックマン，クリスアイーヌ 客員教授 267 

門脇俊介 助教授 哲学・科学史 136 

品橋台哉 助教授 哲学・科学史 183 

岩本通弥 助教授 歴史学 111 

甚野尚志 助教授 歴史学 172 

長谷川 まゆ帆(博子) 助教授 歴史学 210 

中村雄祐 助教授 文化人類学 203 

福島真人 助教授 文化人類学 219 

キャンベル，ロパート 助教授(00ー) 国文・漢文学 147 

松岡心平 助教授 国文.i英文学 229 

内野儀 助教授 英語 116 

河合祥一郎 助教授 英訴 138 

恒7守僚子 助教授 英話 191 

菅原克也 助教授(併) 英語 173 

一候麻美子 助教授 ドイツ訊 104 

大石紀一郎 助教授 ドイツ話 120 

高橋宗五 助教授 ドイツ訪 182 

日i中純 助教授 ドイツ語 186 

長木誠司 助教授 ドイツ訪 190 

今橋映子 助教授 フランス語 108 

ドゥヴォス，パトリック 助教授 フランス語 194 

二浦篤 助教授 フフンス語 234 

伊藤徳也 助教授 q，[盟諸・朝鮮語 106 

中島降1専 助教授(00ー) IJI閑語・朝鮮語 199 

i竜j良幸次郎 講師 留学生相談室

徳盛誠 講師 官学生相談室 19う

宮内山美子 講師 fII学生相談室

丑野毅 助手 文化人類学 11う

中村 i享 助手 文化人類学 202 

717森 ft奈子 助手 同文・漢文学 2うう

竹内孝宏 助手 [1<1文・漢文学

金沢英之 助手 1¥'1五l諮・朝鮮言語 136 
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氏名 役職 担当・所属 掲載頁

[地域文化研究専攻]

柴官弘 教授 歴史学 169 

古田冗夫 教授 歴史学 223 

二谷博 教授 歴史学 23う

本村凌ー 教授 歴史学 239 

山内昌之 教授 歴史学 244 

油井大三郎 教授 歴史学 2う2

黒住輿 教授 国文・漢文学 151 

草光俊雄 教授 英語 148 

閥重純一 教授 英語 149 

塚本明子 教授 英語 190 

デイ，ディピットアンドリュー 教授(-99) 英語 192 

成田篤彦 教授 英語 204 

能登路雅子 教授 英語 208 

麻生建 教授 ドイツ語 94 

保坂一夫 教授 ドイツ語 223 

相:宰隆 教授(00ー) ドイツ語 91 

石井洋一郎 教授 フフンス語 JOI 

工藤庸子 教授 フフンス詩 149 

鈴木啓一 教授 フランス語 17う

代田智明 教授 中国語・朝鮮語 172 

高橋満 教授(-00) 中国語・朝鮮語 184 

若林正丈 教授 中国語・朝鮮語 2う7

木村秀雄 教授 スペイン誘 146 

高橋均 教授 スペイン語 183 

大貫隆 教授 古典語・地中海諸言語 123 

水谷智洋 教授(-00) 古典語・地中海諸百語 234 

恒川恵市 教授 法・政治 191 

中井和夫 教授 国際関係 197 

明石康 客員教授(00ー) 261 

飯村豊 客員教授(-99) 261 

イチオカ，ユージ 客員教授 262 

グァイエレス，プストスフウル・ロベルト客員教授(00-) 

神余隆博 客員教授 264 

ヨアンナ，プフアップ・チャルネツカ 客員教授 267 

吉川一義 客員教授 267 

李岩 客員教授 268 

鈴木淳 助教授 歴史学 176 

安富歩 助教授(00ー) 歴史学 242 

遠藤泰生 助教授 英 語(アメリカ太平洋地域研究センター) 119 

中尾まさみ 助教授 英語 198 

ホーンズ，シーファン 助教授 英語 22う

矢口祐人 助教授 英語 241 

ルコア，サンドラ 助教授 英語 2う6

足立信彦 助教授 ドイツ語 94 

石田勇治 助教授 ドイツ語 102 

森井裕一 助教授(00-) ドイツ語 240 

池上俊一 助教授 フランス諾 98 

増田一夫 助教授 フランス語 226 

森山工 助教授 フランス語 240 

谷垣真理子 助教授 中凶詩・朝鮮語 187 

村田雄一郎 助教授 中l量務・朝鮮語 238 

安同治子 助教授 ロシア語 242 

網野徹哉 助教授 スペイン語 9う

斎藤文子 助教授 スペイン語 161 

竹村文彦 助教授 スペイン詩 186 

越川倫明 助教授(00ー) 古典詩・地中海諸胃語 lう4

杉田英明 助教授 古典諮・地中海諸言語 174 

木宮正史 助教授 法・政治 146 

武内房司 客員助教授(00-) 
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付属官判2

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

橋谷弘 物:員助教授 266 

Jl坂理秘 "待Brii 歴史学 100 

川原史起 講師(00-) 中国語・ ÎUJff.\Ï'.，~ff 187 

前田伸人 助手 歴史学 226 

111日昭彦 助手 歴史学 24う

t:田映二f 助手 英語 191 

浜井祐二f 助手 英語 211 

J1[村陶f 助手 ドイツfff 143 

111上治刷 助手 フフンスロ官 247 

侮i幸紀雄 助手 ロシア詩

木村真 助手(-00) ロシア;ft 147 

芹田浩司 助手(00-) スペイン語

[国際社会科学専攻]

IIJ本 説 教授 哲学・科学史 249 

"j(畑 i羊- 教授 英語 14う

お沢雄日l 教授 法・政治 110 

大越義久 教授 法・政治 121 

大森 ?爾 教授(-00) 法・政治 12う

小寺彰 教授 法・政治 lう6

高橋直樹 教授 法・政治 183 
宕田一政 教授 経済・統計 110 

縄凹和i前 教授 経済・統計 204 

J資松毅 教授 経済・統iil 217 
丸山真人 教授 経済・統計 233 
|勾回隆三 教授 社会・社会以fJ.l史 116 

山本泰 教授 社会・社会以忽!史 2うO
山脇直司 教授 社会・社会以危l史 2ラ0
イ1井明 教授 国際関係 100 

占城佳r 教授 国際関係 lう6

後藤則行 教授 国際関係 lう6
酒井哲哉 教授 国際関係 164 

山影進 教授 国際関係 244 

IIJ本吉行 教授 国際関係 2うO
小倉充);; 平等員教授(00ー)

加藤裕己 特:員教授(-00) 262 
金栄作 得員教授(00ー) 262 
ジ、ェイン，フ。ルネンドフ 得員教授(-99) 264 

高野紀Jじ (併)客員教授(00-) 
自橋 ~fL ?<i-員教授(-00) 26う
瀬地山 ffJ 助教授 中国語・ !:UJmlMf 179 

内山融 助教授(00-) 法・政治 117 

加藤淳子 助教授 法・政治 134 
斎藤誠 助教授 法・政治 162 

道垣内弘人 助教授 法・政治 194 

ft田博史 助教授(00ー) 経1斉.*fe;il lラ0

佐藤俊樹 助教授 帝王i斉・統計 166 

i事rn康幸 助教授 経i汚・統計 167 

中l'可徹 助教授(併) 経済・統計 200 
松原 |年一郎 助教授 経済・統計 231 

市野川谷孝 助教授 fJ会・社会思想!と 10う

柴川寿子 助教授 社会・社会思想!と 169 
森政稔 助教授 社会・社会思想!と 239 

遠J除貢 助教授 |五11祭関係 119 

小山 'I<樹 客員助教授 263 
菅!!;{ 若手j台 客員助教授(-99) 264 

若松邦弘 助子 i去・政治 2う7

杉111 学 助手(-(0) 経済・統計 17う

綾部 )ム11Jj 助手 干上会・社会忠氾l¥l! 96 

大庭二校 助手 [1<[際関係 123 

久松伎杉 助手 [1<[際関係 214 
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氏名 役職 担当・所属 掲載頁

[広域科学専攻・生命環境科学系]

繁桝算男 教授 心理・教育学 168 

長谷川護ー 教授 心理・教育学 210 

川戸佳 教授 物理 140 

赤沼宏史 教授 化学 91 

黒田玲子 教授 化学 lう2

友田修司 教授 化学 19う

林利彦 教授 化学 212 

i主島誠 教授 生物 92 

石浦章一 教授 生物 101 

大森正之 教授 生物 12う

川口昭彦 教授 生物 139 

里見大作 教授 生物 167 

馬i刻一誠 教授 生物 233 

須藤和夫 教授 相関自然 176 

跡見順子 教授 スポーツ・身体運動 9う

石井直方 教授 スポーツ・身体運動 100 

大築立志 教授 スポーツ・身体運動 123 

小林寛道 教授 スポーツ・身体運動 lう7

福永哲夫 教授 スポーツ・身体運動 219 

福林徹 教授 スポーツ・身体運動 219 

鈴木理 客員教授 26う

高橋正身 客員教授 26う

酒井邦嘉 助教授 心理・教育学 163 

丹野義彦 助教授 心理・教育学 189 

|淘山明 助教授 物理 177 

菊地一雄 助教授 化学 144 

池内昌彦 助教授 生物 98 

奥野誠 助教授 生物 129 

上村慎治 助教授 生物 137 

箸本春樹 助教授 生物 209 

松田良一 助教授 生物 230 

波漫雄一郎 助教授 生物 2う8

小倉尚志 助教授 相関自然 129 

豊島陽子 助教授 相関白然 196 

安田賢一 助教授 相関自然 242 

金久博昭 助教授 スポーツ・身体運動 137 

川上泰雄 助教授 スポーツ・身体運動 139 

川原貴 助教授(-99) スポーツ・身体運動 142 

八回秀雄 助教授 スポーツ・身体運動 211 

深代千之 助教授 スポーツ・身体運動 217 

山田茂 助教授 スポーツ・身体運動 247 

渡曾公治 助教授 スポーツ・身体運動 2う9

|制村康司 客員助教授 262 

村凶隆 講師 生物 238 

小嶋武次 講師 スポーツ・身体運動 lうう

望月聡 助手 心理・教育学 239 

木本哲也 助手 物理 147 

高野光則 助手 物理 182 

今村保忠 助手 化学 109 

岩岡道夫 助手 化学 109 

杉山号 助手 化学 174 

柳i事修一 助手 化学 243 

岩本(木原) ii子 助手 生物 111 

加藤博之 助手(-00) 生物 13う

笹川昇 助手 生物 16う

関本弘之 助手 生物 178 

中野賢太郎 助手 生物 201 

福井彰雅 助手 生物 218 

ニ浦徹 助手(00-) 生物 234 
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付属資料2

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

湯浅品志 助手 生物 2ラl

足立博之 助手 相関自然 94 

枝松正樹 助手 十日関自然 117 

川口正代司 助手 相関自然 140 

黒岩繁樹 助手 相関自然 IうI

昆隆英 助手 相関自然

秋間広 助手 スポーツ・身体運動 92 

秋本崇之 助手(00-) スポーツ・身体運動 92 

新井秀明 助手 スポーツ・身体運動 96 
工藤和俊 助手 スポーツ・身体運動 149 

久保啓太郎 助手(00-) スポーツ・身体運動 lうO

神11碕素樹 助手 スポーツ・身体運動 lう3

小堀(古屋) かおる 助手 スポーツ・身体運動 lう9

篠原稔 助手 スポーツ・身体運動 168 

政一慶 助手 スポーツ・身体運動 226 

平工志穂 助手 スポーツ・身体運動 216 

松垣紀子 助手 スポーツ・身体運動 229 

水野一乗 助手 スポーツ・身体運動 23う

和久貴洋 助手 スポーツ・身体運動 257 

[広域科学専攻・相関基礎科学系]

今井知正 教授 哲学・科学史 108 

佐今木力 教授 哲学・科学史 16う

村fU 純一 教授 哲学・科学史 238 

浅野儲郎 教授 物理 93 

太日l浩一 教授 物理 122 

風間洋一 教授 物理 132 

生井i畢寛 教授 物理 203 

兵頭俊夫 教授 物理 214 

松井哲男 教授 物理 228 

山崎泰規 教授 物理 246 

吉凶大一郎 教授 物理 2う3

米谷民明 教授 物理 2うう

小林啓一 教授 化学 lう7

下井守 教授 化学 171 

高塚和夫 教授 化学 181 

永田敬 教授 化学 200 

遠藤泰樹 教授 林l関自然 119 

鹿児島誠一 教授 キII関白然 132 

金子邦彦 教授 相関自然 136 

小島憲道 教授 相関自然 lララ

小宮山進 教授 相関自然 160 

菅原正 教授 キrl関自然 173 

氷上忍 教授 相関自然 213 

小泉英明 客員教授 263 

イ言原 幸弘 助教授 哲学・科学史 208 

野矢茂樹 助教授 哲学・科学史 209 

足首野 喜幸 助教授 哲学・科学史 216 

植田直志 助教授 物理 113 

小形正男 助教授(併) 物現 126 

加藤光裕 助教授 物理 13う

久我隆弘 助教授 物:fI! 148 

l喝場敦夫 助教授 物理 lうO

清水明 助教授 物理 171 

和田信雄 助教授 物E里 2う8

小川桂一郎 助教授 化学 127 

尾中篤 助教授 化学 131 

錦織紳一 助教授 化学 20う

増田茂 助教授 化学 227 

松下信之 助教授 化学 230 

村田滋 助教授 化学 237 
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氏名 役職 担当・所属 掲載頁

森田昭雄 助教授 化学 240 

阿波賀邦夫 助教授 相関自然 97 

佐々 真一 助教授 相関t'i然 16ラ

染回 i青彦 助教授 相関n然 179 

i菜i掌晋 助教授 相関n然 217 

前田原剛 助教授 相関n然 22う

岡本拓司 講師 哲学・科学史 127 

和田純夫 講師 物理 2う8

伊古田理 助手 哲学・科学史 99 

池上弘樹 助手 物理 99 

一瀬郁夫 助手 物理 10う

仁妻幹男 助手 物理 lう3

斎藤晴雄 助手 物理 162 

柴凹 尚平日 助手 物理 170 

鳥居寛之 助手 物理 197 

長嶋泰之 助手 物理 199 

藤井宏次 助手 物理 221 

築口友紀 助手 物理 236 

青木 {憂 助手 化学 91 

今久保達郎 助手 化学 108 

牛山浩 助手 化学 116 

河野泰朗 助手 化学 141 

f岡達哉 助手 化学 190 

鳥海弥利l 助手 化学 197 

原田潤 助手 化学 213 

泉岡明 助手(-00) 相関自然 103 

伊藤健吾 助手 相関自然 106 

川本 i青 助手 相関n然 143 

北野晴久 助手 相関自然 14う

小松徳太郎 助手 相関n然 160 

近藤隆祐 助手 相関自然 161 

住吉吉英 助手 相関自然 177 

多賀厳太郎 助手 相関自然 180 

野口徹 助手 相関n然 207 

樋口三日11 助手 相関n然 213 

平井宏 助手(-00) 相関f1然 21う

藤田 i歩 助手 相関自然 222 

[広域科学専攻・広域システム科学系]

荒井良雄 教授 人文地理学 97 

谷内達 教授 人文地理学 186 

小牧研一郎 教授 物理 lう9

高野穆一郎 教授 化学 181 

磯崎行雄 教授(00-) 宇宙地球 104 

江里口良治 教授 宇宙地球 118 

中村保夫 教授(-00) 宇宙地球 203 

高橋正征 教授 生物 184 

松本忠夫 教授 生物 232 

佐藤八十八 教授(-00) 生物 166 

安達裕之 教授 情報・図形 94 

川合慧 教授 情報・図形 138 

鈴木賢次郎 教授 情報・図形 17う

玉井哲雄 教授 情報・図形 188 

永野二郎 教授 情報・図形 201 

丹羽 i青 教授 情報・図形 206 

山口和紀 教授 情報・図形 24う

横山正 教授(-00) 情報・図形 2う2

木嶋恭一 (併)客員教授(00-) 

後藤典弘 客員教授 263 

永田淳肺] 助教J受 人文地理学 200 

松原宏 助教授 人文地理学 231 
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付属百科2

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

池上高志 助教授 物理 98 

瀬川浩司 助教授 化学 178 

松尾基之 助教授 化学 229 

小川正基 助教授 宇宙地球 128 

蜂巣泉 助教授 宇宙地球 211 

大原雅 助教授 生物 124 

嶋UI 正和 助教授 生物 170 

梢Hl 一博 助教授 情報・|型|形 112 

大勝孝司 助教授 情報・|立1JI三 120 

加藤道夫 助教授 情報 .l'!il !f; 13ラ

中村政際 助教授 情報・ l将形 202 

開一夫 助教筏(00-) 情報・ l文|形 21う

藤J:D 裕子 助教授(00ー) 情報・ 1';(1形 221 

山LI 泰 助教授 情報・ l立i形 24ラ

伊藤冗己 助教授(00ー) 生物 107 

谷 i事 客n助教授 266 

増民( 英彦 講師(00ー) 情報・区l形 227 

凹版裕子 助r 人文地科学 187 

久野章仁 助手 化学 214 

上野宗孝 助手 宇宙地球 113 

大島治 助手 宇宙地球 122 

角手11 善隆 助手 宇宙地球 131 

i青野(舘野) 聡子 助手 宇宙地球 177 

土井靖生 助手 宇宙地球 194 

偏重俊之 助手 宇宙地球 218 

堂前雅史 助手 生物 195 

柏原賢一 助手 情報・凶形 133 

船渡陽子 助子 情報・凶形 222 

横山(今井) ゆりか 助手 情報・|立!Jf; 2う3

[数学]

新井 f之 教授 96 
大島利雄 教授 122 

岡本和夫 教授 126 

織rn 孝幸 教授 130 

部fT 卓l叫自11 教佼 131 

片|刈 i青白 教授 133 

桂利行 教J受 133 

加藤和也 教授

j可東泰之 教授 142 

川又雄郎 教授 142 

菊地文雄 教授 144 

楠怖l成雄 教授 149 

県UJ 成信 教授(-00) lうl

カノfニヒン，セルゲイ 教授

河野俊丈 教授 lラ4

i%:iri.事毅 教授 162 

催摩 )11百吉 教授 166 

神保道夫 教授(00-) 173 

坪井俊 教授 192 

H寺弘哲治 教授 19う

中村 NiJ 教授 202 

日辞波 完繭 教授(-00) 20う

野口潤次郎 教授 206 

舟木 l直久 教授 222 

古出幹雄 教授(00-) 223 

堀川頴 教授 224 

保野博 教授 227 

松本幸夫 教授 232 

森出茂之 教授 240 

谷島賢一 教授 241 
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氏名 役職 担当・所属

山田道夫 教授

フリッツ，ヨーゼフ 教授

石岡圭一 助教授

一井信吾 助教授

稲葉寿 助教授

ヴアイス，ゲオグセパスチャン 助教授(00-) 

大鹿健一 助教授

小木曽啓不 助教授

力n藤晃史 助教授

i可澄響矢 助教授

北m 均 助教授

小林俊行 助教授

五味健作 助教授

今野宏 助教授

坂井秀隆 助教授(00-) 

白石潤一 助教授

高橋明彦 助教授

寺柚友秀 助教授

寺田至 助教授

長谷川立 助教授

林修平 助教授(00ー)

平地健吾 助教授(00-) 

細野忍 助教授

松尾厚 助教授

松本久義 助教授

柳川英一 助教授

山本昌宏 助教授

古111 朋広 助教授

古川謙一 助教授

麻生和彦 助手

片岡俊孝 助手

牛腸徹 助手

i青野 手口彦 助手

高橋勝雄 助手

頁
一
回

載
一
シ

掲
-

102 

104 

107 

111 

121 

129 

134 

140 

14う

lう8

山
一
剛
一
回
一
四
一
明
一
問
一
川
一
山
一
川
一
山
一

m一
m一
出
一
抑
一
別
一
別
一
田
口

lう6

182 

[外国人教師]

ヴァセルマン，エストレリタ

カストロ，アウグスト

ゲイター，ウィリアム

ゲレーブ・ケネカー，セパスチャン

コリンズ，クライヴ・スチュアート

ゴルボフスカヤ，リュボーフイ

シーモア，クレア

ジャコムッツイ，ベーター

シュトゥンプ，ガプリエレ

左思民

タプレロ，フランシスコ・ハピエル

張願武

パジェス，プリジット・マリ

フィスター・ストガ，フランシス・アン

マーク，スティーブンガリ・ノチオ

抑一一
m
一一
m
一抑一

m一
m一
m一
m一
m一
m一
m一
m一
m一
m一
m

デュシュッド，オデイール

[アメリカ太平洋地域研究センター]

浅野掻郎 研究科長・学部長

遠藤泰生 助教授

1it間千代子(麗) 助手

[学生相談所]
竹中浩

大森拓哉

助手(-99) 

助手

18う

12う
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付属資料2

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

[進学情報センター]
里見大作 教授 167 

[留学生相談室]

井坂理穂 講師 100 

i竜浪幸次郎 講師

徳盛誠 講師j 19う
宮内由美子 講F.rfi

[保健センター]

上原春志夫 助教授 114 
安東克之 講srfi 97 
石川隆 講flrfi

磯[I! 雄一郎 講師

張 j英信 助手 189 

[AfKOM] 
君康道 助手 146 
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